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要約 
 
現状のエネルギー供給システムにおける再生可能エネルギー（RE）の割合は低く、その向上に向けては今から更

なる統合のための努力を行い、長期にわたり継続する必要がある。それには再生可能エネルギー資源の特徴と利用

可能性をさらに良く理解すること、インフラ整備、研究開発、実証（RD&D）を可能にするための投資、制度と統

治の枠組みの修正、革新的な考え方、社会的側面、市場、計画への配慮、再生可能エネルギー資源の成長を見込ん

だ人材育成が含まれる。 
 
多くの国では、経済協力開発機構（OECD）・非 OECD のどちらにおいても、コミュニティの規模に関わらずエネ

ルギー需要の主要な割合を供給するシステム統合に十分な再生可能エネルギー資源があり、それは最終消費部門で

直接使用されたり、既存あるいは将来のエネルギー供給システムとエネルギーキャリアを介して間接的に使用され

たりする。多くの再生可能エネルギー資源が有している特徴で、化石燃料や原子力発電と異なる点は、自然の予測

不能性と秒単位から年単位までの時間領域における変動である。これらにより再生可能エネルギーの統合が難しく

なる可能性があり、特に電力、熱、または気体や液体燃料において再生可能エネルギーの割合が増加した場合は、

追加のシステムコストが発生する結果となる。 
 
既存のエネルギーインフラ、市場、他の制度整備を行う必要はあるが、現在の非常に広範囲にわたる世界的エネル

ギー供給システムに再生可能エネルギー技術を統合するにあたっての技術上の絶対的な制約はほとんどない。しか

し、他の経済性などの障壁は存在する。再生可能エネルギー資源と技術の組み合わせによる統合をさらに進めるこ

とにより全体的なシステム効率と再生可能エネルギーの導入割合の拡大は達成可能である。これを一層推し進める

に当たっては、電力、燃料、冷暖房の柔軟なコジェネレーションに加え、エネルギー貯蔵の利用、そして異なる供

給システムにわたる需要反応などが有効と考えられる。本章では、実世界における事例検討にもとづき、多様な統

合の方策が、それぞれ特有の背景において、技術、市場、及び社会的・制度的メカニズムの組み合わせにより、い

かにして再生可能エネルギーの導入を成し遂げたかを実証する。離島や町、そしてコミュニティーにおける事例が

あり、あるものでは 100%に近い再生可能エネルギー電力の普及を達成し、軽量自動車用の液体燃料では 50%を超

える再生可能エネルギーの割合増加を達成したものもある。 
 
風力発電、大小の水力発電、地熱システム、バイオエネルギー・コジェネレーション、バイオメタン製造、第一世

代液体バイオ燃料及び太陽熱温水器といった複数の成熟した再生可能エネルギー技術については、一部の先進国で

は、エネルギーシステムへの統合がすでに成功している。国と地方政府の双方の主導によりさらに統合を推進し得

る。先進バイオ燃料、太陽燃料、太陽熱冷房、燃料電池、海洋エネルギー技術、分散型発電及び電気時自動車とい

った、その他の成熟度が低い実用化前の技術の統合には、研究開発と実証、インフラ整備、能力育成、その他の支

援策に長期にわたる継続的投資が必要である。 
 
今後数十年にわたる多くのシナリオに予測されている再生可能エネルギーの利用レベルの達成には、発電、冷暖房、

ガス・液体燃料の配送、及び自立的エネルギー供給システムのそれぞれにおいて、再生可能エネルギー技術を現在

よりも高い導入率で統合することが必要である。 
 
大規模な大陸規模の電力系統から、小規模な自立した建物内でのオンサイトの発電と利用に至るまで、再生可能エ

ネルギーはあらゆる種類の電力供給システムに統合可能である。技術的・経済的にも実現可能なレベルにある再生

可能エネルギーの普及は個々のエネルギーシステムの特徴に依存する。これらの特徴としては、インフラの開発と

連系の状況、電源構成、制御と通信の機能、需要パターンと利用可能な再生可能エネルギー資源との位置関係、市

場設計、制度上の規則などが挙げられる。 
 
再生可能エネルギー資源の分布、位置、変動性と予測可能性なども、統合の難易度を決定する。短時間の変動性を

有する風力、波力、太陽エネルギーの統合は、数年や数十年といった長期にわたってしか変動せず出力調整が可能

な貯水池式水力、バイオエネルギー、地熱資源の統合に比べて、より困難と考えられる。変動性の再生可能エネル

ギーの普及拡大に伴い、システムの信頼性維持もより難しくなり、コストも高くなる。それぞれの電力システムの

特徴により、システムへのリスクと再生可能エネルギーの統合コストを最小化する解決策の組み合わせには、補完

的で柔軟な発電の導入、送配電網の増強と拡張、連系、供給の利用可能性に応答する電力需要、エネルギー貯蔵技

術（貯水池式水力発電所を含む）、規制・市場メカニズムを含む制度的な取り決めの改正などが含まれる。 
 
地域暖房（DH）及び冷房（DC）システム は一次エネルギー源に関して柔軟性があり、現状の化石燃料源の利用

からより再生可能エネルギーの導入拡大へと段階的、あるいは迅速な移行が可能である。地域暖房では低温再生可

能エネルギー（太陽熱や多段利用された地熱など）の投入や、競合する他の利用法がほとんどない（ごみ固形燃料

や産業廃棄物などの）バイオマスを利用出来る。地域冷房システムはあまり一般的ではない1が、冷温源として様々

な自然の水路や地中熱が利用でき、利用資源に柔軟性を持つ。また、蓄熱能力（温熱または冷熱）を持つことによ

                                                        
1
（訳注）欧米の視点で書かれているため。日本には地域冷暖房システムは多く存在する。 
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り再生可能エネルギーの変動性の課題を克服することが出来る。 
 
輸送を始めとする様々な用途に利用するために、バイオメタン、または将来的には再生可能エネルギー由来の水素

をガス導管網に注入することは技術的・経済的には可能と考えられるが、これを実現するには適切なガス品質基準

に適合することが必要となる。 
 
液体燃料システムでは、バイオ燃料を調理用（例えばエタノールゲルや将来的にはジメチルエーテル（DME））や

輸送用（バイオエタノールまたはバイオディーゼルエステル）に統合することは可能である。輸送用としては、通

常（常にではないが）車両エンジンの現状の燃料仕様に適合させるため石油系の燃料と混合されていれば、統合す

ることが可能であり、将来開発される厳しい仕様を満たす先進バイオ燃料は、現在及び将来のエンジン設計のもと

では、混合せずに直接、陸上、航空、及び海洋用途での利用に耐えるものになる可能性もある。 
 
自立的なエネルギー供給システム は一般的に小規模であり、送電系統やネットワークで提供される商用エネルギ

ーが利用出来ない遠隔地、離島、または個々の建物にあることが多い。自立的な再生可能エネルギーシステムの成

立性は地元で利用可能な再生可能エネルギー資源、再生可能エネルギー技術コスト、将来のイノベーション、当該

場所にサービスを提供するために必要なインフラの新設または拡張コストの回避可能性による。 
 
輸送、民生、産業、及び農林水産などの各部門にわたり再生可能エネルギーを統合し導入割合を増加させるために

は複数の道筋があるが、統合の容易さと追加コストはそれぞれの地域、部門、及び技術により異なる。 
 
それぞれの事情が影響しかつ複雑なため、「典型的な」システム統合コストを想定するのは難しい。再生可能エネ

ルギーのシステム統合コストは、利用可能な再生可能エネルギー資源の特性、資源と消費地の地理的距離、大規模

な集中型システムと小規模な地方の分散型システムで異なる統合手法、必要な需給調整容量、そして地方や地域の

エネルギー市場の進化の状態などにより大きく変化する。文献に見られる限られた比較評価は、主として低い導入

率での再生可能エネルギー（ヨーロッパとアメリカにおける風力発電とヨーロッパのガス導管網へのバイオメタン

の注入など）導入に対して行われたもので、それらの統合に要する追加コストは多様であり適用場所により異なる

ことを示している。 
 
複数の最終消費部門にわたり再生可能エネルギーの導入割合を上げるためには、計画、開発、筋の通った枠組みと

戦略の実施が必要である。これらの要素は、既存のエネルギー供給システムの規模、時代、種別といった点に左右

される。再生可能エネルギーの取り込みは、再生可能エネルギーの直接利用（例えば建物一体型太陽熱温水）また

はエネルギーキャリアを経由した（例えば石油精製所でのガソリンやディーゼルへのバイオ燃料の混合）間接利用

で、すべての最終消費部門において達成出来ると考えられる。最終消費の省エネルギーや、エネルギー使用のタイ

ミングの柔軟性によって、再生可能エネルギーの統合をさらに進めることが出来る。 
 
 輸送部門は今後数十年にわたり再生可能エネルギーの導入割合を、極めて低い状態から上げる可能性が高い。

現在の再生可能エネルギーの導入は、主に石油製品への液体バイオ燃料の混合と電気鉄道によるものである。

今後この割合を高めるためには、先進バイオ燃料、バイオメタン、水素、電力といった再生可能エネルギーの

供給媒体を、オンサイトあるいは集中型プラントで生産し、化石燃料を代替することが必要となる。フレック

ス燃料自動車、プラグイン・ハイブリッド自動車、燃料電池自動車、または電気自動車が、いつどの程度現在

の軽量自動車において大きなシェアを占めるようになるかは、エネルギーキャリアの利用可能性、先進車両用

駆動系の実用化の追加的コスト、それらを支えるインフラの整備、及び先進バイオ燃料、燃料電池、バッテリ

ーの技術開発などの発達速度に依存する。燃料を、重量自動車、航空機、船舶の分野に統合することはより難

しい。先進バイオ燃料は、石油系燃料や配送システムとの代替可能性は上がるが、大きな市場シェアを獲得す

るためには、コスト競争力の向上が必要である。燃料電池のコストと信頼性、それに電気自動車の航続距離の

制限は現在の制約条件である。 
 
 民生部門では、伝統的バイオマスを除いて、現在、最終エネルギー消費需要の 10%程度に再生可能エネルギ

ーを利用している。今後、省エネルギー性が高く、使用時間や資源選択に柔軟なエネルギー利用を促進する「グ

リーン建物」設計との組み合わせることで、再生可能エネルギーの都市環境への統合を促進できる可能性があ

る。開発途上国の地方では、多くの場合小規模な再生可能エネルギー技術を統合して基本的エネルギーサービ

スを提供できれば、多くの貧しい住宅が恩恵を受けることが出来る。新築、あるいは既築建物の改築の設計に

おいて再生可能エネルギー技術を統合することで、建物は電力と暖房の正味の供給者になる得る。バイオマス

を利用した個別の熱システム（調理用と暖房用）、地熱（熱水と地中熱ヒートポンプを含む）、太陽熱（給湯、

暖房、わずかではあるが冷房用）はすでに住宅、コミュニティー、地域的に広く普及している。 
 
 産業における再生可能エネルギーの統合は大規模で、エネルギー集約型の「重」工業、中小規模の「軽」加工

業への統合、この両者ともその方法はそれぞれの地域や産業プロセスに依存する。大規模な産業では、再生可

能エネルギーの導入は、省エネルギー、材料のリサイクル、将来の二酸化炭素回収貯留（CCS）との組み合わ

せが可能である。産業によっては、電力供給システムへの再生可能エネルギーのさらなる統合を促進する、使
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用時間をシフト出来る柔軟な需要反応サービスも提供出来る。食品・繊維加工産業では、例えばバイオマスの

残渣を熱源や発電用に使用するなど、オンサイトで化石燃料を直接置き換えることも可能である。多くのその

ような産業（製糖、紙パルプ、米の加工）には隣接するシステムへの熱や電力の正味の供給者となる可能性が

ある。電熱プロセス、プロセス水素、その他の媒体を使用することで、将来、産業部門において再生可能エネ

ルギーの導入割合が増加する機会が拡大する。 
 
 農業の場合は大規模な企業農園から自給自足の小規模農まで幅広いが、部門として消費するエネルギーは比較

的少ない（肥料や農機の製造は産業部門に含まれる）。風、太陽光、作物残渣、家畜排泄物といった地域の再

生可能エネルギー源は、多くの場合、地主または管理者がそれらを地元で利用し、電力、熱またはバイオガス

を作り、農園から送り出して新たな収益源とするのに十分な量である。 
 
輸送（電気自動車を含む）、冷暖房（ヒートポンプを含む）、柔軟な需要反応（リアルタイム料金や余剰電力検針

のもとでのスマートメーターの使用を含む）、より効率的な熱の生産を並行して発展させることで、電力システム

は今後大きく変化する可能性がある。（原子力と二酸化炭素回収貯留の開発の動向の影響は大きいが）再生可能エ

ネルギーのより高い導入レベルとより大きなシステム柔軟性が実現すると考えられる。エネルギーの豊富なコミュ

ニティーでも乏しいコミュニティーでも、現在のエネルギーシステムに関わらず、再生可能エネルギーの利用割合

を高めることは技術的に可能であるが、その実現には、慎重で一貫性のある長期計画と統合戦略の実施と適切な投

資が必要となる。 
 

8.1 序論 
 
本章ではより高い割合の再生可能エネルギーを多様なエネルギー供給システムへ統合する手段、また国レベルと地

域レベルで最終消費部門に直接統合する手段を検証する。先ず、エネルギーをある媒体により利用者に届けるエネ

ルギー供給ネットワークへの統合を通じ、再生可能エネルギ資源を統合の割合変化に応じてどのように使用される

か（8.2 節）、次に、輸送、民生、産業、農業といった最終消費部門でどのように使用されるかについて述べる（8.3
節）（図 8.1）。 
 
世界には多くのエネルギーシステムが存在し、それぞれが技術、市場、財務、文化において大きな特徴を有してい

る。電力、(地域)冷暖房、ガス燃料、液体燃料に占める再生可能エネルギーの割合を現在よりも高めるためには、

より大量の供給に対応出来るよう、これらの既存のエネルギー供給流通システムを適応させる「統合」が必要であ

る。この統合方策は、場所、規模、エネルギーシステムの現在の設計、関連する制度と規制により異なる。 
 

 
 
図 8.1: エネルギーサービスの提供に向けた、エネルギー供給システムまたはオンサイトでの最終消費部門に対す

る再生可能エネルギーの統合の道筋。 
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人類の歴史から見ると、エネルギー供給システムが確立したのは比較的新しい時代であり、内燃機関の最初の実用

化からはわずか 100 年ほど、一国規模の送電系統は約 90 年、世界規模の石油産業は 80 年、世界規模のガス産業は

50 年、そして半導体応用はわずか 30 年ほどの歴史である。これらの先例の歴史的な発達速度に基づくと、条件整

備と社会の受け入れを前提として、これから数十年で再生可能エネルギーシステムは世界的エネルギー供給の組み

合わせの中でもより傑出した存在になると考えられる。エネルギー供給システムは、変換技術の効率改善、損失の

低減、利用者へのサービス供給コスト低減などを目的として、発展し続けている。その発展の形態として、国家、

地方、地域、及び個別の建物における既存のエネルギー供給システムに統合することで、再生可能エネルギーの割

合を継続的に増加させることは技術的に可能である。再生可能エネルギーの冷暖房、輸送燃料、電力における利用

の割合を拡大するには、現行の政策、市場、既存のエネルギー供給システムを長期的に変えてゆく必要がある。 
エネルギーが豊富あるいは乏しい社会でも、現在のエネルギー供給システムに関わらず、長期的で慎重なエネルギ

ーシステムの計画と統合を通じて再生可能エネルギーの割合を増加させていくことに関して、技術的な制約はある

としてもごくわずかである。しかし、他の障壁は克服する必要があるだろう（1.4 節）。再生可能エネルギー資源

別の導入における技術的障壁については第 2 章から第 7 章で検討している。本章ではすべての技術に広く影響し、

それゆえに比較的に高い水準の再生可能エネルギーの統合の制約となる、より一般的な障壁（社会的な障壁も含め

て）について述べ、これらの障壁を克服する文献で紹介されている解決策について示している。 
 
再生可能エネルギーの統合が進むことで、先進国、開発途上国ともに、社会的規模に関わらず多様なエネルギーサ

ービスの提供が可能である。実現出来る再生可能エネルギーの割合は、既存のエネルギー供給システムの規模と種

類に依存する。再生可能エネルギーを高い割合で統合した低炭素エネルギーシステムへの移行には、より柔軟な電

力系統、地域冷暖房スキームの拡大、再生可能エネルギー由来のガスや液体燃料を取り込むための既存の供給シス

テムの変更、エネルギー貯蔵システム、新しい輸送手段、建物における革新的なエネルギー配送システムなどとい

った、新しい技術やインフラに対する大きな投資が必要となる。再生可能エネルギーの統合や導入率がどこまで進

むかは、地理的地域において差があり、現在の市場の状態とすべての OECD 及び非 OECD の国々の多様な政策の

影響が大きい。 
 
あらゆる国々は何らかの再生可能エネルギー資源を利用可能であり、多くの地域ではその量は大きい。これらの再

生可能エネルギー源の多くは、化石燃料や原子力発電とは異なる特性を有し、それらは統合に影響を与える。太陽

光などの一部のエネルギー源は幅広く分布するのに対し、大規模な水力発電などその他のエネルギー源は分布に制

約があり、統合の選択肢はより集中的になる。一部の再生可能エネルギー源には変動性があるので、予見予測性に

は制約がある。その他のネルギー源も、エネルギー密度が低いか、固体、液体、ガスの化石燃料によって技術特性

が異なる。こうした特性のため、特に再生可能エネルギーの割合が高まった際、統合が難しくなり、システムコス

トの追加負担が生じる可能性がある。 
 
再生可能エネルギーと並んで、原子力発電、及び石炭、ガスの火力電源や産業利用における二酸化炭素回収貯留は、

低炭素未来において大きな役割を担うと考えられる（IPCC, 2007）。しかし、将来のエネルギー需要の拡大に対し

て、まずは国内の再生可能エネルギー容量の拡大によりエネルギー供給を多様化しようとする国にとって、地域で

利用可能な再生可能エネルギー資源を組み合わせて統合することは経済的な効果があり、またエネルギーの供給安

定性とシステムの信頼性を向上することが出来る（Awerbuch, 2006）。再生可能エネルギーの統合の進展に伴い、

この他にも様々な機会と便益がもたらされる（1.4.5 節と 9.3 節）が、自然の変動性（秒単位から年単位の）、異常

気象による設備への被害、再生可能エネルギー資源の偏在性、インフラへの追加要件、様々な条件におけるその他

の追加コストといった統合のリスクもある。 
 
将来にわたるエネルギー供給の推移は多くのシナリオに描かれてきており、その大多数では今後数十年にわたり再

生可能エネルギーの割合が高まることが示されている（10.2 節）。図 8.2 に示すシナリオは、国際エネルギー機関

（IEA）の World Energy Outlook 2010 の 2035 年までの「450 政策シナリオ（450 Policy Scenario）」である。ここで

は、再生可能エネルギーの高い水準の普及2を果たすには、あらゆる最終消費部門でその市場シェアを拡大し続け

ることが必要であることが示されている。このシナリオを達成するには、全部門合計で平均約 4EJ/年の再生可能エ

ネルギー利用の増加が必要とされ、これは現在の再生可能エネルギー成長率の 3 倍以上の水準である。 
 

                                                        
2（訳注）文中のいたるところで使用されている再生可能エネルギーの「割合」と「普及レベル」という言葉は全設備容
量のパーセンテージまたは再生可能エネルギー技術由来の総エネルギー量を示す。 
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図 8.2: 2008 年における輸送、民生（伝統的バイオマスを含む）、産業、農業の各部門における一次エネルギーと

最終消費エネルギーにおける再生可能エネルギーの割合（赤）と、二酸化炭素濃度を 450ppm で安定させるための

2035 年での再生可能エネルギーの割合。 
 
注: 円の面積はおおよその規模を示す。エネルギーシステムの損失は、最終消費のためのエネルギーサービスを生産するための、一次

エネルギー源の転換、精製、配送の過程で生じる。「非再生可能」エネルギー（青）には、石炭、石油、天然ガス（2035 年までの二酸

化炭素回収・貯留の有無）、原子力が含まれる。上記のシナリオ例は、IEA の World Energy Outlook 2010（IEA 2010d）のデータを基

にしているが、直接評価法に換算している（Annex II.4）。ベースラインを超える省エネルギーが、2035 年の予測に盛り込まれている。
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民生部門における再生可能エネルギーには、開発途上国の 27 億人が若干の石炭とともに調理、暖房に利用する伝統的なバイオマス固体

燃料（黄）が含まれる（2.2 節）（UNDP と WHO, 2009）。2035 年には、一部の伝統的バイオマスは近代的なバイオエネルギー転換シ

ステムで一部代替される。伝統的バイオマスを除き、再生可能エネルギーシステム全体の効率（一次エネルギーから最終エネルギー消

費への転換時に）は約 66%にとどまる。 

 
2010 World Energy Outlook（IEA, 2010b）によると、2008 年には 22EJ であった再生可能エネルギーの最終消費量（伝

統的バイオマスを除く）が、450 政策シナリオの 2035 年では約 4 倍となっている。これには主に電力供給部門が

貢献しており、電力供給に占める再生可能エネルギーの割合は同期間中に 19%から 32%に上昇している。再生可能

エネルギーに対する政府支援は、2008 年の 440 億 US ドルから 2035 年には 2050 億 US ドルに上昇すると予測され

おり、これが低めの再生可能エネルギーへの投資コストと高い化石燃料価格の予測とともに、再生可能エネルギー

利用拡大の主要なドライバーとなっている。 
 
2035 年までに総エネルギー供給量における再生可能エネルギーの割合をこのように増加するためには、輸送、民

生、産業、及び農業のそれぞれの部門における統合への課題を克服する必要がある。さらなる再生可能エネルギー

の導入拡大には、社会的な問題と同様に、戦略的な要素も十分理解する必要がある。統合により再生可能エネルギ

ーの各技術のシェアを高めてゆく移行の道筋は、既存のエネルギー供給システムとのよりスムーズな統合の促進を

目指すべきであるが、その内容は、部門、技術、地域の特性により異なる。エネルギー最終消費者に多くの便益を

もたらすことを究極の目的としなければならない。 
 
近年では、OECD ならびに非 OECD 双方の国々で、再生可能エネルギーを高い割合でエネルギーシステムに統合す

ることに成功しており、それには以下の事例が含まれる。 
 

 ブラジルでは、サトウキビエタノールから供給される軽量輸送用燃料が 50%を超え（Zuurbier and Vooren, 
2008）、水力発電による電力は 80%を超えている（BEN, 2010）。 

 世界の太陽熱温水器の 3 分の 2 が中国に設置されている（REN21, 2010）。 
 デンマークでは 2009 年の総発電量の約 20%（7,180GWh または 25.84PJ）が風力発電から供給され、他の電

力システム（国内は石炭火力、天然ガス火力を主力とするが、水力主体の電力システムと系統連系されサポ

ートされる）に統合されている（7.4 節）（DEA, 2009）。 
 スペインでは「2000 年バルセロナ太陽熱条例（2000 Barcelona Solar Thermal Ordinance）」によりすべての新規

及び改修建築物の 40%超に太陽熱温水システムが設置されている（EC, 2006）。 
 ニュージーランドでは水力により、アイスランドでは地熱発電により、数十年にわたり発電量の大部分が賄

われている。 
 
都市化の進行は続き、今日 64 億の世界人口の 50%が都市や町に住んでいるが、2030 年には世界人口は 82 億にな

り、都市人口はその 60%にまで増えることが見込まれている（UNDP, 2007）。これらの拡大する都市環境におい

て、地元の再生可能エネルギー資源を利用することで、将来のエネルギー需要のより大きな割合に対応出来る可能

性がある（MoP, 2006 Droege et al., 2010）。再生可能エネルギーシステムを建築やエネルギーインフラへと統合す

ることに加えて、都市及び産業の有機廃棄物をエネルギーに変換することも考えられる（2.2.2 節）。しかしなが

ら、短期的には地方政府が計画する規制が一部の再生可能エネルギー技術の導入の制約となる可能性もある（IEA, 
2009b）。 
 
多くのエネルギーシナリオでは様々な省エネルギー活動を組み込んでいる（1.1.3 節と 10.1 節）。これらにより、

民生、産業、輸送、及びエネルギー供給部門全体で、将来のエネルギー需要のベースラインは大きく減少するとさ

れる（IPCC, 2007）。エネルギー需要が低ければ必要な供給容量も少なくてすみ、従って再生可能エネルギーシス

テムの統合コストも低下する。これにより、成長するエネルギー市場における再生可能エネルギーの割合はさらに

拡大する可能性がある（Verbruggen, 2006; Pehnt et al., 2009a）。 
 
例えば、建物の所有者または開発事業者が再生可能エネルギーシステムの設置を検討する前に、省エネ対策やエネ

ルギー効率の良い建物設計に初期投資を行うよう奨励されれば、居住者のエネルギー需要に対応する供給設備容量

を削減することが出来る（IEA, 2009b）。 
 
OECD の国々のエネルギー供給システム及びインフラシステムへの再生可能エネルギーの統合には非 OECD の

国々とは異なる課題がある。例えば、すでに再生可能エネルギーの割合の高い人口の密集した都市への再生可能エ

ネルギーの統合や、国境を越えたエネルギー供給の選択肢があるが、これに対し、エネルギーインフラに限りのあ

る人里離れた地方の小規模な自立的エネルギーシステムへの再生可能エネルギーの統合は大きく異なる。そのよう

な地域においては、小規模な分散型再生可能エネルギーシステムの採用により、現在不足しているインフラ構築へ

の多額の投資コストを避けることが出来る（ARE, 2009）。 
 
再生可能エネルギー資源の条件や促進環境が似てはいても、1 つの地域の導入で成功した技術が他の地域でも成功

するとは限らない。導入の成功は地域の再生可能エネルギー資源、現在のエネルギー市場、人口密度、既存のイン
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フラ、供給容量増加の可能性、融資の手段や利用可能なクレジットに依存する。地域やエネルギー市場によらない

ものとしては、土地や水の利用への影響、国及び地域の計画と同意プロセスへの支持、技術の成熟度による差異（IEA, 
2008b）、ステークホルダーの便益、（火力発電、原子力発電、二酸化炭素回収貯留プロジェクトにも関連して見

られるような）一般市民の受容または拒絶などがあり、そのために再生可能エネルギープロジェクトの統合に関す

る問題は複雑になる可能性がある。 
 

8.1.1 目的 
 
本章の目的は以下の通りである。 

 現在及び可能な将来のエネルギーシステムへの再生可能エネルギーの統合に関する文献を評価する。 
 現在の電力供給システム、冷暖房網、ガス導管網、液体燃料、及び自立的なシステムへの再生可能エネルギ

ーの統合において存在しうる制約、特に現在よりも著しく高い割合の再生可能エネルギーの統合についての

制約を提示する。 
 現在のエネルギー供給システム内における再生可能エネルギー統合の増加と、輸送、民生、産業、及び農林

水産部門における再生可能エネルギー技術の導入率向上の促進が、実行可能であるのかどうかを決定する。 
本章では集中型、分散型及び自立型のエネルギー供給システムと、望ましいエネルギーのサービス（冷暖房、照明、

通信、娯楽、モーター駆動、輸送、快適さなど）を提供するために使用される様々な最終需要技術、建物、利用設

備についての、複雑な分野横断的課題を検討する。これらの課題にはエネルギーキャリアを通したエネルギーの流

通、システムの信頼性と品質、エネルギーの需給調整、システムの柔軟性、貯蔵システム、プロジェクトの実施責

任者と融資、市場運営、安定供給、社会的受容性などが含まれる。そして、地域による、様々な再生可能エネルギ

ーシステムの統合の多様性も明らかにする。 
 
いずれのエネルギー供給システムにも非常に固有な特性があるため、統合を通して再生可能エネルギーの割合を上

げるためにはどの政策介入ステップに論理的に従えばよいのかという問いに普遍的な考え方を提供することは出

来ない。適用場所の特性、将来のコストの不確実性、分析についての文献の不足などにより、各エネルギー供給シ

ステムにはそれぞれに特有の複雑さがあり、再生可能エネルギーシステム統合と導入に必要な追加コストを詳細に

評価することはできなかった（風力以外、7.5.4 節）。多くの異なるシステム全体にわたる「典型的な」統合コス

トを決定し「代表的な例」として提示出来ないことは、再生可能エネルギーのより幅広い導入とシナリオ提示への

障壁である。更なる分析が有益である。 
 

8.1.2 本章の構造 
 
8.2 節では、OECD と非 OECD の双方の地域における既存及び将来の集中型供給システムへの再生可能エネルギー

システムの統合について検討する。必要に応じて、統合を促進するシステム設計と技術要素の特質、維持・運営戦

略、市場とコストについても検討する。 
 
8.3 節では、それぞれの最終消費部門がより大きな再生可能エネルギーの導入を果たすための移行に応じて必要な

戦略的要素を、非技術的な課題も含めて議論する。輸送、民生、産業、及び農林水産の分野毎に、現在の状況、再

生可能エネルギーの導入を強化するために可能な道筋、関連する移行問題、今後の動向について論じる。 
 
両方の節では、再生可能エネルギーの統合において共通の解決策はあっても、以下の 2 つの間には違いがあること

を強調することに努めている。 
 

 集中型の高電圧電力システム、地域暖房システム、及び液体燃料とガスパイプラインへの再生可能エネルギ

ーの統合と 
 低電圧配電システム、個別の建物の冷暖房、地元の輸送用途のための液体またはガス燃料といった分散型の

小規模エネルギーシステムへの再生可能エネルギー統合 
 
ケーススタディでは、それぞれ与えられた状況下で今までに達成されてきた状況について解説する。 
 

8.2 供給システムへの再生可能エネルギーの統合 
 
エネルギー供給システムは何十年にもわたり発展して、利用者に便利なエネルギーサービスを提供するために、電

力、ガス、熱及び輸送燃料エネルギーキャリアにおける効率的で費用対効果の高い流通を実現してきた。再生可能

エネルギーシステムの導入を拡大するには、既存システムへのそれらの統合が求められる。本節では関連する課題

と障壁、ならびにそれらを克服して再生可能エネルギーの普及拡大を達成するための解決策について概説する。さ

まざまな電力供給システムと世界中で運営されている市場の複雑さが、統合のアプローチに大きな違いをもたらす。

効率的で柔軟なエネルギー変換、エネルギー部門間の相互支援、そして知的な制御方式の実現には、しっかりした

長期計画と統合的アプローチが必要である。これによって、やがては、現在のようにそれぞれについて異なる部門
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を持つのではなく、電力、冷暖房、輸送を提供する連携したエネルギーシステムが形成されると考えられる。暖房

と輸送部門における現在の化石燃料需要の電力需要への転換により電化率が高まり、世界の電力需要が著しく増加

する可能性も高い。 
 

8.2.1 再生可能エネルギーの電力システムへの統合 
 
近代的な電力システム（送電系統）は 19 世紀後半から発展してきたものであり、世界各地で形式が異なっている。

非常に高度で信頼度の高いシステムでも規模が異なるものもある。例えば、アメリカで 885 万 km2の面積に住む 2
億 2,800 万人の消費者に電力を供給する東部系統（Eastern Interconnection）に対して、アイルランドのような

81,638km2の面積に住む 620 万人の人口に供給するといった、小規模なより独立したシステムもある（NISRA, 2009; 
CSO, 2010）。この他に、現状それほど発達していないが、急速に進化しているシステムもある。例えば中国は、

2004 年から 2008 年にかけて年平均 85GW のプラントを建設しており、同時期のその電力消費量は年率 50%を超え

る増加となった（J. Li, 2009）。需要からのアクセスや品質の点からそれほど発達していないシステムもある（例

えばサハラ以南のアフリカの多くの地区）。小さなコミュニティーや単独の建物、または工業プラントにサービス

を提供するための自立システムやきわめて小規模のシステムも存在する（8.2.5 節）。このような多様性に関わら

ず、これらの電力システムには共通の目的がある。それは、適切な発電と送配電網の使用により、信頼性と費用対

効果の高い電力を需要に対して供給することである。 
 
非常に長い距離を（ほぼ）瞬時に輸送出来る電力という形態のエネルギーの使いやすさ、及び近代的技術の普及の

必要性や経済及び社会開発の進展により、電力需要は劇的に増加した。この電力需要の増加は、温室効果ガス（GHG）

の大気中の濃度を 450ppm（例えば IEA, 2010d、10.2 節も参照）に保つというシナリオも含めて、様々なシナリオ

において継続すると予測されているように、近代的なエネルギーサービスの提供は持続可能な発展には必須の基盤

であると認識されている（例えば DFID, 2002; Modi et al., 2005; UNEA, 2009）。この電力需要の増加と、多くの再

生可能エネルギー資源の地理的に分散している特性により、適切な送配電網が利用可能であれば、電力は再生可能

エネルギー利用のための魅力的なエネルギーキャリアになる。電気自動車とヒートポンプの開発により、電力はま

た輸送と熱市場でもシェアを拡大している（Kiviluoma and Meibom, 2010、8.3.1 節と 8.3.2 節）。さらに、低価格で

効果的な通信システムと技術、それにスマートメーターの開発により、電力システムは劇的な変化を遂げつつある
3。再生可能エネルギー、需要側の関与、電気自動車、様々な新しい熱利用発電（つまり化石燃料や原子力）とい

ったすべての可能性のある発展は、電力システムに統合する必要があり、それらは全体として、または個々に、共

通あるいは独自の課題を提起する。 
 
本節は、再生可能電力の統合の課題に重点を置く 3 つの部分で構成される。最初に、電力システムがどのように設

計、計画、運用されるのかという電力システムの基本的原理を簡単に説明する（8.2.1.1 節）。次に、再生可能エネ

ルギー発電に関連する統合の特徴をまとめ、それによる統合課題の概要を説明する（8.2.1.2 節）。そして最後に、

既存及び将来の電力システムへの再生可能エネルギー発電の統合の経験、研究と選択肢を提示する（8.2.1.3 節）。 
 
8.2.1.1 電力システムの特徴と構造 
 
最初の発電所では、電力を発電所の近くに住む消費者に輸送出来る直流（DC）を使用していた。しかしながら、

この最初の発電所建設後数年して交流（AC）電力システムが開発された（El-Sharkawi, 2009）。交流システムは電

気をさまざまな電圧レベルの送電系統により扱えるという大きな柔軟性を持ち、今日世界中のほとんど全ての電力

システムは交流を使用している。しかし、長距離送電や、交流電力との系統連系用に（海底と陸上で）は直流もま

だ使用されており、またいくつかの非常に小さな国内用の独立型システムでも直流が使用されている。直流技術は

急速に進歩しており、新たな適用分野も生まれつつある（Breuer et al., 2004; EASAC, 2009）。 
 
再生可能エネルギーの様々な電力システムへの統合は、電力システムの設計者や運用者に対し、多くの課題を提起

する（その多くが他の技術や開発における課題と共通のものである）。適切にこれらの問題に取り組むためには、

電力システムの特徴についての基本的な理解が必要であるため、以下、計画、設計、及び運用の主要な要素につい

て述べる（Bergen and Vittal, 2000）。 
 
電力需要（電力システムのロスを含めて）は利用者の必要に応じて変わる。通常は夜間が最小で、業務時間中のピ

ークに向けて増加する。さらに、通常は平日と週末・休日の間に差があり、季節差もある。ほとんどのシステムで

は毎年前年比で消費量の増加もみられる。そのため、システムの発電機に対してこれらの変動に合わせた運転計画

（負荷配分）が必要で、電力を輸送する適切な送配電網も必要である。この（需要と供給の）バランスには、秒単

位で変化する需要の管理から、発電と送電設備への長期投資の意思決定まで、複雑な運営計画が必要である。需給

調整は調整エリア（または制御エリア）内において系統運用者により行われるが、これは多くの場合、大規模な連

                                                        
3 「スマート・グリッド」という言葉はこの新しい技術の集合体を指すために使用されることが多いが、本報告書では
使用されない。 
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系された交流電力システムの一部である。 
 
交流電力システムを標準の周波数（例えばヨーロッパでは 50Hz、北米では 60Hz）に維持するためには、電力シス

テムに供給される電力と需要を一致させる必要がある。供給される電力が需要を下回れば周波数は低下し、一方で

供給される電力が上回れば周波数は上昇する。どちらの場合も、システムの安定性に対して脅威となる。その理由

は、電力システムを構成する発電機、系統連系設備、負荷は物理的に一定の限度内の周波数で機能するよう設計さ

れており、これらの限度を逸脱すると、システムの安定性を確保するために切り離さなければならなくなるためで

ある。 
 
発電機及び最終の使用エネルギーに電力を変換する電気機器は電力システムの重要な構成要素である。発電に使用

される伝統的な機器は同期発電機であり（El-Sharkawi, 2009）、それは直接連系され、電力システムの周波数に同

期して発電する。同期した交流電力システムは（i）送配電網（ii）送配電網が連系する同期発電機と、（iii）需要

により構成されている。そして、送配電網はさらに、大型発電機と消費者をつなぎ電力を長距離で伝送するために

高い電圧を利用する送電網、消費者に低い電圧で電力を伝送し分散発電を連系する配電網に分けられる。同期発電

機は、他の発電機に対して 1 つ以上の発電機を他の発電機に対し加速または減速する力となる復元力により、発電

機同士が互いに(同じ周波数で回転しつづけるという)同期を保つ（Kundur, 2007）。この結果、同期発電機はシステ

ム上の事象を検出してそれに自動的に反応することができ、特に周波数の変動に対しては慣性応答をする。発電機

には周波数変更を検出しそれに反応する調速機もあり、これに慣性応答が加わると、ほとんど瞬時に周波数を維持

するという交流電力システムに有益な特性を持つ。 
 
分刻みの単位での需要と供給の合致（需給調整）は一般的に発電制御により行われる。これはレギュレーションま

たは負荷追従として知られ、発電所の出力を多少変動する必要がある。これは通常自動的に制御されるか、送電シ

ステムと発電所の機器の監視と運転に責任を持つ中央給電システムのオペレータにより制御される。出力調整可能

(dispatchable)な発電機とはその出力を最小から最大レベルの間で制御出来る発電機である。風力発電機などのいく

つかの発電機出力は完全な制御は出来ない。発電機の出力を減らすことによりある程度の制御は可能であるが、そ

のような制御方式は発電量を捨てることになってしまう。そのため、風力発電機のような発電機は出力調整可能な

発電機に対して抑制により出力調整可能(partially dispatchable)な発電機であると見なされる。 
 
やや長い時間周期で（例えば 30 分から 6～24 時間）1 日を通した需要への対応を確保するために、どの発電所を

起働し、どの発電所の稼働を停止するか、また出力を上げるか下げるか（夜間の低需要と昼間の高需要に応える）

を決める必要がある。これは通常は発電機起動停止計画として知られる手法を用いて行われる（Wood and 
Wollenberg, 1996）。発電機起動停止計画では、予測された需要に高い信頼度で応えつつ、コストを最小化するため

に、発電機の 1 時間または 30 分単位の運用計画を作るために通常 1 日～2 日前に複雑な最適化計算を実施する。

これらの運用計画では、通常、いくつかの発電機は最大能力での終日稼働させ（これらはベース電源として知られ

る）、いくつかの発電機は朝に起動し、夜は停止（ミドル用発電機）させ、そして別の発電機は最大需要時のみ運

転すること（ピーク用発電機）などを計画し指示する。発電機をどのように運転するかの決定は、運用コスト（つ

まり、燃料費と発電効率）の最小化を主要目的に、起動・停止に要する時間、どの程度出力を迅速に調整出来るか、

といった他の特徴を考慮して決定される。 
 
電力市場の整備はいくつかの国や地域では行われており、それらは発電機のコストを発電機起動停止計画手法にど

のように組み込むかを調整する。事業者と消費者の間での電力の取引は、電力取引所（電力プール）または二者間

協議により行われる（Schweppe et al., 1988; Stoft, 2002）。時にはこれらの市場は、例えば電力が必要となると予測

される 5 分前といった非常に短い計画対象期間で取引され（Harris, 2006; AEMO, 2010）、あるいは電力が必要とな

る数日前、数週間前、あるいは数か月前に取引される場合もある。重要な市場パラメータの 1 つは通告時間であり、

これは発電事業者が市場で入札を終了して、実際に電力が送電されるまでの時間差である。市場が適切に機能すれ

ば、適切な発電容量と送配電網への長期の設備投資が行われ、高い供給信頼度を最小のコストで実現する。 
 
エネルギーバランスの原則はどんな小さな自立システムにも適用される。自立的な電力システムとは他のシステム

と連系してない小規模システムであり、大規模システムでは利用可能な様々な需給調整手法が使えない。離島や、

発展途上経済圏における共通の解決策として、消費が比較的少ないエリアへの送電線建設投資を避けるために小さ

な自立システムが使われることが多い。そのような場合の多くは、需給調整は高価な蓄電池、ディーゼル発電機、

あるいは他の手段では吸収出来ない余剰電力を吸収する負荷抵抗器により行われる（Doolla and Bhatti, 2006）。自

立システムは、低電圧配電網による数軒の住宅やの住宅集まりといった小さなものがあり、マイクログリッドとも

呼ばれる。電力システム運用の基本原理は大規模な系統連系系統と小規模な自立システムにおいて差はないが、こ

れらの原理の実際的な意味は変わり得る。自立システムについては本節である程度述べるが、8.2.5 節でもより詳

しく紹介する。 
 
年を超える時間的枠組みにおいては、予測される需要を満たすための発電設備容量が電力システムにおいて十分に

確保されていることが必要である。これには、保守のために全ての発電機と送配電網を同時に停止させることがな



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 13/128  第 8 章 

いように保守スケジュールを調整しつつ、突然の発電機故障も考慮しなければならないということである。さらに、

はるかに長い計画期間(5～20 年)にわたる計画も立てる必要がある。電源と送配電網の建設には、長いリードタイ

ム、大きな設備投資、長い投資回収期間を要する。そのため、電力部門は発電が数十年先の需要に継続して対応出

来ること、そして送配電網が必要に合わせ経済的に開発されるようにするため、かなりの長期計画を必要とする。

さらに重要な計画上の検討事項は電源の地理的分布である。もし電源が需要地の近くに位置していれば、利用者に

送電するために必要な送電容量は小さくなり、送電損失も少なくなる。 
 
電力需要は常に満たせるとは限らず、これを定量化するために多くの良く知られている信頼性が高い評価指標があ

る（Billinton and Allen, 1988）が、異なる電力システムにおいては評価指標自体が大きく違う可能性がある。たとえ

ば、近代的な産業経済において停電のコストは発展途上経済のそれとは異なる。より全体として低い信頼度を許容

出来る電力システムは、より高い信頼度を必要とするシステムに比べて、低コストで再生可能エネルギーを統合出

来るなど、個々の場合で評価すべき得失が発生する。 
 
容量価値4（Capacity Credit または Capacity Value）として知られる信頼性の評価指標（Keane et al., 2011a）はある種

別の発電が高い信頼性で需要を満たすために貢献する確率を意味する。容量価値は一般的には最大需要の時間帯に

発電が可能であることを意味し、電力システムの計画における重要な評価指標である。もしある種別の電源の容量

価値が低い場合には、その電源は需要が高い期間に利用可能な出力が低いことを表す。システムの全ての電源の容

量価値の合計は、一定水準の信頼度で最大需要より大きい必要がある。通常、電力システムは、信頼度維持のため

の追加の予備力を持つことも求められる（計画的予備容量）。電源の容量価値は電源の（機械的なものと燃料源の）

利用可能性と電力システム需要との（特に高需要時における）一致によって決まる。 
 
電力システムの安定性と信頼性を確保するため、電力システムは一定レベルの障害に耐えられるよう設計され運用

される。電源の障害は、大規模な電源または系統連系の喪失といった、大規模な発電容量の突然の喪失により生じ

る。系統運用者は、障害が継続する間失われた電力を迅速に代替出来る、通常は低出力で運用されている他の電源

の形で予備力設備を確保している。送電システムは通常、例えば送電線などのようないかなる単一の重要な要素の

事故にも耐え、電力システム上（障害後）他のいかなる送配電網の要素も過負荷にならず、システムが既定の限度

内にとどまるよう設計されている。電力システム上の障害は、そのような事象を継続的に監視する保護によって検

知され除去される。もし電力システム上の障害を十分高速に除去できなければ、発電機や他の重要な機器もシステ

ムから遮断される可能性があるため、電力システム保護はシステム安定性の維持においても重要である。今日の多

くの大規模な電力システムは最新のエネルギー・ネットワーク管理システムを利用してシステムを安全な方法で構

成している。例えば発電機の事故時運転継続（FRT: Fault Ride Through）機能（と電源による障害期間中での周波

数と電圧の維持機能）などにより、電力システムはこれらの障害に耐えられるようになっている。電力システムの

信頼性と適切な運用性を確保するために、電力系統に連系する発電機と大規模な需要は系統運用者の連系要件を遵

守する必要がある。アイルランドの送電系統規則（EirGrid, 2009）、ドイツの送電系統規則（Transmission Code, 2007）、
アメリカの連系基準（CAISO, 2010）などが連系要件の例である。 
 
システムの架空線やケーブル（フィーダ）を流れる電力潮流については、注意深い管理により、システム全体を通

して適切な電圧レベルを確保し、個々のフィーダの定格による制限を満足することが必要となる（El-Sharkawi, 
2009）。電力はこれらのフィーダをとおして負荷に配電され、効率的で信頼度の高い供給が極めて重要である。こ

の需要への供給での主要な変数は、熱定格（熱損失による）、電圧水準と安定限界である。ネットワークを設計・

構築する計画段階でも、またはネットワークが再構成されたり、発電機出力に潮流に影響を与えるような変更が行

われたり、他の制御技術をシステムの電圧を維持するために利用するような、より短い期間においても、これらの

要件は管理される（El-Sharkawi, 2009）。 
 
交流の電力システムの特徴からシステム全体で異なった電圧が使われる、電圧は、まず地域の需要と発電により決

定される。要求される品質と信頼性を確実に満たした電力を供給するために、システム全体の電圧は既定の限度内

に維持しなければならない。これが世界中の電力システムの設計と運用における課題である。電圧レベルは電源、

送電網と需要の規模と特徴により変わり、これらの設計と場所は、信頼性が高く経済的な電力システムを設計する

際の主要な利用可能なパラメータの 1 つである。無効電力は電圧制御の重要な要素であり、負荷装置にエネルギー

を供給する有効電力とは異なり、近代的な電力システムの交流の特性から生じるものである（Taylor, 1994）。無効

電力の効果的な需給はあらゆる交流電力システムの電力システムの運用において重要な要素である。発電事業者な

どのネットワーク利用者は、通常運転（例えば無効電力の供給など）や障害発生時において、適切な運転に必要な

様々な技術サービス（アンシラリーサービスとも呼ばれる）を供給する。これらのサービスの中には二者間で商用

取引される場合もあるが、アンシラリーサービス市場は世界の多くの地域で新たに出現しつつある（Cheung, 2008）。 
 
8.2.1.2 再生可能エネルギー発電の特徴 
 
                                                        
4 容量価値は設備利用率とは異なることに注意。電源の設備利用率は一般的に最大（定格）出力対する平均出力の比率
で表される。（訳注）日本では「kW 価値」と呼ばれる。 
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再生可能電源は自然環境におけるエネルギー・フローに依存し、従ってそれらの発電の特徴は、概して燃料の貯蔵

に基づく他の電源のものとは大きく異なる（バイオマスを燃料とする電源は除く）。特に、それらは時間で変化す

るエネルギー・フローの性質が影響する。本報告書では第 2 章から第 7 章で各再生可能エネルギーの発電技術が紹

介されている。本節では電力システムへの統合に直接関係する各再生可能エネルギーの発電技術の供給特性、つま

り、（a）電力システムにおける運用計画と負荷配分に大きく影響する変動性と予測可能性（不確実性）、（b）電

力網へのニーズの指標となる場所、（c）例えば火力発電などとの比較のための指標となる設備利用率、容量価値、

及び電力プラントの特性に焦点を当てる。以下にこれらの特性について概観し、表 8.1 に選択した技術について概

要にまとめる。それ以上の詳細については第 2～7 章に記載されている。 
 
バイオエネルギー 
 
バイオ専焼の発電所は、複数の点において化石燃料による(火力)発電所と似ている。また、バイオエネルギーは火

力発電所で、化石燃料と混合して利用することが可能である。バイオ発電所は、貯蔵可能な固形、ガス、または液

体燃料をエネルギー源とし、原動機（例えば蒸気タービン、ディーゼルエンジンなど。2.3.3 節参照）にも火力発

電所と類似の技術と熱サイクルを使用する。従って、時間特性と出力の予測可能性は、一部は運用判断により決定

され、またプラントとバイオマス燃料の利用可能性によって決まり、燃料の利用可能性は、燃料の製造、貯蔵、プ

ラントへの供給に依存し、日、月、季節、年により変動する可能性がある。 
 
バイオ発電所の立地は燃料供給または燃料製造プラントとの距離によって決まることが多い。バイオ発電所の立地

は、燃料をプラントに輸送することも可能であることから、他の再生可能技術ほどは資源の立地場所に依存するこ

とはないが、バイオマス燃料のエネルギー密度が比較的低い（kWh/m3または kWh/kg（kJ/m3または kJ/kg）単位の）

ため、長距離輸送には限界がある。バイオマス燃料の輸送コストが高いため、プラントは燃料源の近くに設置する

ほうが一般的にはより経済的である（2.3.2 節）。小規模のバイオ発電所は配電網に連系されることが非常に多い。

一方、大型プラントは送電網への連系も行われる。バイオ発電所の容量価値は CHP（コジェネレーション）プラン

トや火力発電所と似ている。 
 
バイオマスによる発電は、燃料効率を高めるために CHP プラントとすることが多い。そのため、熱需要主導で運

用されると、発電所の電源としての調整の柔軟性はほとんどないが、熱貯蔵が可能であれば、柔軟な方法による発

電が可能である（Lund and Münster, 2003; Kiviluoma and Meibom, 2010）。また、バイオ発電所の制御特性（電力と

電圧）も CHP プラントや火力発電に似ており、プラントの規模は数百 kW から 100MW の範囲が多いが、特に化石

燃料との共燃焼の場合には 100MW 以上の場合もある。 
 
直接的太陽エネルギー 
 
太陽光からの直接発電には 2 つの異なる形式がある。半導体の光起電力効果によって太陽光を直接電力に変換する

太陽光発電（solar PV）と、作動流体を加熱し（例えば、ランキン蒸気サイクルやスターリングサイクルの）熱エ

ンジンを駆動し発電する集光型太陽熱発電（CSP）である（3.3 節）。どちらの発電形式も、利用可能な日射量と

いう一次エネルギー源の変動性は、大気中のエアロゾルレベル、太陽の位置、障害物（建物や樹木など）の陰の効

果、雲量などに依存する。気象条件により、障害物の陰の効果と雲量の 2 つは秒単位で極めて速く変動する可能性

がある（Woyte et al., 2007）。変動特性に差異があるため、太陽光発電（PV）と集光型太陽熱発電（CSP）の発電

特性については別々に述べる。 
 
太陽光発電 
 
太陽光パネルの電気出力はパネル上に降りそそぐ日射量に応じて、ほぼ瞬間的に変化する。大型の太陽光発電所の

変動については、ある程度まではプラントの設置面積により平滑化されるが、これは非常に短いタイムスケール（約

100MW のプラントで大体 10 分未満）においてのみ現れる（Longhetto et al., 1989; Kawasaki et al., 2006; Curtright and 
Apt, 2008; Mills et al., 2009a; Marcos et al., 2011）。太陽光発電所（PV）の変動性と予測可能性の度合いは、その種

類、個々のプラントの規模、プラントサイト相互の地理的分散、及び主な天候パターンによる。 
 
複数の太陽光発電所の合計発電量の変動特性は、地理的な多様性により平滑化されるが、これは分散した数多くの

プラントでは雲により同時に日陰になったり日が照ったりしないためである。この「ならし効果」は、多数の太陽

光発電所の 1 時間以下の合計値の変動を大幅に削減することができる（Wiemken et al., 2001; Mills et al., 2009a; 
Murata et al., 2009; Hoff and Perez, 2010; Mills and Wiser, 2010）。また、それにより結果的に複数の太陽光発電所の合

計出力の短期予測誤差を減らすことにもつながる（Lorenz et al., 2009, 2010）。このような地理的な分散に基づくな

らし効果は、アメリカの 1 つの地域おいて同じように配置された風力発電所と太陽光発電所の変動性において同程

度の効果があったことが示されている（Mills and Wiser, 2010）。 
 
曇天の場合、太陽光発電による電力予測には誤差が生じる。夜間の発電はなく、朝と夕方の増加と減少、及び全体

的な日中の変動は予測可能である。配電網制御にとって局地的な予測誤差は問題となる場合もあるが、大規模なシ
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ステムでは相対的に予測誤差は少なくなる（Lorenz et al., 2009）。 
 
太陽光資源は地域ごとに変わるが、太陽は間違いなくどこでも照っている。このため、太陽光発電（PV）は立地

依存性の高い再生可能エネルギー源にあって、設置可能性において地域的な差が少ない再生可能エネルギー資源で

ある。送配電網への影響については、中小規模の太陽光発電（PV）は通常需要に近い場所に設置され、配電網で

連系される。普及率が低い（太陽光発電（PV）容量＜フィーダ上の 100%ピーク負荷）段階では、太陽光発電（PV）

の導入は配電網の（日中に起こる最大需要による）増強ニーズを相殺し、配電損失を低減する場合もある。他方、

大規模な太陽光発電所（PV）は、需要の中心地から遠く離れた地域に設置されることが多く、その場合には通常

送配電網の増強が必要となる。 
 
太陽光発電（PV）の設備利用率は 12～27%の範囲である。低い値は固定傾斜型太陽光発電（PV）システムの場合

であり、一方、高い値は通常 1 軸追尾型を使用している場合である。太陽光発電（PV）の容量価値は 25～75%の

範囲にあるが（Pelland and Abboud, 2008; Xcel Energy, 2009; GE Energy, 2010）、低い方の値は、太陽光発電（PV）

の普及率が高く、電力システムにおいて需要と太陽光発電の出力が一致しない場合起こりうる。追加的な分析によ

れば、容量価値が高くなる可能性があるのは、太陽光発電（PV）の普及率が低く、多くの場合がそうであるよう

に太陽光発電（PV）と需要の間に高い一致度がある場合である（Perez et al., 2008）。系統連系型の太陽光発電（PV）

システムはインバータを系統とのインターフェースに使用し、基本的には系統連系における電気的特性を制御する

ことができる（McNutt et al., 2009）。追加的な制御により、太陽光発電（PV）はインバータを通じて有効電力を制

御することが可能であるが（Achilles et al., 2008）、これは常に太陽光発電（PV）の発電量の逸失を伴う。太陽光

発電（PV）の典型的なプラント規模は数 kW～100MW の範囲であるが、規模は拡大しつつある。 
 
集光型太陽熱発電（CSP） 
 
集光型太陽熱発電（CSP）の地理的多様性によるならし効果は太陽光発電（PV）の場合と類似している。しかし、

集光型太陽熱発電（CSP）は作動流体が蓄熱機能を持ち、そのためかなりの熱慣性があることから、これによりあ

る程度までは日射の短期変動を平滑化出来る。この熱慣性はさらに加熱流体の蓄熱により強化することができる。

適切な蓄熱と太陽熱集熱器フィールドの規模の拡大により、雲の通過によるプラントの出力の変動をさらにならす

ことができ、深夜まで、または終夜のプラントの稼働も可能になる。 
 
集光型太陽熱発電所（CSP）は太陽放射の直達光成分のみ利用可能である。約 2,000kWh/m2/年（7,200MJ/m2/年）を

超える高い直達日照強度のある地域は、通常は常に空が澄んでいる、北緯または南緯が 15～40°の範囲内の乾燥・

半乾燥地域の高地である（IEA, 2010c）。集光型太陽熱発電は、地域の土地の利用可能性に関連するプラント規模

によって立地場所が決定されるが、必ずしも負荷の中心地に近接している必要はなく、そのため送電網の増強が必

要となることが多い。 
 
集光型太陽熱発電（CSP）の設備利用率は、蓄熱がない場合 22～26%の範囲であり、10 時間を超える蓄熱があれば

74%まで高めることが出来る（DOE and EPRI, 1997; Herrmann et al., 2004）。原則として、蓄熱がない集光型太陽熱

発電（CSP）の容量価値は太陽光発電（PV）と同程度（Xcel Energy, 2009）であるが、蓄熱があれば 89～93%、あ

るいは火力プラントとほぼ同等な値まで高めることができる（GE Energy, 2010）。設備利用率と容量価値の向上に

加え、集光型太陽熱電源（CSP）は蓄熱によってより優れた出力調整力（抑制による出力調整から本来の出力調整

への改善）を提供出来る。十分な蓄熱機能を有する集光型太陽熱発電（CSP）は非再生可能発電と類似の電源特性

を持ち、それにより電力システム全体の柔軟性を向上させ、変動性の再生可能エネルギー発電のより大きな導入に

貢献する。集光型太陽熱発電（CSP）のプラント規模は 50～250MW の範囲あるいはそれ以上である。 
 
地熱エネルギー 
 
地熱資源は、様々な持続可能な発電運転方式で利用される。例えば、継続的な低い出力率、回復期によって区切ら

れる高い出力率の（数十年の）長周期運転、または効果的な流体再注入により長期の連続高出力運転などである。

地熱エネルギーは通常ベースロード発電を行うが、最大需要への対応にも利用されている。地熱プラントは設備投

資額が大きく変動費は小さいため、最大限の持続可能な出力で運転されることが多い。発電出力を調整する運転も

可能であるが、それは効率に影響する可能性もある（D.W. Brown, 1996）。このため、地熱発電を用いて需要と変

動的な発電のための調整は可能であるが、この方式の総合的な経済効果は個別の立地での詳細な評価を要する。 
 
高温熱水型の地熱貯留層は地理的条件に依存し、そのため発電のサイトは必ずしも人口密集地や負荷の中心地に近

いとは限らない。新規の地熱発電の開発では送電網の拡張を必要とすることが多く、そのためのインフラ投資が含

まれる（例えば Mills et al., 2011）。しかし、将来の地熱井涵養システムでは原理的に需要に近接した立地の可能性

がある（Tester et al., 2006）。新規の地熱プラントの設備利用率は通常 90%以上が得られる（DiPippo, 2008）が、経

年的に減少する可能性がある。地熱発電プラントは発電機を駆動するために熱機関を使用しており、そのため、一

般的に地熱貯留層を劣化させない範囲で出力調整を行うことは可能である。必要に応じて地熱発電プラントは周波

数制御や電圧制御といった火力発電と同様の他の送電網サービスを提供することが出来る。カリフォルニアでは地
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熱プラントの利用可能性が高く、容量価値は 100%近いと想定されている（Shiu et al., 2006）。地熱プラントの規模

は、数 kW のスターリングエンジンをベースとした小規模プラントから、100MW を超える規模の蒸気プラントま

で様々なものが可能である。 
 
水力発電（流れ込み式、貯水池式、揚水式） 
 
水力発電は、再生可能エネルギー資源であることに加えて、その発電特性によって、他の再生可能エネルギー資源

の変動出力の影響を緩和し、電力システムの柔軟性の向上に貢献する。統合的な運用戦略により、水力発電は需給

の変動を緩和し、発電電力の経済的価値を向上させる（US DOE, 2004）。水力発電所は、運用と水路形式により流

れ込み式、貯水池式（貯蔵水力）、揚水式の 3 種類に分類される。流れ込み式水力は、降雨による流域からの流出

量の変動により日間、月間、及び季節間で出力が変動し、この変動に合わせて稼働するよう設計されている。流れ

込み式水力の一部では、利用可能な水量が少ない期間で、毎日の最大需要に対応するために限定的な（例えば日中

の）需給調整用の貯水池を持つものもある。変動性と予測可能性は、1 つの川の上下流で運転する複数の発電所の

相互関係といった、水文学的な制限により影響を受ける場合もある。また、川の最小流量や他の類似の水文学的な

要素による制約もある。利用可能な水の変動性は、通常、システム運用に関係する時間の範囲ではうまく予測でき

ている。堰、用水路、運河、滝といった既存の設備などを使用した河川内技術（in-stream technology）では、制限

や貯水もなしに、利用可能な水流により発電する（5.3.1 節）。 
 
貯水池式水力発電では、水が利用可能な場合、発電量を高度に制御し、電力システム運用の柔軟性に大きく貢献す

る。貯水池の規模は短期間、季節内、そして季節間など多様である。貯水池にエネルギーを貯蔵することで、水力

電源はベースロードプラントとして、または負荷追従プラントとして運用出来る（5.3 節と 5.5 節）。流れ込み式

水力同様、貯水池式水力の運用の柔軟性は、貯水池の最低水位、河川の最低流量、その他などについて法的に制約

される場合もある。 
 
揚水式発電は、低い位置にある貯水池から高い貯留池に余剰の電力によるポンプで水をくみ上げ、追加の柔軟な発

電が必要な一日の最大需要の時間帯または他の時間帯（大きな変動のある時間帯など）に発電する。揚水式はポン

プ損失のためエネルギーの正味の消費者である(エネルギー源ではない)（5.3.1.3 節）。 
 
流れ込み式水力の地理的多様性は大きく、制約要因は地形と降雨条件である。貯水池式水力発電の立地は地理的に

大きく制約を受け、大規模プラントの建設では送電設備に大きな費用がかかることが多い。揚水式水力電源も同様

に経済性により、適切な地勢のある地域に限定される。 
 
流れ込み式水力の設備利用率は、地理的・気候学的条件、技術、及び運用の特徴によって大きく変化する（20～95%）。

貯水池式水力発電の場合には設備利用率は 30~60%であることが多い（5.3.1.2 節）。流れ込み式及び貯水池式水力

発電の容量価値は、需要の高い時期の流量との相関、貯水池の規模、及びプラントの運用戦略などによって決まる。

季節間の調整出来る規模の貯水池を持つ水力発電は、火力電源に相当する容量価値を持つ（カナダのブリティッシ

ュコロンビア州の水力の場合 97%; Wangle et al. 2010）。容量価値は、貯留地の規模（Haldane and Blackstone, 1955; 
Billiton and Harrington, 1978）及び、地域の干ばつ時に他のエネルギー源が利用できる可能性（Barros et al., 2003）
に依存する。季節間の規模の貯水能力がない水力発電の場合、様々な水文と需要特性を調査した結果、容量価値は

概ね 0～90%となった（Grimsrud et al., 1981）。貯水池式水力発電所の中にはピーク用電源として運用できるよう大

きな発電出力で設計されている場合があり、設備利用率は低くなるが、容量価値は比較的高い（5.5 節）。揚水式

の設備利用率と容量価値はエネルギー貯蔵容量と運用戦略によって異なるが、容量価値は高いと考えられる。 
 
同期発電機を利用する貯水池式水力発電の電源としての特性は火力発電に似ており、実際に貯水池式水力発電は、

火力ユニットよりも迅速な発電出力制御を出来ることが多い。流れ込み式水力では電力変換器による可変速システ

ムなどの様々な転換システムを利用する。このため、流れ込み式水力の出力における発電と電圧の制御性は、風力

電源のものと似ている。水力発電の規模は数 kW から 20GW 超と極めて広範囲である。 
 
海洋エネルギー（波、潮汐、潮流及び海流、海洋温度差（OTEC）、塩分濃度差） 
 
海洋エネルギーは、波力、潮汐（海面の上昇・下降即ち防潮堰）、潮流及び海流、海洋温度差、塩分濃度差といっ

た異なる原理のもので構成される。実質的にはすべての海洋エネルギー技術はせいぜい開発または実証段階である。

そのため、科学文献のデータは乏しく、利用可能なものの多くがシミュレーション研究に大きく依存したものであ

り、運用に関する実地データはほとんどない。 
 
異なる形式の海洋エネルギーは非常に異なる自然のエネルギー・フローによって駆動され、異なる変動性と予測可

能特性を持つ。波力エネルギーは風力エネルギーが空間的に統合されたものであり、毎日の変動性は、風力エネル

ギーよりもある程度小さいと考えられる。季節変動は風力に類似していることが報告されているが（Stoutenburg et 
al., 2010）、これは設備に依存する。波モデルによる初期の研究とデータによれば、波力発電の出力は予測可能で

あり、特に発電量の大きい期間は非常に良い予測性を示したことが報告されている（ECI, 2006）。また、波力エネ
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ルギーの予測性は風力・太陽の予測性に相当するとの報告もある（Reikard, 2009）。 
 
潮汐発電と潮流発電も、ほとんどの構成において変動的であるが、発電量は（ほぼ）完全に予測可能である。1 つ

の電力システム内の場所による潮流の位相に差があることは発電量の平滑化に大きく貢献する（Khan et al., 2009）。
海流発電は、電力システムの運用の時間スケールにおいて変動が少ない。海洋温度差発電は理論的に良く解明され

ている温度勾配を利用するものであり、ほぼ連続的なベースロード運転が期待出来る。塩分濃度差発電は、研究の

初期段階にあるが、商業化されればプラントは一定出力で運用されるだろう。 
 
すべての海洋エネルギー技術は海洋へのアクセスを要するが、特定の場所での立地性は個々の海洋エネルギー技術

ごとに異なる。波力エネルギーの立地場所は海岸か、十分海岸に近い場所であるが、将来的にはより岸から離れた

海洋での立地が考えられる。潮力プラントと海流プラントは非常に特別な場所に立地すると想定され、通常送電イ

ンフラへの投資が必要となる（University of Edinburgh, 2006）。海洋エネルギーによる大量の発電が可能となれば、

時間方向の出力の平滑化が可能となる（Salter et al., 2002）が、立地は陸地または負荷の中心地からある程度離れて

しまう。 
 
設備利用率と容量価値の値を示す研究はいくつかある。Radtke et al.（2010）は潮汐発電の容量価値は非常に低い（研

究例では 10%未満）ことを示したが、一方でその設備利用率は 22.5～28.5%（6.3.3 節）と見込んでいる。Bryans et al.
（2005）は潮流発電の設備利用率を 19～60%、容量価値を 10～20%と報告している。設備利用率と容量価値の高い

方の数値は発電機の小型化と潮流のピーク時の出力を抑えることにより実現される。Stoutenburg et al.（2010）はカ

リフォルニア海岸沖での波力エネルギーの設備利用率を 22～29%、容量価値を 16%と報告している。スコットラン

ドの波力エネルギーでは設備利用率が 31%と報告されている（University of Edinburgh, 2006）。 
 
潮汐発電は同期発電機を使用し、火力発電所に似た電気的特性を持っている。波力エネルギー装置は通常送電系統

の連系に電力変換器を使用する。同じく、潮流及び海流発電においてもタービンは可変速機となり、変換器に接続

される。このため、波、潮流、海流の電力プラントの特性は風力プラントの特性に相当するだろう。プラント規模

は潮汐発電では 0.1～300MW であるが、海洋エネルギー技術のモジュール数により変動する。 
 
風力エネルギー 
 
風力プラントの発電出力は、変化する風速により変動し、電力システム計画、スケジューリングと運用に関連する

全てのタイムスケールにおける変動を伴う（Holttinen et al., 2009）。多数の風力発電の合計出力の変動は、地理的

分散と地域サイズにより風速の相関が減少することで緩和される（7.5.1 節）。風力発電の出力予測の精度は予測

期間が長くなると減少し、対象とする地域を拡大することで改善する（第 7 章）。風車、風力発電所、及び地域レ

ベル（例えば複数の風力発電発電所の集合体）の制御により、電力システムの安定化に必要な場合（例えば、異常

気象の期間や低需要期間）には、発電量の抑制を行うことが出来るが、発電量を捨てることになる。 
 
一般的に風力発電は既存のネットワーク上に分布する。しかし、例えば洋上または陸上の遠隔地の風力資源が豊か

な地域での風力発電の立地の場合、送電系統の拡張を要することが多い。 
 
風力の設備利用率は風況と使用する技術に左右される。一定の地域全体の風力発電の設備利用率は、陸上の風力で

は立地により 20%から、40%までの範囲であり、沖合の風力ではそれよりもさらに高くなる（7.2 節）。風力発電

全体での容量価値は低～中程度の普及率では立地により 5～40%程度であるが、普及率が増加すると低下する（7.5
節）。電源特性は風力電源の変換システムのタイプと制御特性により決まる。多くの既存の風力プラントは誘導発

電機を用いるが、一般的な傾向として、近年の風力発電は電力変換器により電力システムに連系されており、有効

電力、無効電力、及び電圧制御、周波数応答（慣性型応答）、瞬低時の運転継続要件、及びネットワーク障害時の

電力システムサポートといった送電系統サービスを備えることが出来る（7.5.3 節）。最近の陸上風力プラントの

規模は通常 5～300MW の範囲で、洋上プラントは 20～120MW であるが、それより規模の小さい、あるいは最近イ

ギリスで稼働を開始した 500MW のグレーター・ガバート洋上プラントなど極めて大きいプラントも実際には存在

する5。 
 
 
電力システムへの再生可能エネルギー資源の統合への課題 
 
ほとんどの再生可能エネルギー発電は場所に依存している。そのため、再生可能エネルギー発電にはかなりの距離

の送電が必要となる。例えば、中国の強風地域は人口密集地や負荷の中心地から離れていることが多い。スコット

ランドの潮流資源は人口の多い地域から遠く離れている。アメリカでは最大の高品質な風力資源地域と重要なバイ

オマス生産地は中西部に位置し、海岸沿いを中心とした人口が集中する地域から大きな距離がある。こうした事例

の大部分では、負荷の中心地により近い場所の低品質の再生可能エネルギー資源より、遠くてもより高品質の（そ

                                                        
5 www.sse.com/PressReleases2011/FirstElectricityGeneratedGreaterGabbardWalney/ 
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してそれゆえ低価格の）再生可能エネルギー資源を利用する方が、追加の送電インフラを含めても経済性が高い（そ

して必要とされることも多い）。多くの再生可能エネルギー発電は配電網に接続して利用可能であり、それは普及

率た中程度の電力システムにとって便益があるが、普及率が高い場合は問題となる可能性がある（例えば電圧が上

昇するなど、Masters（2002）を参照）。 
 
また、先に検討したように、いくつかの再生可能エネルギー発電は電力システム運用のいくつかの点、特に需給調

整に必要な柔軟性がない。これは、電力システムにとって重要な様々なタイムスケールにおいて、再生可能エネル

ギー資源が大きく変動するためであり、また発電予測により大きな不確実性を伴うためでもある。さらに、再生可

能エネルギー発電の導入で、これまで必要な柔軟性を提供してきた非再生可能エネルギープラントを代替する場合

もある。再生可能エネルギー発電の一部（貯水池式水力発電やバイオエネルギー）は柔軟性を提供し需給調整の問

題の解決への貢献が可能だろう。しかし、抑制のみにより出力調整が可能な再生可能エネルギー発電の普及が拡大

するにつれ、電力システム全体での需給調整力の確保はより困難になる。電力システムの需給調整力の確保の課題

は、調整力を持つ電源の運用が少ない場合に特に厳しくなる（例えば、運用容量が少なくなる低負荷の時間帯）。 
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表 8.1: 再生可能エネルギー技術の統合に関する特徴 
 
技術 プラント容

量 
変動性：電力

システム運

用に関する

時間スケー

ルの特性 

潜在的な需

給調整力 
地理的分布

ポテンシャ

ル 

予測可能性 設備利用率 容量価値 有効電力・周

波数制御 
電圧・無効電

力制御 

 
(MW) 

時間スケー

ル 
下記参照 下記参照 下記参照 % % 下記参照 下記参照 

バイオ 
エネルギー 

 0.1～100 季節（バイオ

マスの利用

可能量によ

る） 

＋＋＋ ＋ ＋＋ 50～90 
火力発電や

CHP に類似
＋＋ ＋＋ 

直接的太陽 
エネルギー 

太陽光発電

（PV） 
0.004 ～ 100
（モジュラ

ー） 

分～年 
＋ ＋＋ ＋ 12～27 ＜25～75 ＋ ＋ 

集光型太陽

熱 発 電

（CSP）※（蓄

熱型） 

50～250 時～年 

＋＋ ＋※※ ＋＋ 35～42 90 ＋＋ ＋＋ 

地熱 
エネルギー 

 2～100 年 
＋＋＋ 資料無し ＋＋ 60～90 

火力発電に

類似 
＋＋ ＋＋ 

水力 流れ込み式 0.1～1500 時～年 ＋＋ ＋ ＋＋ 20～95 0～90 ＋＋ ＋＋ 
貯水池式 1～20000 日～年 

＋＋＋ ＋ ＋＋ 30～60 
火力発電に

類似 
＋＋ ＋＋ 

海洋 
エネルギー 

潮流発電 0.1～300 時～日 
＋ ＋ ＋＋ 22.5～28.5 ＜10 ＋＋ ＋＋ 

 潮流 1～200 時～日 ＋ ＋ ＋＋ 19～60 10～20 ＋ ＋＋ 
波力 1～200 分～年 ＋ ＋＋ ＋ 22～31 16 ＋ ＋ 

風力 
エネルギー 

 5～300 分～年 

＋ ＋＋ ＋ 

20～40（陸

上） 
30～45（洋

上） 

5～40 ＋ ＋＋ 

 
※集光型太陽熱発電（CSP）は、米国南西部で 6 時間の地熱貯蔵を想定 
※※直達日照強度（DNI）＞2,000kWh/m2/年（7,200MJ/m2/年）の地域における指標 
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注: 
電源容量:一般的なプラントの発電容量の範囲 
時間スケール: 電力システム統合の際に顕著な変動性が生じた場合の、時間スケール 
受給調整力: プラントの需給調整力の程度: + 需給調整力は低く、一部のみ可能、++ 一部調整可能、 +++ 調整可能 
地理的分散性: 技術の導入場所が変動性の緩和と予測可能性の向上につながり得る程度（送電網を追加する大幅な必要性はなし）: + 中
程度のポテンシャル、++ 高い分布ポテンシャル 
予測可能性: 電力システムの運用を支援するため、関連する時間スケールでプラントの発電量の予測精度: +中程度の予測精度（一般に、

前日の定格電力の実行値（RMS）10%以下）, ++ 高い予測精度 
有効電力、周波数制御: 平常時に、有効電力制御と周波数制御を行う技術的可能性（瞬時電圧低下時の運転継続中における有効電力の

支援など）: + かなり制御可能、++完全に制御可能 
電圧、無効電力制御: 平常時（安定状態、動的）や電力網の不具合時（瞬時電圧低下時の運転継続中における有効電力の支援など）に、

電圧制御と無効電力制御を行う技術的可能性: + かなり制御可能、++完全に制御可能 

 
さらに、再生可能エネルギー発電の普及拡大により、再生可能エネルギー発電事業者は、電力システムの障害発生

時には、系統の安定性を維持するためにより積極的な対応が求められる。再生可能エネルギー発電資源が電力シス

テムの特定の場所に集中し系統連系要件が適切に守られていない場合には、地域のシステムの普及率によっては、

送配電線での事故が大規模な発電の喪失を引き起こす可能性がある6。この問題の解決には、再生可能エネルギー

発電に、可能であれば一時的に電力システムの電圧維持の機能を持たせ、送配電網の事故からの回復を助けること

が必要である（EirGrid, 2009, 2010b）。 
 
電力システムの非常に短い時間の需給調整（即ち周波数応答）に関する課題もある。再生可能エネルギー発電の普

及が進んだ場合においては、補助制御が追加されなければ、周波数制御の必要性も高くなる（Pearmine et al., 2007）。
多くの再生可能エネルギー発電はそのような系統安定化サービス提供を行うことはできない。さらに、パワーエレ

クトロニクスを通して系統連系される再生可能エネルギー発電は、同期発電機の運用容量を減らし、電力システム

の全体的な回転の慣性は減少し、周波数を一定に維持することはより困難になる。近年、風車7のような時間変動

電源から周波数応答を提供する研究開発が進められており、すでに周波数応答と慣性応答を実現した機器もある

（7.7 節）。これは進行中の研究（Doherty et al., 2010）と技術開発（Miller et al., 2010）の課題である。 
 
異なる再生可能エネルギー発電量は、一般的に大きな相関を持たないので、電力システムが多様な再生可能エネル

ギー発電を含む場合には、それらの合計の出力はより平滑化され、これにより電力システムの需給調整の課題が軽

減される。この再生可能エネルギー発電の組み合わせの考え方には一定の価値はあるが、先に述べた通り多くの再

生可能エネルギー資源は地理的依存度が高く、その多様性を活用するような有益な組み合わせが実現出来るとは限

らない。 
 
最後に、今日の発電構成から、未来の低炭素電力システムに必要な持続可能な資源への移行自体が課題となる。そ

の移行においては、電源構成、送配電網、運用方法に大きな変更が必要となる。具体的には、大規模な投資を、電

力供給の信頼性と安全性を損なわない方法で、十分前倒しで実施することが必要となる。 
 
8.2.1.3 再生可能エネルギーの電力システムへの統合: 実例、研究及びオプション  
 
世界各地の電力システムは多様であり、再生可能エネルギー発電の統合を検討する場合、すべてに適する方策はな

い。出力調整可能な再生可能エネルギー発電（水力、地熱、バイオエネルギー、貯蔵装置のある集光型太陽熱発電

（CSP）8）は、新たな送配電網を必要とする可能性があるが、これら（特に水力）は変動性のある再生可能エネル

ギー発電の統合に必要な柔軟性の確保に貢献する可能性がある。一方、抑制により出力調整可能な再生可能エネル

ギー発電（風力、太陽光発電（PV）、特定の海洋エネルギー）は、発電に占める割合が高くなると電力システム

にさらなる課題をもたらす。  
 
大量の再生可能エネルギー発電を含めた電力システムの運用には、すでに多くの実例がある（例: エネルギーベー

スでの 2008 年の数値: アイスランド 100%、ノルウェー99%、オーストリア 69%、ニュージーランド 64%、カナダ

60%（IEA, 2010b）9）。再生可能な発電の割合が高い場合には、通常、出力調整可能な再生可能源、特に水力、地

熱が含まれる（例: エネルギーベースでの 2008 年の数値: ノルウェー: 水力 99%、アイスランド: 水力 75%及び地

熱 25%（Nordel, 2008））。バイオエネルギー発電が大きなシェアを持つ電力システムはあまり見られないが、フ

                                                        
6 （訳注）低電圧あるいは周波数変動による、連系用インバーターの一斉脱落など。 
7 同期発電ほど優れたものではないが、旧来の風力技術がこの応答を本質的に提供することは注目に値する（Mullane 
and O’Malley, 2005 参照）。 
8 追加的な貯蔵装置のない集光型太陽熱発電（CSP）は、抑制により出力調整可能であり、数時間分の貯蔵装置がついて
いれば、出力調整可能であると考えられる。 
9 （訳注）連系された電力システムの一部の地域を取り上げて再生可能エネルギーの導入率が高い電力システムの運用
例とすることは、あまり意味がないことに注意。「変動性」の再生可能エネルギー発電が「独立した電力系統あるい一
つの連系系統」の中で高い割合で運用されているのは例外的。 
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ィンランドでは、バイオエネルギーからの電力エネルギーは 11%である（Statistics Finland, 2009）。その他の多く

の国々では、総発電量の 10%以上を風力エネルギーから取り入れ、電力システムの運用を管理してきた。また、統

合に関する研究を進めることで、抑制方向に出力調整可能な再生可能エネルギー発電のより高い導入を可能とする

方策が得られることが期待される。 
 
本節では、3 通りの方法で再生可能エネルギー発電の統合の実例を紹介する。まず、再生可能エネルギー統合の実

際の運用例である。次に、より高いレベルの再生可能エネルギー供給の潜在的影響を評価した再生可能エネルギー

統合研究に焦点を当てる。最後に、再生可能エネルギー統合の課題解決に役立つ可能性のある、技術的及び制度的

方策について検討する。これらの点においては、この節ではほとんどの実例や研究が存在する先進国に注目する。

自立システムについてはここでも多少触れるが、8.2.5 節で詳細に取り上げる。  
 
統合の実例 
 
出力調整可能な再生可能エネルギー発電（水力、バイオエネルギー、地熱、貯蔵装置を有する集光型太陽熱発電

（CSP））の実例と、抑制により10出力調整可能な変動性の再生可能エネルギー発電（風力、太陽光発電（PV）、

及び特定の海洋エネルギー）の実例に分けて紹介する。  
 
出力調整可能な再生可能エネルギー源（バイオエネルギー、貯蔵装置のある集光型太陽熱発電（CSP）、地熱、水

力） 
 
バイオエネルギー発電の実例は、電力システムにおける化石燃料火力電源の運用例と類似している。プラントは、

少なくとも原理的には、出力調整可能であり、電力システムの柔軟性を向上することが出来る。CHP プラントにお

いても、発電を完全に熱需要に追従させない運用方法が複数ある。たとえば、フィンランドでは、大規模プラント

は補助復水器を持った背圧タービンを使用し、熱負荷が低い場合でも効率的な発電を維持出来るようにしている

（Alakangas and Flyktman, 2001）。デンマークでは、小規模なバイオ CHP プラントに蓄熱機能を備え、電力システ

ムのニーズ(市場価格)に応じて発電することで、柔軟性の向上に貢献している（Holttinen et al., 2009）。 
 
カリフォルニアの再生可能エネルギー発電の統合コストについての報告では、2002～2004 年までの集光型太陽熱

発電（CSP）の実のデータを分析し、概ね冷房負荷により変動する需要に太陽熱発電の自然な発電量の変動が一致

して追従することで、最大需要時期に大きな量の発電が行われることを示している。また、研究対象地域の一部の

集光型太陽熱発電（CSP）に天然ガスによる補助ボイラー加えることで、ピーク需要時の熱発電量を増加すること

ができた。集光型太陽熱発電（CSP）の変動性や発電量の増減は、風力の場合と同じ（相対的な）規模であると報

告された（Shiu et al., 2006）。 
 
地熱発電の新設では、多くの場合、送電網の拡張、すなわちインフラ投資が必要となる。たとえば、ニュージーラ

ンドでは、北島において、地熱発電（最大 800MW）の開発を促進するために 220kV の二回線送電線の建設が計画

されている（TransPower, 2008; W. Brown, 2010）。地熱発電では、通常、安定した電力（及び熱）の供給が行われ、

ほとんどがベース電源のように運用され、そのような運用には多くの実例がある（Shiu et al., 2006）。カリフォル

ニアの既設地熱発電の、2002～2004 年における発電実績に基づく統合の影響評価では、ごく少額の規制コストが

かかることが分かった。2002 年から 2004 年までの期間における地熱発電ユニットの事故停止率（0.66%）や保補

修停止率（2.61%）が低かったことで、地熱発電は、標準的なユニットよりも、電力システムに対しより大きな容

量価値を提供することができた（Shiu et al., 2006）。 
 
水力発電の新設は、送電網の拡張のための投資を必要とする。例としては、スウェーデン北部、イタリア北部、ア

メリカ、カナダの北ケベック（Johansson et al., 1993）、さらに最近では中国（X.Yang et al., 2010）が挙げられる。

水力の季節間、複数年での大きな変動性は、一般に大規模な貯水池を備えることで緩和される。多様な地域の水力

発電を合計することで、水力発電の変動性をある程度平滑化することが出来る。隣り合う地域における水力発電量

の変化が、数週間、数年間などの期間でまったく同じではないためである。北ヨーロッパ（スウェーデン、ノルウ

ェー、フィンランド、デンマーク）の例では、年平均水力発電量が 200TWh（720PJ）の場合で渇水年と豊水年の

流入量の大きな差（最大 86TWh（309PJ））がある水力発電量を、強い系統連系によりノルウェー及びスウェーデ

ンにおける 120TWh（432PJ）の大規模な貯水量の水力発電、フィンランド及びデンマークにおける火力発電を活

用することで管理出来ることが示されている（Nordel, 1996, 2000）。隣接した電力システムとの連系は、電源構成

に影響を与え、よって水力発電計画が変わるため、水力発電の運用に大きな影響を与えることが示されている

（Gorenstin et al., 1992）。 
 
水力発電の運用コストは非常に低い。計画に関する課題は、限りのある水を出来るだけ効率よく使用することであ

る（Sjelvgren et al., 1983）。水力発電の柔軟性は、多くの場合、電力システムにおける効果的な需給調整力として

                                                        
10
（訳注）原語は partially dispatchable であるが、意味が分かりにくいため”抑制により dispatachable”という意味の

訳とする。 
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使用される（Pérez-Díaz and Wilhelmi, 2010）。スイスには、貯水池と揚水設備の両方を持つ柔軟な水力発電システ

ムがあり、現在、ドイツ、フランス、イタリアなどを含む連系された電力システム全体の日々の需給調整力として

使用されている（Ochoa and van Ackere, 2009）。水力発電の柔軟性は、様々な国の毎日の電力価格の変化を比較す

ることで理解出来る。水力発電中心の電力システムでは、低価格期から高価格期へと水力の発電量を移動して価格

差を小さくすることが出来る（Sandsmark and Tennbakk, 2010）。北ヨーロッパの前日市場からもわかるように、水

力発電は毎日の負荷追従を低コストで行うことが可能である。Sandsmark 及び Tennbakk（2010）によると、2001～
2003 年までの平日の正規化された毎時の平均価格を、北ヨーロッパの水力発電中心のシステムと、需給調整に火

力プラントが使用されるドイツとで比較すると、前者の方ははるかに変化が少ないことが示されている。  
 
抑制による出力調整が可能な再生可能エネルギー源（太陽光発電（PV）、海洋、風力） 
 
抑制により出力調整可能な再生可能エネルギー源は、系統運用者により大きな課題をもたらす。これらの発電は、

時間と共に変化するエネルギー源の性質に依存するため、完全な負荷配分は出来ない。可能な管理方法は、発電の

抑制によって行われ、これは、燃料供給をの調節で管理することが出来る出力調整可能な発電と対照的である。  
 
いくつかの国での高い導入量の伸びにも関わらず、太陽光発電（PV）が総発電量に占める割合はあまり高いとは

言えない。たとえば、太陽光発電（PV）の導入に関する実行中のプログラム11が奏功しているドイツでは、2009
年末までに約 10GW の太陽光発電（PV）が導入され、2009 年のドイツの総発電量の 1.1%（6.6TWh または 23.76PJ）
を占めた（BMU, 2010）。しかし、太陽光発電（PV）が総発電量に占める割合は、ドイツの南部（バイエルンに、

最も設備が集中している）では既にかなり高く、そのための増強は特定の配電ネットワーク、主に配電系統が弱い

が地域的に導入の割合が高い場所において配電網の増強が必要となっている。送電系統が強固な都会では、送配電

網の増強はあまり必要とされていない。太陽光発電（PV）システムの大量導入により、大きな周波数変動を伴う

系統擾乱の影響が悪化するという懸念がある（Strauss, 2009）。このため、ドイツの中圧系統への系統連系要件で

は、周波数が 50.2Hz を超える上昇時には、規定の周波数に応じた発電制限を求めている（BDEW, 2008）。配電系

統の保護システムも、安全性を保証するために適応させる必要がある（Schäfer et al., 2010）。一般的に、こうした

適応や連系要件により、太陽光発電（PV）が電力システムでより積極的な役割を果たすことが重要であることが

示された（Caamano-Martin et al., 2008）。日本においてはいくつかの実証プロジェクトが行われ、発電抑制やバッ

テリー制御による逆潮流制御での過電圧保護、単独運転の防止技術の検証（Ueda et al., 2008）や、大規模な太陽光

発電（PV）システムを用いた電力システム安定化の検証（Hara et al., 2009）などが報告されている。アメリカでは、

いくつかのインフラ投資が太陽エネルギーにより推進されてきた。カリフォルニアは、サンライズ・パワーリンク

（全長 193km、500kV の送電線）を承認したが、この送電線は、砂漠の質の高いソーラー地域（太陽光発電（PV）

及び集光型太陽熱発電用（CSP））と地熱資源を、サンディエゴの太平洋岸の需要と連系するものである（U.S. Forest 
Service, 2010）。 
 
複数の太陽光発電（PV）の変動性を分析する報告も出てきた（Wiemken et al., 2001; Murata et al., 2009; Hoff and Perez, 
2010; Mills et al., 2011）。雲、霧、及び雪といった地域的な気象状況は、発電量の変動を引き起こし、短期予測を

難しくする要因となる。世界の様々な地域のデータを用いたこれらすべての研究においては、複数の太陽光発電群

（PV）の合計発電量の変動が、個々の場所、特に毎時レベルの変動に対し、かなり緩和されることが示されてい

る。気象予測モデルを用いた前日発電予測の予報誤差は、わずかしか精度が低下しない予測を提供することが示さ

れている（設置容量で正規化された予測誤差で 5%未満である）（Lorenz et al., 2010）。 
 
海洋エネルギー発電の運用設備は、事実上小規模の数例にとどまり、より大きな設備やプラント群に関する統合例

はない。 
 
抑制により出力調整可能な再生可能エネルギーの統合例の多くは、風力発電によるものである（7.5.3.2 節）。デン

マーク西部では、風力発電の割合は 30%であり、電力需要に対する風力発電の割合が瞬間的に 100％を超えたこと

もある（Söder et al., 2007）。しかし、デンマーク西部は、はるかに大規模な欧州大陸のシステムに連系した小規模

な需給調整地域である。アイルランドには、イギリスへ限られた容量の連系線で結ばれた小規模の電力システムが

ある。アイルランドは、風力発電の導入割合が総発電量の 11%であり（2009 年）、瞬間最大 50%までの導入量に

対応してきた（EirGrid, 2010b）。7.5.3.2 節では、デンマークとアイルランドのシステムに関する詳細な情報が述べ

られている。スペインとポルトガルは、欧州大陸のシステムとの同期連系が比較的弱い中規模の需給制御地域であ

る。両国では、風力発電の導入割合が約 15%であり、スペインでは 54%、ポルトガルでは 71%の瞬間的な導入割

合を記録したこともあった（Estanqueiro et al., 2010）。風力発電が自立システムとしての総発電量のほとんどを担

っている風力ディーゼルシステムもいくつかある（米国アラスカ州、ケープベルデ諸島、チリ、及びオーストリア

など（Lundsager and Baring-Gould, 2005））。 
 
多くの電力システムで、国内、地域内だけでなく、隣接する国々・地域との連系のための新しい連系線の必要性が

報告されている。送電網の計画には、送電網自体の強化と共に、対象の風力発電用の新規の通信網（またはケーブ

                                                        
11 （訳注） Feed-in-Tariff 制度 



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 23/128  第 8 章 

ル）が含まれている。風力発電は通常、送電網投資の推進力であるだけでなく、大きな要因でもある（アイルラン

ド（EirGrid, 2008）、ドイツ（Dena, 2010）、ポルトガル（REN, 2008）、ヨーロッパ（ENTSO-E, 2010）、アメリ

カ（MTEP, 2008）など）。アメリカでは、最適な風力資源地域（ほとんどは遠隔地）から、遠く離れた負荷の中心

地へ風力による電力を送電する送電容量の不足がはっきりと認められている。送電計画の難しい点は、送電アクセ

スを必要とする風力発電の融資時期との不一致の解決である（すなわち、風力発電の認可や建設には 2～3 年かか

るのに対して、送電線の計画、認可、建設には 5～10 年かかる）。もう 1 つの関連する問題は、確実なコスト回収

の必要性である（第 11 章参照）。アメリカの地域レベルでは、テキサス州が Competitive Renewable Energy Zone（CREZ）
プロセスをつくりこれらの問題の解決にとりかかっている。このプロセスでは、風力プラントの建設に先立って送

電線の建設と事前の支払いが可能である。CREZ 送電プロジェクトにより、最終的に約 18.5GW の風力発電の送電

が行われ、この送電線の運用開始は 2013 年末である（CREZ, 2010）。このモデルはアメリカの他の地域にも適用

されつつあり、ヨーロッパでも調査が始まりつつある。ポルトガルでは、風力発電の統合のための送電線の増強の

投資は、風力発電の割合が 3%から 13%へ増加した 2004 年から 2009 年の期間で 1 億 8,500 万 US ドル（2005 年）

であったと報告されている（Smith et al., 2010a）。2009～2019 年にかけての送電網投資計画では、風力やその他の

独立発電事業者（比較的小規模な事業者）に対してさらに 1億 3,800万USドル（2005年）が拠出される（REN, 2008）。
中国は、風力発電の世界最大の市場へと急速に成長し、送電と統合の課題に直面し始めている。風力発電建設の多

くは、主要な人口密集地から遠く離れた中国北部及び北西部において進行中であり、新しい大規模送電インフラを

必要としている（Liao et al., 2010; Liu and Kokko, 2010; Deng et al., 2011 など）。風力発電の急速な建設ペースは、

風力発電の設置と、電源の地域送電系統への連系との時間差も生んでいる（Liao et al., 2010; Deng et al., 2011 など）。 
 
ドイツ北部では、架空線や変圧器といった系統設備を過負荷から保護するために、系統の増強を待つ間は風力発電

の出力抑制をしてもいいという暫定的な解決法がつくられた（Söder et al., 2007）。ドイツでは、既存の送電系統の

利用を増加するために、標準的な送電線定格計算方法を変更した。送電制約を決定するうえで大気温度と風の冷却

効果を考慮した動的送電線定格によって送電容量を増加し、また送電網の増強を少し遅らせることも可能となる

（Abdelkader et al., 2009; Hur et al., 2010）。イギリスでは、配電網への連系コストを低減するため（しない場合は配

電網の強化が必要）、一部の風力プロジェクトは出力抑制を受け入れている（Jupe and Taylor, 2009; Jupe et al., 2010）。
特に 2009 年のテキサス州での出力抑制は大きく、テキサス電気信頼性評議会内の風力発電総量の 17%が抑制され

た（Wiser and Bolinger, 2010）。 
 
多くの国々では、低需要期において、瞬間的に風力発電のシェアが高くなることを経験している。風力発電は通常、

最後に出力抑制されるが、その他のすべての電源の発電量が最低に抑えられている（一部は解列）場合、事業者は、

周波数制御の確保のために風力発電の出力も抑制しなくてはならない場合がある（Söder et al., 2007）。デンマーク

は、CHP の柔軟な運用の増加や、火力発電所の最低運転電力の低減によって、この風力の出力抑制問題の一部を解

決した（Holttinen et al., 2009）。現在のところ風力発電のための予備容量としての電源が建設されたことはないも

のの、デンマークやスペインにおいては、風力の導入率が 5～10%に達した段階で、予備容量の利用拡大、特に 10
～15 分の時間単位で起動出来る予備容量が必要とされている（Söder et al., 2007; Gil et al., 2010）。ポルトガルやス

ペインでは、主に風力発電の出力抑制を避ける目的で、電力システムの柔軟性向上のために揚水発電の建設が計画

されている（Estanqueiro et al., 2010）。離島などの小規模な電力システムでは、負荷の変動が平滑化されないため、

電力システムの需給調整はより難しい問題となる（Katsaprakakis et al., 2007）。嵐の発生による風力発電機の解列

により、それぞれの発電機の発電レベルが定格出力からゼロへと短時間に低下することにより、電力システム全体

の需給調整が困難な状態になることが系統運用者から報告されている。しかし、多くの風力発電機がある場合、電

力システムや需給制御地域への影響は、5～10 時間かけて発生することが多く、事象としてもまれ（1～3 年に一回）

である（Holttinen et al., 2009）。 
 
アイルランドでは、瞬時の風力発電の導入量の高まりと低負荷によって生じる、低回転慣性とその結果生じる電力

システムの不安定性への懸念から、風力発電の出力発電の抑制が行われた事例がある（Dudurych, 2010b）。低回転

慣性の問題はアイルランドのような小規模な電力システムに特有な問題であるため、現在、解決法について調査が

進められている（EirGrid, 2010b）。瞬時の導入量を高めるためにはアンシラリーサービスを（ある程度）提供する

風力発電の機能を改善する必要がある。同様に、低出力で安定した需給調整が可能な柔軟な需給調整用電源の導入

により、瞬時の導入量は引き上げることが出来ると考えられる。 
 
低回転慣性現象は、今までのところ大規模な電力システムに関しては問題を引き起こしていないが、現在調査は行

われている（Vittal et al., 2009; Eto et al., 2010）。周波数調整や安定性に関する懸念により、クレタ島など一部のギ

リシャの島々における風力発電の瞬時導入は 30～40%の範囲が限界とされた（Caralis and Zervos, 2007a; 
Katsaprakakis et al., 2007; RAE, 2007）。デンマークの風力発電の統合では、周波数調整や周波数応答への要件は、

事実上存在しないと報告されている（Eto et al., 2010）。これは、デンマークの風力発電の影響は、大規模な欧州大

陸と北欧との連系システムにおいては比較的小さいからである（デンマークは両方と連系している）。イベリア半

島（スペインとポルトガル）の系統運用者からの報告では、風力発電の出力変動による重大な周波数の影響は観測

されていないという点で、デンマークの場合と一致している（Eto et al., 2010）。 
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風力発電のシェアが高い多くの国々（デンマーク、スペイン、ドイツなど）においては、系統運用者は公式な発電

予測方式を導入しており、その他の国々ではユーザー受け入れ試験や実証試験が実施されている（Ackermann et al., 
2009; Grant et al., 2009）。オーストラリアでは、安定性を制約にした 5 分前調整のリアルタイムスポット市場

（five-minute dispatch spot market）の実例、関連する派生及び周波数制御のアンシラリーサービス市場、及び全面的

に統合された風力発電予測システムによって、変動性の再生可能エネルギー発電を管理出来る市場を設計すること

が原理的に可能であることが示されている（MacGill, 2010）。中国では、風力発電の変動性や限られた発電予測精

度のもとで、電力システムの運用はより難しい状態にある。その理由として、（1）中国の風力開発が非常に急速

に進んでいる地域では、石炭火力発電の割合が大きく、より柔軟な電源の設備容量が小さいこと。（2）中国の電

力市場及びアンシラリーサービス市場が発展途上の構造であること、（3）地域間の電力融通を実施した実績が限

定的であること（4）風力発電の連系要件が緩やかであった、という点が挙げられる（Yu et al. 2011 など）。これ

らのうちのいくつかの要因の結果として、風力発電の出力抑制は、特に中国北部では一般的になってきている。日

本では、電力システムの柔軟性が低いことから、夜間の低負荷時間帯での変動性を低下させるために、風力発電に

対する蓄電池設置要件など、一定の対策の開発が行われている（Morozumi et al., 2008）。 
 
風力エネルギーは卸電力価格に短期的及び長期的に影響を与える（7.5.3.1 節）。デンマークでは、風力発電を調整

するために、北欧電力市場が利用される。系統運用者は、1 時間の電力システムの正味の不均衡を調整し、そのコ

ストを需給調整コストとして不均衡の原因となった発電機すべてに負担させる。（予測に従った）風力発電の市場

への入札と実際の発電との間に差がある場合、風力発電の需給調整コストが発生する。北欧市場からのデンマーク

の風力発電の需給調整コストは、風力エネルギー1MWh 当たり約 1.37～2.98US ドル（2005 年）（0.38～0.82US ド

ル（2005 年）/GJ）となる（Holttinen et al., 2009）。デンマークの事例は、系統連系がいかに需給調整に有用である

かを示している。デンマークが送電制約により北欧市場地域から切り離されていれば、低負荷期間の前日市場価格

はゼロに近づき、需給調整価格も影響を受け、市場価格は非常に不安定になる（Ackermann and Morthorst, 2005; 
7.5.3.2 節も参照）。風力発電が前日電力市場価格に与える影響については、ドイツ及びデンマーク・北欧市場にお

いていくつかの初期の事例があり、風力の発電量が多い時間帯の市場価格は低下する（Munksgaard and Morthorst, 
2008; Sensfuß et al., 2008）。その他の事例により、市場における風力導入が高い場合、風力発電は市場価格の変動

を増加させることが示されている（Jónsson et al., 2010）。第 7 章では、風力エネルギーが卸電力価格に与える短期

及び長期的な影響を議論している（7.5.3.1 節）。 
 
スペインでは、系統事故（短絡など）が発生した場合、風力発電の信頼性が最大の懸念事項となってきた（Smith et 
al., 2010a）。これの一部は、スペインで導入されている旧式の風車は、事故時運転継続(FRT)機能がないことに起

因している。過渡的な系統攪乱（電圧降下）のため、大量の風力発電が送電系統から解列してしまう可能性がある。

この問題は、多くの電力システムにおいて採用されてきた風力発電に関する新たな連系規則の要件によって対応が

行われてきた（Tsili and Papathanassiou, 2009）（7.5.2.2 節）。シミュレーションされた事例により、ドイツ北部の

かなり限定された地域において 3,000MW 超の風力発電を失う可能性が示されたため、ドイツも風車の事故時運転

継続機能を要件とする内容に風力発電の連系要件を変更した（Dena, 2005; Holttinen et al., 2009）。その他の多くの

行政区と同じように、アメリカ政府も米連邦エネルギー規制委員会指令 661-A において事故時運転継続機能を要件

とした（FERC, 2005）（風力エネルギーの系統連系規則の詳細については 7.5.2.2 節参照）。この連系要件では、

風車に対して無効電力を提供し、また一部の地域では電圧及び周波数制御機能を分担することも要求している

（Söder et al., 2007）。スペインの検討では、風力発電が電力システムの電圧維持に貢献出来る可能性が示された

（Morales et al., 2008）。 
 
ドイツでは、風力及び太陽光発電により、近隣の電力システムに問題のある電力潮流を引き起こしている（主にオ

ランダ及びポーランド、Ernst et al.（2010））。 
 
高負荷時の低い風力発電の可能性もまた多少懸念されるが、これまで、風力発電は追加的な発電として構築されて

きたため、容量のアデカシーに関する問題については少なくとも 2007 年までは報告されていない（Söder et al., 
2007）。 
 
2006 年におけるドイツの状況は、系統運用者の制御室はもちろん、それが地域レベルであっても、より多くの適

切な情報の必要性を示している（7.5.3.2 節）。実際、デンマーク、ドイツ、スペイン、ポルトガル、アメリカの実

例は、系統運用者にはオンラインでリアルタイムの変動する再生可能エネルギー発電データと共に、期待発電量の

予測を必要とすることを示している（Holttinen et al., 2009）。変動性の再生可能エネルギー発電は小規模なユニッ

トで発電され、多くの場合は配電網に連系されているため、リアルタイムの発電量把握と期待発電量の予測は容易

ではない。スペインやポルトガルではオンラインデータを収集し、場合により小規模な変動性の再生可能エネルギ

ー発電所を制御するために、分散型の複数の制御センターが設立された（Morales et al., 2008; J. Rodriguez et al., 
2008）。アメリカの実例からは、発電のほとんどが送電網に連系されている場合、これはそれほど問題ではないこ

とが示されている。その理由は、システムの信頼性を保護するために、風力プラントが監視制御及びデータ取得

（SCADA）能力を提供し、データを送信し、送電提供者からの指示を受け入れるという要件があるためである

（FERC, 2005）。 



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 25/128  第 8 章 

 
より制度面の実例として、アイルランドやポルトガルにおいて結果として群処理の手順の対象となった、多数の系

統申請の処理が挙げられる（Holttinen et al., 2009; EirGrid, 2010a）。また、送電系統の安定性の評価には、風車や風

力発電所のモデル開発が必要である（7.5.2.1 節）。どんな種類の発電の電力システムへ統合でも問題となる高レベ

ルの実例の 1 つは、架空送電網への一般市民の反対である（Devine-Wright et al., 2010; Buijs et al., 2011）。必要とさ

れる送電線への投資（必ずしも再生可能エネルギーの統合に関連するものではない）が猛反対を受け、地中化が代

替案として検討されつつあるアイルランドやデンマークで、この反対の例を見ることが出来る（Ecofys, 2008; 
Energinet.DK, 2008）。低電圧の配電は通常地中化されており、技術的には難しくはないが、費用が嵩む。高電圧の

送電線の地中化はまれであり、技術的に難しく、コストは非常に高くなると考えられる（EASAC, 2009）。再生可

能エネルギー技術の計画及び認可に関連する問題については、11.6.4 節において詳細に扱われている。  
 
再生可能エネルギー発電の統合に関する研究 
 
再生可能エネルギー統合については、この数十年で数多くの研究が行われている。繰り返し述べられているように、

統合上の課題はシステムによって多様であり、再生可能エネルギー源にも関係することから、結果や結論は極めて

多様である。これまで、大半の研究は風力エネルギーの導入の増加に焦点を置いてきた（典型的なのは上述の既存

の実験）。最近の大規模な研究の一部では、風力発電及びその他の再生可能エネルギー資源（太陽と波力エネルギ

ーなど）の双方を検討している。太陽エネルギーまたは海洋エネルギーの統合のみを扱った包括的な研究はほぼな

いが、小規模な研究は多少ある。風力エネルギーの統合の研究成果の一部は、太陽及び波力発電の統合にも適用可

能である。 
 
過去の試みで得られた経験にもとづき研究が行われるなか、風力エネルギーの統合の研究では様々な特有の問題が

検討され、適用される手法も進化している（7.5.4 節）。ベストプラクティスが確立され、モデルの改善も進んで

いる（Smith et al., 2007; Söder and Holttinen, 2008; Holttinen et al., 2009）。研究された主な課題は、高い導入率の風力

エネルギーの統合の実現可能性、電力システムの信頼性と効率性への影響、そして風力発電の導入率を高める対策

である。検討された影響の典型的なものとして、様々な時間領域における需給調整への影響（予備力や出力変化速

度要件の必要性の増大など）、他の発電所の運用計画と効率性への影響、系統強化のニーズと安定性への影響、発

電アデカシー（供給不足に陥らないという条件）への影響とそれによる長期の信頼性への影響が挙げられる。電力

システムへの風力発電の統合で生ずる主要な課題を説明するため、以下に大規模な研究を選びその概要を示す12。

低～中程度の導入量（20%未満）の場合における風力エネルギーの統合については、7.5.4 節に詳述した。 
 
デンマークの分析結果によれば、2025 年までに風力発電シェアを総発電量の 50%とする電力システム統合は、供

給安定性を脅かさずに技術的に可能であるとしている（EA Energy Analyses, 2007）。これを実現するためには、発

電、地域暖房（8.2.2 節）、輸送（8.3.1 節）を結び付けつつ地域の送電系統と需要をシステム運用へ統合するとと

もに、風力発電予測や最適予備力配置を改善させる、新たな電力システム構造が必要になる。改善された国際的な

協調や統一的な運用手続きを背景とし、国際的な市場を連系する強力な送電系統が必要になる。特に、国際的な電

力市場では、需給調整と予備力確保を国境を越えてより効率的に行うことが必要になる。また、デマンドレスポン

ス（需要反応）も、風力発電の導入の進展とともに、その役割が増加する（Energinet.DK, 2007; Eriksen and Orths, 2008）。 
 
European Wind Integration Study（EWIS）及び TradeWind は、風力発電の統合をヨーロッパ大陸レベルで検証した初

めての研究である。EWIS は、系統運用者のコンソーシアムの主導のもと、2015 年の風力導入（最大 185GW）を

分析した（EWIS, 2010）。TradeWind は風力産業の代表的組織である European Wind Energy Association の主導のも

と、2030 年の風力（最大 350GW）を分析した（TradeWind, 2009）。双方の研究では、主要な連系線の増強（EWIS
は 2015 年までに計 29 本、TradeWind は 2030 年までに計 42 本）が必要であるとし、これらは短長期的にシステム

に技術的そして経済的便益をもたらすとした。EWIS の結果は、負荷配分の手法における大幅な変更の必要性と、

系統間連系のより大規模活用を指摘した。システムの安定性確保に必要な追加的措置としては、より高速な保護方

式、より多数の無効電力補償装置導入、他の電源の迅速な出力変更、送電容量増加に向けた送電線の動的定格

（dynamic line rating）適用時の追加的な保護措置などが挙げられる。将来の風力プラントは、最先端の事故時運転

継続機能を備える必要がある。ヨーロッパで電力システムを共同運用するには、さらなる協調が必要であり、スペ

インのセンターど同様の再生可能エネルギー専門の制御センターも必要である（Morales et al., 2008; J. Rodriguez et 
al., 2008）。大規模なエネルギー貯蔵や需要マネジメントは、大幅な便益をもたらすとは認めらていない。2015 年

までに風力の 185GW の統合に要するネットワーク増強コストは、おおよそ 5.6US ドル/MWh13（おおよそ 1.6US ド

ル/GJ）であり、予備電源の追加導入コストは 3.6US ドル/MWh（おおよそ 1.0US ドル/GJ）と推定された（EWIS, 2010）。
TradeWind は北海の洋上に展開されるメッシュ状の送電系統の経済性を試算した。この送電系統は、100GW の風力

を連系し、北海に面した国々の電力売買を改善させる可能性があり、最終的に、風力発電の容量価値は、ヨーロッ

パ間の送電容量の増加により大幅に高まるとされた（TradeWind, 2009）。 
 
                                                        
12 研究の一部でも他の再生可能エネルギー資源の調査が行われたが、風力エネルギーが大半である。 
13 US ドル（2005 年）への変換は、研究ごとの想定の範囲を考えると、不可能である。 
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U.S. Eastern Wind Integration and Transmission Study（EnerNex Corporation, 2010）では、風力エネルギーを 20%導入

する 2 つ、風力エネルギーを 30%導入する 1 つの、合計 3 つのシナリオを検証した。この研究の結果、大幅な風力

発電の出力抑制を避けるため、全シナリオで新たな送電線が必要とされた。様々なシナリオで風力発電は多様な場

所に立地させているにもかかわらず、各シナリオで送電という避けられない課題が共通して存在する。研究では、

広域の需給制御、市場、買い取り制度、運用方法の大幅な変化が必要としている。新規の送電により潜在的な運用

到達範囲が拡大され、電力不足発生時間の低下と風力の容量価値の増加につながることが分かった。風力の容量価

値は、3 年間のうち最低の年で 16～23%、最高の年で 20～31%だった。年、シナリオ設定、及び送電の増強による

が、新規の送電の建設で風力発電の容量価値は約 2～10%増加した。 
 
US Western Wind and Solar Integration Study（GE Energy, 2010）は、大規模な地域の電力システムを検討し、「30%
の風力エネルギーと 5%の太陽エネルギーの導入時の電力システム運用を可能とするには、現在の運用方法の大幅

な変更が必要」としている（GE Energy, 2010）。この変更には、制御地域の協力拡大、1 時間未満での発電及び融

通スケジューリングなどがある。導入量が 30%の場合、石炭火力及び水力によるすべての可能な柔軟性確保が、電

力システム運用に極めて重要であるとされた。最大で 20%の導入量の場合、既存の送電容量を最大限の活用を想定

すると、州をまたぐ新たな長距離送電の新設は比較的少なくてもよい。容量価値は、風力で 10～15%、太陽光発電

（PV）で 25～30%、6 時間の蓄熱を備える集光型太陽熱発電（CSP）で 90～95%とされた。 
 
小規模容量で緩く連系しているアイルランドの電力システムへの再生可能エネルギー発電の導入量が増加すると、

統合上の大きな課題が発生するとされた（AIGS, 2008; EirGrid, 2010b）。この研究では、42%の再生可能エネルギ

ー発電（うち風力 34%）は中程度の追加コストで技術的に実現可能であることが示された。しかし、送電インフラ

の大規模増強と柔軟な電源の補完的な組み合わせは必要になる。動的な研究も必要とされ、第一段階は 2010 年に

完了した（EirGrid, 2010b）。この検討では、再生可能エネルギー発電（主に風力）の高い導入率を支えるためには、

再生可能エネルギー発電と非再生可能エネルギー発電の技術的特性が重要という点も確認された。非同期の発電の

運用上の限界は、電力システムの基本的な特性を変化させ、再生可能エネルギー発電の一定の出力抑制も必要とな

るが、この運用上の制限があっても再生可能エネルギー発電導入の国家的な目標（例えば電力の 40%）の達成は可

能である。しかしながら、これらの制限は、（非同期発電技術を想定した）より高い目標が設定され、且つ経済的

障壁が非常に大きい場合は、結果として大幅な出力抑制に繋がる。同様の運用の制限は、他の離島の電力システム

についても報告されている（Papathanassiou and Boulaxis, 2006）。 
 
Hawaii Clean Energy Initiative（NREL, 2010）は、モロカイ島とラナイ島の洋上風力エネルギー容量を最大 400MW
と具体的に特定し、多様な再生可能エネルギー技術の組み合わせの一部として、海底ケーブル（AC または DC）
でオアフ島への送電が可能になるとした。再生可能エネルギーの普及の目標は 40%としている。瞬時の極めて高い

導入レベルに対応するため、火力発電の最低運用発電量を引き下げ、負荷変化速度もより大きくする必要があると

され、風力及び太陽の最先端の発電予測も推奨された。 
 
自立システムにおける風力エネルギー統合を扱った研究もいくつかある。一部の島々では、風力発電導入の最大許

容量が設定されている（Weisser and Garcia, 2005）。複数の研究で、このように固定的な限界を設けてもシステム

の安全性は保証されず、一部の例ではそれが不要であることも示されている。風力発電のシェアの高いクレタ島で

は、他のユニットが適切かつ妥当な周波数と電圧の制御が提供する場合、高いレベルの安定性を維持した電力シス

テム運用が可能であることが示された（Karapidakis, 2007）。Caralis and Zervos（2007b）は、運用と動的な理由か

ら風力発電の普及が制限されているギリシャの島々で、小規模な自立システムにおける貯蔵装置の使用について検

討し、貯蔵装置により運用コストを低減する可能性を示した。 
 
多くの研究で、風力発電の統合を支える電力貯蔵の経済性について具体的に検討されている（Ummels et al., 2008; 
Denholm et al., 2010; Holttinen et al., 2011; Tuohy and O’Malley, 2011）。これらの研究によると、貯蔵がより不可欠で

ある自立型のエネルギーシステム（8.2.5 節）以外では、風力発電だけの統合の場合、そのシェアが 50％になるま

では電力貯蔵を設置する経済性は低い。これは、他の需給調整の選択肢に比べ、貯蔵コストが高いためである（大

規模貯水池を備える水力と一部の揚水発電を除く）。コストが低下すれば、貯蔵が再生可能エネルギー発電の変動

の管理により大きな役割を果たすことが予想される。 
 
一般に、高い導入率を見込む研究は、離島のシステム（ハワイ、アイルランド）の場合が多く、これらの場合は研

究をより詳細に行うことが可能であり、またそれが求められている（AIGS, 2008; EirGrid, 2010b; NREL, 2010）。さ

らに、離島の電力システム（ハワイ、アイルランド、ギリシャの島々）では、高い導入率へ速く進展することから、

大規模な電力システムについて早い段階で重要な教訓を提供出来ることや、周波数制御がより難しいことなどは興

味深い。しかし、もう 1 つの重要な方向性は、将来の連系線の運用の活用を考慮し、変動性の再生可能エネルギー

発電の影響を連系された電力システム全体で捉えるという、より広範な地域を対象とした研究である（TradeWind, 
2009; EnerNex Corporation, 2010; EWIS, 2010; GE Energy, 2010）。 
 
最近の風力発電統合に関する多数の研究をまとめた研究もある（Holttinen et al., 2009）。この研究は、様々な導入
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レベルやシステムを対象とし、幅広い結果を得ている。重要な結論は以下のとおりである。 
 

 短期の予備力の増加の必要量は、導入率が 10%の場合、風力発電の容量の 1～15%、20%の場合は 4～18%
である。予備力増加の必要性は、最悪（静的。動的ではない）のケースで計算されたが、必要予備力は必

ずしも増加しなかった。これは、従来エネルギー供給に使用された発電機を、この段階では予備力として

使用可能と考えることによる。より短い時間刻みでの負荷配分運用（電力市場における通告時間）が行わ

れれば、予備力の必要性はさらに低下すると考えられる。 
 需給調整費用は、風力発電の導入が 20%までの場合、風力発電量あたり約 0.14～0.56US セント/kWh（約

0.4～1.6US ドル/GJ）となる（7.5.4.2 節）。需給調整コストは、予備力の使用増加と電源の非効率な運用の

増加を反映している。研究では、需給調整費と電源の非効率な運用による費用増があっても、風力の高い

導入率の貢献で、運用コスト（燃料使用量とその費用）全体が大幅に低下することが示されている。風力

発電は、統合に必要な処置が増えたとしても、排出削減につながる（Denny and O’Malley, 2006; Mills et al., 
2009b; 7.6.1.3 節）。 

 風力発電の容量価値は、導入量、風況、風力と負荷の相関によるが、5～40%の範囲である（Keane et al., 
2011a）。 

 風力発電のための系統強化コストは、負荷及び系統インフラに関連して風力プラントの立地場所に大きく

依存する。このコストは、電力システム、国、系統インフラ、計算方法の多様性を反映し、おおよそ 0～
378US ドル/kW14である。このコストは継続的なものではなく、非常に多額のコストを要する増強は一回限

りの可能性がある。コストを風力発電に配分する方法にも考え方の違いがある。 
 
太陽エネルギーの統合のみを扱った大規模で包括的な研究はないが、文献としてはこのテーマについてのかなりの

数の研究が報告されている。太陽光発電（PV）の大部分は地域で設置されるため、供給が需要と一致すれば、送

配電損失を低減できる可能性がある（Wenger et al., 1994; Chowdhury and Sawab, 1996）。しかし、導入率が高くなる

と、大きな損失を伴わずに配電フィーダから送電システムに送電するには、配電網の増強が必要になる（Paatero and 
Lund, 2007; Liu and Bebic, 2008）。また、配電網における電圧上昇は、太陽光発電（PV）の統合で課題になる（Widén 
et al., 2009）。ただし、Thomson and Infield（2007）は、太陽光発電（PV）の導入レベルが非常に高いイギリス都市

部の典型的なネットワーク（全世帯の半数で 2,160Wpeak）において、平均的な配電網の電圧は小幅にしか上昇しな

いことを示した。様々な研究で、有効電力を用いた分散型の電圧制御など、系統強化を回避するための解決策が提

案されている（Braun et al., 2009）。これは、太陽光発電（PV）のインバータ自体（Stetz et al., 2010）またはその他

のスマートな電圧制御によって行われる。スマートな太陽光発電（PV）インバータにより、周波数制御の分担と

分散型の電圧制御に加え、その他のアンシラリーサービスも提供出来ると考えられる。こうしたインバータは、高

調波の抑制や補償を行うことができ、また、適切な事故時運転継続機能により電力システムの事故復旧動作（fault 
behavior）を支援することが出来る（Notholt, 2008）。日本の太陽光発電（PV）の目標は、2020 年に 28GW、2030
年に 53GW であり、それぞれ需要全体の約 3%、約 6%を供給する。日本のいくつかの実証プロジェクトでは、太

陽光発電（PV）及び地域の需要を制御することで、大規模な太陽光システムを備えた電力システムの安定性を解

決した（Kobayashi and Kurihara, 2009）。 
 
一部の場所では、需要の集中地の近くにある電力システムに太陽光発電（PV）を設置することで、送電網の増強

の必要性をなくすことが出来る。Kahn et al.（2008）はカリフォルニアの事例として、沿岸の負荷の集中地の近く

に太陽光発電（PV）を設置することで、他の再生可能エネルギー発電に比べて送電網への大きな投資が不要とな

ることを報告した。特に、先の章で述べた砂漠における太陽光発電、集光型太陽熱発電（CSP）、地熱へのアクセ

スのため建設される送電線系統について当てはまる。しかし、この便益は、局地的な状況に左右され、地域によっ

て大きく異なる。 
 
太陽光発電（PV）、熱発電の容量価値は世界の様々な場所と発電方式により大きく異なる。一部の電力システム

では、ピーク負荷期間の大きな冷房需要のため、蓄熱可能な集光型太陽熱発電（CSP）は火力発電に匹敵する容量

価値を持つ（GE Energy, 2010）。太陽光発電と集光型太陽熱発電（CSP）（蓄熱なし）の容量価値は、ピーク需要

と太陽の位置との相関にさらに強く依存する（Pelland and Abboud, 2008; Perez et al., 2008; Xcel Energy, 2009; GE 
Energy 2010）。太陽光発電（PV）の容量価値は、その普及が進むと低下する（風力と類似の特性。7.5.2.4 節）。

これは太陽の位置は確定的に変化するため、太陽光プラント間の相関が高くなるためである（Perez et al., 2008）。 
 
太陽光の短期的な変動性の管理は、風力発電と若干類似している。太陽光発電（PV）の変動性は、部分的に曇り

の天気、霧や雪の場合に大きくなる（Lorenz et al., 2009; Mills et al., 2011）。太陽光発電（PV）を大量に導入した電

力システムにおいて、朝と夕方の太陽光出力の増減は、例えその予測可能性が高く、負荷増減と一致する場合でも、

電力システムに大きな変動を与える可能性がある（Denholm et al., 2009）。 
 
太陽光発電（PV）や集光型太陽熱発電（CSP）（蓄熱なし）の普及が進む（年間総発電量の 10%超）と、太陽の出

                                                        
14 US ドル（2005 年）への変換は、研究ごとの想定の範囲を考えると、不可能である。 
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ている日中の正味需要（需要から太陽エネルギーを差し引いて算出）は低下するが、夜間には低下しない。柔軟性

のない電源が組み込まれた電力システムは、太陽光のある時間帯は発電を減少させ、夜間は再度増加させる運用に

なり、夜間のエネルギー供給が難しくなるだろう。このため、柔軟性の低い電力システムでは、出力の大幅な抑制

をしない限り、太陽光発電（PV）及び蓄熱のない集光型太陽熱発電（CSP）を高い比率で統合することは困難であ

る（Denholm and Margolis, 2007）。 
 
海洋エネルギーの統合については、公表された文献では限られた研究しか行われていないが、海洋エネルギーの統

合を風力と比較したレビューが 1 つある（Khan et al., 2009）。海洋エネルギー発電の場合、運用経験がほぼないか、

全くない状態のため、結果を検証する実際のデータがほぼないまま、シミュレーションのみに基づいて結果が得ら

れている。しかし、電力システムの全体的レベルでは、海洋エネルギー発電の変動性は、風力の変動性に比べて大

きな課題になるとは予測されていない。ただし、波力エネルギープラントの短期的な出力変動は、風力プラントに

比べて大きい可能性がある。海洋の波は風に比べて予測可能性が高いと思われる。これは、波は変動頻度が緩やか

で、風況に直接影響されることから、風力に比べて波の特性の推定は不確実性が低くなるためである。 
 
Bryans et al.（2005）は、資本コスト低下、設備利用率の増加、及び系統システムへの影響緩和を目的とした、ター

ビンのサイズに対する発電機のダウンレーティング（down rating）と運用出力の低減を含む潮流発電の導入と制御

の方法の研究を行った。潮流発電の容量価値は 10～20%、設備利用率は 19～60%としている。Denny（2009）は電

力市場モデルを使用し、潮流発電がシステムの他の電源の運用に与える影響とその結果生ずるサイクリングコスト、

排出削減と燃料節減に与える影響を決定した。このケース検討では、潮流発電の経済性が成立するためには、資本

費は 560US ドル（2005 年）/kW 未満とされており、これは現在の潮流発電の想定資本費に比べ一桁少ない（6.7 節）。 
 
多くの研究は、変動性のある様々な再生可能エネルギー資源を組み合わせると、変動の平滑化され、全体の期待発

電量の不確実性が軽減されるとされている。電力システムのピーク負荷が冷房需要に牽引されるカリフォルニアに

ついての研究から、太陽光発電及び風力発電の平均的な出力パターンの合計は負荷の形状と一致する可能性があり、

結果として変動性のある発電の複合的な容量価値が向上するとされている（GE Energy Consulting, 2007）。但し、

カリフォルニアで見られた風力及び太陽の変動の間の負の相関は他地域では成立しないことが多く、正の相関性が

存在する場所も多くある（風のピークが午後遅くに起こる傾向のあるアイルランドなど）（Hasche et al., 2010）。

カナダのブリティッシュコロンビアで見られる風力と水力の組み合わせでは、風力発電で水力発電における貯水池

の水の使用量を減らすことで、水力の容量価値が増加することが示された（Wangdee et al., 2010）。同様に、風力

発電と河川の流量に相関がないことから、水力だけの電力システムのエネルギー不足のリスクを緩和することが可

能である（Denault et al., 2009）。風力及び水力の併用に特化した追加検討が、継続中の IEA Wind Task 2415の一部

として実施されている。 
 
デンマークにおける再生可能エネルギーの高い導入率の状況を分析した結果、風力、波力、及び太陽光発電の組み

合わせで再生可能エネルギー発電の余剰を最小化出来ることが分かった。ここでは、風力発電を再生可能エネルギ

ー発電全体の 50%の一定とし、波力及び太陽の割合は、再生可能エネルギー全体の割合により変化した（H. Lund, 
2006）。波力発電と風力発電の併用による出力変動の緩和の可能性は、スコットランド（University of Edinburgh, 
2006）、アイルランド（Fusco et al., 2010）、及びカリフォルニア（Stoutenburg et al., 2010）で報告されている。変

動性の緩和の程度は、様々なエネルギー源が不明であることとは対照的に、地理的分散性に関連する。同様に、技

術を多様化させることによる便益は、再生可能エネルギーの構成における技術の多様性が低い状態から高い状態に

移行するために必要なコストと比較する必要がある。 
 
変動性の再生可能エネルギー発電の統合についての研究結果は、分析対象のシステム、再生可能エネルギー発電の

資源量と種類、分析手法と利用可能なデータにより異なる。しかしながら、これらの結果から、一般的な示唆も若

干ではあるが得ることが出来る。研究によれば、変動性のある異なる再生可能エネルギー源の組み合わせと、より

広域に分布したエネルギー源を組み合わせることで、電力システム全体での変動性をならし、不確実性を減少出来

ることが明確に示されている。鍵となる課題は、発電プラントから消費者への送配電、需給調整を広域で行うため

のネットワーク・インフラの重要性である。以下に述べる選択肢は全て、最適な組み合わせの手法を用いて検討す

る必要がある。設備利用率の低い変動性の再生可能エネルギー資源に必要なインフラ能力を最適化するためには、

新たな手法が必要である（Burke and O’Malley, 2010）。すべての時間領域にまたがる需給調整の要件は、柔軟な需

給調整源（柔軟な発電、需要反応、貯蔵; NERC, 2010b）の必要性、需給予測及びプラントの運用計画にも新たな技

術の使用を必要としている（NERC, 2010a）。すべての時間領域にまたがる需給調整に必要な補完的サービスすべ

てが合理的なコストで確実に提供されるようにするため、市場またはその他のメカニズムも必要である（Smit et al., 
2010b; Vandezande et al., 2010）。 
 
統合の選択肢 
 
再生可能エネルギー発電の高い導入率の実現に必要な解決策の一般的な形は、現在かなり知られている。大量の再

                                                        
15 http://www.ieawind.org/Annex_XXIV.shtml 
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生可能エネルギー発電を含む電力システムの運用は、既にかなりの経験が積まれており、統合に関する研究でも、

再生可能エネルギー発電の高い導入率を実現する方法について、様々な可能性が示されている。本節では、これま

で特定されているものの中で最も重要な選択肢をより詳細に検討する。将来は新たな選択肢や戦略が構築されるた

め、これは完全で決定的なリストではない。また、これらの選択肢は、あらゆる状況で競合するわけでも、単一の

選択肢ですべての課題が解決するわけでもない。多くの電力システムでは、すべての選択肢が必要ではなくても、

それぞれの選択肢の重要度は電力システムごと、そして時代によって異なる（自立システムにおける選択肢につい

ては、8.2.5 節を参照）。 
 
送配電網の改善 
 
電力システムの内部の接続を強化し、系統間の連系線を増強することで、変動し不確実な再生可能エネルギー発電

の影響を直接緩和出来る。送配電網の強化により、電力は電力潮流のボトルネックまたは運用上の懸念による制約

を受けずに、発電された場所から消費される場所に電力をもっと容易に送ることが出来る。送配電網の強化の重要

性は、他の発電と配電需要にもあてはまり、送配電網の追加は再生可能エネルギー発電の統合コストではなく、シ

ステム全体の価値として捉えることが出来る。しかしながら、一部の国では配電網にこうした再生可能エネルギー

発電が連系されているものの、配電網運用者と送電網運用者の間でより緊密な協力やより高い透明性が必要である

（Sebastian et al., 2008）。送配電網の拡張と改修は、供給の安定性と経済的効率性を確保し、域内のエネルギー市

場を実現するために必要な継続的なプロセスである（ENTSOE, 2010）。より広い地域で需給調整を行い、複数の

電力システム全体で需給調整要件を共同で解決することで、再生可能エネルギー発電統合に伴うコストは低減し、

技術的、運用上の課題も減少する。送配電網を使った再生可能エネルギー発電の地理的分散が、電力システムの正

味の変動性と不確実性を緩和させることも出来る。これにより、より広い範囲で再生可能エネルギー発電の連系を

行うことが可能になり、多様な再生可能エネルギー発電間の相関性が低いことから発電の変動性と不確実性の低減

が実現し、新たな総合的便益がもたらされる。日射の豊富な北アフリカや中東と、風力発電の豊富なヨーロッパの

地域と組み合わせはこの考え方によるものである（Pihl, 2009）。 
 
従来、電力システムでは交流連系で分散発電を負荷に結び付けているが、直流連系の可能性もある（Meah and Ula, 
2007）。たとえば、二地点間の長距離の送電線（約 500km を超えるもの）の場合は建設費が低下し、地中または

海低による連系の場合、無効電力の要件が大幅に削減される（Velasco et al., 2011）。その結果、洋上の再生可能エ

ネルギー発電の送電方法として、また、近隣の諸国や地域間で海底の連系線を建設する方法として、直流連系の魅

力は高まっている。しかし、二地点間ではなく多地点間の高圧直流送電（HVDC）に関しては依然として解決すべ

き課題がある（Henry et al., 2010）。こうしたインフラ整備に必要な投資は巨額であり、インフラ整備でもたらされ

る電力システムの付加価値を慎重に評価する必要がある（EASAC, 2009）。 
 
通信技術を活用して広域の電力システムの監視・制御を行うことで、送配電網の使用効率化、電力潮流や他の制約

を低減することができる。しかし、安定で信頼性の高い通信及び送配電網の導入コストは、それまでの送配電網へ

の投資と、既設送配電網における再生可能エネルギー発電の将来の立地場所にもよるが、かなり高くなる可能性が

ある。一部の再生可能エネルギー発電の変動性と不確実性は、地方の送配電網の制約になる可能性があるが、再生

可能エネルギー発電あるいは分散発電が無効電力などの送配電網の運用支援サービスを提供出来るようになれば、

こうした課題は解決可能だろう（Keane et al., 2011b）。近年の風力発電機にはこの種の機能が実現可能であるが、

それを活用するインセンティブは一般に乏しい（Martinez et al., 2008）。電力システムの安定運用の課題が生じる

ことで、（既に存在するが、設置数は少数にとどまる）柔軟な交流送電網（Flexible AC Transmission System）機器

とその他の電力潮流制御装置を活用する機会もあると考えられる（X.-P. Zhang et al., 2006; Hingorani, 2007; Tyll and 
Schettler, 2009）。 
 
送配電網の拡張には、特に、送電網への必要な投資を行うインセンティブの提供、新規の架空送電線、地下ケーブ

ルまたは海底ケーブルの社会的受容性の確保という点で、制度上の課題も大きい（11.6.4 節、11.6.5 節、8.2.1.3 節）。

新規送電線への投資は、たとえばヨーロッパの場合、送電システム料金を通じてコストを回収する送電システム事

業者（Transmission System Operator）の事業である。場合によっては、様々なステークホルダー間でコストを配分

して負担することも行われる。有効な枠組みでは、望ましい新規の発電容量（再生可能またはその他）への投資を

阻害しないよう、送電の増強の必要性が予想されるはずである。従来からの景観への影響（Devine-Wright et al., 
2010）、環境への懸念、人間の健康に対する電磁場の影響認識に関連して、一般市民から新規送電線に対して反対

の声が上がる可能性がある（Buijs et al., 2011）。地下ケーブルもこうした問題に適用出来る選択肢だが、ケーブル

の信頼性、管理上の課題、投資コストの増大のため、これで問題が解決するわけではない。地下ケーブルによる長

距離連系（約 50km 超）の場合、直流送電が有利な技術になる（Schultz, 2007）。 
 
発電の柔軟性の増加 
 
火力発電は、必要に応じて発電量を増減し、起動停止を繰り返す運転を行うことで、電力システムの既存の変動性

と不確実性に対処する柔軟性を提供している（Troy et al., 2010）。変動性の再生可能エネルギー発電の導入が進む
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と、その発電量の変動性と不確実性に対処する必要性は高まると想定され、より大きな柔軟性が発電構成から必要

とされる。これは、柔軟な電源の新設か、既存の電源をより柔軟に運用出来るように改良するかのいずれかが必要

になる。柔軟性の劣った既存の電源を廃止することで、このプロセスを加速出来る一方、貯水池式の水力発電の活

用で運用の統合が実現できることも分かっている。火力発電所は、発電の増減の速度及び頻度を高める設計、改造

が可能であるが、一般に、建設と運用の両面でコストがかかる（Carraretto, 2006）ため、発電機の効率を低下させ

ないことでコストと二酸化炭素排出量を大きく増加させないように柔軟性を向上することが課題となる（Denny 
and O’Malley, 2006）。たとえば、変動性の再生可能エネルギー発電機も、出力増加速度を制限し、送配電網の局所

的な電圧維持を行うなどの柔軟性が焦点となる可能性もある。こうした能力は、風力発電では標準になりつつある

が（Z. Chen et al., 2009）、変動性の他の再生可能エネルギー発電ではそれほどの能力はない16。電源の近代化が進

み、投資家が電力システムまたは市場のニーズにより柔軟性の高い運用が必要と考えるようになれば、発電機群の

柔軟性は徐々に高まる可能性がある。将来の大きな課題は、変動性の高い発電が連系され、負荷配分可能な電源が

少なくなることで、使用可能な柔軟性が減少することである。将来の電源が現在より低い出力レベルで採算の取れ

る安定的な運用を維持できればこの問題の解決につながるが、電力システム運用者は、電力システムの動的安定性

を注意深く監視し、安全かつ安定な運用を確保する必要がある。 
 
世界中の電力システムにおける再生可能エネルギー発電の導入目標の強化と並行して、低炭素排出の発電として、

原子力と、火力発電への二酸化炭素回収貯留導入といった、再生可能エネルギー発電ではない選択肢も積極的に開

発されている。技術が経済的、社会的、及び政治的な理由で選択されるなか、再生可能エネルギー発電の将来の成

長の促進あるいは阻害要因となる可能性を認識する必要がある。たとえば、ガス化複合発電（IGCC）と二酸化炭

素回収貯留の併用や原子力技術のさらなる導入（核分裂と遠い将来の核融合の可能性）などの新たな技術の導入は

再生可能エネルギーの統合に影響を与える。たとえば、これらの技術は、変動性の再生可能エネルギー発電の統合

に貢献する柔軟性は乏しい（Q. Chen et al., 2010）ので、再生可能エネルギー発電と CCS 付石炭ガス化複合発電や

原子力の双方の導入が進むと、統合上の新たな課題となりうる。 
 
電力部門と他のエネルギー部門の間では、相乗効果や関連があり、たとえば、蓄熱は経済的な選択肢であり、発電

と熱供給の併用における発電の柔軟性を高めることが出来る（Kiviluoma and Meibom, 2010）。柔軟性のニーズ増大

に対応するガス発電を主とする電力システムでは、再生可能エネルギー発電がガス供給の運用にも影響を与える

（Qadrdan et al., 2010）。 
 
需要側の方策 
 
需要の柔軟性の要素としては、例えば夜間蓄熱暖房の遠隔操作（Fox et al., 1998）などが電力システム運用支援に

活用されており、コスト効率も良い場合が多い（Buckingham, 1965）。しかし、実際の導入は個人ベースであり、

地理的な小さな地域に設置され、実現される需要の制御性も限定的である。先進的な通信技術により、制御センタ

ーと連系するスマートメーターを使用することで、需要により電力システムの柔軟性を大きく高める可能性がある。

このうちの重要な可能性の 1 つに、家庭の需要を調整することが挙げられる。電力の価格設定をダイナミックに行

い、高需要期の料金を高く設定することで、需要家は電力の使用を変えたり減らしたりするインセンティブを持つ。

こうした需要管理により、個々の任意の需要が価格信号や外部からの反応“要求”に応動することは、大きな需給

調整の可能性を持つと考えられている（Brattle Group et al., 2009; Centolella, 2010）。熱需要はこうした調整には理

想的な需要で、空調、給湯、ヒートポンプ、及び冷蔵などがある。これらの電化製品は、個別に熱エネルギー貯蔵

機能を持っており、サービス供給に大きな影響を与えずに、一時的に電力の使用を調整出来る（Stadler, 2008）。

海水淡水化、アルミ精錬、製氷、生産ラインの在庫、タールサンドやけつ岩層からの石油採掘などでも、同様の柔

軟性を得られる（Kirby, 2007; Kirby and Milligan, 2010）。特に、業務部門は需要規模が大きく需要調整の魅力的な

対象となる。業務部門はコスト削減のために需要調整スキームに積極的に関与する可能性が高く、また、必要な機

器への投資にもより前向きであると考えられる。電気自動車は成長している電力需要だが、一般市民の導入可能性、

バッテリー性能、毎日の充電パターンに不確実性がある。電気自動車の充放電は、将来の制御可能な需要であり、

毎日の電力システムの運用を改善出来る可能性を持つ（Kempton and Tomic, 2005）。 
 
需要管理を行う場合、行動パターンの変化、社会的受容性、プライバシーや安全性の課題の観点など、そのすべて

の形態で利用者の関わりが必要になる。これらの多様な要素の影響は、現状は完全に理解されておらず、さらなる

研究が必要である。また、需要管理により代替可能なピーク用電源の量も分かっていない（Earle et al., 2009; Cappers 
et al., 2010）。さらに、市場システムまたはインセンティブシステムも必要である。リアルタイム（またはそれに

準ずる形態）の電気料金がより幅広く導入されることで、消費者に対する電気料金はより正確に供給コストを反映

するようになる。しかしながら、需要管理のスキームでは、利用者が参加可能なだけでなく、こうした行動を積極

的に推進出来るようにし、必要に応じて課金と支払いを正しく割り当てられるようにしなくてはならない。 
 

                                                        
16
（訳注）風力発電よりは技術開発は遅れているが、太陽光発電のインバータ制御で、同様の機能を実現することに技

術的制約はない。 
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需要側の方策は、歴史的には、平均需要やピーク負荷時の需要の抑制を目的として行われている。しかし需要側の

方策は、変動性の再生可能エネルギー発電の導入の進展に伴う需給調整の課題解決に適用出来るとされている。た

とえば、一部の変動性の発電の低い容量価値は、需要側の方策によりピーク負荷時に需要を削減することで、その

悪影響を軽減することが出来る（Moura and de Almeida, 2010）。さらに、年間を通して通告なしにいつでも需要を

削減できれば、それは予備力となる（Huang et al., 2009）ので、これらにより変動性の発電に起因する短時間での

需給調整のための電力システムのコストと二酸化炭素排出量の増加を緩和出来る可能性がある（Strbac, 2008; GE 
Energy, 2010）。需要が日中を通じて管理可能で日内の需給調整（intra-day balancing）にも使うことができれば、変

動性の発電の前日予測の誤差の影響を軽減することも出来る（Klobasa, 2010）。他方、需要がリアルタイムの電気

料金に対応出来るのであれば、変動性の再生可能エネルギー発電の増加に対応する火力発電所の運用上の課題（最

低運転電力の制約、出力を増減する速度の制約）の緩和も期待される（Sioshansi and Short, 2009）。風力発電の割

合が高く需要が低い時間帯での電力システムの管理の困難さは、周波数の調整が可能な需要（demand resource）の

活用によって緩和する出来る（Kondoh, 2010）。需要の小さい時間帯に電気自動車の充電で電力需要を増加するこ

とで、高い導入率のシナリオにおける変動性の再生可能エネルギー発電の出力抑制を減らすことも出来ると考えら

れる（Lund and Kempton, 2008; Kiviluoma and Meibom, 2011）。 
 
これらの需要側の方策の導入に向けては、再生可能エネルギー発電を含む他の資源でシステム上のニーズを満たす

こととの比較を行い、その経済的妥当性を評価する必要がある。しかし、最終的には、変動性の再生可能エネルギ

ー発電の課題を軽減する需要管理の活用には、系統運用者、アグリゲータ、利用者の間への適切な通信インフラ整

備と、需要側のシステム設計、市場及び電力システム運用への統合が不可欠である。また、消費者がこうしたスキ

ームに参加できるように、インセンティブの導入とそれについての情報発信・提供を行う必要がある。 
 
需要側の関与は、他の需給調整方法の制約が大きな小規模な自立システムでは、特別な役割を果たす。 
 
エネルギーの貯蔵 
 
化石燃料または貯水の形態でプラントに貯蔵されるエネルギーの量は莫大である（Wilson et al., 2010）。電力に転

換し貯蔵エネルギーにもどすことの出来るエネルギーを電力貯蔵と呼ぶが、現在は大量には利用されていない。大

規模な電力貯蔵として最も普及した形態は揚水発電で、これは技術的に成熟している。最初の揚水発電は 1920 年

代後半に建設され、世界では、総設備容量約 95GW の 300 以上の揚水発電所が設置されている（Deane et al., 2010）。
さらに、商用の圧縮空気エネルギー貯蔵(Compressed Air Energy Storage)では、大規模な商用プラントが、ドイツで

は 1978 年、アメリカでは 1991 年から合計２か所で運用されており、多くの新たな施設も計画され、建設中である

（H. Chen et al., 2009）。電力貯蔵は、電力システムにおいて、需要が小さく価格が低いとき（夜間や週末のオフピ

ーク）にはエネルギーを貯蔵し、需要が大きく価格が高い（午後のピーク時）ときには発電する。これに加えて、

エネルギー貯蔵設備は、電力システムの柔軟性を大きく向上する可能性があり、適切に設計することで必要時に高

速に反応出来る（Mandle, 1988; Strunz and Louie, 2009）。比較的少ないエネルギー（分～時間単位）を貯蔵するバ

ッテリーやフライホイールなどの技術は、1 時間の時間枠で電力を供給し、理論上はマイクログリッドまたは（電

力メーターの背後に控える）エネルギー消費者の域内ネットワークの需給調整に使用出来る。こうした技術の幅広

い導入は、設備費、充放電サイクルの効率、適用効果にかかっており（H. Chen et al., 2009; Ekman and Jensen, 2010）、
実証試験などと並行して、新技術の導入を誘導する市場ルールや買い取り制度も徐々に導入されている（Lazarewicz 
and Ryan, 2010; G. Rodriguez, 2010）。バッテリー技術は積極的な研究が行われている分野で、コスト、効率に加え

耐用年数などのその他の要素の改善が続いている。 
 
再生可能エネルギー発電の出力が大きく需要が少ないときに、電気エネルギーを貯蔵し、再生可能エネルギーの出

力が少なく需要が多いときに発電を行う。こうした方法で、再生可能エネルギーの発電抑制を削減でき、電力シス

テムのベース電源の運用もより効率化される（DeCarolis and Keith, 2006; Ummels et al., 2008; Lund and Salgi, 2009; 
Denholm et al., 2010; Loisel et al., 2010; Tuohy and O’Malley, 2011）。電力貯蔵はまた、送電網の混雑を緩和し、増強

のニーズの低減や建設時期の後ろ倒しも可能になる（Denholm and Sioshansi, 2009）。小規模な自立システムでは、

電力貯蔵は特に重要な役割を果たす可能性がある（8.2.5 節）。 
 
変動性の再生可能エネルギー発電を電力貯蔵で支援する場合、特定の変動性を対象にするのではなく、あらゆる形

態の変動性（需要の変動性など）の調整を行うシステム大の設備と考えるべきである。大規模な電力システムで変

動性の発電のみ対象として需給調整力を用意するのは、一般的にコスト効率的ではない。何故ならば、負荷と発電

の変動は合計することで効果的に低減することが出来るためである。同様に、特定の火力発電所の停止に備えて専

用の電力貯蔵設備を設け、一定の負荷の変動を補償する設備を設置することも効率的ではない。 
 
電力貯蔵設備の最適な使用方法は、市場価格または電力システムコストにより決定される。電力貯蔵の価値は、発

電構成、需要形態、他システムへの連系状況、変動性の再生可能電源の特性など、電力システム全体の特性に依存

する（Tuohy and O’Malley, 2011）。これはすべての電力システムに当てはまり、小規模な自立システムも例外では

ない（Caralis and Zervos, 2007a; Katsaprakakis et al., 2007）。電力貯蔵は、最終的に他の電力システムとの連系の拡
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大、需要管理の利用増加、その他の本節で紹介した選択肢と競合する（Denny et al., 2010）。最も効率的な選択は

システムの状況によって決まり、経済性は電力市場のインセンティブのあり方に影響される。現状、エネルギー貯

蔵の大規模な導入は、一般に建設費が高く運用時の損失が発生することから、疑問である。それでも、これらの建

設コストとエネルギー損失を、出力抑制の緩和、他の柔軟な方策の適切な使用、または一般的な電力システム効率

運用により正当化出来る場合はその限りではない（DeCarolis and Keith, 2006; Ummels et al., 2008; GE Energy, 2010; 
Nyamdash et al., 2010; Tuohy and O’Malley, 2011）。また、電力貯蔵技術には、現時点では、すべての電力市場で完

全に評価されていない特質がある。たとえば、アンシラリーサービスを提供可能な貯蔵技術、短時間に大量のエネ

ルギーを出し入れ可能な貯蔵技術は、特に独立の電力システムまたは緩く連系された電力システムに仮想的な慣性

を提供することが出来る（Wu et al., 2008; Delille et al., 2010）。このように便益が増加し、貯蔵コストが減少すれば、

需給調整及び再生可能エネルギー統合の支援という電力貯蔵の役割は、拡大する可能性がある。 
 
運用・市場及びプランニング方法の改善 
 
既存の運用、設備計画、電力市場の手順は、出力調整可能な発電と予測可能な負荷形態に基づいている。これらの

作業を支援するソフトウェアツールは、本質的に決定論的な取扱いを行う。変動性を伴う不確実な発電の普及拡大

に対処するため、システム運用の柔軟性の電源を見分けるニーズ、（決定論的ではなく）確率論的な運用と設備計

画のツールを開発するニーズ（Bayem et al., 2009; Papaefthymiou and Kurowicka, 2009）、電力システムの電力安定性

を維持するためのより先進的な方法論を確立するニーズが高まっている。より根本的には、リアルタイムの運用と

長期的な設備計画は従来、別箇の分離した作業と考えられていた。しかし、再生可能エネルギー発電の導入が進展

に伴い、経済的で信頼性の高い方法で実際に運用出来る電力システムを計画するためにも、この二つのプロセスに

は緊密な連携が必要となる（Swider and Weber, 2007）。 
 
変動電源についての変動性と不確実性に対処するため、発電予測と確率的起動停止計画方法の改善と組み合わせて、

需給調整に必要な予備力と最適な電源の起動停止計画の両方を決定することが出来る（Meibom et al., 2011）。これ

により、従来の技術に比べて省コストでより信頼性の高いシステム運用を確保することが出来る。風力の発電予測

システムは、アンサンブル17による確率的予測を用いて開発されているが、この技術は成熟段階に達しつつあり、

高い精度の予測が可能である18（NERC, 2010a Giebel et al., 2011）。他の変動性の再生可能エネルギー発電（波力及

び太陽など）の発電予測システムは、発電設備の実際の導入と並行して開発する必要がある。また、将来の発電予

測システムは、すべての再生可能エネルギー発電について、極端な事象、高い発電量あるいは底い発電量の継続、

例外的な出力変化速度などを適切に予測することが必要である（Greaves et al., 2009; Larsen and Mann, 2009）。 
 
変動性を伴う電力による発電量が大きくなると、多様で地理的に分散した再生可能エネルギー発電を合計すること

で便益を得られるため、より大きな地域での需給調整あるいは、地域間の共同の需給調整も有効である（Milligan et 
al., 2009）。隣接する電力システムや電力市場間でのこうした連系を実現するには、適切な連系能力があるという

前提のもと、制度整備（送電価格の政策など）も必要となる。European Network of Transmission System Operators for 
Electricity は、ヨーロッパ大陸の送電システム事業者全体の初の連合として、この目的のために設立され、国境を

越えた送電網管理及びヨーロッパ大の送電網計画に拘束力のある規則を設けるという法的責務を負っている。同様

に、リアルタイムに近い形（すなわち、市場での通告時間の短期化）で意思決定し、その頻度をあげることで、電

力システムは最新で精度の高い情報を使用でき、電源の負荷配分の経済性を上げることが出来る（TradeWind, 2009; 
EWIS, 2010; Weber, 2010）。運用の時間分解能（日中で、5 分未満の分解能）を上げることは、変動と必要調整力

を的確に表現し（Milligan et al., 2009）、より有利な決定をリアルタイムに近い形で行うことが出来るようになる。

それだけでなく、制度や電力市場の構造を発展させることで、電力システムの柔軟性の必要性を定量化し、その価

値に報いる方法を明らかにしなければならない（Arroyo and Galiana, 2005）。また、火力発電の利用率の低下につ

いては、市場メカニズムの検証を行い、投資家のリスク軽減の方法（容量料金（capacity payment）、長期契約など）

を検討する必要がある（Newbery, 2005, 2010）。 
 
地理的広がりを持つ場合や遠隔地を含む地域を考える場合、変動性の発電を効率的に連系出来るよう、電力ネット

ワークの最適な増強と拡張を計画する先進的な設備計画手法が求められる。この手法では、既存の送配電網の最適

な運用にとどまらず、最適な増強または拡張案を見出す必要もある（Keane and O’Malley, 2005）。計画手法は、最

大のシステムリスクの時点が十分把握されているという前提での“スナップショット”的な内容から、再生可能発

電の変動性を考慮して、多様な再生可能エネルギー発電の毎日、或いは季節的な発電特性の相関、年間にどの程度

リスクが生じるかなどを評価する手法に移行する必要がある（Burke and O’Malley, 2010）。新たな評価指標は、長

期的な資源計画で既に使用される評価指標と共通点は多いが、これも、短時間の変動性が確実に計画に反映される

ように構築する必要がある（NERC, 2009; Lannoye et al., 2010）。このためには、変動性の再生可能エネルギー発電

                                                        
17
（訳注）初期値にわずかなバラツキを与えて複数例の数値予報を実施することにより、その平均（アンサンブル平均）

をとることで予測を行う手法。 
18
（訳注）高い精度の予測ができるかどうか、どのような予測が精度の高い予測化と言えるか、予測に求められる仕様

はシステムの様々な条件によって変わるという点を含め、発電予測には多くの課題がある。 
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が様々な時間領域引き起こす変動性や不確実性、またこれらによりどのように既存の負荷の変動性や不確実性が長

短期で増大するか（供給力のアデカシー）を解明する必要がある。設備計画に運用の可能性を反映するためには、

発電と需要反応など、柔軟性のあらゆる可能性を詳細にモデリングする必要がある（NERC, 2010b,c）。 
 
オンラインによる安定性分析ツールは、最適な送配電網の運用を事前に決定し、システム復旧戦略も識別すること

で、想定される事象に対して電力システムの安定かつ安全な運用を確保出来るものを開発する必要がある

（Dudurych, 2010a; P. Zhang et al., 2010）。将来、多数の発電機を効率的に運用管理することは非常に難しく、高度

な情報通信インフラを必要とする（J. Rodriguez et al., 2008）。需要管理と貯蔵の選択肢とともに、より高度なネッ

トワーク監視制御が可能になれば、電力システムへの再生可能エネルギー発電の統合がより可能になる。しかし、

送配電双方のネットワークレベルで今後生ずる複雑性を監視管理するために必要な制御システム及び意思決定シ

ステムは、今後の開発を待つ必要がある。 
 
要旨及び知見のギャップ 
 
再生可能エネルギー発電は、大陸規模の大規模な連系システムから小規模な自立システムに至るまで、あらゆる種

類の電力システムに統合可能である。電力システムには、送配電網インフラ、需要の変化とその地理的分布、電源

構成、場所による制御性・通信能力、地理的な到達範囲、再生可能エネルギー源の変動性と予測可能性などの特徴

があり、これらの特徴により再生可能エネルギーの統合における課題の大きさが決まる。再生可能エネルギー源の

導入量が増加すると、一般には、電力網のインフラ（送電線・配電線）を追加して建設する必要が発生する。変動

性の再生可能エネルギー源（風力など）は、変動性のない再生可能エネルギー源（バイオエネルギー発電など）に

比べ、統合はより難しい可能性がある。また、導入の進展に伴い、信頼性の維持はより難しくなり、より高コスト

になる。これらの課題とコストは、電力システムへの連系、補完して働く柔軟な発電技術の開発、需給調整エリア

の拡大、1 時間以下の市場取り引き、貯蔵技術、発電予測の精度向上、システム運用や設備計画ツールの改善など

の選択肢の組み合わせるにより、最小化可能である。 
 
電気自動車、ヒートポンプなど暖房の電化、分散発電とスマートメーターを活用した需要制御などの再生可能エネ

ルギー発電の導入拡大と並行した開発は、課題を補完的に解決する物理的な柔軟性を高め、電力システムに劇的な

変化を起こしつつある。これらの変化には、事業規制と、市場が存在する場合は市場メカニズムなどの制度の変更

も含まれる。特に、需要反応の円滑化、電力システムの望ましい組み合わせを促進するメカニズムが求められる。

また、再生可能エネルギーの導入レベルが高まることは、先進国と開発途上国双方で導入が進むことを意味し、適

用技術も多様化する可能性がある（たとえば、海洋エネルギー技術の競争力が向上する場合など）。これらの変化

や発展は、統合への選択肢に関する我々の知見に新たな変更を余儀なくする。将来的に重要になる変化には、以下

のようなものが考えられる。 
 

 EirGrid（2010b）で調査された、非同期発電の幅広い導入による将来の電力システムの基本的な特性。 
 洋上の風力エネルギー及び海洋エネルギーの連系に関連する（Henry et al., 2010）メッシュ状の高圧直流送

電網の保護及び相互運用性。 
 システムの信頼性及び安全性確保に向けた保護リレーへの移行（Jenkins et al., 2010）。 
 確率的な変動性を持つ発電の大量導入のための、設備計画の新たな確率的手法（Bayem et al., 2009）。 
 地域間の連系制約と運用上の課題についてのより深い理解（GE Energy, 2010）。 
 非再生可能エネルギー発電の構成割合の変化（廃止、柔軟性、好ましい特性の設備追加または増強の価値

の影響）（Doherty et al., 2006）。 
 再生可能エネルギー統合に必要な系統サービス提供における、需要側の関与すなわち需要反応の可能性の

定量化（McDonough and Kraus, 2007）（Sioshansi and Short, 2009; Klobasa, 2010） 
 電力部門と他のエネルギー部門の統合の影響（Lund and Kempton, 2008）。 
 これまで統合された市場とは異なる（中国など）新規市場や新興市場の変動性の再生可能エネルギー発電

の統合のニーズ。 
 複数の再生可能エネルギー発電を相補的に用いる場合の便益及びコスト（H. Lund, 2006）。 
 変動性の再生可能エネルギー発電と柔軟な電源に関する市場における扱いの改善（Glanchant and Finon, 

2010; Smith et al. 2010b）。 
 

8.2.2 冷暖房ネットワークへの再生可能エネルギーの統合 
 
冷暖房及び給湯は、特に業務部門及び産業部門のエネルギー使用で大きな割合を占める。これらのエネルギーのサ

ービスは、様々な燃料及び技術を使用して個々の建物で提供され（8.3.2 節）、個々の産業に対して熱と冷熱を提

供する（8.3.3 節、8.3.4 節）。地域冷暖房（DHC）は代替的な方法であり、本節では、こうした配送網への再生可

能エネルギー熱の統合を扱う。 
 
8.2.2.1 地域冷暖房地域システムの特徴及び構造 
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地域冷暖房網は、複数のエネルギー源を使用して、1 つ以上の生産設備から多数のエネルギー利用者にエネルギー

を配送する。エネルギーキャリアは、通常は温水、冷水、蒸気であり、保温・保冷された地下のパイプラインで最

終消費場所に送り出され、その後、還水パイプで生産設備に戻ってくる。地域暖房（DH）の送水パイプの通常の

送り出し温度は平均 80～90℃程度であり、熱供給後の還水パイプでは 45～60℃に低下する。ネットワークからラ

ジエータを備えた温水循環式暖房システムまたは給湯システムに熱を送るために熱交換器が使用される（Werner, 
2004）。 
 
熱及び CHP 生産は、かつては石油や石炭が主流だったが、1970 年代の石油危機後、石油は大半のシステムで他の

燃料に替わっている。地域暖房システムが普及している西ヨーロッパで最も普及している燃料は天然ガスと石炭だ

が、石油やバイオマス（2.4 節; 図 2.4.2）も使用されている。中国及び東ヨーロッパでは、依然として石炭が主流

である。産業プロセスに由来する廃熱、廃棄物熱、地熱、太陽熱も利用出来るが、使用が広く普及しているわけで

はない（Oliver-Solà et al., 2009）。 
 
大規模な地域冷暖房システムは、エネルギー源に関する柔軟性が比較的高い。地域冷暖房施設における集中的な温

熱生産は、各建物のボイラーや炉では不向きな質の劣る燃料を使用出来る19。また、質の劣る燃料の使用には、(大
気)汚染制御装置も必要である。都市部の大気の質を改善することと、熱と電力を低価格で生産する可能性は、地

域暖房導入の大きな理由であり、今もそれは変わらない（IEA, 2009c）。 
 
集中地域冷暖房プラントの好事例として、ノルウェーのリレストロムが挙げられる（図 8.3）。複数のエネルギー

源（家庭排水を用いたヒートポンプなど）を使用し、温冷熱を生産し、業務用建物や住宅に配送する。このシステ

ムや他の地域冷暖房では一般に、温水貯蔵用の蓄熱器を備え日中の需要変動を均すことで、生産条件の安定化を図

っている（8.2.2.4 節）。投資総額は、2,500 万 US ドル（2005 年）で、竣工は 2011 年を予定している。 
 

 
 
図 8.3: 再生可能エネルギーをベースにした統合的なプラント（ノルウェーのリレストロム）。変動性の再生可能

エネルギー源、熱貯蔵、水素の製造分配システムを組み合わせた地域冷暖房システムで、大学、研究開発センター、

様々な業務用建物・住宅に供給（Akershus Energi, 2010）。 
 
注: （1）1,200m3

のタンク型蓄熱器を持つ中央エネルギーシステム（2）木質燃焼システム（20MWth）（排煙による排熱回復装置つき）、

（3）バイオ・オイルバーナー（40MWth）、（4）ヒートポンプ（4.5MWth）、（5）ごみ処分場ガスのバーナー（1.5MWth）とパイプラ

イン（5km）、（6）太陽熱集熱システム（10,000m2
）（2012 年完成予定）、（7）再生可能エネルギーによる水素生産（水電解と、埋

立処分地ガスの収着強化蒸気メタン改質）と燃料電池自動車用充填システムの実証（2011 年完成予定） 

 
様々な生産ユニットが変動する需要に対し最適な方法で熱を分担して生産している（ピーク需要の対応には、反応

の早い専用ボイラー及び専用貯蔵を使用する）。システム全体の効率向上は、発電と組み合わせた温冷熱生産、日

                                                        
19 デンマークの Kalundborg で展開される地域冷暖房（2.4.3 節）は、リグノセルロース系エタノールのパイロットプラ
ントなど、複数のバイオエネルギー要素を取り込んでいる。 

地域冷暖房システムへの再生可能エネルギーの統合 
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中や季節変動用の温冷熱貯蔵により可能になる。同一の配送網で温冷熱源を使用することは可能であり、転換技術

の選択は、需要のパターンなどの個別の条件に大きく左右される。この結果、エネルギー供給の組み合わせは国や

システムで大きく異なる（Werner, 2006a）。 
 
地域冷暖房システムは、冷暖房需要の大きな都市部の人口密集地において経済的な成立性が最も高い。地域冷暖房

スキームが開発されるのは、中央計画経済、アメリカの大学キャンパス、スカンジナビアのように多目的サービス

を提供する事業者を持つ国、地方自治体の管轄にある街区など、強い計画力をもち、集権的な計画機関が必要なイ

ンフラを構築可能な場合である。中国で大規模に実証されたように、都市化によって地域冷暖房の新設や拡張の機

会は生まれる（8.2.2.6 節）。人口密集度が高くない地域またはへき地においては、配送コストが高く熱配送損失も

大きい地域冷暖房システムの開発は制約される（Oliver-Solà et al., 2009）。 
 
大半の地域冷暖房システムは、冬の寒さの厳しい国々で 1950 年代以降に開発、拡張されたが、1882 年のニューヨ

ークや 1900 年のドレスデンのように、それ以前の事例もある。世界の地域暖房の年間熱供給量は、約 11EJ と推定

されるが（Werner, 2004）（世界規模の熱需要全体の約 10%; IEA, 2010b）、このデータは不確実性を伴う。地域暖

房市場の割合は、高緯度にある国の場合 30～50%、地熱資源の豊富なアイスランドでは 96%に達する（図 8.4）。 
 

 
 
図 8.4: 国別の建物の熱需要全体に対する地域暖房の供給割合（Euroheat&Power, 2007）。 
 
地域冷房（DC）は、パイプラインで冷却水または天然の冷水を配送する形で普及が進んでいる。高緯度地域では、

地域暖房網のパイプを使用し、熱交換器を経由して建物に送水する場合もある。冷熱供給は通常、約 6～7℃で、

還水は 12～17℃である（Werner, 2004）。他の方法として、地域暖房システムの熱を夏季に使用し、熱駆動の吸収

式冷凍機を稼動させる場合もある。 
 
コンピュータやその他の電化製品、個人の快適性の追求、近代的な建築設計でガラス面積の拡大による熱入射の増

加などによる内部の熱負荷の増大を受け、建物の冷熱需要は高まる傾向がある（IEA, 2007c）。近年、多くの地域

で夏季の気温が上昇していることも、世界の冷房需要が拡大する要因である。特に、低緯度にある多くの開発途上

国の人々が、経済成長に伴い快適さを求めるようになった状況も挙げられる。複数の近代的な地域冷房システムは、

容量が 5～300MWthで、パリ、アムステルダム、リスボン、ストックホルム、バルセロナなどで長期に問題なく運

用されている（IEA, 2007d）。 
 
8.2.2.2 地域冷暖房システムにおける再生可能エネルギーの特性 
 
過去 20 年で、多数の地域冷暖房システムが化石燃料から再生可能エネルギーに切り替わっている。1980 年代の石

油依存度の軽減に始まり、その後は二酸化炭素排出削減が目的になっている。集中的な温熱生産で、個別の発熱シ

ステムでの使用には向かない低価格または低質な再生可能エネルギーの熱源を使用でき、これらの熱源には、ごみ
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固形燃料、木質プロセス残渣、CHP、産業プロセスやバイオ燃料生産による廃熱などがある（Egeskog et al., 2009）。
このように、地域冷暖房システムは、再生可能エネルギーの導入拡大に有効なインフラを提供する。 
 
地域冷暖房システムにおける今後の再生可能エネルギーの貢献と組み合わせは、再生可能エネルギー資源の利用可

能性を含む地域事情に大きく左右される。バイオマスや地熱システムの場合は高い設備利用率を持てるため、高い

導入率を達成するうえでの技術的な問題はなく、多数の地熱暖房、バイオマスによる発熱や CHP プラントが、商

業的に運用される地域暖房システムへの統合に成功している。 
 

 木質バイオマス、穀物残渣、ペレット、固形有機廃棄物は、個別の小型の燃焼器に比べ、地域暖房統合型

の CHP プラントでより効率的に使用出来る（表 2.3.2）。バイオマス燃料は、いくつかのヨーロッパの国々

では重要な地域暖房の燃料である。これらの国々ではバイオマスが簡単に利用可能であり、特にスウェー

デンとフィンランドにこれが当てはまる（Euroheat&Power, 2007）。スウェーデンでは現在、バイオマスの

割合が地域暖房の燃料のほぼ半分を占めている（Box 11.11）。 
 地表近くの低温の地熱資源は、地域暖房の用途に十分適している。しかしながら、競合する燃料が低価格

な場合が多く、地熱の世界における技術的ポテンシャルは大きくても、地域暖房における地熱使用は、ア

イスランドという例外を除き、少ない状態である（4.2 節）。 
 2009 年における世界の太陽熱集熱器の設備は 180GWth（3.4.1 節）だったが、地域暖房に使用された割合は

ごくわずかであった（Weiss et al., 2009）。太陽熱の地域暖房プラントは主に、ドイツ、スウェーデン、オ

ーストリア、デンマークにある（Dalenbäck, 2010）。デンマークのいくつかのプラントでは、太陽熱集熱

器面積が約 10,000m2級のものも多数ある（Epp, 2009）。太陽熱の割合が 20%までの場合、地域暖房システ

ムを利用する消費者の多くは、夏季でも十分に大きな温水需要を有するため、高い太陽熱の利用量

（1,800MJ/m2未満）を達成する。太陽熱の利用割合の拡大は、季節変動対応の蓄熱システムの使用するこ

とで達成されるが、このためには、十分に高い熱需要が経済性の前提となる。季節変動用の蓄熱を備え、

太陽熱の割合が 50%を超えるパイロットプラントでは、このようなシステムの技術的な実現行可能性が検

証されている（8.2.2.6 節）。 
 
電力価格が低いかマイナスの場合は、地域暖房システムの電力源を通じた再生可能エネルギー使用は、ヒートポン

プや電気ボイラーにより行われ、蓄熱も選択肢の 1 つである（Lund et al., 2010）。地域暖房システムは、CHP プラ

ントを通じて、電力系統への電力供給や需要反応サービス提供も可能であり、地域の電力システムへの再生可能エ

ネルギーの統合の拡大につながる。熱力学的には、電力による低質の熱生産は非効率に見えるが、状況により、変

動性の再生可能エネルギー発電を抑制することに比べれば経済的な選択肢になり得る20（8.2.1 節）。 
 
天然の帯水層、水路、海洋、または深水湖を活用する地域冷房システムも、再生可能エネルギー利用として分類出

来る。こうした冷房の利用の推定は難しいが、多くの都市は冷熱源に出来る優れた水供給源の近くに立地している。

深水の冷却で、気温と比べてかなり低温の排熱温度で水を活用すれば、熱力学的な効率性は比較的高い（8.2.2.6 節）。

湖水または海水は、建物の直接冷却することに十分であることが多い。このため、ヒートポンプ空調システム関連

の冷却部は、さらに冷却することが必要な場合だけ運用すればよいことになる。建物内の余剰な熱はすべて、水放

熱器（water heat sink）に直接送られる。 
 
質の観点からみると、再生可能エネルギーの冷却を建物内で最も効率的に使用するため、冷却の優先順位を設定す

ることが可能である（暖房も同じ）（IEA, 2007c）。この順位は、地域条件やコストによって異なるが、典型的な

例としては、追加的省エネルギー、パッシブな冷却、再生可能エネルギー発電によるアクティブな圧縮冷却・冷凍、

太陽熱、集光型太陽熱発電、表層の地熱（3.7.2 節）によるアクティブな冷却システムの稼働、トリジェネレーシ

ョンにより冷熱を生産するバイオマス統合システムが挙げられる。たとえば、スウェーデンの町 Växjö では、バイ

オマス燃焼の CHP プラントで生じた夏季の余熱を、1 つの地区の吸収式冷凍システムに使用している。また、2MW
の冷凍機の追加設置も計画されている（IEA, 2009b）。 
 
地中熱利用のヒートポンプは、事実上いずれの場所でも、夏季の室内冷房（空気から地中）及び冬季の室内暖房（地

中から空気）に使用可能である。ヒートポンプは、地中の蓄熱能力をアースヒートシンク（earth heat sink）として

活用するが、これは深さ 15～20m の温度が年間を通じて約 12～14℃とかなり一定であるためである。ヒートポン

プは、容量 10～200kW という中小規模機が商用段階にある。 
 
8.2.2.3 地域冷暖房網への再生可能エネルギー統合に関連する課題 
 
冷暖房への需要増に対応し、エネルギーシステムへのさらなる再生可能エネルギー統合の目標を達成するためには、

既存導管網の増強が必要になる。地域冷暖房の導管網の増強には、資本投資が必要であり、キロメートル当たりの

導管コストは地域の熱密度及び地下の断熱パイプ建設の現地条件によって大幅に異なる。熱（または冷熱）配送の

                                                        
20
（訳注）電力システムの需給状況から抑制せざるを得ない再生可能エネルギー発電があるとすれば、それを熱生産に

利用することは経済性以外の面からも問題はない。 
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単位量当たりの導管網の資本投資コストと配送損失は、年間需要が大きい地域では低くなる（MJ/m2/年、

MWpeak/km2、または GJ/m（パイプ距離/年当たり）で表現される）。商業、産業が密集した都市部では、地域の

熱密度は最大 1,000MJ/m2にもなるが、住宅が散在する地域では 70MJ/m2を下回る。熱配送損失は、都市部では 5%
未満だが、分散した地域では 30%を超える場合がある。配送損失と導管網のコストが経済的制約となる範囲は、熱

のコスト及び資源に依存する。一定の条件下では、熱密度が 40MJ/m2/年程度か、熱需要が 1.2GJ/m（パイプ距離/
年当たり）のいずれかの地域であれば、地域熱暖房は経済的にサービスを提供出来る（Zinco et al., 2008）。 
 
建物の省エネルギー化と高い省エネルギー基準に適合する新築設計により、冷暖房の需要を削減することが出来る。

低エネルギーで省エネルギー設計の建物が建てられ、改修が行われることで、既存の地域冷暖房システムのエネル

ギー需要、エネルギー密度は徐々に減少する。省エネルギー対策により、冷暖房のピーク需要を削減して、総需要

の形状を平準化することが出来る。これらの場合、新規のプラントによる地域暖房供給または既存導管網の拡張の

採算性は低下する（Thyholt and Hestnes, 2008）。ノルウェー、ドイツ、及びスウェーデンでは、低エネルギーの建

築基準と地域暖房開発が競合し、地域または国のエネルギー政策担当者の関心を集めている（Thyholt and Hestnes, 
2008）。同時に、省エネルギーは導管網の熱密度を下げ、地域暖房の一般的な経済性に関する課題を引き起こすが、

個々の暖房システムにおける再生可能エネルギーの割合を高める効果を持つ（Verbruggen, 2006; IEA, 2009b）。 
 
再生可能エネルギー源を使用した冷暖房の技術的、経済的課題は、必ずしも、追加コストなしで温冷熱を既存の地

域冷暖房への統合する点ではない。そうではなく、この統合における主な課題は、温冷熱の生産を可能にする一貫

した信頼性のある資源の確保である。 
 

 木質残渣またはわらの燃焼は難しい可能性がある。ばらつきのある燃料組成、貯蔵と取扱いのプラントの

追加コスト、燃料購入コスト、及びバイオマスを安定的に供給する物流サプライチェーンの必要性がその

理由である（2.3.2 節）。 
 地熱抽出は信頼性があるが、地域の環境への影響を伴う（4.5 節）。 
 太陽エネルギーの変動性は問題になる可能性があるが（3.2 節）、蓄熱によって一部は解決する。地域冷房

で使用する場合、冷房のピーク需要は、日射のピークレベルと比較的高い相関を示すため、日間及び季節

変動用の貯蔵の必要性は低く出来る可能性がある。 
 
冷房の場合、冷熱源として使用する水需要から離れていると、地域冷房システムへの統合にはコストのかかるイン

フラ投資が必要になる。吸収冷却システムに太陽エネルギーまたはバイオマスを使用する場合、課題は地域暖房の

場合と同様である。 
 
人口密度が高くない、あるいは中央集権的な計画機関が存在しない地域の場合は、地域冷暖房の開発または使用拡

大に対して制度上の障壁や課題が生じ、地域冷暖房導管網への再生可能エネルギーの導入促進に対する間接的な課

題となる。設備の新設や既存の地域冷暖房導管網の拡張には、通常、ステークホルダー及び関係機関による計画へ

の同意と調整が必要となる。 
 
8.2.2.4 再生可能エネルギー統合を容易にする選択肢 
 
再生可能エネルギー源は、古くなった生産設備の取り換えや改修を行うか、これらの生産設備を新規の地域冷暖房

システムに組み込むことで、既存システムに統合することが出来る。地域冷暖房導管網は、再生可能エネルギー供

給源を求める利用者の数が増えれば、建設または拡張が可能である。これらは、自然な資本設備回転率が低ければ、

より経済的に既存システムに統合可能であり、また、特定の政策により連系のプロセスを加速する可能がある。 
 
暖房の新たな技術の選択肢 
 
新たな再生可能エネルギー技術の開発に伴い、地域暖房システムで再生可能エネルギーの導入割合を拡大する新し

い技術の選択肢が登場している。短期的に実施出来る選択肢としては、化石燃料のみで運用している既存のボイラ

ーまたは CHP ボイラーの、燃料転換あるいはバイオマス共燃焼が挙げられる。バイオマス燃料の適合性、その水

分含有量、粉砕の必要性の有無は、既存のボイラーの仕様（火格子燃焼、回転炉床燃焼、または気泡流動床燃焼な

ど）による。 
 
地熱と太陽熱は、より簡単に既存の地域暖房システムに統合可能である。地熱井涵養システム（EGS）は、地域暖

房導管網と併用して CHP モードで運用出来る。これらの深部の地熱システムを掘削する大きなコストに見合うた

めには、大量の熱を商業的に活用出来ることが必要である（Thorsteinsson and Tester, 2010）。こうした大きな熱需

要は、通常、地域暖房導管網、あるいは主要産業への直接供給でのみ、可能となる（Hotson, 1997）。 
 
貯蔵の選択肢 
 
蓄熱システムは、変動性で同期しない熱の需給ギャップを埋めることが出来る。蓄熱システムの容量は数 MJ から
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最大で数 TJ、蓄熱時間は数時間から数か月、温度は 20℃から最大で 1,000℃の範囲と考えられる。この広い範囲は、

固体、水、石油、または塩などの様々な蓄熱材とそれに対応する蓄熱方式を組み合わせることで実現される。 
 
温水蓄熱システムの設計は、地域の地理的、水文地質学的な条件、地域冷暖房システムの需給の特性にもとづく。

短期の蓄熱（数時間～数日）の場合、配送システム自体の熱容量を蓄熱に利用出来る（図 8.5）。長期の季節変動

用の蓄熱は、通常は冬季と夏季の間であるが、それほど普及していない。この場合、蓄熱の主要な選択肢は、地下

タンク、穴、掘削孔、帯水層などである（Heidemann and Müller- Steinhagen, 2006）。地中貯蔵の場合は、温度差は

比較的小さく設計される。帯水層の場合、夏季に熱を注入して温度を上昇させ、冬季に利用することになる。季節

変動用の貯蔵は、地域冷暖房で太陽熱エネルギーの使用割合が高まると、日射が季節や日によって変動するため、

重要が増す可能性が高い。大規模な太陽熱システムを地域暖房網に統合するため、季節変動用の蓄熱システムの開

発（図 8.5）が進められ、いくつかの実証試験が行われている（Bauer et al., 2010）。 
 

 
 
図 8.5: 太陽熱活用の集中暖房プラント。季節変動用の蓄熱を備え、地域暖房システムと連系している（Bodmann et 
al., 2005 を改変）。 
 
融解潜熱または蒸発時の潜熱を用いた温冷熱の蓄熱システムは、相変化物質または吸着熱に基づき、比較的高い蓄

熱密度を実現する（Bajnóczy et al., 1999; Anant et al., 2008）。吸着プロセスまたは熱化学プロセスを利用することに

よって、2 つの物理的反応成分または化学反応成分が再接触しない限り、熱供給または熱除去が生じないため、ほ

ぼ無期限の蓄熱が可能になる。しかし、潜熱及び吸着による蓄熱技術は、どちらも初期の開発段階である。 
 
冷房の技術的選択肢 
 
天然の冷水源から離れた場所の冷房需要は、熱化学的吸着プロセスで対応出来る。たとえば、冷却器やヒートポン

プ、吸収式冷凍機、または圧縮冷却器などが考えられる（IEA, 2009b）。こうしたアクティブな冷房システムは、

集中型及び分散型の双方の空調に使用可能で、再生可能エネルギー資源に由来する冷温熱生産に様々な技術を用い

ることが出来る。 
 
太陽熱を利用した冷房は、ミュンヘン空港で最大 3.6MWthのプラントが実証されているが、これらの技術は商業化

の初期段階であり、経験の蓄積とともに減少しているとはいえコストは比較的高い傾向にある（IEA, 2007c）。太
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陽熱を利用した冷房技術の大きな利点は、冷房の需要のピークと日射のピークの相関が高く、従来の空調のピーク

電力負荷を相殺出来る点にある。 
 
制度・政策の側面 
 
CHP、地域冷暖房の開発は、市場導入にあたり公的な資金援助を常に必要としているわけではない。しかし、計画

上の制約など非財務的な障壁を解決する政府の政策があれば、導入拡大を図ることができる（IEA, 2008a)（11.5.4
節）。一部の政府は、地域暖房導管網への投資を支援し、深部地熱やバイオマス CHP 由来の熱利用にインセンテ

ィブを提供している。たとえば、ドイツでは、再生可能エネルギーの利用割合が 50%を超える場合に、新規開発地

域の場合だけでなく既存の住宅地域においても建設への補助金を提供する市場誘導プログラムがあり、新たな地域

暖房スキーム導入を推進している（BMU, 2009）。また、地域暖房の事業者は、新システムへの消費者の契約ごと

に補助金を受け取っている。 
 
スウェーデンでは、高い炭素税が再生可能エネルギーによる暖房へ移行する強いインセンティブになっている

（8.2.2.6 節のケーススタディと Box11.11 参照）。気候投資プログラムに基づく対象の支援は、地域暖房導管網、

新規の暖房プラントと CHP プラントへの投資を動機づけている。バイオマス CHP も、割り当て義務化スキームの

恩恵を受けている（11.5.3 節）。地域暖房が利用可能な場合、炭素税及びその他の政策手段の結果、個別の他の暖

房システムと競合出来ることが多い（図 8.6）。同様に、デンマークではエネルギーコストと炭素税が高い状況で

あり、既存の地域暖房システムへの太陽熱集熱器統合は、補助金がなくとも、経済的に成立する。 
 

 
 
図 8.6: 典型的なスウェーデンの最終消費者（1,000m2の集合住宅に居住し、熱需要は約 700GJ/年）から見た、年

間平均の暖房コスト及びユニットコストの比較（US ドル（2005 年））。気候税、エネルギー税、及び炭素税を含

む。 
 
注: 資本投資コストには、系統連系のターミナル、熱交換器、ボイラー、ヒートポンプなどへの最終消費者の投資が含まれる。運転保

守コストには、最終消費者による電力料金、地域暖房費、または燃料費が含まれる（システム資本コスト、燃料、税、利益などを含む）。

地域暖房の場合、配送コストは一般に生産配送コスト全体の約 25%で、配送資本コストはシステム資本コスト全体の約 35%である。デ

ータは、Swedish Energy Markets Inspectorate のものを採用した（Ericsson, 2009）。スウェーデンの地域暖房システムにおける燃料構

成は、図 11.11 を参照。 

 
かつての中央計画経済では、熱を供給コスト以下で販売する社会政策が行われ、地域暖房の価格は規制されていた。

現在、大規模な地域暖房システムを持つ国のいくつかでは、自然独占が存在する場合、独立の規制機関が適切な価

格決定を監督している。たとえばデンマークでは、地域暖房系統の所有と熱の販売の独占は認可制のため、販売の

価格設定と条件は規制されている。規制当局は、価格形成を監視し、消費者と公益事業体の間の紛争を解決する

（Euroheat&Power, 2007）。 
 
理論的には、地域冷暖房網への第三者利用が可能となれば、暖房サービス市場は競争が活発化し、再生可能エネル

ギー冷暖房の独立系事業者を刺激し、熱の利用者価格の低下につながる可能性がある。しかしながら、地域冷暖房

プラントは、国や地方の電力市場や天然ガス市場ではなく、本質的に地域の市場で運用、競争している。新たな競

合者が、より効率的で割安な生産プラントに投資し、既存の地域冷暖房事業者の導管網を使用できれば、現在の事

業者は競合できず、値下げをして利益低下を受け入れるしかなくなるだろう。この場合、標準的な設備コストは、

第三の新規事業者出現による消費者の便益に比べ高くなるため、全体的に純損失になるリスクにつながる。複数の
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事業者が同一の熱導管で運用を行えば、競争はより明白になり得る。しかしながら、大半の地域冷暖房は小規模す

ぎて、複数の事業者による運用は出来ない。このため、既存の地域冷暖房システムへの第三者アクセスは、財政的

に維持可能で消費者に有益であるように、ケースバイケースで評価せざるを得ない。 
 
8.2.2.5 大規模普及時の便益と費用 
 
地域冷暖房システムにおいて再生可能エネルギー源の寄与を高める便益とコストは、冷暖房需要の密度などの適用

場所による条件により異なり、再生可能エネルギー資源の利用可能性や、適切なインフラに左右される。デンマー

クでは、再生可能エネルギーを 2060 年までに 100%にするとの目標に基づき、将来のエネルギーシステムの分析が

行われた。その結果、地域暖房に接続出来ない建物では電気ヒートポンプへの切り替えを行うとともに、（主にヒ

ートポンプ及びバイオマス CHP を使用した）地域暖房システムを徐々に拡張することが、暖房と自家給湯におけ

る脱炭素を進めるに当たり、最も効率的で低価格な戦略となることが示された（Lund et al., 2010）。 
 
大規模な地域冷暖房システムには、システム全体の効率の高さ（潜在的には温冷熱と電力生産の併用や温冷熱の日

中・季節変動に対する蓄熱の利用で得られる）、エネルギー源に関する比較的高い柔軟性（様々な生産ユニットが

最適な方法で熱生産を分担し、様々な需要に対応可能であるため）などの便益がある。地域冷暖房システムに再生

可能エネルギーを組み込むと、都市の大気の質を改善すること、二酸化炭素排出量の低下またはゼロの冷暖房の提

供といった、追加的な便益も得られる（これらの再生可能エネルギーの便益に関する本格的な議論については、第

9 章を参照）。 
 
地域暖房導管網は比較的成熟した技術である。設計改良や損失削減による熱導管網のコスト低減の見通しによれば、

地域暖房の拡大は多くの地域で今も経済的に実行可能であり、これは比較的熱密度の低い地域であっても当てはま

ることが分かる（Bruus and Kristjansson, 2004）。設計改良には、2 本のパイプの共同断熱、外径の小さいパイプ、

返流分配を行うパイプなどがある。 
 
再生可能エネルギーに基づく地域冷暖房システムの総費用は、背景や場所によって大きく異なる。復水ボイラー、

小規模なヒートポンプ、バイオマスボイラー、太陽熱システム、または地熱ヒートポンプでガス導管網の天然ガス

を使用して、建物をオンサイトで暖める形態は、多くの場所で地域暖房に対する強力な競争相手になる可能性があ

る。ただし、地域冷暖房システムには、高い信頼性の供給、個別の機器の保守の不要、幅広いエネルギー源の統合

の可能性による多様な温冷熱源、燃料、技術間の競争促進などの利点がある（Gronheit and Mortensen, 2003）。再

生可能エネルギーの統合自体は、太陽熱の高い割合の達成に蓄熱が必要な場合を除けば、大幅な追加費用にはつな

がらない。 
 
8.2.2.6 ケーススタディ 
 
ドイツにおける太陽熱支援の地域暖房システム 
 
概念実証プロジェクトとして、クライルスハイムに新たな居住地区が設計された。プロジェクトは、住宅 260 戸、

学校、及びスポーツ会館があり、これらの潜在的な熱需要の半分を、既存の地域暖房網につながる化石燃料使用の

高効率の熱供給プラントから太陽エネルギーに代替することを目的とした。この結果、温室効果ガス排出量は、年

間 1,000t CO2以上削減されている（Wagner, 2009）。このスキームに接続するアパート、新築の一戸建て、及びコ

ミュニティーの建物には、合計 3,800m2 の太陽熱集熱器が配備され、居住地域及び商業地域を隔てる騒音防止壁に

はさらに 3,500m2の太陽熱集熱器が設置されている。2010 年には、年間の総熱需要の約 15TJ は、太陽熱集熱器か

ら供給出来ると想定されている（Dalenbäck, 2010）。このような太陽熱の高い導入割合は、季節変動用の蓄熱施設

と瞬間的な熱のピーク需要に直接対応する 100m3の緩衝タンクにより達成された。季節変動用の蓄熱は、55m の深

さの掘削孔 75 個と二つ目の 480m3の緩衝タンクで行われる。350kW のヒートポンプ 1 基の統合で、掘削孔蓄熱シ

ステムは 20℃に下げて排出可能である。これにより、戻り温度が低くなるため、蓄熱システムの熱損失が削減さ

れ、太陽熱集熱器の効率向上につながる。掘削孔蓄熱システムは、夏季の終わりまで 65℃に加熱し、冬季の暖房

期間の終わりの最低温度が 20℃になるよう設計されている。蓄熱時の最高温度は 90℃を超える。プロジェクトの

第二段階では、地域暖房の居住地域にさらに 210 の宿泊施設が追加され、太陽熱集熱器を設置する 2,200m2の土地

が必要になる。季節変動用の蓄熱システムでも、掘削孔を 160 個に増やす必要がある（Mangold and Schmitt, 2006）。
この先進的な概念実証プロジェクトの太陽熱のコストは、約 67US ドル（2005 年）/GJ と推定されている（Mangold 
et al., 2007）。季節変動用の蓄熱を備えない従来型のシステムでは、北ヨーロッパの条件に基づく太陽熱のコスト

は一般に、14～28US ドル（2005 年）/GJ である（Dalenbäck, 2010）。 
 
スウェーデンにおけるバイオマス CHP 地域暖房プラント 
 
スウェーデンの地域暖房は 1965～1985 年に急速に普及した。スウェーデンの場合、熱供給は石油に依存しがちだ

ったが、1979 年の石油危機後、燃料構成はかなり変化した。2007 年以降、バイオマスは地域暖房の燃料のほぼ半
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分を占めている21（IEA, 2009c）。Enköping の CHP プラントは、この移行のモデル事例であり、その原動力は化石

燃料削減のための二酸化炭素税、他の政策手段（11.5.5 節, Box 11.8）、及び地方議会の決定だった（McKormick and 
Kåberger, 2005）。石油燃焼型の地域暖房システムは、1970 年代初めに建設され、1979 年以降は石油、固体バイオ

マス、石炭、電気ボイラー、及び液化石油ガス（LPG）の混合使用に転換された。1995 年には、バイオマス燃焼型

の CHP プラント（45MWth、24MWe）が建設され、1998 年までにバイオマス使用がほぼ 100%の状態に移行した。 
 
Enköping のプラントは、地域のエネルギー会社、近隣の下水処理プラント、及び地域の土地所有者の協力で 2000
年に始まり、再生可能エネルギー統合の革新的な手法を示している。エネルギー会社は、地域の森林残渣バイオマ

スが将来の熱と発電の需要に十分対応出来ないことを懸念し、CHP の燃料供給の多様化を希望していた。同時期、

近隣の市営下水処理プラントは、窒素排出の 50%削減の義務を課せられた。家庭排水を柳（シダレヤナギ属）にか

ける土地処理の使用が、コスト効率の良い解決策とされた。下水処理プラントに隣接し、CHP に近い農地には、「窒

素フィルター」として機能する 80 ヘクタールのヤナギ栽培農園が開設された。農地所有者は、土地に廃水及び下

水汚泥を受ける補償金と、バイオマスを CHP プラントに配送する市場価格に基づく報酬を受け取った。この協調

関係の成功は、すべての当事者が新しい解決策に対して積極的で公平だったことにあるだろう。アドバイザーが当

事者間の調整役として働き、地方及び地域の当局は前向きな関心を示し、リスクは主要な 3 当事者で分担された

（Börjesson and Berndes, 2006）。2008 年に、ヤナギ栽培面積は 860 ヘクタールに増え、現在、エネルギー企業はシ

ダレヤナギ属 由来のバイオマス燃料の割合を現在の 15%以上に増やす計画を持っている。 
 
中国における地域暖房 
 
中国では、地域暖房導入済みの建物の床面積は、1991 年の 2 億 7,700 万 m2から 2008 年には 34 億 8,900 万 m2 に着

実に増加し（図 8.7）、これに伴い熱供給も 0.4EJ から 2.6EJ に増加した。中国の都市の約半数は、基本的に冬の寒

さが厳しく、地域暖房が導入されている（Kang and Zhang, 2008）。 
 

 
 
図 8.7: 中国で地域暖房を導入した建物の総床面積。1990 年から 2008 年にかけて 12 倍以上に増加した（Kang and 
Zhang（2008）から採用、中国国家統計局（2010 年）の 2006～2008 年のデータで更新）。 
 
2000 年の地域暖房の温熱生産の 95%以上が石炭を使用している。しかし、CHP を使用した結果、個々のボイラー

と石炭火力を使用する別の方法に比べ、排出量は低くなっている。ハルビンの場合、地域暖房システムを設置した

結果、大気の質が改善しただけでなく、二酸化炭素排出量も 0.5Mt/年減少した（WBCSD, 2008）。近年の地域の大

気汚染の懸念も、北京や天津で見られるように、石炭から天然ガスへの移行を後押ししているが、現在は地熱、バ

イオマス、及び太陽熱の統合への関心が高まっている。たとえば、瀋陽は地熱ヒートポンプの用途で先進的な都市

であり、深さ 80～160m から 12～14℃の水を取水し、地域暖房導入面積 200Mm2 のうちほぼ 4 分の 1 に供給してい

る（Shenyang, 2006; Jiang and Hai, 2010）。唐山の Caofeidian など、エコシティの開発も、地域冷暖房システムにお

ける再生可能エネルギー導入への関心が急に高まるきっかけとなっている。 
 
北アメリカにおける地域暖房 
 
地域冷房の成功例として、アメリカのイサカにあるコーネル大学に設置された 51MW の冷房が挙げられる。熱交

                                                        
21  残りの温熱生産は、一般廃棄物 18%（35PJ）、産業廃熱 10%、石炭 5%、石油 4%、天然ガス 4%、泥炭 5%、及び
ヒートポンプ由来 10%である（Box 11.11）。 
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換器を通じ、近隣のカユガ湖の湖底から 4℃の水を約 1,200m3/時で汲み上げ、20,000m3の層状の蓄熱タンクに貯蔵

する（Zogg et al., 2008）。別の水配管が、キャンパスの建物 75 棟及びイサカ高校の空調を通過し、2km を戻る。

この 6,800 万 US ドル（2005 年）のスキームでは、冷却水は、約 8～10℃で湖に排水され、水温を安定に維持する

ために 38 個の注入ノズルで表層水と混合される。直径 1.6m の取水パイプには深さ 76m の場所にスクリーンが設

けられ、取水パイプ及び排水ノズルは、保守と環境上の問題を最小限に留めるよう、慎重に設計された。 
 
温室効果ガス排出量は 1999 年のプロジェクト開始以降、もとの冷却ベースの冷房システムに比べ大幅に減少した。

冷房の電力需要が以前の 25GWh/年（90TJ/年）から約 80～90%減少したこと、6 台の冷却器で使用していたクロロ

フルオロカーボン（CFC）12～13t が不要になったことが、その要因である（Cornell, 2005）。湖の生態、対流、温

度層、及び物理現象は注意深く監視されている。湖底からリンの豊富な堆積物が浮き上がり湖面近くに放出される

点については、藻類の繁殖の可能性が懸念されている。 
 
カナダのトロントの事例では、2004 年以降、オンタリオ湖近辺から冷水を汲み上げ、270MW の冷却プラントに送

水している。地域冷房システムは、金融地区のオフィス床面積 320 万 m2に冷房を提供している。トロントの家庭

用水システムにも供給されることもあり、湖水採取パイプは、衛生的な水の確保のため、湖から 5km 離れた深さ

86m の場所に設置されている。このため、温水の戻り排水による湖への影響はない。ストックホルムにも、これよ

り小規模だが、港から海水をくみ上げる類似の地域冷房システムがある。 
 

8.2.3 ガス導管網への再生可能エネルギーの統合 
 
ガス導管網の主たる目的は、ガスを製造者から消費者へ輸送することである。システム全体は、ガス生産プラント、

主要な輸送パイプラインと地域の配送パイプライン、貯蔵タンク、産業や家庭のガス消費者で構成される。ガスシ

ステムの設計は、ガスの種類と資源、消費者に対応したガス供給の場所、ピーク需要に必要な供給量などに依存す

る。本節では、天然ガスの一部をバイオガスまたはバイオマス合成ガスにより代替して熱を供給する方法22が、短

期で比較的容易に実現出来ることを示す。ガスを天然ガス導管網に注入するか、自動車の内燃機関か発電機用燃料

として使用する場合、（ダイオキシン及び硫化水素ガスの除去による）バイオガスのバイオメタンへの改質と、（タ

ール除去による）バイオマス合成ガスの精製が必要である。長期的には、再生可能エネルギーで生産した水素の需

要は拡大すると思われるが、大きなインフラ投資が必要になる可能性がある。 
 
8.2.3.1 既存ガス導管網の特徴及び構造 
 
ガス配送システムは、適量のガスを一定の品質（発熱量、圧力、及び純度）で利用者に配送することが目的である。

既存のガス生産、配送、貯蔵システムは非常に複雑である。新たなガス導管網の設計では、対象地域における既存

のエネルギーシステムが影響する。様々な種類のパイプラインで構成され、一部の設計では、地域の利用者に「都

市ガス」を供給するためだけに建設される。大規模なガス導管網は、1960 年代に最初に開発され、現在は、天然

ガス田の大量のガスを配送するために大陸を横断している。たとえば、アメリカの天然ガス導管網は統合が非常に

進んでおり、210 以上のパイプラインシステム、州内外の輸送パイプライン 48 万 km、地下貯蔵施設 394 か所があ

る（EIA, 2007）。ヨーロッパ（EU27）には、180 万 km のパイプライン及び 127 か所の貯蔵施設があり、1 億 1,000
万契約以上の利用者に供給している（Eurogas, 2008）。需給調整のため、ガス貯蔵設備（通常は鋼鉄タンク）がシ

ステムの様々なレベルに設置される可能性があり、その容量は、ガスの生産方法、ガス導管網への統合方法、最終

消費の方法によって決まるが、通常、ガスの貯蔵量は、コストと安全上の問題から最小限にされている。 
 
ガスの流量は、ガスの規模と物理的属性（分子量、粘度、比熱）とパイプ内の摩擦（パイプのレイアウト、設計及

び種類による）で決まる。大きな直径で圧力差の大きいパイプラインは、細く圧力差の小さいパイプに比べ、同じ

の距離でより多くのガスを輸送出来る（Mohitpour and Murray, 2000）。パイプラインの直径拡大とガス圧増大の間

には、経済的なトレードオフが存在する。 
 
ガスパイプラインの材料は、パイプラインの種類（輸送または配送）、場所（海中、陸上、地下）、運用条件（圧

力、温度、湿度）、パイプラインで送るガスの種類と質によって決められる。大規模な輸送パイプには、高圧・高

温に耐えられる金属材料が主に使用されるが、金属の場合パイプライン内外の腐食問題が生ずる可能性もある

（Castello et al., 2005）。プラスチックは、低温（100℃未満）低圧（1,000kPa 未満）で運用される配送ガス導管網

であれば、使用可能である。 
 
天然ガス採掘場所は通常、幹線（圧力 7,000～10,000kPa で）を通じてパイプライン集積所（pipeline head station）
に連系される。その後、ガスは長距離の輸送パイプラインに（6,000～9,000kPa で）注入され、地方の配送システ

ムの制御センターに輸送を行う配送所（takeoff station）に（800～4,000kPa で）送られ、最終的に産業及び家庭の

消費者に（5～10kPa で）配送される（Castello et al., 2005）。配送パイプラインは、最終消費地で消費者の敷地に設

                                                        
22 合成ガスは、一酸化炭素、水素、メタン、高濃度の炭化水素ガス、及び炭酸ガス（都市ガスまたは発生炉ガス とも）
の混合物である。石炭またはバイオマスのガス化により製造可能である（2.2 節）。 
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置され、主要フィーダ、配送所接続、バルブ、及びメーターなどで構成される（EIGA, 2004）。 
水素パイプラインは現在、化学産業及び石油化学産業といった水素の大口消費者のいるごく限られた地域にのみ設

置されている（Castello et al., 2005）。天然ガスに水素を大量（最大 20%）混合し、既存または新規の天然ガス導管

網で長距離輸送する方法は、水素の大規模配送の将来の選択肢となる（NATURALHY, 2009）。 
 
バイオガスまたは合成ガス生産用のエネルギー原料が確保されれば、暖房、コジェネレーション（CHP）、化学産

業の原料、または輸送燃料かという最終消費の用途を決定する必要がある。地域のガス配送システムは従来、ガス

燃焼器具を使用し、調理、室内暖房、給湯などに使われる。商用の既存の内燃機関（ICE）とマイクロタービン技

術を使って、バイオメタンや合成ガスを、小規模から大規模の CHP に使用することが出来る。燃料電池を使用し

た高効率で小規模な CHP システム（全体の効率は 80～90%）の実用化は、長期的には、既存及び新規のガス導管

網のエネルギー効率とコスト効率の改善に貢献すると期待される（DeValve and Olsommer, 2006; Zabalza et al., 2007）。 
 
8.2.3.2 統合に関する再生可能エネルギーの特性 
 
過去 10 年で、既存の天然ガス導管網の“グリーン化”に関心が高まっている。ヨーロッパでは、欧州議会の EU
指令 2003/55/EC により、“ハイタン（水素及び天然ガスの混合物）”、水素、及びバイオガスといった代替ガス

を既存のガス導管網で運搬する道が開けた（Persson et al., 2006; NATURALHY, 2009）。さらに、別の EU 指令23で

は、バイオガスの割合の増加とガス導管網へのアクセスを可能するための措置が盛り込まれた。この結果、たとえ

ばドイツでは、2020 年には輸送用の圧縮天然ガス（CNG）の 20%（体積で。約 1.12PJ/年）をバイオメタンで代替

し、2030 年には全部門で天然ガスの 10%（382PJ/年）をバイオメタンで代替する目標が掲げられた（Müller-Langer 
et al., 2009）。北アメリカ西岸沿いの天然ガス導管網を対象に同様の提案が行われ、カルフォルニア知事により

Bioenergy Action Plan が導入されている（CEC, 2006）。 
 
最近まで、世界で生産される（埋立処分地、都市の下水、及び産業廃棄物と農業廃棄物からの）生のバイオガスの

大半は、主に暖房目的でオンサイトで使用され、地域の専用ガス導管網で配送されている。バイオガスは、天然ガ

スと同質のバイオメタンに改質可能で、ガス導管網による輸送を目的とした天然ガスと混合することが出来る。い

くつかの例では、バイオメタンはトラックで充填所に運ばれ、ガス燃料自動車に供給されている（Hagen et al., 2001; 
Persson et al., 2006）。バイオガス事業は急速に成長し、大手事業者により商業化されつつある（Biogasmax, 2009）。

なかでも、大手ガス会社は、既存及び将来の市場における天然ガスの需要の一部に代わり、大量のバイオガスを改

質し、国や地方のガス輸送パイプラインに注入する計画を立てている（NationalGrid, 2009）。 
 
合成ガスは、石炭またはバイオマス原料のガス化（部分酸化）で生産される（2.2 節）。Lebon ガス化プロセスは

19 世紀初めから利用されており、特に天然ガスを利用出来ない地域ではガスは既に調理、発熱、及び発電に用い

られている。 
 
水素は現在、主に天然ガスから生産されているが、再生可能エネルギー資源からも生産出来る。現在は主に産業で

使用されているが（8.3.3 節）、輸送燃料としても使用可能である（8.3.1 節）。再生可能エネルギー起源の水素の

経済を確立するためは、水電解や蒸気メタン改質など、より効率が高く小規模な分散型の水素生産技術を開発する

必要がある（Riis et al., 2006; NRC, 2008; Ogden and Yang, 2009）。風力（8.3.4 節）、太陽、またはバイオマスに基

づく中小規模の水素生産は、ドイツのノルトライン・ウェストファーレン（CEP, 2010）及び北アメリカのグレー

トプレーンズ（Leighty et al., 2006）など、一部の地域では高く評価されている。これらの再生可能エネルギー技術

は、将来の大規模な水素生産の基盤となり得る（IEA-HIA, 2006）。 
 
水素配送の選択肢として、多様なサイズのシリンダーに圧縮充填されたガス体水素の道路輸送や鉄道輸送、極低温

の液体水素のトラック輸送やパイプラインの輸送などがある。それぞれの配送の選択肢の技術的・経済的な競争力

は、地理的な地域及びガスの需要量による。消費者が少数であれば、トラックによる液化水素または圧縮水素の運

搬が最も経済的な選択肢であり、パイプライン配送は、一日当たりの流量が数百トンなどと非常に大きい場合にの

み適している（Castello et al., 2005）。向こう数十年にわたり構築される水素の生産・配送インフラは、集中型のシ

ステム及び分散型のシステムの組み合わせとなる可能性がある（Bonhoff et al., 2009）。初期には、水素は主にトラ

ックで配送され、需要が増加した段階になると、もっぱらパイプラインが重要になる。たとえば、ノルトライン・

ウェストファーレンは、水素のガスパイプライン供給事業が既に存在する地方であり、最初は既存のガス導管網に

基づき、水素輸送インフラを建設する進歩的な計画がある。水素専用のパイプラインは 2025 年以降（Pastowski and 
Grube, 2009）2050 年までに必要になる可能性がある。ドイツを中心に生産された水素全体の約 80%が、パイプラ

インで輸送される可能性がある（Bonhoff et al., 2009）。 
 
地域のガス配送系統は、冷暖房網を補完することが出来る（8.2.2 節）。電力及びガスの配送系統は国及び地方の

規模で、エネルギーキャリアの長距離輸送を補完することが可能である。たとえば、将来の水素インフラの設計は、

電力システムとの相互関係に強く影響され（Sherif et al., 2005; C. Yang, 2008）、時が経過するとともに電力システ

                                                        
23 再生可能エネルギー資源由来のエネルギー使用の推進。EU 指令 2009/28/EC。 
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ムにおける再生可能エネルギーの割合の増加が推定される。再生可能エネルギーの余剰電力を使用した電解水素製

造はその一例であり、（バイオガスや化石燃料燃焼により生成、または大気から抽出された）二酸化炭素と合わせ

てエネルギーの貯蔵及び媒体として、メタン生成プロセスによりメタン生産が行われる可能性がある（Sterner, 
2009）。現在、これらプロセスは商用としては成立しない。 
 
8.2.3.3 再生可能エネルギー統合の課題 
 
技術上の課題は、ガス源、ガスの組成と品質に関連する。様々な炭素系のエネルギー源に由来する燃料ガスは、そ

の組成や仕様が大幅に異なる（表 8.2）。ガスの組成及び発熱量は、バイオマス源、プロセスで活用されるガス化

物質、及び反応槽の圧力で決まる。このように品質が一定でないことは、ガスパイプライン統合に対する大きな障

壁になりかねない。埋立処分地ガスまたは嫌気性消化によるバイオガスは、ガス導管網への注入や、内燃機関の燃

料または高温の燃料電池としての使用の前に二酸化炭素を除去することで、天然ガスと同等のメタン組成規格（メ

タン 80～90%）に達するように改質することが出来る。 
 
バイオマス由来の合成ガスの組成は、有機原料の種類と水分量、及び生産方法（バブリング流動層と循環流動層の

ガス化装置の比較など）に依存する。 
 
表 8.2: 幅広い炭素系エネルギー源より生成したガスの組成及びパラメータの例。埋立処分地ガス、嫌気性消化（AD）

によるバイオガス（Persson et al., 2006）、バイオマス系の合成ガス（Ciferno and Marano, 2002）の典型的デー

タを用い、天然ガスと比較を行った。 
 

パラメータ ユニット 埋立処分地ガス
AD によるバイ

オガス 1 
バイオマス由来

の合成ガス 2 
北海の天然ガス

熱量（低） MJ/Nm3 16 23 4-18 40 

密度 kg/Nm3 1.3 1.2 - 0.84 

ウォッベ指数（高） MJ/Nm3 18 27 - 55 

メタン数価  >130 >135 - 70 

メタン（典型） Vol-% 45 63 10 87 

変種 メタン（変種） Vol-% 35-65 53-70 3-18 - 

炭化水素（高） Vol-% - - - 12 

水素 Vol-% 0-3 - 5-43 - 

一酸化炭素（典型） Vol-% - - 30 - 

変種 一酸化炭素（変種） Vol-% - - 9-47 - 

二酸化炭素（典型） Vol-% 40 47 25 1.2 

変種 二酸化炭素（変種） Vol-% 15-50 30-37 11-40 - 

窒素（典型） Vol-% 15 0.2 35 0.3 

変種 窒素（変種） Vol-% 5-40 - 13-56 - 

酸素（典型） Vol-% 1 - <0.2 - 

変種 酸素（変種） Vol-% 0-5 - - - 

硫化水素（典型） ppm <100 <1,000 -0 1.5 

変種 硫化水素（変種） ppm 0-100 0-10,000 - 1-2 

アンモニア ppm 5 <100 - - 

全塩素（CI-として） mg/Nm3 20-200 0-5 - - 

タール Vol-% - - <1 - 
 
注: 
1 嫌気性消化 
2 バブリング流動層または循環流動層のガス化装置と直接または間接の加熱を併用したガス化。メタン生成後の合成ガスは、83～97%
のメタン及び 1～8%の水素を生産可能である。 
Nm3

とは、温度 0℃及び 1 気圧の標準的な条件で、未圧縮のガスの「通常の」立方メートルを指す。 
 
ガス会社やガス事業の規制当局は、インフラ、産業プロセスと家庭用器具における燃焼の質、健康、及び環境への

排出のリスク最小化を踏まえ、ガス導管網に注入する標準的なガスの組成を定めている。単独運用を行う小規模な

システムでは、この基準は主に機器及びプロセスに関連するリスクを最小化するために定められる。一定の品質を

満たしたガスのみがガス導管網に直接注入可能であり、これらの基準に従うことが求められることは、バイオガス

及び埋立処分地ガスの事業者にとって、市場の障壁となりうる（合成ガスについては、ガス化時にタールを除去で

きれば比較的クリーン（表 8.2）であるため、障壁とはならない）。 
 

 二酸化炭素はいくつかの方法で除去可能だが、いずれの方法も運用上びコストの課題を伴う（Persson et al., 
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2006）。 
 

O 吸着（水スクラビング）には大量の水が必要になる。有機物成長による機器の故障も問題になる可能性

がある。 
O ポリエチレン・グリコールまたはアルコールアミンなどの有機溶媒による吸着には、溶媒再生に大量の

エネルギーが必要になる。 
O 圧力スイング吸着法には乾式ガスを必要とする。 
O 分離膜、乾式（ガスからガス）、または湿式（ガスから液体）には、透過流（permeate stream）でのメタ

ンの処理が必要になる（ガス流でメタンの流量増に伴い、増加する）。 
O 深冷分離には、二酸化炭素の液化前に水蒸気と硫化水素（H2S）の除去が必要になる。 

 

 バイオマスからの腐食性の硫化水素は、川下のメタンパイプライン、ガス貯蔵、及び最終消費機器の保護のため、

除去する必要がある。化学量論量の酸素（消化またはバイオフィルタに対して約 5%の空気）をプロセスに添加

して、微生物使用により硫化水素の濃度を下げることが出来る。代わりに、簡単に再生可能な酸化鉄を入れた単

純な容器も使用することができ、硫化水素と反応し、空気と接触して酸化することで再生出来る。 

 シロキサン及び有機シリコン化合物（表 8.2 には未掲示）が含まれると、エンジンピストン、シリンダーヘ

ッド、及びタービン部で非常にとれにくい沈着物が形成され、除去しなければエンジンの内部構成要素に損

傷を引き起こす可能性がある（Hagen et al., 2001; Persson et al., 2006）。 

 その他の微粒子及び凝縮物も、通常は不純物に対して耐性が低いため、除去の必要があるだろう。 
 
スウェーデンの Linköping にあるコミュニティー規模のバイオガスプラントは、地域での使用規模の経済性を実証

している（IEA Bioenergy, 2010a）。様々な有機廃棄物が嫌気性消化で処理され、表 8.2 に示されたものと類似の性

質を持つバイオガスを生産する。その後、ガスの混合物は改質され、二酸化炭素と硫化水素が除去される。残った

バイオメタンガスは、バス用の夜間低速充填所、自動車、タクシー、及び自動車フリート用の 12 か所の公共燃料

補給所、及び 600km内のディーゼル転換列車用の燃料補給所に対して、地域系統を通じて配送される（IEA, 2010a）。
システムの資本回収期間は、長期的なガス生産及び価格の想定に対し感度が高く、この結果、課税価格と炭素価格、

将来の最終需要、及び精製コストに影響を受ける。“精製済みの”バイオメタンをガス導管網に統合する経済的な

資本回収期間は、注入場所に依存する。注入がパイプラインの終端で少量の増分の場合、資本費用は比較的安い可

能性がある。既存のインフラには地域及び地方で差異があるため、国及び地方レベルで計画と統合の費用について

具体的な推奨を行うことが難しい。 
 
既存の天然ガス導管網経由で水素を輸送する場合、最初はある程度のパイプラインと構成要素の増強が必要になる

だろう（Mohitpour and Murray, 2000; Huttenrauch and Muller-Syring, 2006）。純粋な水素は、天然ガスに比べ体積密

度が低いため、水素パイプラインが天然ガスパイプラインと単位時間当たりで同一のエネルギー量を輸送するには、

高圧または直径が約 3 倍のパイプのいずれかが必要になる。水素専用のガス導管網では、水素の経路によるが、特

に直接燃焼ではなく燃料電池と併用した場合、水素は貯蔵配送の前に精製と乾燥の必要がある。たとえば、燃料電

池自動車の場合（8.3.1 節）、水素には非常に高い純度が必要になる（水素で 99.9995%超、一酸化炭素は 1ppm 未

満）。純度の低い産業用水素は、水蒸気蓄積または内部腐食の可能性のある物質の問題がなければ、専用の輸送配

送パイプラインで輸送可能である。水素を取り扱う際は、パイプライン、密封部、及び貯蔵機器の腐食及び材料の

水素脆化に関する定期検査が重要である（EIGA, 2004）。 
 
8.2.3.4 再生可能エネルギー統合を容易にする選択肢 
 
技術の選択肢  
 
パイプラインの互換性とガス貯蔵は、再生可能エネルギー由来のガスを既存のガスシステムに統合する際の主要な

技術的課題となる。変動性の再生可能エネルギーを基盤とするシステムでは、一定量のガスが生産されない場合が

あるため、需給調整のために一定の貯蔵が必須となる。再生可能エネルギー由来のガスは地域的にも局所的にも生

産出来るため、貯蔵は最終消費者の需要に近い場所で行われる可能性が高い。従って、貯蔵施設の規模及び形状は、

生産される一次エネルギー源とその最終消費によって決まる。小規模な用途の場合、生産及び使用の変動によるパ

イプラインの圧力変動（8.3.4 節）が、貯蔵として機能する（Gardiner et al., 2008）。ガス利用者が相互補完的に複

数いる場合は、インフラ及び貯蔵のコストを共有することができる。 
 
システム設計を単純化し、体積密度の低い再生可能エネルギー由来のガスを比較的割安なポリマーのパイプライン

で地域に配送することが出来る。こうした専用のガス配送パイプラインは比較的低圧で運用可能だが、同程度の流

量・エネルギー配送を行うには大きな直径が必要になる。再生可能エネルギー由来のガスを改質、精製、乾燥し、

規定のガス品質にして配送系統に安全に注入した後の主な運用上の課題は、ガス漏れの回避、圧力と流量の調整を

行い、パイプライン規格に合致させるところにある。継続的に使用可能な圧縮機、安全な圧力除去システム、及び

ガス緩衝貯蔵システムが、最適な圧力及び流量を維持するために使用される。 
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変動性の再生可能エネルギー資源で生産したバイオガス、バイオメタン、または合成ガスの回収貯蔵には、膨張ゴ

ムまたはビニール袋といった中小規模のガス緩衝貯蔵（通常は 4～5 日分のガス需要容量）を使用し、供給と地域

の需要のバランスを取ることが可能である。バイオメタンの大規模貯蔵の方法は、圧縮天然ガスまたは液化天然ガ

ス（LNG）のものと似ている。大量の埋立処分地ガスまたはバイオガスの産業プラントでは、（圧縮天然ガスと同

様に）改質されたバイオメタンガスを鋼鉄製の高圧シリンダーで貯蔵可能である。これらは、地域の分配器、ガス

パイプラインに連系でき、また需要のある場所へのトラック輸送も可能である。液化天然ガスと同様に輸送前の液

化も可能だが、コストの大幅増とシステムの複雑化につながる可能性が高い。液化天然ガス生産には大量のエネル

ギーが必要になるため、新規のガスパイプライン建設との競合が可能であるとして船舶またはトラックによる何千

キロメートルものガス輸送が主な選択肢になる。 
 
小規模な水素貯蔵は、約 20,000～45,000kPa の高圧鋼製シリンダーで実現可能である。商用の複合的な水素ガスシ

リンダは、最大で 70,000kPa24の圧力に耐える能力があり、ガスのパイプライン及びタンクを備える水素スタンドで

は既に最大で 100,000kPa の圧力のあるものが存在する（www.zeroregio.com）。統合されたガス導管網では、地上

での低圧水素の使用も可能である（比較的大量（30,000m3超）を貯蔵可能な 1,200～1,600kPa の球状容器）（Sherif 
et al., 2005）。こうした貯蔵は、安全上の理由から、人口の密集した居住地域から離れた産業地域で見られる。水

素も、安定した金属化合物内では低圧による貯蔵が可能だが、これらは比較的コストが高く、少量の水素用か、小

型の貯蔵が必要な場合にのみに適している。 
 
大規模な水素貯蔵は通常、圧縮ガスまたは低温液体にて行われる。水素の液化は、水素の体積密度及び沸点（-253℃）

が低いためバイオメタン液化に比べコストが高い。実際、水素エネルギー量の約 15～20%は大気圧 20,000～
70,000kPa での圧縮に、約 30～40%は低温液体水素の生産に必要にある（Riis et al., 2006）。大規模な季節変動に対

応する貯蔵用としての天然の地下貯蔵の選択肢（空洞または帯水層など）は、世界の様々な場所で使用されている

が、その経済性や安全性は個別に評価しなければならない。 
 
制度上の選択肢 
 
既存のガスシステムへの再生可能エネルギー由来のガス統合に関する主要な制度上の課題は、供給のアデカシー、

品質基準、パイプラインの安全性、及び安全上の課題である（McCarthy et al., 2007）。 
 

 供給のアデカシーは、再生可能エネルギー資源の変動性及び季節性の影響を受ける可能性があり、ガス配送

システムの容量も需要に対応出来るようにする必要がある。 
 

 ガスの品質基準の遵守は障壁になるが、基本的に技術的に難しいわけではない。バイオメタンであれば、比

較的低い追加コストで達成可能な場合も多い。しかしながら、ガスの品質基準は様々である。たとえば、ス

ウェーデン及びドイツでは、バイオメタンに関して国の基準を定めているが、互いにかなり異なっている

（Persson et al., 2006)（表 8.3）。パイプラインの再生可能エネルギー系のガス品質についても、統一的な国

際基準は今も存在しない。 
 

 ガスパイプラインシステムの供給安定性には、一次供給の保証と、自然事象と物理事象のいずれにも耐える

強固なネットワーク構築が求められる。供給の安全性を高めるため、パイプラインのネットワークには、供

給者及び最終消費者の間に一定の冗長性と複数の経路を構築し、ネットワークが混乱してもシステム全体が

停止しないようにしている。何千キロメートルにも及ぶ広域のパイプラインシステムに悪意ある攻撃が仕掛

けられる場合の脆弱性の評価は非常に困難であり、技術的な解決策が必要になるだろう。たとえば、地球規

模即位システム（GPS）を活用したインテリジェントセンサーで、パイプラインの状態を監視し、問題の発

生地点の特定と速やかな是正措置を可能にすることが考えられる。ガス生産に用いられる地域または地方の

多様な再生可能エネルギー資源によるガス製造は、輸入ガスの単一源に比べ、より安定的な供給を提供出来

る。 
 

 化学プラントや製油所で使用される水素に関しては、安全性の手続き及び規則が既に施行されている。液体

水素及び圧縮水素の道路輸送についても、産業用の水素パイプラインの基準及び規制が確立されている。し

かし、構成要素やシステムに関する安全性の情報の不足は、水素エネルギー技術の実用化への課題となって

いる。水素プロジェクト及び燃料電池プロジェクトの計画に関わる地域、地方、国の当局者の信頼を得るに

は、法体系と基準が必要であり、複数の組織において安全性と運用の基準を策定中である。 
 

 
 

                                                        
24 www.dynetek.com 参照。 
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表 8.3: スウェーデン及びドイツの天然ガス導管網へのバイオメタン注入における国家基準（Persson et al., 2006）。 
 
パラメータ ユニット 基準の要求事項 
スウェーデン   

ウォッベ指数（低） MJ/Nm3 43.9-47.3（95-99%メタン） 
MON（モーター法オクタン価） - >130（ISO 15403 に従い計算） 
水露点 ℃ <Tambient-5 

二酸化炭素＋酸素＋亜酸化窒素 Vol % <5 

酸素 Vol % <1 

全硫黄 mg/Nm3 <23 

窒素 mg/Nm3 20 

ドイツ   

ウォッベ指数（高） MJ/Nm3 46.1-56.5（>97.5% HHV1メタン） 
 MJ/Nm3 37.8-46.8（87-98.5% LHV2メタン）

相対密度 - 0.55-0.75 

埃 - 技術的にゼロ 
水露点 ℃ <地表温度 Tground 
二酸化炭素 Vol % <6 

酸素 Vol % <3（常温配送系統で） 
硫黄 mg/Nm3 <30 
注: 1 HHV = 高位発熱量 2 LHV = 低位発熱量 

 
 
コストの相違を考えると、高い導入率を志向する場合、再生可能エネルギー由来のガスに対する政策支援が必要に

なるだろう。たとえば、固定価格買取制度 は、電力系統への再生可能エネルギー電力フィードの場合と同様、天

然ガス導管網へのバイオメタン注入を可能にするだろう（11.5.2 節）。 
 
再生可能エネルギー由来のガスが大規模に普及した場合の便益及びコスト 
 
便益及びコストは、経済指標（資本支出、運転保守コスト）及び環境指標（温室効果ガス排出量、地域の大気汚染、

エネルギー投入率）で評価出来る。関連パラメータは、再生可能エネルギー源の種類、ガス生産技術、貯蔵と配送

システム、輸送か（8.3.1 節）固定（8.3.2 節と 8.3.3 節）のいずれかの最終消費用途に大きな影響を受ける。 
 
バイオメタンは天然ガス導管網での配送が可能なため、バイオガス及び埋立処分地ガスは幅広い生産と利用が容易

に行える。配送コストは既存のガスシステムと同様で、統合に向けて簡単な移行の道筋が描ける。バイオメタンは

既に、発熱、調理、発電、CHP、輸送燃料として十分確立されている。輸送燃料は主に、水処理プラント及び一部

の農業使用に関連し、わずか数百の自動車を対象としている（Matic, 2006）。ちなみに、900 万台を超える圧縮天

然ガス自動車及び液化ガス自動車が世界中で運用されている（Åhman, 2010）。 
 
水素燃料自動車の市場は現在、（屋内で運用されるため排出量をゼロにする必要がある）フォークリフト車、実証

用の自動車とバスなどに限定されている。いくつかの先進的な自動車メーカーは、水素電池自動車は 2015 年から

商用化されると予測している（Pastowski and Grube, 2009）（8.3.1 節）。水素配送の実証プロジェクトも現在始ま

っている。たとえば、カリフォルニアでは新たな水素充填所が 2011 年までに 7 か所竣工し、ロサンゼルス付近で

は 2 か所のクラスタに 11 の水素充填所が設置される（Dunwoody, 2010）。ドイツは、水素充填所の数を 2009 年の

10 か所から 2015 年には 140 か所以上に増加させる計画である（Bonhoff et al., 2009）。日本でも、水素・燃料電池

実証プロジェクトという同様のイニシアチブが実施されている（Uchida, 2010）。 
 
再生可能エネルギー由来ガスの生産と精製に関する温室効果ガス排出量は、システム実施前に評価されるべきであ

る。埋立処分地ガスを燃料とする自動車は、圧縮天然ガス利用に比べ温室効果ガスを約 75%削減可能であり、動物

の糞尿の嫌気性消化で生産したバイオガスを使用すれば、さらに削減可能である（NSCA, 2006）。バイオガスの精

製、貯蔵、配送、及び自動車への充填プロセス、時にメタンが大気中に漏洩したり、精製プロセス時に熱や電力の

消費で温室効果ガスが排出されたりすると、ライフサイクルで評価した場合の全体的なエネルギー効率及び温室効

果ガス排出量に影響する（図 8.8)（Pehnt et al., 2009b）。たとえば、動物の糞尿によるバイオガス生産時、500kWe

の CHP システムに燃料を使用し、使用可能な有効な熱を 20%活用すると想定する場合、天然ガス燃焼の CHP プラ

ントと比較して、エネルギー出力結果の MJ 当たりの温室効果ガスは 0.15kg CO2eq 削減される。バイオガスをコー

ンサイレージから生産する場合、0.04kg CO2eq/MJ しか削減されない。さらに発熱の利用が可能であれば便益は増

加するが、たとえばプロセス残渣の貯蔵時などに若干のメタンが大気中に漏れた場合、温室効果ガス削減の便益は

かなり低下する（図 8.9）。 
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他のエネルギーキャリアと競争するため、バイオガスの生産コスト及び既存のガス導管網への注入に必要な品質へ

の精製コストは、最低限にするべきである。スウェーデンにあるいくつかのバイオマスプラントの包括的な研究で

は、バイオガス改質に必要な電力は、精製されたガスのエネルギー量の約 3～6%であり、精製コストは約 0.005～
0.02US ドル（2005 年）/MJ である（Persson, 2003）。 
 
パイプライン使用時の配送エネルギーの単位量当たりコストは、規模の経済とガスの流量により変わる。主なコス

トは、パイプの資材コストと設置コスト、許可、及び経路の権利である。地方の配送パイプラインのコストは、地

域暖房のコストと同等であり（8.2.2 節）、都市部の需要密度に主に影響を受ける。密度の高いシステムであれば、

配送エネルギー当たりのコストは低くなる。新たなガス導管網の設計の際には、将来の拡張を見込んだ計画が望ま

しい。パイプの追加設置はコストの高い選択肢になりがちであるためである。圧力を高めてガス流量を追加提供す

る方法は、直径の大きいパイプラインの追加に比べ割安だろう。圧縮バイオメタンを中程度の規模で配送し充填す

るコストは、トラック輸送の場合、約 15US ドル（2005 年）/GJ であり（図 8.9）、パイプライン配送または液化メ

タンに比べ大幅に高くなる（Åhman, 2010）。 
 

 
 
図 8.8: 動物の糞尿スラリーまたはコーンサイレージエネルギー作物のいずれかの嫌気性消化で生産したバイオガ

スを燃料として使用する 500kWeの CHP の場合、温室効果ガス排出量の削減ポテンシャルは、天然ガスを使用し

た CHP プラントと比較可能である。大気にメタンが漏れると、温室効果ガス削減の便益は低下する（Pehnt et al., 
2009b）。 
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コーンサイレージエネルギー作物から

のバイオマス 
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出を伴う）
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図 8.9: 中規模なバイオメタンの配送と充填コストの比較（圧縮または液化のいずれか。トラックかパイプライン

による配送）（Åhman, 2010）。 
 
再生可能エネルギー由来のガスをガス導管網に統合する場合、パイプライン追加建設に要する多額のコストを回避

するためにガス源を既存システムの近くに配置する必要がある。プラントが遠距離にある場合、ガス配送のコスト

を回避するために、バイオメタンまたは水素のオンサイト利用が理想的である。天然ガス導管網への合成ガスまた

は水素の混合により、天然ガス配送及び最終消費機器を変える必要がある場合もある。都市部の地域のネットワー

クは、現在は化石燃料由来の合成ガス（都市ガス）を使用しているが、これもバイオマス由来の合成ガスの配送に

も使える場合がある。 
 
水素配送の阻害要因は、新たなインフラ構築にかかる資本コストと時間の可能性が高い。ドイツでは、2030 年に

約 700 万台の燃料電池軽量自動車に供給するための水素の生産と配送のコストは、約 400 億 US ドル（2005 年）と

推定されている（Bonhoff et al., 2009）。アメリカでは、2 億台の燃料電池自動車への再充填のため、40 年で数兆ド

ルの投資が必要になる（NRC, 2008）。変動性の再生可能エネルギーの場合、さらに大きい水素貯蔵が必要になる

ことから、コストのさらなる増加になるだろう。 
 
ヨーロッパでは 2020年に、バイオメタンが天然ガス 17.4EJ25を代替すると想定されているが（図 8.10）（Müller-Langer 
et al., 2009）、これは、使用可能なバイオマス資源を巡る競争も一因である（Eurogas, 2008）。 
 

                                                        
25 2008 年における OECD ヨーロッパ（EU27）の天然ガス総消費量は 19.1EJ で、一次エネルギー全体の 25%に相当す
る（IEA, 2010d）。 
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図 8.10: 2005 年及び 2020 年の EU 地域で様々なバイオマス原料で生産されるバイオメタンの年間の技術的ポテン

シャル（標準温度及び標準気圧（STP））（Müller- Langer et al., 2009）。 
 
注: SRC = 短期輪作の刈り取り; bn = 10 億 = 109 

 
 

8.2.4 液体燃料システムへの再生可能エネルギーの統合 
 
8.2.4.1 液体燃料供給システムの特徴及び構造 
 
再生可能な液体燃料は、石油燃料料用の既存インフラの構成要素（貯蔵、混合、配送、充填など）を利用すること

ができ、若干の応用例もある。電力システムまたはガスシステムと比べ、このため統合の課題の難度は低いだろう。

第一世代のバイオ燃料料用のバイオマス液化システムの構造は十分理解されているが（図 8.11）、持続的な生産と

土地利用は依然として論議の的である（Fritsche et al., 2010）（2.5.4 節及び 9.3.4.1 節）。 
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図 8.11: 典型的な輸送燃料向けの液体バイオ燃料の生産、混合、配送システム 
 
エネルギー密度の低い大量のバイオマス原料をバイオリファイナリに道路輸送すると、コストが高くなる可能性が

あるだけでなく、通常は温室効果ガスが生じる。より効率的で経済的な配送方法は鉄道輸送の可能性がある

（Reynolds, 2000）。 
 
バイオ燃料は、石油燃料を自動車給油所に配送する間に、製油所または混合センターで、ガソリンまたはディーゼ

ル油と混合可能である。バイオ燃料や混合物は、製油所または給油所の地下貯蔵タンク施設に加え、それぞれの生

産場所で貯蔵可能である。石油製品の場合、安全性と環境保護に関連して、同様の注意が必要になる。バイオマス

原料に特化して栽培されている農作物は、季節性があることから、年間を通じた需要を満たすことを目標とする場

合、原料やバイオ燃料の貯蔵は極めて重要であるが（NAS, 2009）、生産コストへの上乗せとなる。国際的な取引

も、安定的な年間供給に役割を果たす可能性がある（IEA, 2007a）（2.4 節）。バイオディーゼルは、酸度を高めエ

ンジン腐食につながる可能性のある微生物の活動が確認され、貯蔵中に組成が変化することが証明されている。エ

タノールは、生物学的にはより安定している。 
 
8.2.4.2 再生可能エネルギー統合に関する特性 
 
現在、液体バイオ燃料の大半は、糖類、炭化水素、野菜油作物から生産され、既存の燃料供給に統合される。この

際、（体積で）最高 25%がガソリン及びディーゼルと混合される（2.3.3 節及び 2.6.3 節）。しかし、エタノールは、

フレックス燃料車で使用されるガソリンに任意の比率で混合でき（8.3.1 節）、バイオディーゼルは、ニート（100%
あるいは B100）または標準のディーゼルとの混合のどちらでも、圧縮点火エンジン機関で使用可能である。改良

型のディーゼルエンジンも、点火改良剤を用いれば、ほぼニートのアルコール（E95）で動作する（Scania, 2010）。 
 
いくつかの自動車メーカーは、B20 及び B100 の燃料使用の認定を受けたエンジンで、トラック及び農業機械を製

造している（NBB, 2010; New Holland Information Center, 2010; Power-Gen, 2009）。 
 
リグノセルロース系の固体バイオマス源は、液体燃料に転換可能である。酵素加水分解または酸加水分解などのバ

イオ化学プロセスか、合成ガス（主に一酸化炭素（CO）及び水素（H2））を生産する熱化学プロセスの後、フィ

ッシャー・トロプシュ法により、道路輸送、航空、海運、及びその他の用途に適した様々な合成液体燃料を生産す

る（Sims et al., 2008; 2.3.3 節）。燃料の品質に関する課題は、自動車のエンジン性能及び輸送による二酸化炭素排

出に影響を与える可能性があり、重要である（8.3.1.2 節）。バイオメタンも、適切な仕様を満たせば（8.2.3 節）、

火花点火内燃機関において圧縮天然ガス（CNG）として直接燃焼可能である。 
 
液体燃料の需要は大半が輸送向けと予測されているが、バイオ潤滑油、化学産業でメタノールとして使用される化

学物質などの産業需要も増加する（2.6.3.5 節）。一部のバイオ燃料は、石油燃料の代替として定置用 CHP でも使

用可能である。主に開発途上国では、調理及び暖房に対して伝統的な固体バイオマスに大きな需要があるが、これ

も液化ガス燃料などの、より便利なガス燃料だけでなく、エタノールジェル（Utria, 2004; Rajvanshi et al., 2007）ま

たはジメチルエーテル（DME）などのバイオマス由来の液体燃料で代替出来る（Sims et al., 2008）。 
 
液体バイオ燃料は、既存の石油製品配送インフラへの統合が可能であり、移行の障壁は比較的低い。その理由は、

バイオ燃料の混合は、既存の石油貯蔵及び配送システムにコストの高い改修なしに導入出来ること、既存インフラ
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の構成要素が活用可能であることである（NAS, 2009）。混合、燃料貯蔵タンクと燃料ポンプの追加の技術的な変

更、新規設置の提供のため、ある程度の追加コストが必要となる場合もある。燃料貯蔵及び配送のシステムのタイ

プは、バイオ燃料の特性及び既存の石油系燃料システムとの互換性によって異なる。最も普及したバイオ燃料は、

ガソリンやディーゼルと似た特質を有しているため、これらと合理的に容易に混合出来る。低温の条件では、特に、

一部のバイオディーゼルで燃料流量を制限するポリマーのジェルを形成することもあり、輸送、貯蔵、エンジン内

において問題になる可能性がある。これらの制約は、バイオ燃料を航空燃料に使用する場合は克服が不可欠である。 
 
精製からターミナルへの輸送及び配送モードには、トラック、バージ、タンカー、パイプラインなどが用いられる。

ターミナルからは、距離とバイオ燃料の量によるが、トラック、または配送パイプラインで小売店舗に供給可能で

ある。貯蔵及び配送のコストは、石油系燃料と同等である。 
 
バイオ燃料及びその他の副産物を生産するバイオリファイナリは、一般に容量が製油所に比べ小さく、資源が存在

する場所に幅広く所在する可能性がある。たとえば、アメリカのコーンベルトの中西部及び南東部全体に、エタノ

ール加工プラントが無数に存在するが、沿岸地域にはいくつかの製油所が集中している。ブラジルでは、多数のバ

イオリファイナリが運用され、糖類、エタノール、バイオディーゼル、家畜飼料、電力、蒸気、熱を生産している。 
 
燃料配送コストは、生産コスト全体から見た割合は小さいが、広範な拡張と統合に要する物流管理と資本は、計画

が不十分な場合は障害になりかねない。貯蔵及び輸送時のエタノールとガソリンの混合（ガソホール）については、

パイプラインで無水エタノールが水を吸収する場合、技術的な課題を生ずる可能性がある（8.2.4.3 節）。しかし、

ブラジルでは、サトウキビ系のエタノールは、石油製品にも使用されるパイプラインで 20 年以上輸送されている

が、精製と保守の手続きも増大している。エタノールの容積エネルギー密度はガソリンの約 3 分の 2 であることか

ら、同量のエネルギーを貯蔵、輸送するには、貯蔵システムの大型化、鉄道車両や船舶の増便、パイプラインの大

容量化が必要になる。したがって、石油系製品に比べ、燃料貯蔵及び配送に要するコストは増加する。 
 
たとえば、バガス、サトウキビ残渣などバイオ燃料の副産物は、バイオガス生産または発電の原料として使用でき

る可能性がある。既存電力系統との統合は、加工プラントのエネルギー需要を満たした後、コジェネレーションの

スキームを利用することにより、ブラジルやその他の場所で成功している（Rodrigues et al., 2003; Pacca and Moreira, 
2009）。バイオエタノール及びバイオディーゼルの加工によって副産物に嫌気性消化を行う方法は、既存の様々な

バイオリファイナリモデルと統合する可能性がある。バイオガスは、発熱及び発電用、自動車の燃料（Börjesson and 
Mattiasson, 2008）としても使用可能であるし、ガス導管網への注入も可能である（8.2.3 節）。 
 
8.2.4.3 再生可能エネルギー統合の課題 
 
再生可能エネルギー由来の液体燃料は、石油燃料用の既存インフラの構成要素（貯蔵、混合、配送、充填など）を

利用可能だが、いくつかの課題を解決する必要がある。大半のバイオ燃料は、ガソリン及びディーゼルとかなり似

た特質を持ち、これらと合理的に容易に混合可能である。寒冷な気象条件では、いくつかのバイオディーゼル使用

時に粘度の増加とジェル形成による問題があり、貯蔵及び配送に問題が生ずる可能性がある（NAS, 2009）。 
 
石油製品のインフラをバイオ燃料と共有すると、含水エタノールで水汚染が起こり、その結果、パイプライン及び

機器の稼動年数を維持するために新たな材料が必要になる。石油製品パイプラインでの輸送も、同一ラインを使用

した場合、パイプライン内での圧縮による水分でエタノールの水分量が増加する可能性がある。これによりバイオ

エタノールの技術的な規格を逸脱する場合、配送後にさらに蒸留が必要になるだろう。エタノール及びバイオディ

ーゼルも、多品種を扱うパイプライン内にある不純物を溶解し運搬する可能性があり、これらも内燃機関に有害で

ある可能性がある。このため、多品種パイプラインで輸送される製品の精製方法を改良してもうまくいかない場合

は、専用のパイプラインが望ましい。エタノールのパイプライン出荷中に起こる水分吸収と相分離は、含水エタノ

ールを先に配送して、最終消費者の直接使用か蒸留を行った後、ガソリンとの直接混合に適する無水エタノールを

配送することで回避出来る。別の戦略としては、エタノールまたは混合物の第一バッチを送る前に、ニート・エタ

ノールを“犠牲バッファ”としてパイプラインに流し、水分をすべて吸収する方法がある。このバッファショット

は処分するか、再蒸留する。 
 
高濃度のエタノールは、鋼鉄のパイプライン及び貯蔵タンクの、特に、溶接継ぎ手及び屈曲部において応力腐食割

れ（SCC）を加速させる可能性がある（NAS, 2009）。この問題は、溶接前の特定の熱処理を用いたタンクライナ

ーや、内部の重要な部分（パイプラインの継ぎ手部など）のコーティングにより、回避可能である。しかしこれら

はすべてシステムコストを増加させる。エタノールは、パイプラインとターミナルや一部のエンジンの密封部及び

バルブで見られる一定のエラストマーやポリマーを劣化させ、これらを交換する必要があるだろう。パイプライン

の新設は、バルブ、ガスケット、密封部にエタノールに適合したポリマーや、応力腐食割れを最小限にする設計に

よって可能である（NAS, 2009）。 
 
8.2.4.4 再生可能エネルギー統合を容易にする選択肢 
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技術の選択肢 
 
技術は、既存の石油インフラとより適合するバイオ燃料生産に向け進化を続けていくだろう（Sims et al., 2008）。

将来の先進的なバイオ燃料は、貨物輸送、海運、及び航空の用途で設置される既存及び新規のエンジン設計と燃料

を適合させるため、厳しい品質仕様を満たす必要がある。一部の国では、バイオ燃料の法体系及び基準の設定が遅

く、供給システムへの統合に遅れが出ている。品質管理の手順も、これらのバイオ燃料が適用される製品仕様をす

べて満たし（Hoekman, 2009）、統合を円滑化するため、実施が要である。 
 
バイオ燃料の国際取引の円滑化には、より均一な国際基準を定める必要があり、既存のバイオ燃料の基準の比較が

行われた（NCEP, 2007）。ブラジルとアメリカのバイオディーゼル基準では、従来の鉱物のディーゼル燃料の混合

要素としての用途しか反映されていないが、ヨーロッパの基準では、混合またはニート燃料としてのいずれの用途

も認められている。市場に出回るバイオディーゼルの品質を規制する現在の基準にも、様々な石油及び石油原料を

使用可能としているため、差異がある。これが、各バイオ燃料の性能特性のばらつきにつながっているが、長鎖の

バイオディーゼルと比べ、単純な化合物であるエタノールではばらつきはそれほど大きくはない。バイオエタノー

ルの技術仕様は、水分量に関しては様々だが、国際取引の障害にはならない（NIST, 2007）。バイオ燃料の混合レ

ベルは、自動車エンジンの普及年代及び種別、気温、及び地域の排出規制の地域差を考慮する必要がある。 
 
制度上の側面 
 
政策支援は、バイオ燃料の市場形成に重要な役割を担っている。たとえば、いくつかの国では、ディーゼルへのバ

イオディーゼル混合、ガソリンへのエタノール混合が義務化されている（11.5.5 節）。石油製品市場の規制当局も、

バイオ燃料を自己の管轄下に収めることが出来る。これらの規制当局は、バイオ燃料の供給の安定性、安全性仕様

と技術的仕様（または基準）、及び生産と小売双方のレベルでの品質管理といった課題に対処するのに、最も適し

ている。これは、石油部門の規制当局がバイオ燃料も統括するブラジルの現在の事例である（TN Petróleo, 2010）。 
 
環境当局及び関連の規制（低炭素の燃料基準及び大気の質の管理など）は、バイオ燃料の普及と既存エネルギーシ

ステムへの統合を容易にする可能性がある。国のエネルギー計画組織では、バイオ燃料システムと既存及び将来の

生産配送システムの大規模な統合に関して、影響や追加コストを評価することが出来る。 
 
8.2.4.5 再生可能エネルギーの大規模な普及に関する便益及びコスト 
 
貯蔵及び輸送の追加コストがコスト全体に占める割合は比較的小さいため、ユニット生産コストが輸入石油製品の

コストと同様の場合、バイオ燃料の割合を高めることは比較的容易なはずである。石油配送の既存インフラは、特

に混合率の低いバイオ燃料に応用可能である。バイオ燃料が大規模に普及する場合や E100 または B100 の使用が

予想される場合は、特別な規定を定める必要がある。 
 
エタノールやバイオディーゼルの混合や混合物のバージ、鉄道、タンク車両への積荷のために、港湾や製油所でバ

イオ燃料を入荷する集積ターミナルにおいては、特殊な設備が必要となる（Reynolds, 2000）。輸送、貯蔵、及び

自動車給油所の充填用の既存の設備は、アメリカ、ブラジル、ドイツ、スウェーデンなどで行われているように、

バイオ燃料混合物を取り扱うには改修が必要である。地下の貯蔵タンクシステム、ポンプ、及び充填器は、バイオ

燃料の混合率が高いものと互換性を持つように改造が必要であるとともに、安全性の要件も満たす必要がある。既

存施設の改造に関する課題は、パイプライン輸送関連の問題と類似しており（8.2.4.3 節）、相分離、応力腐食割れ、

及び不適合な材料の劣化などが含まれている（NAS, 2009）。 
 
エタノールのターミナルは通常、750～15,000m3 の貯蔵タンクを複数備えている。新たなエタノール貯蔵タンクの

コストは、小規模タンクの場合は 180US ドル（2005 年）/m3、大規模タンクで 60US ドル（2005 年）/m3である（Reynolds, 
2000）。新たなタンクへの投資に比べてより低価格の、ガソリンタンクを改装してエタノール貯蔵に適合させるこ

とも可能だろう。 
 
アメリカでは、エタノールの大半は、鉄道、タンク車、及びバージで輸送されるが（NCEP, 2007）、2008 年以降

は、フロリダでエタノールがガソリンのパイプラインでも輸送されている（KinderMorgan, 2010）。エタノールの

場合、貯蔵及び配送に使用する機器の容量及びコストは、まちまちである（表 8.4）。評価基準として、アメリカ

のエタノールプラントはそれぞれ 300～1,200m3/日を生産するが、一方で E10 を使用する 100 万台の自動車のエタ

ノール需要は約 400～800m3/日であり、貯蔵施設は一般に地域及び地方の需要に対応する 4,000～12,000m3を保有す

る。 
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表 8.4: エタノールの貯蔵及び長距離輸送に適した様々な機器の容量及びコスト 
 
 容量 コスト（US ドル（2005

年）） 
参照 

トラック・トレーラー 25m3 103,000 
141,000 

EPA (2007) Reynolds 
(2000) 

鉄道車両 90m3 85,000 EPA (2007) 

川船 1,200m3/ユニットの 
複数ユニット連結 

1 ユニット当たり 500 万 EPA (2007) 

海洋船 3,000-30,000m3 不明 Reynolds (2000) 

パ イ プ ラ イ ン （ 直 径

300mm） 
12,000m3/日 0.34-0.85 百万/km  

ターミナル貯蔵タンク 3,000m3 

6,000m3 
360,000 
540,000 

Reynolds (2000) 
Reynolds (2000) 

ガソリン貯蔵タンク改造 1,200m3 18,800 EPA (2007) 

混合機器  170,000-450,000 Reynolds (2000) 

ターミナル改装全体 6,000m3 1.13 百万 Reynolds (2000) 
 
一般に、中長距離（500～3,000km）や港湾施設のない目的地の場合は、鉄道輸送が最もコスト効率の良い配送シス

テムである（Reynolds, 2000）。鉄道輸送の場合、バージに比べて小規模ユニット数が多く、貨物積み込み、積み

下ろし、検査はより労働集約的な作業であるため、ターミナルでの処理は多くなる。貨物車両を最大 75 台連結す

る列車が、パイプライン開発の代替方法として、エタノール向けに提案されている（Reynolds, 2000）。 
 
バージは、バイオ燃料生産プラントが水路にアクセス出来る場合、長距離輸送に使用される。たとえば、アメリカ

では、バージは中西部のエタノールプラントからミシシッピ川を下り、メキシコ湾の港に到着する。エタノールは

ここで貯蔵され、海外輸出または混合のための全国の沿岸の仕向地ターミナルへの輸送のために出荷される。 
 
大量のエタノールを長距離輸送する（Reynolds, 2000）コストの推定値は（2.6.2 節）、海洋の出荷で 6～10US ドル

（2005 年）/m3、バージで 20～90US ドル（2005 年）/m3、鉄道で 10～40US ドル（2005 年）/m3、トラックの短距

離輸送で 10～20US ドル（2005 年）/m3である（2.6.2 節）。ブラジルでは、バイオ燃料の由来にもよるが、生産地

域から輸出港までのエタノール輸送コストは約 35～64US ドル（2005 年）/m3であり、このなかにはターミナルで

の貯蔵コストも含まれる（Scandiffio and Leal, 2008）。地方の主要なエタノール生産センターと沿岸の輸出港を連

系するパイプライン増設がさらに計画中であり、そのコストは 20～29US ドル（2005 年）/m3と予想されている。

これは、道路輸送に比べて 70%、鉄道輸送に比べ 45%低い（CGEE, 2009）。 
 
8.2.4.6 ケーススタディ: ブラジルのエタノール 
 
ブラジルでの、エタノール配送システム、バイオ燃料混合の小売、及びフレックス燃料エンジンの製造は比較的遅

いスタートだったが、過去 10 年でそのすべてにおいて成功している。2010 年には、ブラジルはアメリカに次いで

世界第二位のエタノール製造国となった（REN21, 2010）。バイオ燃料と石油配送システムの統合は、初の世界的

な石油危機後に開始された。このとき、政府がサトウキビエタノールをガソリン代替品として推進した（Box 11.9）。
国営石油会社のペトロプラスは、国内生産のエタノールを全量買い取り、ガソリンと混合して全国に配送すること

を義務付けられた（Walter, 2006）。1979 年には、E100 で動作する設計のエンジンを使用した自動車が生産され、

既存のインフラは 100%エタノールを全国に配送出来るように変更されたが、生産は地方に集中していた。作付面

積当たりのサトウキビ生産量が大幅に伸びたことも、土地面積当たりのエタノール収量増加を下支えし、2008 年

には、エタノール生産は 495PJ になった。これは、エネルギーで見た場合、2008 年にブラジルで消費されたガソリ

ンの 85%に相当する（EPE, 2009）。 
 
ブラジルのエタノール蒸留の約 60%には 2 つの用途がある。世界の砂糖価格が高い場合は砂糖生産に使用され、そ

の他の時はエタノールに転換される（Ministry for Agriculture Livestock and Supply, 2010）。1990 年代に砂糖価格が

世界的に上昇した際、エタノール生産は減少し、E100 専用の自動車保有者は燃料不足に陥った。このため、E20～
E100 のバイオエタノール混合を使用可能なフレックス燃料自動車（8.3.1.3 節）が開発され（de Moraes and Rodrigues, 
2006）、E100 専用の車両の大半がすでに代替された。現在のガソリンは無水エタノールを（体積で）20～25%混合

しているため、2003 年の商用導入以降に新たに販売された軽量自動車の大半は、現在、「フレックス燃料」エン

ジンを搭載している（Goldemberg, 2009）。 
 
過去 30 年以上にわたり、全国的なエタノール貯蔵及び配送システムが導入され、複数のバイオ混合燃料（最大で

E100）が事実上すべての給油所で利用可能である。補助金はすべて 1990 年代に撤廃されたが（Box 11.9）、エタ

ノール価格は徐々に低下し、石油価格が 70US ドル（2005 年）/バレルで推移している場合、依然としてガソリン
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に対して競争力を持つ。 
 
1990 年以降、砂糖プラントやエタノールプラントでは、CHP システムでバガスの副産物を燃焼することで発電と

温熱供給を行っている（Cerri et al., 2007）。電力系統が近くにある場合、オンサイトの需要を上回る電力は売却し、

国の電力系統に送りこむことが可能である（Azevedo and Galiana, 2009）。技術的改良、エネルギー管理の向上、コ

ージェネレーションのスキームによって、バガスの最適な使用が可能になっている。また、政府のプログラム

（PROINFA, 2010）、規制の変更、及び電力契約の入札が導入され、電力を地域の事業体に売却したり、国の送電

系統事業者の監視や負荷配分したりすることが可能になった（8.2.1 節）。ブラジルでは、サトウキビは乾季と同

時期に収穫を迎えるため、バガスによる発電はブラジルの水力発電を補完している。2009 年現在、バガス燃焼に

よる CHP の設備容量合計は 5.6GWeで、電力全体の約 4.75%を発電している（BEN, 2010）。 
 
ブラジルの経験から、バイオ燃料の割合が高くても、経済的、社会的、環境的な障壁を解決するために混合の義務

化とその他の政策を組み合わせて実施すれば、統合は成功することが示されている（11.5 節）。 
 

8.2.5 自立エネルギーシステムへの再生可能エネルギーの統合 
 
すべての建築物、コミュニティー、企業が、電力系統、地域冷暖房システム、またはガス導管網に連系しているわ

けではなく、液体燃料に容易にアクセス出来るわけでもない。本節では、一般的に小規模で、送電系統やネットワ

ークを通じて商用エネルギーが現状利用出来ない非系統連系のへき地、小さな島々、個別の建物に導入されること

が多い自立エネルギー供給システムを扱う。先進的な制御システムを利用し、スマートメーター、時間帯別あるい

は価格に応答する家電機器によって多数の小規模な電源・熱源技術を統合出来る分散型エネルギー供給システムに

連系26する今後の可能性に関して産業界の関心も高まっている（Cheung and Wilshire, 2010）。全体的なシステムコ

スト、便益、及び制約は不確実性が高いため、主要な電力及び情報技術産業の協力の下、いくつかの政府が研究開

発と実証、モニタリング、及び評価を行ってきた。小規模な自立コミュニティーのマイクログリッドに関する実証

プロジェクトが、アメリカ、日本、デンマーク、その他の地域で行われてきた。 
 
基本的に、自立システムへの再生可能エネルギー統合上の課題は、大規模電力システムと同様である。たとえば、

電力供給システムの需給バランス（8.2.1 節）、冷暖房の方式（8.2.2 節）、地域で使用する再生可能エネルギーガ

ス生産（8.2.3 節）や液体バイオ燃料の生産（8.2.4 節）の選択が挙げられる。自立システムには、建物一体型再生

可能エネルギー技術も関係する（8.3.2 節）。 
 
へき地に位置し、対応するエネルギー需要が小さい自立システムの計画においては、その場所における将来の化石

燃料供給方法、利用可能な地方の再生可能エネルギー資源、再生可能エネルギー技術のコスト、将来のイノベーシ

ョンの展望、そしてインフラの新設または拡張がその場所におけるオプションである場合には建設コストの回避の

可能性が考慮される（Nema et al., 2009）。 
 
8.2.5.1 再生可能エネルギー統合の特徴 
 
自立システムにはいくつかの種類が存在し、単一のエネルギーキャリア（電力、熱、液体、気体、または固体燃料）

またはそれらを組み合わせて使用することが出来る。一般的に、熱、照明、乾燥、冷房、冷却、海水淡水化、揚水

（Bouzidi et al., 2009）、電気通信などのあらゆるエネルギーサービスを提供することが出来る。 
 
大規模な電力システムと異なり、小規模な自立システムでは、地域レベルで容易に利用出来る再生可能エネルギー

供給の選択肢は少ない場合も多い。さらに、高度な再生可能エネルギーの供給予測、確率的な始動停止計画、厳し

い燃料品質基準、地理的、技術的多様性による変動の平滑化などの、大規模な電力システムで統合を管理するため

の技術的、制度的な選択肢は、小規模な自立システムの場合、より難しくさらには奨励されない場合もある。 
 
一般的に、再生可能エネルギーの統合方法は、供給システムの規模が小さくなり、特に様々な再生可能エネルギー

源の導入割合が高くなるほど、難しくなる。自立システムは必然的に、供給と需要の一致のため、貯蔵、多様な需

要反応、柔軟性の高い化石燃料発電に重きを置く傾向がある。地方の負荷の形状により合致した、あるいは負荷配

分可能な再生可能エネルギー供給が選ばれ、地域の負荷パターンにあまり合致しない変動性の低コストのものが選

択されないことが多い。自立システム内で再生可能エネルギーの統合管理を行う場合、他の条件が同じであるとし

ても、大規模な電力システムよりもコストが高くなる可能性がある。この事情は、自立システムにおいては、信頼

性が高い継続的な供給と、より大規模なネットワークよりも安価な全体的な供給コストという、相反する目的の難

しい選択が求められること意味している。電力がすぐに利用出来ない状況下では、大規模な電力システムとのコス

トによる比較は無意味であり、信頼性の基準も異なる可能性がある。 

                                                        
26 ｢分配型エネルギーシステム｣、｢デジタル・エネルギー｣、｢インテリ・グリッド｣、｢スマート・グリッド｣など、エネ
ルギー供給における潜在的な将来のパラダイム・シフトを表現するため、様々な用語が文献で使用されているが、まだ
明確に定義されたものはない。 
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小規模から中規模の自立システムにおける発電では、一般的に、発電機用定置エンジンの燃料としてディーゼル油、

ガソリン、液化石油ガスなどが使用されてきた。開発途上国における潜在的な供給の制約と、へき地に化石燃料を

供給するコストのため、利用可能な場合には地方の再生可能エネルギー資源を利用する傾向が強くなっている。大

規模な集中型システムと同様、自立電力システムでも、様々な再生可能エネルギー資源に起因する需給調整の問題

が顕在化する可能性があり、その問題はより深刻であると思われる。様々な再生可能エネルギー技術の変動性及び

予測可能性とそれらの電力システムの信頼性に対する影響についての議論は、8.2.1.2 節に述べられている。小さな

配電網を持つへき地集落、簡易な低電圧 DC 小規模系統を利用している小さな村、または個別の建物においては、

太陽光発電（PV）または小規模の水力などの 1 種類の再生可能エネルギー発電を限定的に導入することが出来る。

しかし、そのような場合、信頼性を確保するため、変動する再生可能エネルギー供給を、需要側の方策、エネルギ

ー貯蔵、発電の柔軟性の向上などの他の方策と組み合わせる必要がある（8.2.5.2 節）。 
 
地方にあることが多い非系統連系の自立した建築物の冷暖房では、特に良質な太陽、地熱、またはバイオマス資源

が利用可能である場合、再生可能エネルギーを利用することが出来る（IEA, 2007c）。太陽が利用される場合はそ

の変動性が懸念されるが、多くの場合蓄熱の追加によって改善することが出来る。 
 
都市部の住宅及び業務用建物は、通常電力システムに連系されているが、再生可能エネルギー技術の統合によって

より多くの既存及び新規の建物にエネルギー供給機能を持たせることが注目されている（IEA, 2009b）。建物一体

型太陽光発電（PV）（Bloem, 2008）、非系統連系システム運用（Dalton et al., 2008）、太陽熱、小規模バイオエネ

ルギーCHP、小規模水力、及び小型の風車を含む分配型エネルギーシステム（IEA, 2009a）はすべて、多くの成功

した技術例によって実証され、商業化前の開発段階を超えている。建物は、省エネルギーに加え、消費量に等しい

エネルギーを生産する再生可能エネルギーを利用するように設計することが出来る。たとえば、米国エネルギー省

の Net-Zero Energy Commercial Building Initiative（USDOE, 2008a）は、2025 年までに市場性のある低炭素建築物設

計を実現することを目指している。省エネルギー（気密性の高い構造、断熱性の向上、換気効率の向上、空調、照

明、給湯など）と再生可能エネルギー技術の統合を組み合わせることで、低層建築物を自立エネルギーシステムに

することが出来る（8.3.2 節）。 
 
8.2.5.2 再生可能エネルギー統合及び導入を促進するオプション 
 
自立エネルギーシステムでは、再生可能エネルギー変換技術の転換技術、需給調整の選択肢、最終消費技術の統合

は、再生可能エネルギー資源の場所により異なる利用可能性と地域のエネルギー需要といった個別の条件に大きく

影響され、これらの条件地域の気候やライフスタイルによって異なる。すでに述べたように、自立的な電力システ

ムを特に開発途上国のへき地に設計、導入する際、小規模な自立システムでは確実で信頼性の高い供給への追加コ

ストが多額になるため、コストと信頼性のバランスは非常に難しくなる。基本的には、より大規模な電力システム

で利用可能な需給調整のためのオプションは、自立電力システムでも利用可能であり、8.2.1.3 節でより幅広く述べ

ている通り、これには送配電網などの改善、発電の柔軟性の増加、需要側の方策、電力貯蔵、運用/市場及び計画

方法の改善が含まれる。 
 
これらのシステムに様々な再生可能エネルギーを統合するために利用可能なオプションの優先順位を付けること

は、システムの種類、地理的な場所、及び期待する信頼度などの様々な要因に依存する。しかし、すでに述べたよ

うに、自立システムの規模が小さくなるほど、変動性管理の方法のいくつかは実用性がなくなり、貯蔵、柔軟な化

石燃料発電、及び需要反応の優先度が高くなる。 
 
需要側の方策に関しては、自立型の再生可能エネルギーシステムは、余剰電力が利用可能な場合にのみ、それを利

用する最終消費技術と統合することが出来る。これには、太陽熱蒸留器、加湿器と除湿器、膜蒸留器、逆浸透また

は電気透析水脱塩器（Mathioulakis et al., 2007）、太陽光発電（PV）と AC または DC モーターを用いた揚水ポンプ

（Delgado-Torres and Garcia-Rodriguez, 2007）、太陽熱を利用した吸収冷却（Lemmini and Errougani, 2007）、及び油

糧種子圧搾（Mpagalile et al., 2005）が含まれる。その他の様々な種類の需要管理も、供給及び需要の変動が大きい

ことが特徴である自立システムの需給調整に重要である。 
 
電力貯蔵技術（8.2.1.3 節）は、コストは比較的高いものの、自立型の再生可能エネルギーシステムにおいてしばし

ばより魅力的な方策になる。たとえば、揚水式水力が採用出来ない場合、2～3 日分の電力需要を満たすのに十分

な容量を持つ蓄電池を導入することも有り得る。そのような貯蔵オプションのコストは、システムの設備投資及び

運用コストと併せ、設計・計画段階に信頼性の水準を考慮して慎重に評価しなければならない。自立システムへの

エネルギー貯蔵技術の応用のシミュレーション分析、実証評価、及び商業運用についてもいくつか報告がある。こ

れには、ギリシャの水素貯蔵を用いた太陽光発電（PV）と風力発電の併用（Ipsakis et al., 2009）、ノルウェーの風

力/水素（Ulleberg et al., 2010; 8.2.5.5 節）、3 つのギリシャの島における揚水式水力システムと風力の統合（Caralis and 
Zervos, 2007b, 2010）、及びスペインのカナリー諸島における風力/太陽/揚水式水力の実証（Bueno and Carta, 2006; 
8.2.5.5 節）が含まれる。蓄電池と組み合わせた小規模太陽光発電（PV）システムは、多くの国においてすでに広
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く利用されている。 
 
一方、再生可能エネルギー及び非再生可能エネルギー技術を組み合わせて、システムの信頼性を向上させることが

出来る。たとえば、小型のディーゼル油またはガソリンを用いた発電設備や負荷抵抗（需要を超えて発電された余

剰電力を消費するヒーター）は、風力または太陽資源が利用出来ない短期間に蓄電池で備えるよりも運用コストが

低くなる可能性がある（Doolla and Bhatti, 2006）。 
 
地方においてバイオマスから生産出来る気体または液体のバイオ燃料（2.2.2 節）は、暖房、発電設備または車両

の燃料補給のオプションになりうる（8.3.1 節）。自立電力システム運用で供給信頼性と柔軟性を望ましい水準に

保つために（8.2.1 節）、現在の小型発電設備で使用しているガソリンまたはディーゼル油を、将来的に再生可能

エネルギー由来のガス及びバイオ燃料で全面的に置き換えられる可能性がある。再生可能エネルギー由来のガスは

ブチル容器またはシリンダー内に低圧または中圧で容易に貯蔵でき（8.2.3 節）、液体バイオ燃料はスチールまた

はブチル・ゴムのタンクで貯蔵することが出来る（8.2.4 節）。 
 
多くの自立型の再生可能エネルギーシステム（バイオエネルギーの CHP 及び特定の貯水池式小規模水力は例外）

において、エネルギー貯蔵と低エネルギー利用技術は不可欠である（Lone and Mufti, 2008）。自立小規模水力計画

は、特にネパールなどの開発途上国の丘陵地域における資源に依存した継続的（乾季は例外）な電力供給の提供手

段として一般的である。流れ込み式水力の場合、コスト効率の高い需給調整の解決策（8.2.1 節）は、発電制御の

代わりに負荷制御を用いることである（Paish, 2002）。 
 
自立システムにおいてコスト効率を落とさずにシステムの信頼性を向上させることは困難である。しかし、革新的

なシステム制御、スマートメーター、需要反応答サービスを提供する利用機器の開発に基づく自立熱電供給システ

ムの将来の設計（Meenual, 2010）によって、その解決策を見つけ、再生可能エネルギー統合を進めることが出来る

可能性がある。しかし、開発途上国のへき地におけるそのような技術的解決策の利用が適切であるかどうかは不確

かである。 
 
8.2.5.3 再生可能エネルギー統合及び設計の便益及びコスト 
 
地方の場合、エネルギー供給が、1 人当たりの生産の増加、教育、市場の確立、飲用及び灌漑用の水の供給などの

社会的サービスと経済的サービスの強化、街路照明による治安の改善、貧困の緩和、そして健康状態と環境状態の

改善を通して地方の発展に貢献することが広く認識されている(Goldemberg, 2000; Johansson and Goldemberg, 2005; 
Takada and Charles, 2006; Takada and Fracchia, 2007)。エネルギー・アクセスの問題は、9.3.2 節で述べる。 
 
有機廃棄物を含めた、適切かつ持続可能なバイオマス資源がある開発途上国においては、それらの利用は、調理、

給湯、小規模発電、及び照明などの基本的サービスを提供するための最も経済的な方法であることが多い。中国で

は、孤立した地方の住居向けの太陽熱給湯は、環境的、社会的、経済的便益をもたらしてきた（Z. Li et al., 2007）。 
 
一般に、自立システムで生産された電力は系統連系が利用可能な場所における電力よりもコストが高い。このため、

都市ではマイクログリッドやその他のコンセプトにおいてある程度の関心は見られるものの、自立型の再生可能エ

ネルギー利用建築物は、一般的ではない。へき地においては、再生可能エネルギーに基づく自立電力システムは、

少なくとも外部の送配電系統への連系が利用可能になるまでは、唯一の最も経済的な方策である。 
 
8.2.5.4 再生可能エネルギー導入の制約及び機会 
 
すでに述べた障壁以外にも、多岐にわたる再生可能エネルギー技術の仕様とその適切な設計、建設、及び保守の難

しさから、自立システムにおける統合は制約される可能性がある。これらは、設備投資と運用コストの増加や、不

十分な保守につながる場合がある。技術的障害が発生した場合、その技術に対する世間の理解が損なわれる場合も

ある。基準の確立、製品の認証、計画手段の統合、保守管理者の教育、及び知識データベースの開発は、技術の信

頼性に関する問題の回避の一助となる（Kaldellis et al., 2009）。地方の人材育成、教育、優れた計画、慎重な市場

の確立は、運転保守コストの低下や、世評、雇用機会、その他社会的便益の改善を実現出来ると思われる（Meah et 
al., 2008）。 
 
今後、導入及び統合の可能性のある再生可能エネルギー技術は多岐にわたるため、汎用性のある計画ガイドライン

を確立することは難しいが、各種の自立型の再生可能エネルギーシステムにおいては、適切な計画が開発事業者に

よるプロジェクトの構築を支援することは出来る（Giatrakos et al., 2009）。計画の方法論を改善するためには、研

究開発と実証のプロジェクト、持続可能性基準（Igarashi et al., 2009）、生活様式（Amigun et al., 2008; Himri et al., 2008）、
特定の場所の条件下における様々な技術の組み合わせについての比較を可能にする、実績にもとづくデータベース

を作成する必要がある。 
 
広範な自立システムへの再生可能エネルギーの統合は、追加的コストの補償を助け、有効な環境を提供するような
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政策措置も必要とする場合がある（11.6 節）。自立型の再生可能エネルギー統合システムにはその寿命を通して採

算性があるとされても、設備投資コストの障壁を取り除く適切な融資枠組みが必要となる。 
 
8.2.5.5 ケーススタディ 
 
メキシコの地方における海水淡水化 
 
バハ・カリフォルニア・スル州は、人口増加、農業灌漑需要、及び観光によって地下帯水層が乱開発されている乾

燥地域で人口の少ない沿岸の州である。そのため、70 基の海水淡水化プラントが化石燃料による電力を用いて運

用されており、これから建設予定のプラントもある。 
 
太陽光発電（PV）を用いた小規模海水淡水化は、この州におけるより小規模かつへき地のコミュニティーにおけ

る水供給の手段である。導入された太陽光発電（PV）利用海水逆浸透プラントはそれぞれ、溶解性物質総量が 250ppm
未満の淡水を 1 日に 19m3 生産でき、その際に消費する電気はわずか 2.6kWh/m3（最大 9.4 MJ/m3）である（Contreras 
et al., 2007）。このプラントは、エネルギー回収装置を使用し、蓄電池群を統合することで、24 時間稼働を可能に

している。継続的でスムーズな運用とコスト最小化の両立は、この蓄電池の統合・容量の最適化に依存している。

将来的には、海水淡水化プラントと地方の電化の統合は、上水及び持続可能なエネルギー供給の提供に有益となり

得る。 
 
ノルウェー、ウトシラ島における風力/水素の実証 
 
ノルウェー、ウトシラ島にある自立風力/水素エネルギー実証システムは、2004 年 7 月に Norks Hydro（現 Statoil）
及び Enerco（ドイツの風車メーカー）によって正式に立ち上げられた。このシステムの主な構成要素は、600kWe

の風車、10Nm3/h の水素製造のための水電解槽、2,400Nm3の水素貯蔵（20,000kPa）、水素駆動内燃機関による 55kWe

発電機、及び 10kWeプロトン交換膜（PEM）燃料電池27である。この革新的な実証システムによって、この島の 10
戸の家庭に 2～3 日分の完全に独立したエネルギーを供給している（Ulleberg et al., 2010）。 
 
4～5 年にわたるこのプラントでの運用経験で収集されたデータにより、通常の運用条件下の水素生産システム（電

解槽、圧縮機、インバータ、変圧器、及び補助電力システム）における電力消費は、約 6.5kWh/Nm3（約 23.4MJ/Nm3）

であり、効率は約 45%（LHV 基準）であることが示された。水素エンジン/発電システムの効率は約 25%である。

そのため、風力、AC 電力、水素、AC 電力のシステムの全体効率は、貯蔵損失がないとして、わずか約 10%であ

る。水素エンジンを 50kWeプロトン交換膜燃料電池に置き換えた場合、全体効率は 16～18%上昇する。現状の電解

槽をより効率の良いユニット（プロトン交換膜、より高度なアルカリン設計など）に交換すると、全体システム効

率は約 20%上昇する（Ulleberg et al., 2010）。 
 
このシステムの比較的低い効率は、水素の実用化開発の課題を示している。自立型の風力/水素システムを技術的

及び経済的に実現可能なものにするためには、より小型の水素貯蔵システムと、よりロバストで安価な燃料電池を

開発する必要がある（Gardiner et al., 2008）。このプロジェクトは、水素をエネルギー貯蔵媒体として使用したへ

き地のコミュニティーへの風力によるエネルギー供給が可能であるが、風力/ディーゼル発電機によるハイブリッ

ドと競合するにはさらなる技術の向上とコスト削減が必要であることを示している。わずか 20%の風力エネルギー

利用率は、より適切で高効率の負荷追従型の電解槽の導入し、連続で動的な運用を行うことで改善出来る。余剰風

力も、プラント及び住宅の両方において地元の熱需要を満たすことが出来る。さらに、水素は、車両や船舶の燃料

など、その他の地元の用途に利用出来る可能性がある。このシステムの全体コストは不明であるが、比較的高いと

考えられる。 
 
エル・イエロ―スペイン・カナリー諸島 
 
このカナリー諸島の最も小規模なシステムは、10MWe ディーゼル発電設備、100kWe 及び 180kWe の風車発電機、

276km2 島全体に及ぶ小規模低電圧配電網であり、これらを用いて、10,600 人分（これに加えて観光客年間 60,000
人分）の電力需要を満たした（IEA, 2009b）。年間の輸入ディーゼル燃料コストは年間約 3 百万 US ドル（2005 年）

であったが、2005 年に、地方政府が、風力、水力、及び太陽にそれぞれ約 2 千万 US ドル（2005 年）、5 千万 US
ドル（2005 年）、1 千万 US ドル（2005 年）の予算を投入し、100%再生可能エネルギーの電力プログラムを実施

した。省エネルギーはプロジェクトの重要要素であり、太陽熱給湯の導入を促進する地方政府のインセンティブが

含まれている。この実証プログラムは、単純回収期間が約 30 年であるため、欧州委員会の ALTENER プログラム

を含む 7 機関のコンソーシアムによる支援を受けている。 
 
電力会社である Unelco-Endesa は、2011 年に運用開始する予定の風力/水力プラントを建設している。地方政府から

の出資は、このプロジェクトにおいて 70%を占めており、島民も株式を購入することが出来る。5 つの 2.2MW タ

                                                        
27 Nm3は、0℃及び 1 気圧の標準条件下におけるガスの非圧縮「標準」立法メートルである。 
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ービンが導入されており、余剰の風力は、貯水容量 200,000m3、揚程 700m の火山クレータに防水処置をした貯水

池に、長さ 3km、直径 0.5m パイプによって揚水される。この貯水池は、ピーク電力需要を満たすための水力発電

に使用されるとともに、最大 7 日間の(風力発電がない)穏やかな期間における需給調整用の予備力としても機能す

る。余剰分の水は、システムの補給に使用される海水淡水化プラントからの水とともに、灌漑目的で使用出来る。

既存のディーゼル電源は、システムの需給調整を目的として（また、最過酷な条件下における予備電源として）継

続され、初期段階では年間総電力需要の約 20%を供給すると予想されている。 
 
太陽光発電（PV）は街路照明に利用されており、また 10 の公共建築物にも導入される予定である。それぞれ 5kW
の容量のシステムで、低電圧配電網へ余剰電力を供給する。持続可能な形で地元で生産された木質バイオマスはす

でに熱需要の一部を満たすために利用されている。様々な原料から生産されたバイオガスがハイブリッドバスの燃

料補給に利用されており、将来は熱供給や発電にも利用出来ると思われる（Insula, 2010）。電気自動車が計画中で

あり、海洋エネルギー開発の可能性が検討されている（Iglesias and Carballo, 2010）。2005 年の島民向けに行われた

大規模な啓蒙活動によって、このプロジェクトの立ち上げは成功した。現地の住民から設置作業者や保守要員を創

出するため、地元民に対する研修も行われた（de Angelis et al., 2010）。 
 

8.3 移行の道筋に向けた戦略的要素 
 
輸送、民生、産業、及び一次生産のそれぞれの部門において、再生可能エネルギーの寄与（図 8.2）を高めるため

には、障壁と非技術的問題を乗り越えるための可能な戦略ついて理解を深める必要がある。ある分野における特徴

のある戦略的要素の移行の道筋を準備することで、既存のエネルギー供給システムへの再生可能エネルギーの効果

的に統合を行うことが可能になる。 
 
IPCC 4th Assessment Report（IPCC, 2007）では、各部門の経済的削減ポテンシャルが様々な炭素価格の下で分析さ

れている（図 8.1228）。熱及び電力の生産における再生可能エネルギー資源による化石燃料の代替は、（燃料転換、

原子力、及び二酸化炭素回収貯留とともに）エネルギー供給部門に含まれている。輸送用のバイオ燃料の統合、民

生の冷暖房用の再生可能エネルギー、産業用プロセス熱向けの再生可能エネルギー、及び食糧生産と繊維生産にお

ける再生可能エネルギーは、限定的な範囲にとどまっている。 
 

 
 
図 8.12: エネルギー供給及び最終消費部門における温室効果ガス削減の推定経済ポテンシャル幅（IPCC, 2007）。

発電時を含む排出量の最終消費割り当てに基づき、様々な地域の想定ベースラインを上回る量を 2030 年の異なる

炭素価格の関数として推定。ここで示す地域分類は、全世界、経済協力開発機構（OECD）、経済移行国（EIT）、

及び非 OECD 諸国/経済移行国を含む。 
 
IPCC 4th Assessment Report は、主に 2004 年以前に発表された当時として最新の文献から収集された情報及びデー

タに基づいている。それ以降、再生可能エネルギーは発展し続け、コスト競争力の向上、支援政策の増加、及び安

全性の低いエネルギー供給と気候変動の脅威に関する社会的関心の高まりを背景に導入が進んできた。以下の節で

は、輸送、住宅用及び業務用建築物、産業、及び農業/林業部門における再生可能エネルギー利用の現状、活用の

拡大を促進する可能性のある道筋、克服されていない統合の障壁、可能性のある将来の傾向、及び地域による変化

について解説する。 
 

                                                        
28 本章では、8.2 節で「エネルギー供給」部門を取り上げ、8.2.2、8.2.3、及び 8.3.4 の各節でそれぞれバイオガス、埋
立処分地ガス、及び生活系固形廃棄物（MSW）に関する「廃棄物」部門の議論を扱っている。 
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理想的には、各部門は、発展を続けるにあたっては、あらゆる再生可能エネルギーを将来的に統合出来るだけの柔

軟性を備えている必要がある。市場シェアが増加すると、再生可能エネルギー間およびその他の低炭素技術との競

合が発生する。たとえば、個別の建物向けの家庭用太陽電池及び地熱暖房システムのコスト競争力が高まると、地

方自治体が支援する既存のバイオエネルギーによる地域暖房スキームは、建物の所有者が解列すれば、不用の設備

になってしまう。規模が大きい場合も同様で、ある地域で新しい大規模な原子力発電や二酸化炭素回収貯留を備え

た石炭火力電源が、エネルギー集約産業の将来の電力需要に十分な容量が開発されると、それは地方の地熱、バイ

オエネルギー、または水力発電を開発する産業の設備投資と競合し、良好な再生可能エネルギー資源が存在する場

合でも数十年にわたってその開発を妨げる可能性がある。将来の競合を十分に認識していないと、どんな再生可能

エネルギー技術についてもその統合の可能性を過大評価する可能性がある。同様に、道路輸送においては、バイオ

燃料の供給、電力自動車の充電または水素の生産と貯蔵のためのインフラにどの程度の投資が必要になるか、また

実際にこれらの技術がどの程度競合するかは不確定な要素が多い。 
 

8.3.1 輸送 
 
輸送需要は急激に高まっており、自動車の数は 2050 年までに 3 倍になると予測されている（IEA, 2009c）。世界で

は、輸送燃料の約 94%が石油資源由来のものであり、その内 70%が売買されている（EIA, 2010）。輸送部門の脱

炭素化及び効率の向上は、炭素排出量の長期的かつ大幅な削減を達成する上で非常に重要となるだろう。再生可能

エネルギーを燃料として利用を拡大することによる移行には可能性がある（IEA, 2009c）。 
 
8.3.1.1 部門の状況及び戦略 
 
2008 年には、輸送用石油製品の直接燃焼は、世界の一次エネルギー消費の約 18%、エネルギー関連温室効果ガス

排出の約 22%29（IEA, 2009d）、大気汚染物質排出の 5～70%（汚染物質と地域によって変動する）を占めている。

2008 年の世界の輸送燃料の総消費量（約 96EJ、図 8.2）のうち、軽量自動車（Light Duty Vehicle）が約半分を占め、

重量自動車（Heavy Duty Vehicle）、航空、海上輸送、および鉄道がそれぞれ 24%、11%、10%、及び 3%を占めて

いる（IEA, 2009d）。将来のエネルギーの安定供給は、この部門の大きな懸念材料である。 
 
エネルギーの安定供給と温室効果ガス排出削減の両方の将来目標を達成するためには、数十年をかけて石油の利用

を大幅に削減する必要があると思われる。多くの削減シナリオ（10.2 節）及びその他の最近の研究（C. Yang, 2008; 
IEA, 2008c; NRC, 2008）では、予測されている需要の成長を満たしながら、（現在の数値と比べて）2050 年までに

輸送関連温室効果ガス排出量の 50～80%の削減を達成するためには、一次エネルギー供給の多様化に加え、複数の

アプローチを組み合わせることが必要であることを示唆している（IEA, 2009c）30。 
 

 交通需要の削減：総走行台キロを削減する手段としては、相乗り(car pooling)利用、自転車の利用、歩行の増加

に、旅行の減少、通信の利用を組み合わせることが最良であると思われる。住民の通勤、買い物、及び社会的活

動における交通の必要性を低減する都市計画によって都市及び地域の「スマート成長」を実践することで、温室

効果ガス排出量を最大 25%削減出来る可能性がある（Johnston, 2007; PCGCC, 2010）。 

 エネルギー効率の高い方式への転換（キロメーター当たりのエネルギー必要量の削減）：たとえば、人々が軽量

自動車から公共交通機関（バスまたは鉄道）に移行し31、貨物輸送はトラックから鉄道または船舶に移行する可

能性が挙げられる32（IEA, 2009c）。 

 自動車のエネルギー効率の向上：自動車重量の削減、空力特性改善、エンジン、トランスミッション、及び駆動

系の設計改善は続くだろう。具体例としては、ハイブリッド電気自動車（HEV）、内燃機関（ICE）のターボ過

給、導入される自動車エンジン出力の低減などがある。電池または燃料電池を使用する電気自動車は、内燃機関

よりも効率は良いが、一次エネルギー採掘から自動車走行(well-to-wheel)までの全効率は電力または水素の供給

源に依存する（Kromer and Heywood, 2007; NRC, 2008; 8.3.1.3 節）。効率の高い駆動系や軽量な自動車が消費者

に受け入れられるかどうかは、自動車の性能と購入価格、燃料価格、材料と安全性の進歩など、多くの要因に依

存する。高速が必要とされない商用軽トラックの場合、より小型で効率の高いエンジンで十分である可能性があ

                                                        
29 本採掘から自動車走行までで見て、2005 年に 23%。 
30 IEA シナリオでは、2050 年までに自動車の効率は約 2 倍になるとされている。Energy Technology Perspective の
「Blue map」シナリオ（2050 年までに 50%の温室効果ガス削減）では、従来のガソリン及びディーゼル燃料軽量自動
車はかなりの程度、自動車駆動方式の新たな組み合わせに変わるとされている（IEA, 2010c）。温室効果ガス排出量の
少なくとも半分は、効率改善と代替燃料（バイオ燃料、電力、及び水素）の組み合わせによって実現される。これらは、
2050 年の輸送燃料の総利用量の 25～50%を占め、液体バイオ燃料は重量自動車、航空、及び船舶でより広く用いられる
とされる。 
31 公共交通機関が比較的大きい容量で使われると想定している。乗客輸送 km で言えば、温室効果ガス排出原単位が最
も小さい輸送方式は、鉄道、バス、及び自動二輪であり、最も大きいのは軽量自動車及び航空である。 
32 貨物輸送の場合、海上輸送が tCO2-km で最も温室効果ガス排出原単位が最も小さい方式である。鉄道、重量自動車、
航空が続くが、それらの温室効果ガス排出原単位は少なくとも 1 桁大きい。 
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り、それによって温室効果ガス排出量を削減出来る。貨物輸送のための重量自動車と、航空の両部門においては、

エネルギー効率を大幅に改善出来る可能性がある（8.3.1.6 節）。 

 炭素含有量が低いかほぼゼロの燃料による石油系燃料の置き換え：再生可能エネルギー、二酸化炭素回収貯留を

用いた化石エネルギー、または原子力などの低炭素エネルギー源から生産されたバイオ燃料、電力、水素が含ま

れる。現在、内燃機関乗用車（ICEV）の総数は世界の路上自動車数の 99%以上であるため、主にブレンドによ

って 2008 年に世界の陸上輸送燃料の約 2%を供給するバイオ燃料（2.2 節）以外では、石油系燃料の代替はこれ

まで大きな成功を収めていない（IEA, 2009c）。鉄道用の電力を含め、代替燃料は現在、輸送エネルギーの総使

用量の約 5～6%を占めている（IEA, 2009c）。例外としては以下のようなものがある。 
 ブラジルでは、サトウキビ・バイオエタノール及びいくつかのバイオディーゼルが軽量自動車の輸送燃

料全体の約 50%（エネルギー量基準）を供給しており（IEA, 2007b）、エネルギー総使用量の約 15%を

占めている（EIA, 2010）。 
 スウェーデンでは、エタノールの輸入が課税政策を通じて促進されている。 
 アメリカでは、トウモロコシ由来またはブラジルから輸入したエタノールが複数の地域において最大

10%の体積比でガソリンとブレンドされ、輸送エネルギー総使用量の約 3%を占めている（EIA, 2010）。 
 
圧縮天然ガス（CNG）は、主にパキスタン、アルゼンチン、イラン、ブラジル、インドで軽量自動車に広く利用さ

れている（IANGV, 2009）。スウェーデンは自動車用バイオメタンの使用を促進しているが、いくつかの国では液

化石油ガス（LPG）も利用されている（IEA Bioenergy, 2010b）33。多くの国においては電力も輸送部門、主に鉄道

への寄与がある34。エネルギーの安定供給、石油価格の変動性や気候変動の懸念により、代替燃料の考え方は急速

に変化しており、ヨーロッパ、北アメリカ、アジアでは多くの政策的取り組みが低炭素燃料及び無公害自動車の実

現に向けて動いている。 
 
8.3.1.2 再生可能燃料及び軽量自動車の道筋 
 
ガソリン及びディーゼル・プラグイン・ハイブリッド電気自動車（PHEV）、電池電気自動車（EV）、水素燃料電

池電気自動車（HFCV)、液体及び気体バイオ燃料など、様々な効率の良い自動車や適合する代替燃料が提案されて

いる。燃料及び自動車の可能な道筋（図 8.13）は一次エネルギー源から始まり、エネルギーキャリア（または燃料）

への変換、そして自動車駆動系での最終使用につながっていく。 
 

                                                        
33 スウェーデンでは、2006 年に生産されたバイオガスの 19%がバイオメタンに改質され自動車で使用されているが、
国内輸送エネルギーの総使用量におけるその割合はわずか約 1%である。 
34 たとえば、ドイツでは、2008 年には陸上旅客輸送が 1 兆 420 億旅客キロに達しており、この内約 8%が電気鉄道であ
る（DPG, 2010）。再生可能エネルギー電力のみを購入している地域鉄道網もいくつかある。これには、結果的に 60,000t
の CO2/年を削減できるハンブルク S バーンが含まれる。 
（www.s-bahn-hamburg.de/s_hamburg/view/aktuell/presse/2009_12_04.shtml）。 
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図 8.13: 一次エネルギー源から、エネルギーキャリア（黄色）を通じ、最終消費である自動車駆動系の選択肢への

燃料/自動車の可能な道筋（再生可能エネルギーはオレンジ色で表示）。 
 
注: F-T＝フィッシャー-トロプシュ法。「非従来型石油」は、オイルサンド、オイルシェール、及びその他の重質原油を指す。 

 
 
本節では、どのようにして様々な再生可能エネルギーの道筋（液体及び気体バイオ燃料向けを含む。8.2.3、8.2.4
及び 2.6.3 節）を現在の輸送システムに統合出来るかという点に焦点を当てている。評価指標には、コスト、採掘

から自動車走行まで（well to wheel）の温室効果ガス排出量35、エネルギー使用量、及び大気汚染物質排出量が含ま

れる（9.3.4 節）。 
 
それぞれの燃料/自動車の道筋は、ライフサイクルの視点から見て異なる環境影響、コスト、及び便益を持つ。採

掘から車両走行までの分析（MacLean and Lave, 2003; CONCAWE, 2007; Bandivadekar et al., 2008; L. Wang, 2008）に

よって、一次資源採掘、処理、供給、有用な燃料への転換、流通及び販売、及び自動車での利用が明確になる。将

来の輸送の道筋における持続可能な混合燃料の指標としては、温室効果ガス排出量に加え、大気環境、安全なエネ

ルギー供給など、様々な要因が含まれうる（Zah et al., 2007）。材料の利用だけでなく、土地利用、水などの持続

可能性に関わる問題（2.5 節）によって、さらなる制約が発生する可能性もある。新しい自動車駆動技術の商業化

には、稀少な鉱物資源を大量に必要とする可能性もある。たとえば、自動車用燃料電池にはプラチナ、電気モータ

ーは強力かつ軽量な磁石（Delucchi and Jacobson, 2009; Margonelli, 2009; Mintzer, 2009）にはネオジムやランタンを

必要とし、最も実現性の高い次世代の先進的な軽量の高エネルギー密度の蓄電池にはリチウムが必要となるだろう。

バイオ燃料の原料の生産により、土地利用変化の影響が生じる場合もある（Fritsche et al., 2010; 2.5.3 節）。第 2 章

及び第 9 章ではこれらの問題に関する補足的な解説を行っている。 
 
現状と展望－自動車の技術 
 
火花点火または圧縮点火エンジンを用いた内燃機関自動車、ハイブリッド電気自動車、プラグイン・ハイブリッド

電気自動車、電気自動車、水素燃料電池自動車など、様々な代替駆動系で、再生可能エネルギー由来の燃料を使用

することが出来る。いくつかの最近の研究において、様々な自動車の種類の性能、技術状況、及びコストが評価さ

れている（CONCAWE, 2007; Kromer and Heywood, 2007; Bandivadekar et al., 2008; IEA, 2009c; Plotkin and Singh, 2009）。

                                                        
35 自動車より上流の「採掘から燃料タンクまで」の排出量に「燃料タンクから車両走行まで」の排気管自動車排出量を
加えたもの。 
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図 8.14 及び 8.15 には、これらの研究に基づく代替燃料自動車の燃費及び増加費用が比較されている。各研究にお

いて自動車設計、技術状況、及び開発期間（2010～2035 年の幅がある）の条件と想定が異なり、また各研究にお

いてあらゆる可能性のある自動車/燃料の道筋が対象とされていないため、ここでは各研究で定義されている先進

ガソリン内燃機関自動車のもので正規化して示している。研究の全体的な結論には矛盾はないが、各車種の相対的

なエネルギー効率の想定は、成熟度が低い技術を中心に異なっている。 
 

 
 
図 8.14: 複数の研究における先進火花点火ガソリン内燃機関自動車と比較した将来の代替駆動系軽量自動車の燃

料消費率 
 
注: 相対的な比率は、燃料タンクから車両走行までのエネルギー利用による。完全な分析としては、採掘から燃料タンクまでのエネル

ギー利用も考慮する必要がある（8.3.1.2 節）。その際、ガソリン及びディーゼル抽出、精製及び供給における全体システム損失は一般

的に 5～15%、バイオ燃料の場合は種類及びバイオマス原料によって 20～80%、電力の場合は 40～80%、水素の場合は 40～90%であ

る（M. Wang et al., 2006）。バイオ燃料は、ガソリン、ディーゼル、及びハイブリッド駆動系で使用でき、バイオメタンは圧縮天然ガ

スエンジンで使用出来る。プラグイン・ハイブリッド電気自動車 30 は、一充電当たりの電力のみでの走行距離が 30 マイルであること

を示している（プラグイン・ハイブリッド電気自動車 50km とも呼ばれる）。 
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図 8.15: 参照価格（＝0 ドル）として先進ガソリン燃料火花点火内燃機関自動車と比較した将来の中型代替駆動軽

量自動車の増加小売価格 
 
注: 様々な研究で引用されているように、参照されるガソリン内燃機関自動車の価格幅は 21,000～24,000US ドル（2005）である。

Bandivadekar et al.（2008）は 2035 年の予測を行っている。NRC（2008）は 2025 年以降の経験学習と大量生産によってコスト削減さ

れた成熟度の高い技術を想定している。CONCAWE（2007）は 2010 年の技術に対するものである。IEA（2009c）及び Plotkin and Singh
（2009）は 2030 年の技術予測に対するものである。これらの研究における純粋な電池電気自動車には、電池重量とコスト制限のため、

参照とするガソリン自動車よりも短い一充電当たりの走行距離が設定されている（一般的に 320km）。プラグイン・ハイブリッド電気

自動車 10、30、及び 40 は、電力のみでの走行距離をマイルで示している。バイオ燃料は、すべてのガソリン及びディーゼル自動車で

使用することが出来る。 

 
軽量自動車の燃料消費量においては、いくつかの顕著な傾向がある。 

 新しい燃料、駆動系、より高度なエンジンの導入、自動車の空気力学的設計の改善、より軽量な材料の使用によ

る燃料費の改善には大きな可能性がある。 

 ハイブリッド電気自動車は効率を向上させ、燃料タンクから車両走行までの自動車燃費を、改良型従来方式ガソ

リン内燃機関自動車と比べて 15～70%改善する。 

 水素燃料電池自動車はまだ開発中や実証段階であるが、非ハイブリッド・ガソリン内燃機関自動車よりも燃料タ

ンクから車両走行において 2～2.5 倍の効率を達成する可能性がある。 

 電気自動車は、発電や石油採取・処理の効率性を含めない燃料タンクから車両走行までにおいてガソリン内燃機

関自動車の 3～4 倍の効率の可能性がある。 

 採掘から車両走行までの燃料サイクル全体は、発電及び水素生産の損失が加わり、水素燃料電池自動車及び電気

自動車の相対的な効率改善は大幅に小さくなる。 

 発電、送配電の損失は、電力源と送電の距離によって 40～80%の幅がある。水素生産でも、一次エネルギー源、

変換技術、及び供給インフラによって同程度の幅の損失が発生する。 
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 一般的に、燃費がよければよいほど、自動車価格も高くなる（サイズと性能がほぼ同じとした場合）。 

 特にまだ商業的に大量生産されていない水素燃料電池自動車及び電気自動車の場合、燃費及びコストの予測には

不確実性がある。 

  
8.3.1.3 軽量輸送における再生可能エネルギーの移行の道筋 
 
歴史的には、運河、鉄道、高速道路の建設、ガソリン自動車の導入などの輸送システムにおける大きな変化は、い

くつかの理由により完了までに数十年を要した。 
 

 乗用車の寿命は比較的長く、アメリカでは平均 15 年（Davis et al., 2010）、EU 諸国では 10～13 年（Christidis et al., 
2003）、日本では 11～13 年（M. Wang et al., 2006）、中国では 16 年（M. Wang et al., 2006）となっている。新し

い技術が新車販売全体に急速に拡大したとしても、自動車保有量全体が“移行”するには多くの年月を要する。

実際には、新しい自動車技術の導入はゆっくりと行われ、あるイノベーションが路上の自動車の 35%に使用さ

れるまでには 25～60 年かかる（Kromer and Heywood, 2007）。たとえば、1970 年代及び 1980 年代におけるガソ

リンハイブリッド電気自動車の研究は、1993 年に商業化が決定され、さらに初めての電気自動車が販売開始さ

れたのは日本において 1997 年であった。しかし、13 年以上過ぎた現在でもなお、ハイブリッド電気自動車は新

車販売の約 1%36で、世界の自動車の保有台数の 0.5%にも達していない（もっとも、この期間の一部における低

い石油価格も潜在的要因ではあるが）。この転換の遅さは、オートマチック・トランスミッション、間欠ワイパ

ー、直接噴射などの比較的ゆるやかな技術の変化にも当てはまる（Kromer and Heywood, 2007; Bandivadekar et al., 
2008）。電池、燃料電池、または先進バイオ燃料を用いた新しい技術の場合、完全商業化までの研究開発と実証

への投資と国際標準化の必要性が大きく、導入普及に要する期間はもっと長くなる場合もある。幅広く消費者か

ら受け入れられるためにはさらなるコスト削減も必要となる。 

 特に液体から気体燃料または電力への変換の場合、燃料供給インフラの変更に大規模な資本が必要となり、完了

までには数十年かかるだろう（IEA, 2009c; Plotkin and Singh, 2009）。再生可能エネルギー向けの新しいサプライ

チェーンの構築及び既存の化石燃料システムの変換には時間がかかり、燃料供給者、自動車製造会社、及び政策

決定者の間での密な協調を必要とする。 
 
燃料/自動車の道筋はそれぞれが地域によって異なる移行上の課題を抱えている。燃料及び自動車の技術的な完成

度に関しては、インフラの互換性、消費者の受容性（コスト、走行距離、燃料補給時間、信頼性、安全性の問題）、

燃料の一次資源の利用可能性、ライフサイクル温室効果ガス排出量、空気汚染物質排出を含む環境、持続可能性に

関する問題と、水、土地、材料の需要の競合などの課題がある。 
 
世界の車両において、液体バイオ燃料またはバイオメタンで走行可能な数百万台の自動車がすでに商業的に利用可

能となっている。現在の電池技術におけるコスト、重量、及び寿命が電気自動車とびプラグイン・ハイブリッド電

気自動車の主な障壁であるが、最近の世界規模の政策活動によって、これらの自動車は急速に発展している。いく

つかの企業は、初期段階では比較的台数は少なく（年間数万台）、小売価格は補助金を受けたとしても同等の自動

車より高いが、数年以内でのこれらの自動車の発売計画を発表している。電気オートバイ及びスクータは開発途上

国、特に 2007 年の年間売上が 2 千万に達した中国では、大規模かつ急速な成長市場である（Kamakaté. and Gordon, 
2009）。それらは燃費向上及び温室効果ガス削減における大きなポテンシャルを持っている。水素燃料電池自動車

は実証されているが、燃料電池の耐久性とコスト、車載水素貯蔵、及び水素インフラの利用可能性及びコストの障

壁のため、少なくとも 2015～2020 年までは完全な商業化の可能性は低い。各技術の商業化の時期は、8.3.1.4 節で

解説している。 
 
液体バイオ燃料の道筋 
 
気体燃料（圧縮天然ガス、液体石油ガス、または水素）はごく一部の自動車しかに対応していない一方で、バイオ

燃料は一般に内燃機関自動車で使用できるため、多くの自動車所有者はすでに普通に液体バイオ燃料とブレンドを

選んでいる。しかし、既存のガソリン及びディーゼルの内燃機関自動車やハイブリッド電気自動車の多くは、比較

的割合の小さいバイオ燃料ブレンドでしか駆動することが出来ない。エタノールが 10%或いはバイオディーゼルが

5%を超えるブレンドの場合、エンジン設計の一部に悪影響を及ぼし、場合によっては大気汚染水準が増加する可

能性がある。ブラジルでは 100%のガソリンまたは E20～E100 のエタノールのブレンド（8.2.4.6 節）、アメリカ及

びカナダでは E85 まで、冬季条件下のスウェーデンでは E75 までが使用出来るように、オートバイを含めて 2 千 2
百万台を超えるフレックス燃料車（FFV）が設計された。フレックス燃料車生産の増分コストは、1 車両当たりわ

ずか 50～100US ドル（2005 年）であると推定され、多くの場合、自動車製造会社は同等のガソリン内燃機関自動

車と同じ価格でこれらの自動車を販売している（EPA, 2010）。 
 
バイオマスは、多くの異なる経路で液体燃料に変換することが出来る（2.3.3 節）。第一世代のプロセスは商業的

                                                        
36 日本では、2009 年にハイブリッド電気自動車が新車市場の約 8%を占めており、導入はより速い。 
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に利用可能であり、非食量の、セルロース系材料や藻類の転換を目的とした第二世代及びそれ以降のプロセスは開

発中である（8.2.4 節）。先進バイオ燃料の場合、第一世代の一部及び石油系燃料よりも採掘から車両走行までの

温室効果ガス排出量が小さくなる可能性があるが、これらの技術が市場に出るまでにはまだ数年を要する（Sims et 
al., 2008）（2.6.3 節）。 
 
液体バイオ燃料の利点は、既存の液体燃料インフラとの相対的な互換性と石油系燃料との混合の容易さにある

（8.2.4.1 節）。たとえば、ブラジルでは、フレックス燃料車の利用者は価格に基づいて燃料ブレンドを選んでいる。

エタノールとバイオディーゼルを使用する際の走行距離と燃料費の低減（バイオディーゼルの方が低い）も、消費

者の受容の要因となる。 
 
持続可能な生産からの一次バイオマス資源利用可能量（Fritsche et al., 2010）は、バイオ燃料の重大な問題となる可

能性がある。最近の研究（IEA, 2009c; Plotkin and Singh, 2009）では、石油生産物の代替としてのバイオ燃料の可能

性を評価している。まだ議論されている段階ではあるが（2.6.3 節）、環境及び土地利用に関する問題によって、

バイオ燃料の生産量は、2050 年には輸送エネルギー需要総量の 20～30%、約 35～50EJ/年に限定される可能性があ

る（EA, 2008e）。航空、海運などの特定の輸送小部門が液体燃料を必要とすることを考えれば、バイオ燃料は主

にこれらで使用されると考えられる（IEA, 2008c）。そして、開発に成功しコスト効率が高くなれば、電気駆動系

自動車（電気自動車、プラグイン・ハイブリッド電気自動車、または水素燃料電池自動車）が最終的に軽量自動車

部門をの大きな割合を占めると考えられる。 
 
バイオメタンの道筋 
 
有機廃棄物と緑色作物から生産されたバイオガスや埋立処分地ガス（2.3.3 節）からは、二酸化炭素（貯蔵シリン

ダー補給ごとの走行距離を伸ばすため）やあらゆる硫化水素（エンジン腐食のリスクを下げるため）を取り除く精

製（8.2.3.3 節）によって、バイオメタンを得ることが出来る。利用の道筋は様々であり、既存の天然ガス供給シス

テムへの導入（8.2.3 節）、圧縮天然ガスと同様の改良によって、バイオメタンで走行出来るよう設計または転換

された火花点火エンジンを主に用いた内燃機関自動車における直接使用などが含まれる。 
 
水素/燃料電池の道筋 
 
水素は、複数の方法で生産可能な用途の広いエネルギーキャリアである（8.2.3 節）。水素燃料/自動車の道筋によ

って採掘から車両走行までの温室効果ガス排出量は異なるが、再生可能エネルギーと化石燃料由来の水素の道筋の

両方とも、ガソリン自動車と比較して温室効果ガス排出量を低下させることが出来る（8.3.1.4 節）。 
 
水素は転換された内燃機関自動車で燃焼可能だが、エンジン製造会社はより効率の良い水素燃料電池自動車の多く

の研究開発と実証の投資を行っている。世界の主要な自動車メーカーの多くが水素燃料電池自動車のプロトタイプ

を開発しており、乗用車及びバスを含む世界で実証された水素燃料電池自動車は数百台に及ぶ。現在、水素燃料電

池自動車のコストは非常に高いが、その理由の１つはそれがまだ大量生産されていないことである。また、燃料電

池の寿命は比較的短い。水素燃料電気自動車のコストは、研究開発によるさらなる改善、大量生産による規模の経

済、学習経験によって低下すると予測されている（NRC, 2008）。 
 
 
水素燃料電池自動車は、自動車の性能や燃料補給時間に関しては、現在のガソリン内燃機関自動車に匹敵する。現

在の軽量自動車型水素燃料電池自動車の一充填あたりの走行距離は約 500km37で、受け入れ可能な水準にあるが、

水素燃料補給の利用可能性と、自動車と燃料双方の高コストが消費者の受容の主な障壁となっている。水素はまだ

ガソリン、ディーゼルほど消費者に広く供給されておらず、市場、電力、天然ガス、及びバイオ燃料に依存してい

る。多くの自動車所有者に水素を供給するには、数十年をかけて新しい燃料補給インフラを建設する必要がある

（8.2.3.5 節）。水素及び燃料電池には、燃料補給所が整うまで自動車メーカーは水素自動車を販売せず、燃料供給

業者は利用する車が十分になるまで燃料補給所を設置しないという“卵が先か、鶏が先か”の問題がある。一連の

実証プロジェクトの中で、状況に合わせて初期の水素自動車及び補給所を導入することが解決策の 1 つである

（Gronich, 2006; CAFCP, 2009; Nicholas and Ogden, 2010）。 
 
水素は、地域の工場で生産するか、地方の自動車燃料補給所または建物内で現地生産することが出来る。水素燃料

電池テスト車両への水素供給や小規模ネットワークにおける燃料補給技術の実証の第一段階は、アイスランド、カ

ルフォルニア、ドイツ、及びその他の地域で構築されてきた38。安全基準・標準の構築を含め、これらの計画から

                                                        
37 走行距離がかなり長いデモ水素燃料電池自動車もある。最新のトヨタの水素燃料電気自動車は、70MPa の圧縮ガス搭
載ができ、最適条件下で 790km の走行距離を達成している（www.cleanenergypartnership.de）。 
38 GermanHy project（Bonhoff et al., 2009）、Norway’s Hynor project（www.hynor.no）、カリフォルニア燃料電
池パートナーシップ（www.fuelcellpartnership.org）、水素・燃料電池実証プロジェクト（www.nedo.go.jp）、European 
Clean Energy Partnership（www.cleanenergypartnership.de）、EU Fuel Cells and Hydrogen - Joint Undertaking
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システムレベルで学ぶことは有益かつ必須である。長期的視点から見れば、例えばアメリカでは、天然ガス、石炭

（二酸化炭素回収貯留を使用）、バイオマス、風力を含む低炭素資源の組み合わせにより十分な水素を供給するこ

とができる（NRC, 2008）。様々なガソリン及び水素の道筋を通してアメリカで１億台の乗用車に十分な燃料を提

供するために必要な一次エネルギー資源が評価されている（Ogden and Yang, 2009）。これによると、技術的に利

用可能な風力資源の約 13%を用いることで、風力による電気分解から十分な水素を生産することが可能である。し

かし、電力から電気分解により水素を生産しそれを自動車の燃料電池により電力に戻すことは総合効率が低く、元

の再生可能エネルギー投入量の 60%以上が失われる。電力は電気自動車またはプラグイン・ハイブリッド電気自動

車によってより効率的に使用されるが、より長い走行距離と短い燃料補給時間が求められる大型車においては、水

素が優位になる可能性がある。 
 
水素の生産と供給経路は、消費者へのコストに大きく影響する。加えて、産業利用と比較して、燃料電池用の水素

は補給前の段階で 99.99%超の純度で、かつ一般的に 35～70MPa に圧縮する必要がある。短期的に最適な想定では、

補給所での水素のコストは税抜きで約 7～12US ドル（2005 年）/kg であり、将来的には徐々に 3～4US ドル（2005
年）/kg39まで下がると思われる（NRC, 2008）。しかし、水素のコストは、天然ガス改質から生産され販売された

水素の場合は約 8～10US ドル/kg、電力網を用いた電気分解から生産した水素の場合は約 10～13US ドル/kg と幅が

ある（NREL, 2009）。再生可能エネルギー電力の増加によって電解水素のコストが上昇する可能性もある。燃料電

池自動車の将来的な効率の上昇を見込めば、キロメーター当たりの燃料コストは最終的には内燃機関自動車に対し

て競争力を持ち得る（Kromer and Heywood, 2007; NRC, 2008）。 
 
いくつかの研究（Gielen and Simbolotti, 2005; Gronich, 2006; Greene et al., 2007; NRC, 2008）においては、（技術学習

及び大量生産を通した）コスト削減によって燃料電池自動車の価格を市場決済価格（均衡価格）の水準まで引き下

げる必要があるとしている。さらに、数十年かけて関連インフラを整える際のコストは数千億ドルに達する可能性

がある（8.2.3.5 節）。このコストの大部分は、初期の水素自動車の増加費用によるものであり、初期のインフラ整

備コストは相対的に少ないと思われる。石油価格が高い時期にあっても、これらの技術がコスト競争力のある水準

に達し消費者に受容されるように、政府の支援政策による助成が必要になる可能性が高い。 
 
電気自動車及びハイブリッド自動車の道筋 
 
再生可能エネルギー電力を貯蔵・使用する手段として、畜電池の充電の利用と同様、電気自動車の駆動系は比較的

効率が高い。コンセント～電池出力～モーターまでの総合的な電気自動車の効率（モーター/コントローラ効率は

90～95%。バッテリー充電/放電効率は 90%以下）は 81～86%程度である（Kromer and Heywood, 2007）のに対し、

送配電損失を含めた一次エネルギー源からの発電は一般的に 20～60%の効率しかない（Graus et al., 2007; IEA, 
2008c）。 
 
現在の電気自動車の利用は、ゴルフ・カートやバスなどの施設内利用や特別な車種に限られている。台数は限定的

であるが、1990 年代と 2000 年代初頭には GM、フォード、トヨタ、ホンダなどが業務用電気乗用車及び電気軽ト

ラックを販売していた。限定的ではあるが、政策措置も要因となって、新たな電気自動車やプラグイン・ハイブリ

ッド電気自動車の商業化が進んでおり（Kalhammer et al., 2007）、いくつかの自動車メーカーがニッチな初期製品

を作っている。日本では、三菱自動車及び富士重工が 2009 年に電気自動車事業を立ち上げ、日産自動車は 2010 年

にモデルを発表した。GM はアメリカでプラグイン・ハイブリッド電気自動車を始め、トヨタは 2010 年に準商業

化段階のプラグイン・ハイブリッド電気自動車のプリウスの、路上テストを開始した。 
 
現在のリチウム畜電池のコストは 700～1,000US ドル/kWh（194～278US ドル/MJ）であり、これはライフサイクル・

コストで見た場合に電気自動車がガソリン自動車に対する競争力を持つために必要な目標値の 3～5 倍である。移

行の主な課題は、コストの削減と先進的電池の性能の向上である。理想的には自動車の用途の蓄電池は最低 10 年

の寿命が必要であるが、現在、先進的リチウム畜電池技術の実証された寿命はわずか 3～5 年である（Nelson et al., 
2009）。 
 
再生可能エネルギー電力が効果的に電気自動車市場の成長を支えるためには、変動性の再生可能エネルギー発電出

力を考慮した充電スケジュールの柔軟性の実現（おそらく夜間のオフピーク時の充電の促進によって）やピーク需

要時の充電負荷の最適化など、いくつかのイノベーションの実現が必要となる。発電及び配電容量の増強は必ずし

も必要ではなく、風力、太陽熱、または水力資源との時間的な適合を実現できる可能性がある。柔軟な送電系統、

電力システム連系、エネルギー貯蔵など（8.2.1 節）も、変動性の再生可能エネルギー資源を利用する際の自動車

の充電の需要の管理及び調整を助ける。さらに、スマートメーター及び再生可能エネルギー技術を導入して送電系

統を改良することで、負荷の増加に対応することが出来る（IEA, 2009b）。 
 
電気自動車の市民の受け入れはまだ実証されていないが、多くの場合家庭で充電出来るため給油所に行かなくてす

                                                                                                                                                                                        
（ec.europa.eu/research/fch）などがある。 
39 120.2MJ（低い発熱量）の水素 1kg は、ガソリン 1 米ガロン（3.78ℓ）と同等のエネルギー含量を有する。 
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むことは魅力の 1 つである。しかし、家庭での充電には、アメリカのわずか 30～50%の家庭及びマンションでしか

容易に導入出来ないような新しい機器を必要とする（Kurani et al., 2009）。そのため、公共の充電インフラを整備

する必要がある地域も存在する。充電器技術のコストは、そのレベルによって異なる。即ち、 
 

 「レベル 1」家庭用夜間充電は、110V（アメリカなど）または 240V（ヨーロッパなど）の標準的な家庭用コン

セントを用い、液体・気体燃料での短い補給時間に対し、数時間の補給時間を要する。充電システムを導入する

コストは 700～1,300US ドル（2005 年）である（USDOE, 2008b）。 

 「レベル 2」充電にかかる時間は短いが、専用のより強力な電源出力を必要とし、導入コストは 800～1,900US
ドルである。 

 「レベル 3」急速充電は公的にアクセス出来る充電所で行われ、レベル 1 または 2 の充電技術よりも速くわずか

10～15 分で電池をほぼ完全に充電出来るが、内燃電気自動車の補給よりは時間がかかる。各充電所のコストは

数万ドルである。 
 
同等のサイズの内燃機関自動車の走行距離 500～900km に対して、電気自動車の走行距離は良好な条件下でも 200
～300km である（Bandivadekar et al., 2008）。この走行距離は都市/郊外地域における自動車利用の 80%に適するが、

電気自動車での長距離走行はあまり現実的ではない。この問題は、小型通勤用電気自動車の所有者が長距離走行で

はレンタルまたは地域での共同のカーシェアでハイブリッド電気自動車やプラグイン・ハイブリッド電気自動車40

を利用することで克服出来るだろう（IEA, 2009b）。 
 
プラグイン・ハイブリッド電気自動車は車両コストの増加は大きいものの、同等のサイズの電気自動車よりは小さ

く、その走行距離はガソリンハイブリッド電気自動車に匹敵する。電気自動車用の電池技術を開発し向上させなが

ら、初期段階ではプラグイン・ハイブリッド電気自動車を導入することは 1 つの戦略となり得る。これによって、

よりコスト競争力のある電気自動車の普及を助けることが出来る。しかし、ハイブリッド電気自動車は電池容量が

小さいため、常にプラグイン・ハイブリッド電気自動車よりも製造コストが安い。電池技術の進歩はハイブリッド

電気自動車だけでなく、プラグイン・ハイブリッド電気自動車及び電気自動車にも反映される。 
 
8.3.1.4 代替燃料/自動車の道筋の比較 
 
燃料/自動車の道筋によって、採掘から車両走行までの温室効果ガス排出量は異なる。石油燃料の場合、排出量の

ほとんどは“燃料タンクから車両走行まで”のものであり、自動車において発生するものである。電気自動車の温

室効果ガス排出及び環境影響に関する便益は、増分需要に対する電源構成及や充電に使用される電源に依存する。

プラグイン・ハイブリッド電気自動車の場合、電源のライフサイクル温室効果ガス排出量への影響（図 8.16）は相

対的に低い。現在のアメリカの送電系統は石炭に 45%依存しており、電気自動車の採掘から車両走行までの排出量

は高効率ガソリン自動車に比べて約 20～40%しか温室効果ガス排出量を削減出来ない（図 8.17）。それに対して、

原子力が大きな割合を占めるフランスの送電系統や、水力に依存するノルウェーのシステムは、採掘から車両走行

までの炭素排出量が比較的小さくなる（Zgheib and Clodic, 2009）。 
 
電気及び水素の場合、排出はすべて「採掘から燃料タンクまで」のものであり、自動車そのものは製造過程を除い

て全く温室効果ガスを排出しない。再生可能エネルギー・バイオ燃料の道筋では、自動車の炭素排出量は、将来の

バイオマス原料による大気中の炭素取り込みによって部分的に相殺される。なお、間接的な土地利用の問題がある

ため、この相殺の度合いは不確実である（Searchinger et al., 2008; Fritsche et al., 2010; 2.5 節）。 
  

                                                        
40 1987 年にスイスとドイツで開始されたコミュニティー相乗り通勤協同組合が、ヨーロッパの多くの都市に存在してお
り、北アメリカでも同様の試みが増えてきている（www.carsharing.net and www.cooperativeauto.net/）。 
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図 8.16: 石炭、天然ガス、及び原子力及び再生可能エネルギーを含む低炭素技術を用いた発電システムにおける、

温室効果ガス排出原単位をパラメタとした軽量車種のライフサイクル温室効果ガス排出量（土地利用変化は除く）

（Samaras and Meisterling, 2008） 
 
注: 従来型ガソリン自動車（CV）及びハイブリッド電気自動車のゆるやかな増加は、自動車の生産時に使用される電力の温室効果ガス

排出を反映している。発電オプションは、それぞれの温室効果ガス原単位に対応しており、様々な電源構成の影響を考えることができ

る。たとえば、“低炭素”の実現には、原子力、風力、及び二酸化炭素回収貯留を用いた石炭を用いる可能性がある。670g CO2eq/kWh
（186CO2eq/MJ）の縦線は、現在のアメリカの電力の平均ライフサイクル温室効果ガス原単位を示している。PHEV30、60、及び 90
は、プラグインハイブリッドにおいてマイル単位での電力のみでの車両走行距離を示す。 

 
様々な研究によって、今後数十年における電力系統の脱炭素化のシナリオが開発されており（8.2.1 及び 10.2 節）、

それによれば電気自動車、ハイブリッド電気自動車、及びプラグイン・ハイブリッド電気自動車の採掘から車両走

行までの排出量は低下するとしている（EPRI, 2007; IEA, 2009c）。再生可能エネルギーまたは低炭素の電力の利用

を拡大することで、採掘から車両走行までの排出量は時間とともに多くの地域において現在よりも小さくなると思

われる。排気管からの排出がない電気自動車によって、都市部の空気汚染を削減することも出来る。しかし、管理

されていない供給源（脱塵装置のない石炭プラントなど）から電力を生産すれば、1 つの汚染源を単に異なる場所

の汚染源に置き換えるにすぎない（Kromer and Heywood, 2007; Bandivadekar et al., 2008）。 
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図 8.17: 一次エネルギーの採掘から車両走行による消費温室効果ガス排出削減（移動 km 当たり）。軽量自動車の

燃料から自動車の道筋についての複数の研究より抽出。ガソリン内燃機関軽量自動車（ICEV）の温室効果ガス排

出量で正規化し、土地利用変化、自動車製造、及び燃料供給設備製造の影響を除いた。 
 
注: ガソリン ICEV の WTW 温室効果ガス削減（移動 km 当たり）（「ガソリン ICEV」＝y 軸上の 1）。各研究から抽出され、範囲は

170～394g CO2/km で、ガソリン内燃機関自動車から取られた平均排出量により正規化している。すべての水素の道筋で、水素は自動

車に圧縮ガス（GH2）として搭載される。SMR＝水蒸気メタン改質装置 

 
新しい燃料や車種への移行は、技術、コスト、インフラ、消費者の受け入れ、環境やエネルギー源への影響などを

含む、複雑な過程である。移行上の課題は、バイオ燃料、水素、電気自動車で異なる。バイオ燃料は明確にスター

トを切っており今後十年にわたって急速に成長しうるが（2.8 節）、長期的には明らかに“勝ち組”と言える選択

肢ではなく、いずれの選択肢でも輸送市場において再生可能エネルギーの割合を大きくするまでには数十年かかる

だろう。 
 
8.3.1.5 その他の輸送部門における低排出駆動及び再生可能エネルギー・オプション 
 
重量自動車 
 
世界的には、主に貨物輸送トラック及び長距離トラクタ・トレーラで構成される重量自動車は、輸送関連エネルギ

ー使用の約 24%で、温室効果ガスでも同様の割合を占めている（IEA, 2009c）。その他の重量自動車には、バスや

農機具及び建設機具などのオフ・ハイウェー車が含まれる。重量自動車の場合では、軽量自動車と同様、以下のよ

うな幾つかの戦略により燃料消費量及び温室効果ガス排出量を削減出来る。 
 

 より炭素量の少ない燃料への部分的な転換 

 トラックから鉄道、内陸水路など、よりエネルギー効率の良い輸送方式への転換 

 荷役のための物流の効率化、及び全地球測位システムによる経路最適化技術を用いた、空荷の回避 

 エンジンの高度化、排気ガス・エネルギー回収（先進的ターボ過給またはターボ・コンパウンド）、ハイブリッ

ド自動車（電気または油圧モーターのどちらかを含む可能性がある）、軽量化、タイヤの転がり抵抗の低減、ト

ラクタ及びトレーラに関する空気力学技術の利用、複数のトレーラによる連結走行、運転による効率向上、自動

変速の最適化、減速、及びパワー・トレインから分離した際に用いるより効率の高い補助動力装置（APU）の使

用などにより、2030 年までに最大 30～40%の向上が可能と思われる（IEA, 2009c）。 
 

現在、貨物輸送トラック燃料の約 85%がディーゼルであり、残りはガソリンである。燃料構成へのバイオ燃料の統

合は、最も直接的な再生可能エネルギー導入方法であると思われる。第二世代バイオ燃料は、トラック用のディー

ゼル燃料に対してより重要な混合成分となり、2050 年までに 20～30%に達する可能性がある（IEA, 2008c）。長距
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離輸送用の重量自動車の走行距離とそのための燃料搭載の要件から、圧縮天然ガス、液化石油ガス、圧縮バイオメ

タン、水素（水素燃料電池自動車または内燃機関自動車）、電力などの他の低炭素燃料オプションの利用は、ごみ

収集車、配送トラック、バスなどの都市または短距離重量自動車に限られそうである41。液化天然ガスは、走行距

離の制約と燃料補給インフラの不足という大きな障害に直面しているが、貨物輸送のオプションとはなり得る。た

とえば、液化天然ガストラックは、ディーゼル・トラックの走行距離の約半分にすぎないものの一回の燃料補給で

約 600km 走行することが出来る。しかし、車載液化天然ガス・タンクによる重量の増加は、車両有効荷重の制約

となる可能性がある。より厳しい大気汚染規制及び公共燃料補給所が存在する都市の自動車の場合、液化天然ガス

はごみ収集車などの用途に利用出来る可能性がある（EIA, 2010）。その他の低炭素水素または電力の将来の利用法

として、まだ費用対効果は高くないものの、車載燃料電池補助動力装置または充電電池への電力供給を挙げること

が出来る。トラックも、トラック・ストップで電力源に連系することで補助装置を駆動させることは出来るが、そ

の温室効果ガス削減の便益はその地方の電力源の低炭素化の程度に依存すると考えられる。 
 
重量自動車の燃料消費量と温室効果ガス排出量の削減は、軽量自動車よりも難しいと思われる。その理由は、軽量

化の余地が小さいこと、車両の回転率が低いこと、旅行距離（VKT）の伸びが速いこと、貨物移動の融通性が低い

こと、継続的な重量自動車の運用コストの最小化を促す特有の経済的要因などである。重量自動車の多くは多数台

の運用のために購入されるため、新しい燃料補給インフラ、技術保守、必要に応じたドライバーの教育など、フリ

ート車両全体に対する支援によって、代替燃料と自動車を統合する機会が生まれる。IEA のベースライン・シナリ

オ（IEA, 2008c）によれば、2050 年までの重量自動車エネルギー利用は、エネルギー効率が約 20%改善されたとし

ても、主に非 OECD 諸国における世界のトラックによる貨物輸送量が現在の 2 倍になるため、50%増加すると予測

されている。 
 
航空 
 
航空のエネルギー需要は輸送エネルギー全体の約 11%を占め、2050 年までに 2 倍または 3 倍になる可能性がある

（IEA, 2009c）。航空の温暖化ガス排出量の急速な増加は、旅客と貨物の両方の航空交通量の増加によるものであ

り、航空のエネルギー及び温室効果ガス原単位は一般的にすべての輸送方式の中で最も高い。燃料使用及び温室効

果ガス排出の約 90%は、飛行中、主に巡航高度で発生する（TRB, 2009）。将来の航空機設計において、航空エネ

ルギー使用量を 2005 年のモデルと比べて 30～50%削減するためには、効率の改善は重要な役割を果たす（IEA, 
2009c）。これには、空気力学、機体軽量化、エンジン効率の向上に加え、荷重倍数を上昇させる運用及び航空管

制管理の改善、経路指定の改善、空港での地上業務の効率改善（搭乗口の電化、低炭素燃料サービス車の利用を含

む）が含まれる（TRB, 2009）。約 30 年間という遅い平均機体回転率（IEA, 2009c; TRB, 2009）のため、先進的な

航空機設計の普及は遅れるであろう。乗客 km または貨物トン km 当たりのエネルギー使用量は大きく削減出来る

が、それによって航空貨物輸送及び旅客輸送の需要の高まりによる温室効果ガス排出量の予想される増加が完全に

相殺されるとは考えにくい。 
 
航空機は、燃料の重量と容積を最小化するためにエネルギー密度の高い燃料を必要とし、主に液体燃料に依存し続

けるだろう。さらに、安全性のため、燃料は、熱安定性（高いエンジン温度における燃料の完全性を保証し、低温

での凍結またはゲル化を避けるため）、特有の粘性、表面張力、点火特性、航空機材料との適合性など、他の輸送

方式よりも厳しい要件を満たす必要がある。他の輸送部門と比べ、これらの特殊な要件により航空の低炭素排出燃

料への転換の余地は小さい。再生可能エネルギー統合に関しては、すでに様々な航空機が様々なバイオ燃料混合に

よるテスト飛行を行っているが、厳しい航空燃料の仕様を確実に満たすため、道路燃料よりも必要な処理がかなり

多くなる。従来の航空燃料へより大きい割合のバイオ燃料混合を認める基準は現在策定中である。産業及び政策当

局の見解によると、2050 年までに航空燃料の総使用量におけるバイオ燃料の割合は数%から最大 30%になるとされ

ている（IEA, 2009c）。 
 
液体水素も長期的オプションの 1 つであるが、容積エネルギー密度が低いことが大きな障壁となる。極低温の貯蔵

装置を導入するためには基本的な航空機設計の変更が必要となり、空港には水素供給及び燃料補給インフラを建設

する必要がある。そのため、最も実現性の高い従来のジェット燃料の代替燃料は、従来の燃料と特徴が類似してい

る（天然ガス、石炭、またはバイオマスから作られる）合成ジェット燃料と考えられる。正味の炭素排出量は、燃

料源によって異なるだろう。 
 
海運 
 
海上輸送は最も効率の良い貨物輸送の方式であり、現在、輸送燃料全体の約 9%を消費しており、その内 90%が国

際輸送に使用されている（IEA, 2009c）。船舶は、主に重油（「バンカー油」）を利用しているが、より軽い船舶

用ディーゼル油も使用されている。重油は、船舶用燃料の約 80%を占めている（IEA, 2009c）。重油の燃焼によっ

ては、冷却効果を生み出し実質的に温室効果ガスの影響を削減するエアロゾルを作り出す硫酸塩が放出される。た

                                                        
41 2009 年からアデレードにおいて、バス停の屋根に設置された太陽光発電（PV）パネルにより毎日 50kWeからの充電
を行って、200km の走行距離を持つ電気バスが運用されている（IEA, 2009b）。 
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だし、より厳しい大気環境規制がクリーンな燃料による粒子排出量の削減を目指すため、将来的にはより硫酸塩の

少ない船舶用燃料が要求され、この削減効果は下がると考えられる。2050 年までに海運輸送は 2～3 倍になると予

想されており、これによって海運部門からの温室効果ガス排出量は増加するだろう。 
 
様々な国で船舶の所有及び運用が行われ市場が分散した業界であることに加え、一般的に 30 年とされる寿命によ

る船舶の回転率の低さのため（IEA, 2009c）、海運産業全体のエネルギー効率は、重量自動車及び航空部門と同じ

ようには改善されてこなかった。そのため、以下のような改善策を含め、様々な技術及び運用に関する効率改善策

によって燃料消費量を削減する大きな機会が存在する（IEA, 2009d; TRB, 2009）。 
 

 船舶設計（大型化、軽量化、流体力学的改善、より抵抗の少ない船体塗装など） 

 エンジン効率（ディーゼル電気駆動、排熱回収、エンジン・ディレーティングなど） 

 推進システム（スクリュー設計及び動作の最適化、帆または軽帆の利用など） 

 より高効率で、温室効果ガス排出の少ない補助動力装置 

 動作（減速、経路指定最適化、船隊活用の改善、バラストの削減など） 
 
これらの方法によって、特定の船型では 50～70%もエネルギー強度を削減出来る可能性がある（IEA, 2009c）。 
 
海上輸送における再生可能エネルギーの鍵となる応用技術は、バイオ燃料を用いたものである。既存の船舶は、バ

イオディーゼルのブレンド、バイオマスの熱分解によって生産された未精製のバイオ原油（2.3.3 節）などの低品

質燃料を含め、様々な燃料で航行することが出来る。バイオ燃料比率の高いブレンド（80～100%）で確実に動作

させるために、エンジンは重量自動車と同様に改良する必要があると思われる。その他の再生可能エネルギー及び

低炭素化のオプションとしては、補助動力を発生させる甲板ハイブリッド太陽光発電（PV）及びマイクロ風力シ

ステム、温水を供給する太陽熱システム、室内暖房または冷房、推進力を得るための帆、寄港時に再生可能エネル

ギー送電系統に連系する電気補助動力装置システムの利用が挙げられる。原子力は、一部の海軍、砕氷船及びその

他極一部の船舶で数十年にわたって利用されてきたが、海上で広く利用するためには、大規模な投資、専門の乗組

員、及び複雑な法規制及び安全上の問題への取り組みが必要となる。そのため、原子力による海上エネルギーの搭

載は、商用船舶の推進力の選択肢としては実現可能性が低く、制約も多い（TRB, 2009）。 
 
鉄道 
 
鉄道輸送は世界の輸送エネルギー使用量の約 3%しか占めていないが、2050 年までに鉄道貨物輸送量は、主に非

OECD 諸国における増加により最大 50%増加すると予想されている（IEA, 2009d）。鉄道は、道路の重量自動車よ

りも効率がかなり高いため、多くの貨物を運び、トン・キロメーター当たりのエネルギー使用量も 1 桁少ない（IEA, 
2009c）。鉄道輸送は特に貨物輸送では主にディーゼル燃料が使用されている。しかし、電化が進み、2006 年には

貨物輸送と旅客輸送両方を含め、世界の鉄道部門におけるエネルギー使用量の 31%を占めるまでになっている（IEA, 
2009c）。OECD ヨーロッパ、旧ソ連、日本を含む特定の経済国では、鉄道部門の 50%以上が電気を利用している。

高速電気鉄道技術の成長は、ヨーロッパ、日本、中国、及びその他の地域で急速に進んでいる。海運と同様、高硫

黄燃料を利用することで、硫酸塩の負の放射強制効果による正味の温室効果ガス排出の削減を促進してきたが、こ

の傾向はその他の好ましくない環境への影響をもたらしており、より厳しいクリーン燃料規制によって弱まる可能

性が高い。 
 
以下に挙げる方法を含め、鉄道部門においては最大 20～25%の効率改善が可能である（IEA, 2009c; TRB, 2009）。 
 

 より効率の良いディーゼルエンジン、ハイブリッド、及び補助動力装置などへの機関車のアップグレード 

 空荷の車両の削減、列車の長大編成、及び 2 段積みコンテナの使用による荷重係数の増加 

 運転士の教育、物流の最適化、アイドリングの低減などの運用改善 
 
鉄道輸送における再生可能エネルギーの普及の主な 2 つの道筋は、2050 年までに鉄道燃料使用量の 2～20%に達し

得るバイオディーゼルの利用拡大（IEA, 2009d）とさらなる電化である。ディーゼルによるものと比べて、電気機

関車はライフサイクル効率を最大 15%改善することが出来る（ただし、電池貯蔵を含むディーゼルハイブリッド電

気駆動系と比べると改善の程度は小さい）。温室効果ガス排出量は、発電を再生可能エネルギー、原子力、二酸化

炭素回収貯留を用いた化石燃料に転換することで、さらに削減することが出来る。水素燃料電池の利用は走行距離、

エネルギー貯蔵、コストの問題によって制約を受ける場合があるが、機関車への燃料電池の導入における課題は、

水素燃料電池乗用車の場合よりも少ないと見られている。軽量自動車と比べて、鉄道システムは水素貯蔵のための

スペースが大きく、より大型の燃料電池システムによる規模の経済を実現でき、ディーゼル電気機関車ですでに導

入されている電気トラクション・モーターを使用出来る。 
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8.3.1.6 輸送における再生可能エネルギーの将来動向 
 
輸送部門の最も重要な動向は、2050 年までに現在の軽量自動車が 7 億台から 3 倍になると予想される世界の路上

走行車の高い増加率である（IEA, 2008c）。低炭素、持続可能、そして安全な輸送部門を実現するためには、新し

い自動車及び代替燃料に関する大幅な自動車技術の進歩及び社会的受け入れ、強力な政策活動、経済的インセンテ

ィブ、そして恐らく燃料と自動車の追加的コストに対する消費者の支払い意思が必要となるだろう。再生可能エネ

ルギー輸送燃料の利用が今後数十年で大幅に増加し、この移行に主要な役割を果たす機会はある。 
 
将来的に、輸送燃料や車種はより多様になる可能性が高く、その状況は、地理的および輸送サブセクターによって

異なる可能性がある。航空、海運の用途の場合、現在、液体燃料が唯一の現実的な規模の大きい選択肢である。軽

量自動車部門では、電気駆動系技術の使用は増加し始めている。それは、ハイブリッド電気自動車から始まり、プ

ラグイン・ハイブリッド電気自動車、電気自動車、そして場合によっては水素燃料電池自動車へと進んでいく可能

性がある（IEA, 2008c）。歴史的に見て、電気部門と輸送部門は別々に発展してきたが、系統連系された電気自動

車を通して、それらは電池自動車の充電、また場合によっては“Vehicle to Grid (V2G)”などによる電力供給といっ

た新しい利用方法によって関わる可能性が高い（8.2.1 節; McCarthy et al., 2007）。 
 
環境保全的とエネルギーの安定供給に関する懸念は、新しい輸送システムに向かう重要な動機であるが、持続可能

性の問題によって、代替燃料または新しい自動車駆動系の使用が制約を受ける可能性がある。持続可能で低炭素な

未来の輸送システムを実現するには、これらの問題を理解することが必要である。温室効果ガス排出量とエネルギ

ーの安定供給に関する将来の目標の達成は、現在の内燃機関自動車からの転換、より効率の高い航空機、電車及び

船舶、温室効果ガス排出を削減する設計、より効率の良い輸送手段への転換、及び様々な一次供給源からクリーン

かつ効率的に生産出来る新しい低炭素または炭素を含まない燃料の完全な採用を意味する。この多様な技術の道筋

における不確実性は大きいが、主要な技術（電池、燃料電池、水素貯蔵を含む）、及びバイオ燃料、水素、及び電

力のエネルギーキャリアについての再生可能エネルギー及び低炭素生産方法に対する更なる研究開発と実証の投

資が必要である。 
 
最近の研究（IEA, 2008b, 2009d）では、厳しい炭素制限が導入を想定すると将来の社会的目標を達成するに当たっ

て再生可能エネルギー輸送燃料が主要な役割を果たすと見られている。しかし、変化の不確実性と期間の長さを考

えれば、行動の変化（旅行距離の減少）、より効率の良い自動車、様々な低炭素燃料を含む組み合わせによる方法

を維持することが重要であると思われる。この方法は、人々が最終的に自動車購入の意思決定を行っており、様々

な技術及び燃料オプションが様々な状況や要望に合致する必要があることを認識させる。 
 
現在の輸送燃料及び自動車エンジン技術は、前世紀における経験と規模の経済により技術的学習曲線が下った投資

コストのかからない技術の代表的な例である。そのため、新しい代替燃料や技術は初めから不利な状況にある

（11.11 節）。水素、バイオ燃料、または電気エネルギーキャリアの費用対効果、効率、信頼性を高めることは、

輸送向けに再生可能エネルギーを供給するための条件の 1 つである。代替燃料自動車向けの補助金、税額控除、燃

料基準の免除はすべて将来の市場シェアに影響を与える。輸送車に動力を供給する再生可能エネルギー燃料からの

電力または水素の利用を可能にするためには、ガソリンよりも低い電気価格、炭素課税、低炭素電力の補助、自動

車購入時の補助金などのインセンティブが、電気自動車、プラグイン・ハイブリッド電気自動車、及び水素燃料電

池自動車を実行可能な選択肢とする上で必要となる可能性がある（Avadikyan and Llerenaa, 2010）。政策によって、

バイオ燃料生産、高い水準の取引と混合、電気自動車の公共の充電、及び水素の生産と分配を可能にするインフラ

開発について、具体的なインセンティブを提供出来る可能性がある。しかし、現段階では、これらの選択肢のどれ

が有力であり、そのようなインセンティブの多くを受けるべきかは決め難い。 
 

8.3.2 業務・家庭 
 
業務・家庭部門42の脱炭素化は、電力システム（8.2.1 節）、冷暖房網（8.2.2 節）、及びガス導管網（8.2.3 節）に

おける再生可能エネルギーの統合、または再生可能エネルギー技術を最終消費するオンサイトに導入すること、つ

まり建築物の構造に直接組み込むこと（図 8.1）によって実現出来る。民生部門における再生可能エネルギーの導

入は、居住者の教育や行動変化を通して、省エネルギーの促進と結びつけることが可能である（Pehnt et al., 2009a）。 
 
8.3.2.1 部門の状況 
 
2008 年の世界の業務・家庭部門の最終エネルギー消費は約 92EJ であり、世界の最終エネルギー消費の総量の 32%
を占めた（IEA, 2010b; 図 8.2）。この総消費エネルギーのうち、約 4EJ（±15%）は、調理及び暖房用の伝統的バ

イオマスの燃焼の約 31EJ によるものである（燃焼効率が約 15%と想定（2.1 節）。このバイオマス以外では、住宅

                                                        
42 ここでは、「業務・家庭部門」は、IEA データにおいて部類された「住宅」部門、「商業及び公共サービス」部門、
及び「非特定」部門を合わせたものと定義されている。 
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部門が建築物エネルギー需要の半分以上を消費しており、1990 年から総量に占める割合をわずかに増やした商業

及び公共サービスがそれに続いている（IEA, 2010b）。電力利用を含む業務・家庭部門からの温室効果ガス排出量

は、2004 年には約 8.6Gt CO2であったが、主にエネルギー効率の向上によって43大きな削減を実現する余地がある

（IPCC, 2007; IEA, 2009b）。 
 
地域ごとの業務・家庭部門のエネルギー需要予測は、各国における人口成長率、世帯数、サービス部門活動の想定

の違いによって大きく異なる。省エネルギーとその他の政策の結果、OECD 諸国における民生暖房用のエネルギー

使用量は減少すると予想されている（IEA, 2010b）。たとえば、2010 年 5 月に、EU Energy Performance of Buildings 
Directive は、加盟国に対し 2020 年までにすべての新築の建物をほぼゼロエネルギー建物にすることを求めている

（EC, 2010）。一方、非 OECD 諸国は、人口の増加がはるかに早く、建築ストックの平均水準が上昇しているため、

特に冷房用のエネルギー需要が大きく増加する可能性がある。しかし、IEA 450 Policy Scenario の厳しいエネルギー

効率政策を想定すれば、2035 年までに部門需要の総量は現在のレベルから 25％しか増加せず、最大でも 116EJ に

とどまると考えられる（図 8.2）。 
 
業務・家庭部門の広い分類 
 

 巨大都市の商業用建築物及び高層住宅 

 集合住宅及び一戸建て住宅を主とする小都市 

 歴史的地区 

 新しい市街地区団地 

 富裕層が居住する郊外 

 貧困層が居住する都市部 

 エネルギー・サービスへのアクセスが限定的な開発途上国の小さな村落 
 
国の建築ストックにおける築年数の構成は、特に冷暖房に関して将来のエネルギー需要に影響する。多くの先進国

の建築物は、平均耐用年数が 120 年以上であるため、省エネルギー対策及び再生可能エネルギー技術の統合・導入

は、主に既存の建築物を改良する必要がある。開発途上国は現在、建物の回転率は平均 25～35 年であり、新しい

建物建設の増加は比較的大きいため（IEA, 2010d）、新しい建物の設計を通して再生可能エネルギーを統合する好

機である。 
 
住宅・業務用建物のエネルギー・サービス供給システムは、利用可能なエネルギーキャリア、地域の特徴、及びそ

の豊かさによって異なる。基本的な人間の要求（先進国及び開発途上国の建物で生活及び仕事をしている人の生活

と福利）を満たすため、これらの建物に使用される電化製品は、以下を含む様々な目的のための基本的なエネルギ

ー・サービスを提供している。 
 

 室内暖房、給湯、調理 

 冷房、冷蔵 

 照明、電気及び電子機器 

 給水ポンプ及び廃棄物処理 
 
住宅・業務用建物において、再生可能エネルギーキャリアとサービス供給システムは、地域の特徴及び裕福さによ

って異なる（9.3 節）。この部門からの温室効果ガス排出量を抑えるためには、おそらく複数の手法の併用が必要

となる。 
 
冷暖房用エネルギー需要の削減 
 
暖房負荷は一般的に OECD 諸国や移行期の経済圏において大きいが、ほとんどの開発途上国においては冷房向けエ

ネルギーに対する需要が大きくなることが多い。冷房と暖房両方において、建物の設計はエネルギー需要の削減に

寄与する可能性がある。マートン・ロンドン特別区で始まったイギリスの規制（IEA, 2009b）は、新しい建築物の

開発事業者に対して、総エネルギー需要の 10%を満たす再生可能エネルギーを組み込むことを求めている。これに

よって、規制をクリアするための再生可能エネルギーによるコスト増加を抑えるために、省エネルギーの建築物の

設計が建設されており、再生可能エネルギー導入と省エネルギーの両立が実証されている。暖房負荷が大きい場所

では、パッシブ設計（冬季に自然の太陽熱を取り込んだり、夏季に過剰加熱を回避したりするもの）、窓面の最適

化、高断熱化が、暖房需要の削減及び自然光の有効活用となる可能性がある（第 3 章を参照）。冷房負荷が大きい

温暖な気候においては、新しい建築ストックに大規模な日よけ、自然換気などの伝統的な設計の生物気候学的原理

                                                        
43 業務・家庭部門のエネルギー効率及び再生可能エネルギーのポテンシャルの詳細は、IPCC 4th Assessment Report - 
Mitigation の第 6 章で示されている（Levine et al., 2007）。 
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を入れることで、エネルギー需要を削減出来る可能性がある。 
 
電化製品の効率の向上 
 
ガス凝縮ボイラー、ヒートポンプ、CHP プラントからの地域暖房（8.2.2 節）、待機中の電子機器、発光ダイオー

ド（LED）、電球型蛍光灯（CFL）などのシステムや電化製品のエネルギー効率設計の改善は、エネルギー需要の

削減に貢献する可能性がある。それらの技術の寿命は建物と比べると短いため、エネルギー効率の高い電化製品設

計の採用を促進する政策が、短期的な二酸化炭素削減を達成する上で重要となると思われる。現在、基本的な照明

用の電力すら入手出来ない住居では（Lighting Africa, 2010）、小型太陽光発電（PV）システム、小規模水力などの

再生可能エネルギー技術の導入は、想定的にコストが大きくなる可能性がある。そのため、発光ダイオード、電球

型蛍光灯などのエネルギー効率の高い電化製品を使用して、電力需要を最小化する必要がある。家庭及び業務部門

におけるエネルギー利用及びエネルギー管理システムの改善は、研究開発投資を通して実現されてきている（図

8.18）。たとえば、エネルギー消費が少なく、将来の“インテリジェント”電力網を利用してオフピーク時に自動

的に動作するスマート電化製品（Cheung and Wilshire, 2010）が市場に登場し始めている。 
 

 
 
図 8.18: 家庭・業務部門で利用される将来のエネルギー効率及び再生可能エネルギー技術のための日本における技

術開発の道筋（METI, 2005） 
 
建物の管理 
 
業務用または集合住宅建物のエネルギー管理者は、一般的に再生可能エネルギーの統合、エネルギー利用の管理、

建物における生活や仕事の快適性の提供、環境的影響の低減を含む複数の目的を最小限のコストで実現する責任を

持つ。これらの複数の目的のバランスを保つために、様々な建物エネルギー管理システムと制御が開発されてきた

（Dounis and Caraiscos, 2009）。一般に、エネルギー利用と建物環境両方を測定し、モニタリングすることが必要と

される（図 8.18）（Wei et al., 2009）。分散型エネルギー・ネットワークの一部として電化製品を制御・作動させ

るために家庭エネルギーマネジメントの標準技術が導入された集合住宅では、管理モニタリング技術も導入可能で

ある。 
 
再生可能エネルギー技術の導入 
 
近代的バイオマス、地熱、太陽熱からの低炭素またはほぼゼロ排出の燃料は、現在約 3.5～4.5EJ/年（世界の民生用

暖房需要の約 6～8%（伝統的バイオマスを除く））を供給している（IEA, 2007c）。建物内の冷暖房用の再生可能

エネルギーの割合は、新規または改善された再生可能エネルギー技術を用ることで、多くの地域で大きく上昇する

可能性がある。これらの再生可能エネルギー技術として、コスト競争力と効率が高い密閉ペレット（enclosed pellet）
及びその他のバイオマス・ストーブ、周囲のエネルギー源44の低温熱を用いたヒートポンプ（IEA, 2007c）、太陽

熱及び太陽光発電（PV）システム、太陽熱冷房システム、ハイブリッド技術（バイオガス・ボイラー、ヒートポ

ンプ、または太陽光発電（PV）システムと太陽熱との併用など）などがある。 
 
再生可能エネルギー暖房/冷房システムの導入の拡大を促進する政策は一般的ではないが、実際に上手く機能して

いる国家や地方自治体によるいくつかの取り組みがある（IEA, 2007c; 11.5.4 節）。再生可能エネルギー源から生産

                                                        
44 周囲の熱エネルギーは、空気、地表水、または地表（浅部地熱エネルギーとも呼ばれる）から取り出すことができる。 
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した電力は、すでに民生部門で広く利用されている。その割合の増加（8.2.1 及び 10.3 節）は、（原子力及び二酸

化炭素回収貯留など低炭素の供給サイド技術を多く取り入れた電力の利用と同じように）部門の温室効果ガス排出

量を削減出来る可能性がある。気密性の高い一戸建て、集合住宅または業務用建物の設計においては、強制換気の

ための高いエネルギー需要を、再生可能エネルギー発電、ソーラーチムニー、集風器の適切な選択や複合化によっ

て減少することが出来る（Antvorskov, 2007）。熱需要の脱炭素化を助けるための革新的な移行の道筋は、変動性の

電力供給の調整に寄与する熱貯蔵システムの利用によって構築される（Hughes, 2010）。 
 
8.3.2.2 先進国における再生可能エネルギー及び建築物 
 
どの地域のどの種類の建築であっても、現存あるいは計画中の建物の特徴、気候条件によって生じるエネルギー需

要、利用可能な再生可能エネルギー資源に基づき、再生可能エネルギーの戦略と関連するその技術オプションを構

築することが出来る。本節では、先進国の建物環境に再生可能エネルギーを統合する選択肢を検討する。続いて、

開発途上国の都市（8.3.2.3 節）及び地方（8.3.2.4 節）地域のための選択肢を示す。これらの対照的な状況は、再生

可能エネルギーの導入の加速の試みにおいて、非常に多様な機会と課題に直面している。 
 
OECD とその他の経済規模の大きな国において、都市部のほとんどの建物は、電力、上下水道、そして一部は地域

冷暖房と接続されている（8.2.2 節）。多くの建物で、暖房と調理に電力、天然ガス、液化石油ガスが使用されて

おり、石炭や石油製品を用いる場合よりも、住民の快適性が向上している。木質バイオマスも、通常、たき火より

も効率性や気密性の高い暖房・調理用ストーブを用いて空調や給湯に利用されているが、この燃料はエネルギー密

度の高い石炭または石油よりも広い操作及び貯蔵スペースを要する。そのため、ペレットの方が、扱いやすく、薪

よりもエネルギー密度が高いこともあって、木材ペレット・ストーブの需要が高まっている（2.3.2.1 節）。太陽熱

給湯器、地中熱ヒートポンプなど、その他の再生可能エネルギー変換技術の投資回収期間は、5 年以上になること

が多い。それにも関わらず、低炭素排出量の目標及び将来のエネルギー供給の安定性を同時に実現しながら住民の

生活の質を改善するため、それらの建物への統合は広がっている（IEA, 2009b）。 
 
再生可能エネルギーの統合によって発生する課題 
 
建築環境への再生可能エネルギーの統合の普及は、都市計画、建築設計、工学、技術の組み合わせの統合方式に直

接依存する。計画の結果を予測するコンピュータ・シミュレーションなど（Dimoudi and Kostarela, 2008; Larsen et al., 
2008）、新しい建物の建設や改修の計画における戦略的な意思決定を評価、支援するツールや手法が利用可能であ

る（Doukas et al., 2008）。これによって、OECD 各国の都市、町、または地方自治体の民生部門における再生可能

エネルギーの導入の促進のうえで、以下のような施策が可能である。 
 

 利用可能な再生可能エネルギー資源に基づいて、都市計画のための新しい見通しを立てる。 

 現在のように外部から取り入れたエネルギーを消費するのではなく、オンサイトでの熱や電力を生産する再生可

能エネルギーを組み込むような、新しい建物を設計する。 

 再生可能エネルギー導入の経済的、非経済的な障壁を評価し、支援政策の必要性を検討する。 
 
化石燃料ベースの集中型エネルギー供給システムから、増加した再生可能エネルギーの統合による分散エネルギー

システムへの移行には、従来の都市空間の計画と居住のあり方を総合的に変える必要がある。土地と資源の利用の

変化に加え、既存のエネルギー供給に再生可能エネルギーをより良い形で取り入れるための計画上の規制を修正す

ることは、統合の実現のために実行出来る主要な戦略的修正である。 
 
都市環境における再生可能エネルギー資源の導入（IEA, 2009b）の拡大には、再生可能エネルギー技術の導入を容

易にする建築物の屋根と壁面の革新的な利用法が必要となる。これは、近くの設備を遮ったり、覆ったりせずに日

射や風力資源により良いアクセスをするために、建物の向きや高さに影響すると思われる。天然ガスやバイオガス

で運転出来る新しい小規模 CHP システムなど、より効率の良いバイオエネルギーシステムとともに、地中熱ヒー

トポンプを用いた地方における余剰熱の季節貯蔵も貢献する可能性がある（NZVCC, 2008; Aliabadi et al., 2010）。 
 
変動性の分散型再生可能エネルギーの電力、温熱生産の統合の技術的課題（8.2.1 及び 8.2.2 節）は、部分的には建

物における電化製品の賢い利用で解決出来る。エネルギー貯蔵技術、リアルタイム・スマートメーター、需要マネ

ジメント、より効率の良いシステムなどの技術の進歩は、建物環境への再生可能エネルギーの統合を支援する。双

方向通信機能を持ち、電化製品向けのインテリジェント技術と結合した関連情報技術を用いた先進的な電力メータ

ーは、需要反応とエネルギー貯蔵の便益（将来的には電気自動車を含む可能性がある）を得るため、分散型発電と

の組み合わせで広く導入されると予想されている（NETL, 2008）（8.2.5 節）。電化製品の利用を適切に管理する

ことで、特に変動性の再生可能エネルギー源の普及が進んだ場合においてエネルギーシステムの供給/需要バラン

スの維持に貢献する。町や都市によっては、地方の配電（8.2.1 節）や温冷熱配送系統（8.2.2 節）も必要となる場

合がある。 
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規制政策がない場合、省エネルギーと再生可能エネルギー源の活用の取り組みは、建物の所有者と居住者の考え方

に大きく左右される。エネルギー会計、機器ラベリング、補助金、規制、インセンティブ、自動課金システムなど

の制度的、金融的施策によって、導入は拡大しうる（11.5 節）。多くの建物は居住者に賃貸されているので、“動

機の分断”として知られる所有者/入居者便益に関する難問が発生する（IEA, 2007d）。一般的に、建物の所有者に

よる省エネルギーまたは再生可能エネルギー統合への投資は入居者の便益となるため、投資の見返りとして賃料を

上げる必要がある。 
 
再生可能エネルギー統合を促進するオプション 
 
高温地域と低温地域の両方において、新しい建物による暖房または冷房用エネルギーの“外部からの取り込み”は、

革新的なパッシブ暖房/冷房建築設計、十分な断熱、熱シンクによって最小化出来ることが実証されている。建築

基準は、そのような技術の導入を促進するように着実に改善されてきているため、将来の新しい優れた設計の建物

では、外部からのエネルギーを用いた暖房や冷房は、あるとしてもわずかしか必要としないだろう（EC, 2010）。

多くの新しい建築設計によって、すでにこれらのパッシブソーラーのコンセプトが実証されているが、ストック回

転率が遅いため、まだあまり普及はしていない。 
 
既存の建物は、寿命が長く回転率が低いため、三重ガラス、中空壁、天井断熱、日よけ、屋根の白塗りなどのエネ

ルギー効率技術を用いることで、冷暖房需要を大幅に削減する改修が可能なことが多い（Akbari et al., 2009; Oleson 
et al., 2010）。建物の居住者が快適さの基準や他のエネルギー・サービスに必要とするエネルギー消費が低いほど、

再生可能エネルギーによりその需要を完全に満たす可能性が高くなる（IEA, 2009b）。再生可能エネルギーは、エ

ネルギー密度が低く、設備投資コストが高いことが多いため、効率向上策によるエネルギー需要の削減によって、

建物の総エネルギー需要を満たすために必要な初期投資を削減することが出来る（8.3.2.1 節）。 
 
太陽熱及び太陽光発電（PV）技術は、建築設計における構成要素（屋根瓦、壁のファサード、窓、バルコニーの

柵など）として統合することが出来る。先進的な建築家は、設計にそのようなコンセプトを取り入れ始めている。

建設時の屋根、窓、バルコニー、及び壁への太陽光発電（PV）パネルの統合によって、伝統的な建築材料の機能

が置き換えられ、建築物に統合しない導入方法と比較して建築の美観を向上する可能性がある。集中型発電所から

の送配電で発生する損失も回避することが出来る。 
 
将来的には、分散型エネルギーシステムは、小規模から中規模の都市で生産された再生可能エネルギー熱や電力、

または再生可能エネルギーで生産された燃料電池用の水素を、工業団地または新しい宅地の建物に供給することが

出来る（Liu and Riffat, 2009）。地方の需要を満たすのに十分な熱と電力が生産されれば、余剰電力や熱をオフサイ

トに“送出して”、収益を得ることが出来る（IEA, 2009b）。蒸気機関、ガス・タービン、及びその他の変換技術

と結合したバイオエネルギーCHP の燃焼は、中規模（50MWe以上）及び小規模（5kWe未満）発電で実用化されて

おり、燃料電池及びその他の小規模の CHP システムに関する研究が進行中である（Leilei et al., 2009）。 
 
ケーススタディ: ベルギー、ブリュッセルの再生可能エネルギー住宅 
 
暖房、冷房、及び電力需要を満たすための高い再生可能エネルギー普及水準を実現するために改修された多くの建

物においては、ブリュッセルの“再生可能エネルギー住宅”は良い例である（EREC, 2008）。2006 年に開かれ、

現在、欧州再生可能エネルギー評議会及び 15 の再生可能エネルギー企業団体の本部を収容している。この歴史的

な 120 年前に建築された 2,800m2の建築物の会議施設と事務所を改造した目的は、同サイズの参考建築物と比較し

て暖房、換気、空調の年間エネルギー消費を 50%減らすことと、再生可能エネルギー源を用いて冷暖房向けの残り

のエネルギー需要を満たすことである（図 8.19）。暖房システムの重要な構成要素は、85kW 及び 15kW の 2 つの

バイオマス木材ペレット・ボイラー、60m2 の太陽熱集熱器（半分は真空管型で、もう半分は平板型）、及び夏の

冷房にも使用される 24kW 地中熱ヒートポンプ（GSHP）に連系した中庭に設置された 4 つの深度 115m の地熱ボ

アホール・ループである。しかし、冷房のほとんどは、比較的低温の太陽熱集熱器（85℃）と制御装置及びポンプ

用のわずかな電力によって駆動する容量 35kW（7～12℃）太陽吸収冷凍器によるものである。 
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図 8.19: 改修前に商業事務所に転換されたブリュッセルの 120 年前の都市建物に設置された再生可能エネルギー

統合冷暖房システム（EREC, 2008） 
 
冬季の暖房は、日射の利用率が低いため、主に地中熱ヒートポンプとペレット・ボイラーに依存している。しかし、

可能であれば、太陽熱はペレット燃料と同じ貯水タンクの加熱に使用され、ペレット燃料の消費を減らすことが出

来る。地中熱ヒートポンプは、夏季の余剰低位熱を吸収し、季節熱貯蔵システムとして機能するボアホール・ルー

プを用いた別の装置で運用する。夏季には、通常、高い太陽放射レベルが冷房需要に合致するため、太陽熱吸収冷

凍器によって冷房のほとんどを賄うことが出来る（曇りの日にはバイオマス・ボイラーからの熱によってバックア

ップされる）。太陽熱冷房の熱駆動過程は複雑で、熱化学収着過程または熱駆動開放冷却サイクルに基づいている

（IEA, 2009b）。これらの技術はまだ広く活用されておらず、ヒートポンプなどの他の冷房技術と競争するために

は、信頼性及び十分なコスト削減を実現するさらなる研究開発と実証に対する投資が必要である。 
 
8.3.2.3 開発途上国における再生可能エネルギー及び都市居住地 
 
多くの開発途上国における裕福な家庭の都市エネルギー消費は、先進国のものと類似している（8.3.2.1 節）。しか

し、低所得国の貧困な都市家庭の多くは、まだ伝統的バイオマスの収集または購入に依存しており、おそらく今後

も長い間、伝統的バイオマスは多くの人にとって一般的な燃料源であり続けると思われる。サハラ以南のアフリカ

とその他の地域の多くの都市部では、健康上の理由によりたき火や小型暖房・調理用ストーブでの薪の燃焼からよ

りクリーンな木炭の燃焼に切り替えている。ただし、需要の増加や炭化過程で使用される伝統的キルンの非常に低

いエネルギー効率を考えると、この状況は、木炭を生産する地方の森林伐採を悪化させる可能性がある（2.3.2.2 節）。

その上、森林地域から都市の需要の中心地まで木炭を輸送する際に、古く効率の悪いディーゼル・トラックが使用

されることが多く、それが温室効果ガス排出につながる。近代的な再生可能エネルギー技術は、これに対する代替

案を提供出来る。 
 
再生可能エネルギー統合の課題及びオプション 
 
都市部のコミュニティーと家庭で使用されるバイオマスは、持続可能に生産された森林植林から供給する必要があ

る。いくつかの場所で、地方のバイオマス資源を提供するためにコミュニティー植林が発展してきた。そのような

資源の持続可能性を確保するため、植林バイオマス供給、自然林管理に加え、燃料の切り替え、改良型暖房・調理

用ストーブ及びキルンの導入などの、需要側を含めた政策形成への統合的アプローチが有効と思われる（図 8.20）。
バイオマスが持続可能な供給源から供給されるようにするための奨励金の提供や、小型バイオガス消化漕など民生

部門における他の再生可能エネルギー技術の導入促進のために、そのようなアプローチは財政政策を必要とする

（CILSS, 2008）。たとえば、ネパールでは、2009 年 12 月時点で 200,000 以上の家庭用バイオガス・プラントが設

置されており、最近の支援政策の結果、17 社のバイオガス機器製造企業が設立された（Bajgain and Shakya, 2005）。 
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図 8.20: 開発途上国における国内消費向けバイオマスの持続可能な供給のための地方または国の政策形成のため

のサプライチェーン分析による統合的アプローチ（Khennas et al., 2009）。政策の策定はサプライチェーンに影響

し、継続的な実践的学習のフィードバック・ループになる。 
 
一部の地域では信頼性が低く、価格も高いため、基本的な需要の提供に限定されることが多いものの、都市部の大

部分で系統電力が利用可能である。系統電力の供給が停止した場合のパックアップ支援として、エネルギー貯蔵が

可能な小型ガソリンまたはディーゼル発電装置に加え、エネルギー貯蔵と組み合わせた主な独立した小規模再生可

能エネルギーシステムの普及を拡大する余地があるが、それによるコストは増える。 
 
太陽熱給湯（SWH）は、（世界の太陽熱給湯器の半分以上を占める中国などの、近代的給湯サービスのない非系統

連系地方と同様に）多くの国の系統連系された都市地域における優れた再生可能エネルギーの導入候補であると考

えられている。この大規模な推進によって、顧客及び電力会社の両方が恩恵を受ける。中央制御方式（電力線によ

るリップルコントロール通信の使用など）は電気温水器の負荷を管理しているものの、太陽熱温水器の省エネに対

する寄与は限定的である。この設備を持たない電力会社の場合、特に太陽熱温水器の利用による需要の削減が冷房

の夏季の高需要に一致する日差しの強い地域では、大量の太陽熱温水器を導入することで、電力システムのピーク

需要を削減する追加的な便益が得られる可能性がある。そのため、特に太陽光発電（PV）モジュールと統合され

たハイブリッド技術として利用する場合、電気温水器の負荷を代替することによる容量の便益が得られる（Dubey 
and Tiwari, 2010）。太陽熱温水器の市場は、ホテル、ロッジなどのサービス部門、中・高所得層の家庭、及び非系

統連系の建築物において存在している。多くの都市地域において、設備の限界数量の達成（IEA, 2009b）によって

普及の拡大から経済効果を得るためには、規制やインセンティブが必要であると考えられる。 
 
より温暖な気候における冷房需要は、裕福になるにつれ大きくなる傾向がある。ほとんどの開発途上国におけるヒ

ートポンプ普及率はまだ低いが、年間の冷房度日が高い場所においては、経済の成長に伴い将来の冷房需要が急速

に増加する可能性がある。そのため、暑中のピーク電力需要が供給容量を超えた場合に停電が発生する可能性があ
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る。冷房需要の相殺は、新しい建築設計による比表面積の縮小、パッシブソーラー建築設計、冷却塔などの省エネ

ルギー策によって可能である（Chan et al., 2010）。冷房向けのアクティブ再生可能エネルギー技術には、地中熱ヒ

ートポンプ、冷水源を用いた地域冷房（8.2.3 節）、太陽熱冷却器などがある（R. Wang et al., 2009）。後者の技術

は、ピーク冷房需要をピーク太陽放射、ひいては従来のエアコン（空気対空気ヒートポンプ）用ピーク電力需要に

整合させるものである。従来の冷却装置または空気対空気ヒートポンプ（いわゆる“エアコン”）への電力供給に

再生可能エネルギーを利用することも対策の 1 つである。 
 
ケーススタディ: ブラジルの都市居住地 
 
多くの開発途上国における急速な都市化プロセスによって、中央の大都市圏周辺に都市近郊の居住地が形成されて

いる。ブラジルの場合、多くの大都市及び地方自治体の 3 分の 1 において、人口の多くの割合が“貧民街”に居住

している。そこでは住宅は一般的に危険、脆弱かつ一時的なもので、基本的な水、衛生、ガス、配電のインフラが

ないことが多い（IBGE, 2008）。近代的エネルギーサービスへのアクセスは、多くの地方政府や公益企業にとって

の課題である。エネルギー計画は複雑になる。配電網が利用可能な場所であっても、公益事業の安全性及び規制基

準が守られていないことが多い。さらに、メーターを付けずに電線を違法に引き込むことも常習化している。再生

可能エネルギー技術の新しい統合によって、新しい改善の機会が生まれる可能性がある。 
 
現在の規制下では、ブラジルの電力公益企業は年間約 8000 万 US ドル（2005 年）（義務とされている社会的投資

額の約半分）を、貧民街に住む低収入利用者向けの省エネルギープログラムに投資している。複雑な問題として、

法規制の施行、盗電や詐欺を減少させる画期的かつ技術的な解決策の開発、貧困な居住者の経済状況の改善に取り

組む必要がある。サンパウロのある貧民街におけるパイロット・ケーススタディでは、省エネルギー効率と太陽熱

温水プログラムの結果、わずか 1.36 年の回収期間で家庭の平均消費電力量が 250kWh/月から 151kWh/月（900MJ/
月以上から 540MJ/月）に減少したとしている（ICA, 2009）。さらに、遠隔での測定、リアルタイムの需要監視、

より効率の良い変圧器、新しい配線システム、改良された材料などの最先端技術を導入する機会もある。財務分析

によって、商業的及び技術的損失が減少することが確認されている。滞納や不払いの減少の結果、収益の増加とい

った効用ももたらされる。 
 
8.3.2.4 開発途上国における再生可能エネルギー及びへき地居住地 
 
開発途上国の地方の家庭は、基本的なエネルギー需要を満たすために薪、非商用の作物残渣や動物の糞を利用して

おり、近代的なエネルギー・サービスへのアクセスが全くないか限定的であるため、貧困の解決、健康、教育、社

会の改善と経済的発展の改善の制約となっている（9.3.1 節）。いくつかのサハラ以南のアフリカとその他の開発

途上国では、伝統的バイオマスが一次エネルギーの 75%以上を占めている。サプライチェーン全体の非効率性は、

屋内空気汚染の問題と相まって、人口の大部分、特に未だに基本的な調理と暖房需要を薪の収集に依存している女

性に悪影響を与えている。薪集めに対する解決策としては、持続可能な形で収穫出来る地方の森林植林の開発、自

然森林管理の改善などがある。ただし、土地所有権、コスト、社会的問題のため、これらは容易に達成出来るとは

限らない（CILSS, 2004）。 
 
バイオマスに依存する 27 億人（及び石炭に依存する 3 億人）の人々のうち、約 4 分の 1 が現在、改良型の調理ス

トーブを使用している（UNDP and WHO, 2009）。これは、1 億 6600 万世帯に及んでおり、約 70%が中国にある。

比較的コストが高い石油ランプ、たいまつ、ロウソクによって満たされている照明需要は、コスト効率が高く高品

質な照明を提供出来る再生可能エネルギー電力技術によって、徐々に代替されてきている。たとえば、世界で 150
万基の家庭用太陽光発電（PV）システム（ラジオ、テレビ、冷蔵、通信、及び携帯電話の充電にも利用される）

とともに、約 100 万台の太陽ランタン（REN21, 2010）が導入されている。太陽光発電（PV）駆動送水ポンプ、小

規模水力計画と小規模系統、小型バイオエネルギーガス化装置、及びバイオガスプラントは、すべて広く普及して

いるが、正確な導入率を示した信頼性の高い統計はない（REN21, 2010）。 
 
再生可能エネルギー統合の課題及び機会 
 
様々な金融、規制、インフラに関する障壁から実際の課題が出ているものの、系統に連系されない地方において、

エネルギー貧困緩和のために再生可能エネルギーが利用出来ることに変わりはない。太陽光発電（PV）システム

など、再生可能エネルギーの利用は収入を生む活動をもたらし、中小企業の発展を促す。エネルギーアクセスを向

上させ、送配電系統の拡張を促進するため、補助金及び公的/民間パートナーシップと関連した権利など、革新的

かつ実現可能な供給のメカニズムを構築出来ると考えられる（11.5.6 節）。 
 
配電網の拡張がより多くのへき地や郊外の住民に達すれば、エネルギー貧困層の一部が、今後数十年の間に電力網

の供給を受けられる可能性がある（9.4.2 節）。へき地のその他の住民は、地方の分散型エネルギー供給及び小規

模系統の恩恵を受けることが出来る。民生向けの分散型エネルギー供給技術は開発段階である（8.2.5 節）。“デ

ジタル・エネルギー”という用語は、家庭ピーク需要、エネルギー貯蔵設備、及び建築物内または周囲の再生可能

エネルギー発電システムを効果的に制御する最新の情報技術の導入を表す（Cheung and Wilshire, 2010）。パッシブ・
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エネルギーを消費してきた建物はエネルギー生産者となり、建物の管理者は地方の公益企業の協力の下、エネルギ

ー・ネットワークの運用者になることが出来る（USDOE, 2008b）。但し、そのような技術が発展途上国の地方で

の利用に適しているかどうかは、今後の検討を必要とする。 
 
十分な資金があれば、へき地のコミュニティーまたは都市住宅に適した再生可能エネルギー技術の組み合わせを利

用することが出来る（図 8.21）。供給源に関わらず、電力を購入するための十分な資金を獲得することは、たとえ

基本的な需要を満たすためのだけの少ない容量であっても、新たな消費者にとっては非常に難しい。革新的な金融

の枠組み（UNDP, 2009）によって、エネルギー貧困層がより良い形で地域の再生可能エネルギー技術を最も安価な

オプションとして利用するための支援を行うことが出来る。 
 

 
 
図 8.21: ブルキナファソ、ケニア、ネパール、タンザニアの経験に基づく、貧困層へのエネルギー・サービス提供

のための資金供給オプション（UNDP, 2009） 
 
ケーススタディ: コンゴ民主共和国（DR コンゴ）における再生可能エネルギー 
 
DR コンゴ（コンゴ盆地で最も大きく、人口密度の高い国）の地方人口の大部分は、近代的なエネルギー・サービ

スに対して非常に限定的なアクセスしか持っていない。その約 7000 万人の人口の内、電力にアクセス出来るのは

わずか約 5%である（アンゴラは 12%、コンゴは 18%、カメルーンは 46%、ガボンは 47%となっている）（IEA, 2006）。
同地域には高い水力ポテンシャルがあるにも関わらず、地方の電化の成長率は比較的低く、1 年当たり人口の約 1%
未満である。ここでは豊かな太陽資源に加えて、約 325 例の将来の水力発電計画が分かっており、予備データが収

集されている（Khennas et al., 2009）。この小型及び小規模の水力ポテンシャルの開発によって、地方の電化率が劇

的に増加し、最終的には多くの貧困な地方の家庭の生活が改善される可能性がある。そのようなプログラムを実施

することで、基本的なエネルギー・サービスの需要を満たすための、地方の住民に対する再生可能エネルギーの供

給が劇的に増加すると思われる。世界で 2 番目に大きい熱帯雨林地域であるコンゴ盆地では、森林伐採が行われて

いる（de Wasseige et al., 2009）。地方の再生可能エネルギー資源の開発は、伝統的バイオマスの需要を削減し、村

落周辺の森林伐採の低減に貢献すると思われる。 
 
8.3.2.5 民生における再生可能エネルギーの今後の動向 
 
多くの先進国において、冷暖房、また一定規模の照明にも民生におけるエネルギー需要を削減する最大のポテンシ

ャルがあり、それによって満たすべき需要が小さくなり、費用効果の高い再生可能エネルギーの統合の機会が増え

る（8.3.2.1 節）。Energy Efficiency in Buildings - Transforming the Market（WBCSD, 2009）では、いくつかのケース

スタディを扱っている。 
 

 日本のオフィス・ビルの場合、冷暖房設備及び照明に対する省エネルギー活動とともに、太陽光発電（PV）が

2050 年においてオンサイトの使用を予測されている主な再生可能エネルギー源とされているが、特に高層ビル

設計では利用が限られている。 

 フランスの一世帯住宅のエネルギー消費は、室内暖房（全体の 60%未満）が主である。太陽光発電（PV）、及

び太陽熱温水器は、2050 年までに改良されたエネルギー効率の高い建築設計に統合され、電力需要の大部分を

満たすと予測されている。 
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中国の多世帯アパートも、特に暖房、換気、及び冷房において、大きな将来的なエネルギー効率向上のポテンシャ

ルを持っている。2050 年までにオンサイトでの再生可能エネルギー・ポテンシャルを実現出来ると予測されてい

るのは、太陽熱温水器のみである。IEA のシナリオ分析（IEA, 2010c）では、2050 年までに民生部門においてベー

スライン・シナリオ以下の約 6Gt CO2の排出量削減を達成するポテンシャルがあり、そのうち 10～25%（技術改善

及びコスト削減の早さに関する推定による）が再生可能エネルギーによるもので、残りはヒートポンプ、建築設計、

照明、電化製品などのエネルギー効率向上策によるものである。 
 
先進国では、ゼロエネルギーの建物、さらには再生可能エネルギーが居住者のエネルギー需要を満たした上で消費

量以上のエネルギーを発生させる“エネルギー・ポジティブ”建物の実現に向けて新しい新築と既築建物の改修が

続けられる傾向にある（図 8.22）。建物の再生可能エネルギー、省エネルギーの両方に対する投資によって、運用

コストと二酸化炭素排出量を削減出来るが、それぞれのオプションの投資単位当たりの相対的な削減量は建物の種

別や場所によって異なる。人口密度の高い都市部では、建設土地面積 1 ヘクタール当たりのエネルギー需要は、通

常、再生可能エネルギーの地方のフロー（一般的に年間平均 10kW/ha 以下）を大幅に超えている。そのため、民生

のエネルギー需要の大部分を直接供給するための再生可能エネルギーの統合は、地方及び人口密度の低い都市部に

ある建物でより実現可能性が高い。従って、高層ビルと比較して、戸建て住宅の場合、正味のエネルギー需要（輸

送を除く）を自ら満たすことはより容易である可能性がある（8.3.5 節）。しかし、地方または人口密度の低い都

市部にある建物で取り入れるエネルギーの削減分は、輸送用のエネルギー需要の増加によって部分的に相殺される

と思われる。 
 
既築の建物の改修時の再生可能エネルギー統合の市場は、新築建物への統合と比べてまだ初期発展段階にあるが、

建物の回転率が遅く、政策の焦点が既築建物に移動してきているため、近い将来、この状況も改善する可能性があ

る。 
 

 
 
図 8.22: （フィンランドの本格実証プロジェクトに基づく）統合再生可能エネルギーシステムを用いたエネルギー

効率の高い建物の将来的な設計と比較した、熱エネルギー需要を満たす現在の建築技術の相対的パフォーマンス、

及び関連投資コスト（基準年は 2005 年＝100）（VTT, 2009） 
 
開発途上国における業務用建物、都市住宅と地方の住宅における再生可能エネルギーシステム統合の可能性は大き

い。現在、伝統的バイオマスの効率の悪い燃焼に依存している数百万人（UN Energy, 2007）の将来的需要を満たす

上で、小型ガス化装置、バイオガス・エンジン、エタノール・ゲル、ペレットバーナーなどの持続可能な近代的バ
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イオエネルギーシステムを、効率が高く、手が届く価格で、設計が洗練され、社会的に受け入れられる家庭用機器、

特に調理用ストーブと組み合わせて利用することは非常に有効であると思われる。バイオマス資源について熟知す

ることで、移行を促進出来る可能性がある。開発途上国の都市部と地方両方における近代的なエネルギーサービス

へのアクセスの乏しさとエネルギー需要の特徴は、将来的に分散型再生可能エネルギー供給オプションを用いる可

能性のある、あらゆる形の再生可能エネルギーの統合に相対的な強みを与えている。 
 

8.3.3 産業部門 
 
8.3.3.1 部門の状況 
 
2008 年の産業部門のエネルギー需要は、最終エネルギー消費でおおよそ約 98EJ（図 8.2）で、世界の最終エネルギ

ー消費の約 3 分の 1 を占めている（IEA, 2010b）。ただし、その割合は国によって大きく異なっている。産業部門

は、「重工業」の大規模なエネルギー集約型の素材メーカーから「軽工業」の中小企業（SME）まで、非常に多様

である。エネルギー集約型の鉄鋼、非鉄金属、化学、肥料、石油精製、鉱物、紙パルプ産業が、この部門のエネル

ギー使用の約 85%を占めている（Bernstein et al., 2007）。これらの製品の生産は、過去 30～40 年で大きく増加して

おり、この傾向はまだ続くと予想されている。 
 
産業部門の二酸化炭素排出源は、産業エネルギーキャリア（系統電力など）における化石燃料またはオンサイトで

直接使う化石燃料（プロセス熱用の石炭など）に加え、主にセメント製造における炭酸カルシウム（CaCO3）の脱

炭酸、化学物質加工における化石燃料の非エネルギー利用、工業プロセスから生じる非化石燃料源によるものであ

る。ほとんどの国において、二酸化炭素が産業部門の温室効果ガス総排出量の 90%以上を占めており、残りはクロ

ロフルオロカーボン類を含む様々なガスによるものである（IPCC, 2007）。2006 年の産業部門による直接及び間接

二酸化炭素排出量は、それぞれ 7.2Gt 及び 3.4Gt であり、合わせると世界のエネルギー及びプロセスの二酸化炭素

排出量の約 40%に相当する（IEA, 2009d）。 
 
産業部門による二酸化炭素排出量は、以下のような手段によって削減することが出来る。 
 

 いくつかのバイオ産業で余剰な再生可能エネルギー熱・電力、バイオガスをオフサイトで販売可能にするような、

特定のエネルギー利用を削減するエネルギー効率向上策 

 金属、紙パルプなどの多くの一次材におけるエネルギー集約的な初期の抽出・変換工程を不要とする物質の回収

と循環 

 化石燃料の利用を削減する再生可能エネルギーの統合及び原料の代替 

 化石燃料とバイオマス燃料両方から排出した二酸化炭素の回収・貯留（CCS）。二酸化炭素回収貯留が将来のエ

ネルギーシステムにおける温室効果ガス削減要素として実行可能になると想定すれば、加熱目的でバイオマスま

たは化石燃料をオンサイトで直接消費しているような二酸化炭素を排出する産業やエネルギー集約型産業への

オプションともなり得る。 
 
これらの措置のほとんどは、現在及び将来のエネルギーシステムへの再生可能エネルギーの統合においても重要と

なる。産業部門における主要な再生可能エネルギー統合には、以下の機会が含まれる（順不同）。 
 

 オンサイトの熱及び CHP 生産のためのプロセス残渣とバイオマス由来の燃料の直接利用。輸送用途にも利用さ

れるバイオガスとその他バイオ燃料の直接的利用（8.2.3、8.3.1 及び 2.3.3 節） 

 電熱プロセスを含む、再生可能エネルギー電力の需要の増加による間接的利用 

 液体燃料、バイオガス、熱、水素を含む、購入された再生可能エネルギーキャリアによる間接的利用（8.2.3 節） 

 工業プロセスでの加熱と蒸気の需要への太陽熱エネルギーの直接的利用（ン 3.5.3 節） 

 工業プロセスでの加熱と蒸気の需要への地熱エネルギーの直接的利用（4.3.5 節） 
 
他の再生可能エネルギー源に関しては、淡水化用の海洋エネルギーなどのように特別な産業用途が見つかる可能性

もある（6.3 節）。産業部門で、将来的に再生可能エネルギーの直接、間接的利用を拡大するにあたり、重大な技

術的制約はない。しかしながら、短期的には、統合は再生可能エネルギー技術のコスト、資本回転率、スペースの

制約、高い信頼性と継続的な運転の要求といった要因に制約される。 
 
現在の産業部門による再生可能エネルギーの直接的利用は、パルプ、紙、製糖、及びエタノール産業におけるバイ

オマスが主である。これらの産業では、プロセス副産物が主に工業プロセスに利用されるコジェネレーションの熱

と電力の重要な供給源となっており、オフサイトに供給する可能性もある（2.1 節）。そのため、産業部門は再生

可能エネルギーの潜在的な使用者であるのみならず、副産物としての再生可能エネルギーの潜在的な供給者でもあ

る。また、バイオマスは、特に開発途上国において、煉瓦製造用の木炭の使用など、多くの中小企業にとっても重

要な燃料である（2.3.2 節）。食品産業の嫌気性消化など、有機廃棄物及び副産物のエネルギーとしての活用に対
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する関心が高まっている。バイオガス生産は、廃棄物及び排水政策によって、他の有機廃棄物処理の代替となるこ

とが多い（Lantz et al., 2007）。バイオガス・ベース産業を除き、産業部門における再生可能エネルギーに関する文

献は、他の部門と比べると比較的限られている。 
 
負荷管理の 1 つの形として電力ピーク負荷シフトを可能にする需要反応サービスの提供は、産業部門に対する重要

な方策の 1 つである。これは、様々な再生可能エネルギー発電の割合の増加に伴い、将来の電力システムにおいて

重要性を増す可能性が高い（8.2.1 節）。また、これによって、限界費用の高い発電に対する需要の削減、低価格

の電力システム需給調整の実現、送電系統の増強投資の低減も可能になる。この考え方は、すでに多くの国におい

て十分な予備容量やピーク電源容量を確保するために利用されており、将来的により重要になると予想されている。

既存の制度では、主に計画変更、機械の停止、一時停止可能な熱エネルギーの貯蔵、冷蔵倉庫、電気ボイラーなど、

負荷を比較的大きく削減出来る産業ユーザーに焦点を当ててきた。一般に工場においては、定められた規則や様々

な経済的補償手段を用いて必要に応じて負荷を削減または停止させるが、これを送電システム運用者が遠隔で行う

場合もある（8.2.1.3 節）。産業部門においては、需要反応による生産の縮小とプロセス用設備への障害のリスクは

重要な課題であるが、産業の管理しやすい電力需要による需要反応の可能性に関する研究発表は、わずかである。

フィンランドの例では、エネルギー集約型産業における需要反応のポテンシャルは 1,280MW と推定されており、

総システム・ピーク需要の 9%に相当する（Torriti et al., 2010）。 
 
8.3.3.2 エネルギー集約型産業 
 
2006 年における産業部門の二酸化炭素排出量の主な寄与は、鉄鋼（29%）、セメント（25%）、及び化学と石油化

学（17%）である（IEA, 2009d）。パルプ・紙産業は、プロセスエネルギーに大量のバイオマスを利用するため（バ

イオエネルギーシステムは一般的に炭素排出量が小さい）、産業用化石燃料による二酸化炭素排出量のわずか約

2%しか占めていない。 
 
産業部門全体として再生可能エネルギーの直接的統合を増加させる道筋は、産業によって異なる。主な選択肢は、

ボイラーで使用する化石燃料の変更、有機物の含有量の高い排水からのバイオガスの生産や産業プロセスにおける

石油・ガスからバイオマスへの切り替え（蒸解廃液の浸透のために酸化カルシウムを生産する石灰キルンにおける

バーク・パウダーの使用など）である。バイオマスは、ボイラー、キルン及び炉で化石燃料と共燃焼させるか、完

全に化石燃料を代替することができ、またバイオ化学製品及びバイオ素材への切り替えによって石油化学物質を置

き換える代替品となる。 
 
運用の規模を考えれば、十分な量のバイオマスの供給量が制約となる可能性がある。太陽エネルギーの直接利用は、

高いエネルギー需要や資源の変動性から制約を受ける可能性がある。地熱エネルギーは、高い設備利用率とエネル

ギー密度により産業部門での利用に適しているが、これまでエネルギー集約型産業で利用された例は少ない（Lund 
et al., 2010)。現在、わずか約 500MW の地熱容量（世界の地熱エネルギーの直接利用の 2.7%相当）しか産業プロセ

ス熱向けには利用されていない。現在活用されているのは約 12PJ/年で、用途は酪農、洗濯、革なめし、飲料、及

びパルプ工場である。ニュージーランド、カウェラウの地熱プラントはノルスケ・スコッグ・タスマン（Norske Skog 
Tasman）社のパルプ工場に蒸気を供給しており、これは現在の世界の地熱産業熱利用の約半分を占めている（White, 
2009）。地熱エネルギーは、ヒートポンプを温度を上げるために利用することで、産業プロセスのさらに大きい熱

需要を満たすことが出来る。地熱エネルギー利用の可能性は大きく（4.2 節）、太陽熱エネルギーと比較して設備

利用率が高いため、産業部門において魅力的な選択肢となる。しかし、これまで、コスト及び資源の場所の制約が

障壁となってきた。 
 
多くのエネルギー集約型プロセスにおいて、電力及び水素への切り替えによる間接的な再生可能エネルギー統合は

重要な将来の選択肢の 1 つである。電力は、すでに電気化学ホール・エルー法を用いたアルミニウムの生産におい

て主要なエネルギー投入となっている。カーボン・ニュートラル発電の選択肢の多様性とその汎用性は、乾燥、加

熱、加硫、融解工程における燃料の転換のための電熱プロセスが今後より重要になることを示唆している。プラズ

マ技術は、高温用途のための化石燃料燃焼の代替としてセ氏数千度の熱を供給出来る。電熱プロセスには、ヒート

ポンプ、電気ボイラー、電気オーブン、抵抗加熱、電気アーク、プラズマ誘導、高周波とマイクロ波、赤外線照射

と紫外線照射、及びレーザー光と電子線が関係している（EPRI, 2009）。現在、これらの技術は、明確な利点（省

エネルギー、生産性の向上、製品品質向上など）がある場合、または他に実行可能な選択肢がない場合（電気アー

ク炉など）に利用されている。一般的に、化石燃料の直接燃焼は電力よりも安いため、電力の導入は限定的であっ

た。しかし、気候政策が炭素排出量に重点を置く場合、相対的価格は大きく変わる可能性がある。電力供給が再生

可能エネルギー由来のものまたは脱炭素化されたものであったとしても、電熱プロセスは、その他の低炭素プロセ

ス候補の組み合わせと競合する。 
 
一般的に、エネルギー集約型産業は資本集約的であり、その結果生じる生じる長い設備サイクルがこの部門におけ

るエネルギー転換の主たる障壁となる。振幅の大きい市場と利幅の小さい時期はめずらしくなく、経営側は、投資

や新しい技術の導入でリスクを冒すよりも、コスト削減や設備寿命の延長に力点を置く。既存のプラントにおいて、
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改修の選択肢は、スペースの制約、リスク回避、信頼性などの要件によって制約を受ける。グリーン・フィールド

投資は主に開発途上国で行わていれるが、エネルギーと気候政策の実施は先進国ほど一般的ではない。 
 
エネルギー集約型産業は、国際競争にさらされており、炭素リーケージのリスクが伴うため、野心的な気候政策を

有する先進国において優遇されることが多く、エネルギー税と炭素税の免除または排出権取引制度における排出許

可の自由な割り当てを行うことが一般的である。パルプ・紙産業などのバイオベース産業は、再生可能エネルギー

政策の恩恵を受け、またこれに対応している（Ericsson et al., 2010）。炭素リーケージのリスクを削減し、技術移転

及び削減措置の資金供給を促進するために、国際的な気候政策においては部門別アプローチが検討されている

（Schmidt et al., 2008）。 
 
鉄鋼：鉄鋼の生産には、鉄鉱石の還元による溶鉱炉及び酸素転炉における選鉱、コークス製造、及び鉄製造が含ま

れる。一次エネルギー投入は、鉄 1t 当たり 13～14GJ で、主に石炭によるものである。鉄鉱の直接還元のための天

然ガスも、確立された技術である。スクラップ鉄のリサイクルのために電気アーク炉を用い、これらのエネルギー

集約型の過程を避けることで、一次エネルギー使用を約 4～6GJ まで減らすことが出来る。しかし、スクラップ鉄

の量は限られており、増加する(純粋な)一次鋼の需要は主に鉄鉱石からの生産を必要とする45。様々な研究開発の

取り組み（一部、再生可能エネルギー導入を伴う）は、二酸化炭素排出量の削減に焦点を当てている（Croezen and 
Korteland, 2010; Miwa and Okuda, 2010）。 
 
木炭は長い間、1800 年代に石炭及びコークスが取って代わるまで、鉄鋼業における主要なエネルギー源であった。

伝統的な生産では、木材エネルギー含量の 3 分の 1 しか木炭に変換されておらず、残りはガスとして排出されてい

おり（2.3.2 節）、これについては、効率をより高めることが可能である（Rossilo-Calle et al., 2000）。木炭は、溶

鉱炉での鉄の生産における還元剤とし使うことができるが、(石炭から作られる)コークスは発熱量、純度、機械的

強度がより高いという利点がある。 
 
現在、製鋼所はたいてい化石燃料や電力に完全に依存している。木炭は、ブラジルで溶鉱炉に利用されている例が

いくつかあるだけで、競争力を持つことはなかった。近い将来において鉄鋼業で再生可能エネルギーの利用を増加

させる選択肢としては、電気アーク炉で再生可能エネルギー電力へ切り替えること、石炭及びコークスを木炭で置

き換えることなどがあり、資源及び持続可能性の制約を受ける。バイオメタンへの切り替えも選択肢の 1 つである。

鉄の還元のための電力及び水素ベースのプロセスに関する研究は、長期的な可能性はあるが、コークス燃焼に二酸

化炭素回収貯留を組み合わせる方が経済的な選択肢であると考えられている。 
 
セメント：セメントの生産では、石灰岩の採取と破砕及び 950℃を遥かに超える温度への加熱が行われる。回転炉

で炭酸カルシウムを酸化カルシウムへ分解し、セメント・クリンカーの生産過程において二酸化炭素を放出する。

この反応からの二酸化炭素排出量は、セメント生産からの総排出量の半分強を占めており、残りが化石燃料の燃焼

によるものである。そのため、燃料を完全に再生可能エネルギー燃料に切り替えたとしても、削減出来る排出量は

全体の半分未満である。 
 
セメント製造では、燃料の種別とは特に関係なく、材料を加熱するための十分な火炎温度が必要となる。使用済み

タイヤ、木材、プラスチックを含む様々な種類の廃棄物が、すでにセメント・キルンで混合燃焼されている例があ

る。様々なバイオマス由来燃料も化石燃料の代替として利用出来る。炭酸塩ベース原料からの二酸化炭素排出量を

大きく減らすには、その回収貯留が不可欠であるが、非炭酸塩ベースの原料使用によって排出量が減少する可能性

もある（Phair, 2006）。 
 
化学及び石油化学：この部門は大規模かつ非常に多様である。オレフィンと芳香族、メタノール、アンモニアの大

量生産が部門エネルギー利用の 70%以上を占めている（EA, 2008c）。化学物質の構成要素となる主要な原料は、

エネルギー源としても消費される石油、天然ガス、及び石炭である（Ren and Patel, 2009）。エタノール、メタノー

ルなどの化学物質は、様々な製品において、燃料及び基礎化学品として使われる。 
 
水蒸気分解は、オレフィン及び芳香族の生産における重要なプロセス・ステップである。様々なバイオマス燃料や

廃棄物の燃焼を、蒸気生産に利用出来る可能性がある。多くのメタノール生産では天然ガスが主に利用されている

が、バイオマスから、または再生可能な生産法による水素と二酸化炭素を反応させることで生産出来る可能性もあ

る。 
 
化学部門における再生可能エネルギー原料への移行の余地は大きい（Hatti-Kaul et al., 2007）。石油系原料に移行す

る前は、人工の化学物質の多くが、基礎化学品としてエタノールなどを用いてバイオマスから作られていた。この

ようなバイオ化学製品への回帰には、4 つの原則的アプローチが必要となる。 
 

 発酵、酵素的変換などの産業バイオ技術プロセスを用いて変換された原料（2.3.3.3 節） 

                                                        
45
（訳注）合金などに使用するためには、不純物を含まない鉄を鉄鉱石から生産することが現状の技術では必要である。 
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 メタノールを含む一定の範囲の化学物質の生産のためのバイオマスの熱化学変換（2.3.3.1 節） 

 様々な方法で抽出された天然高分子やその他の化合物 

 非食料生産用のための作物の改良に使用されるグリーン・バイオテクノロジーと植物育種 
 
肥料産業において、アンモニア生産は高圧力下での水素と窒素の反応を含むエネルギー集約型プロセスである。農

業における肥料消費に伴うエネルギーの使用（8.3.4 節）は、世界の一次エネルギー需要の約 1%を占める（Ramirez 
and Worrell, 2006）。窒素は空気中から得られ、水素は一般的に天然ガスからであるが、石炭ガス化、精油所ガス、

重油製品からも得られる。アンモニア生産には二酸化炭素が多い流れがあり、二酸化炭素回収貯留が有効である。

再生可能エネルギー源からの水素の利用、生物窒素固定を含むその他の窒素固定プロセスも可能性がある（Ahlgren 
et al., 2008）。 
 
林産物：森林収穫作業と、製材工場、紙パルプ工場、木材加工工場への丸太の輸送では、大量の木質バイオマスを

取り扱う。このバリューチェーンからの残渣及び副産物は、内部での使用と外部へ供給するエネルギーとして使用

出来る。たとえば、丸太から取られた樹皮部分はボイラーで燃焼可能である。圧力が十分高い蒸気を生産し、オン

サイトでの CHP で近代的パルプ工場の蒸気及び電力需要のすべてを賄えることが多い。副産物としてのバイオマ

スを熱と電力のオンサイトでの生産に利用することで、林業の温室効果ガス原単位を比較的低く抑えることが出来

る。 
 
多くのパルプ化工程があるが、そのうち機械的工程と化学的工程が主である。電力集約型の機械式パルプ化工程で

は、樹皮剥ぎとチップ化の後、木質チップは大型のグラインダーで加工されて、ほぼすべての繊維が最終的にパル

プになり、新聞印刷用紙などの紙の生産に使用される。熱は、機械式パルプ化工程から回収され、生産された蒸気

は紙の乾燥及びその他のプロセスに利用される。化学パルプ化工程は、強く高品質な繊維の生産に利用され、化学

蒸解プロセスにおけるリグニンの溶解が含まれる。リグニンを主とする木材の約半分は、最終的に蒸発器内で濃縮

されるパルプ廃液になる。この廃液は「黒液」と呼ばれ、薬品回収ボイラーで燃焼することが出来る。化学パルプ

化工程における伝統的回収ボイラーから黒液ガス化への変更は、エネルギー回収の効率を向上させ、燃料生産に利

用される合成ガスを用いたCHPシステムにより電力熱比率を高めることが出来る（以下のケーススタディを参照）。

エネルギー最終消費効率の継続的な改善、ボイラーの蒸気圧の増加、及び凝縮蒸気タービンの使用によって、紙パ

ルプ産業における外部からのエネルギー購入量を削減でき、また生産された熱と電力の一部を副産物として売るこ

とが出来る（Axegård et al., 2002）。 
 
ケーススタディ: バイオ DME 生産のための黒液ガス化 
 
薬品回収ボイラーにおける黒液からの温熱生産の代替手法として、黒液のガス化は 20 年以上研究開発されてきて

おり、いくつかのパイロットプラントで実証されている技術である（Kåberger and Kusar, 2008）。生産される合成

ガス（主に一酸化炭素及び水素）は、複合サイクル発電、CHP プラントまたはフィッシャー・トロプシュ法などに

よるバイオ燃料の生産において、非常に高い効率で利用出来る（8.2.4 節）。DME（ジメチルエーテル）の生産の

ための加圧ガス化を実証する最初のパイロット・プラントは、約 4t/日の定格容量で、2010 年 9 月にスウェーデン、

ピテで運用開始された。提携企業は Chemrec、Haldor Topsoe、ボルボ、Preem、Total、Delphi、及び ETC であり、

スウェーデン政府及び欧州委員会の財政支援を受けている。固体バイオマスのガス化と比較して、加圧ガス化装置

への注入が容易なことは黒液の利点の 1 つである。全体のプラント・エネルギー・バランス及び配置にもよるが、

プロセス統合の利点やエネルギー効率の大幅な向上の可能性がある場合が多い。パルプ・紙の製造プロセスのエネ

ルギー需要を満たすために、液体または気体バイオ燃料生産（ジメチルエーテル含む）のために取り出すエネルギ

ーを低品質バイオマスを用いて補うことができる。このプロジェクトではジメチルエーテル生産に加え、バイオ・

ジメチルエーテルの実効性を評価するためのジメチルエーテル燃料の 4か所の補給所及び 14台のHDVトラックも

含まれている。 
 
8.3.3.3 エネルギー集約度が比較的低い産業及び企業 
 
非エネルギー集約型産業は、数こそ多いものの、エネルギー利用全体に占める割合はエネルギー集約型産業よりも

小さい。しかし、より柔軟性が高く、再生可能エネルギーの統合の余地も大きい。この種類の産業には、食品加工、

繊維、家庭用電化製品とエレクトロニクス製造、自動車組立工場、木材加工などが含まれる。これらの「軽」工業

におけるエネルギー需要の大部分は、照明、室内暖冷房・換気、オフィス設備などの業務用建物におけるエネルギ

ー利用と同様である。これらのほとんどの産業用加熱冷却需要は中程度の温度に対するものであり、太陽熱エネル

ギー、地熱エネルギー、吸収式冷凍機を用いた太陽熱冷却システムの利用を推進することが出来る（IEA, 2007c; 
Schnitzer et al., 2007）。2007 年には世界で約 150GW の太陽熱集熱器容量が稼働していたが、産業用途で利用され

ていたのは 1%未満である（IEA-SHC, 2010）。その理由として、コスト以外に、日射の変動により産業プロセスの

信頼性が不足することが挙げられるが、今後、集光型太陽熱システム向けを含む蓄熱技術（3.2 節）により、問題

を克服出来る可能性もある。 
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典型的なプロセス・エネルギーの使用目的は、低温及び中温加熱、調理、冷却、洗浄、給水ポンプと空気処理、塗

装、乾燥と脱水、加硫、破砕、予熱、濃縮、低温殺菌と殺菌、及び、いくつかの化学反応である。さらに、様々な

機械作業で、工具及びその他の設備への動力供給に電気モーターや圧縮空気が利用される。プラントの規模は、零

細企業から大規模な組み立てプラントや加工工場まで様々である。 
 
多くの企業が、プロセス用に 50～120℃の温度の温水及び蒸気を利用している（図 8.23）。化石燃料が使われる場

合、熱を供給する設備はたいてい 120～180℃の温度で稼働する。これは、この高いプロセス熱温度によって、使

用する熱交換機と加熱ネットワークの面積を小さく出来るためである。太陽熱エネルギー利用の可能性は、システ

ム全体を最適化するための、より低温での運転を行うエンジニアリングデザインにかかっている。80℃未満の温度

であれば太陽熱集熱器は市場に出回っているが、250℃以下の温度を必要とする用途の実例になると限定的になる

（Schnitzer et al., 2007）。そのような高温に対しても、ヒートポンプや、場所の条件が整えば集光型太陽熱システ

ムを用いることで実現可能である。 
 
産業用電気技術は、電力を用いることによって石炭及びガスによる一次熱エネルギーを削減することが出来る。再

生可能エネルギー資源からの電力により化石燃料からの熱生成を代替すれば、一次エネルギーを節減できなくとも

産業の二酸化炭素排出量は削減出来る。例としては、蒸発の熱プロセスの代替手段としての凍結濃縮、乾燥用誘電

加熱（高周波及びマイクロ波加熱）、重合、溶液塗装や従来の対流式オーブンの代替手段としての赤外線オーブン

による定着を用いた紛体塗装などがある（Eurelectric, 2004）。その他の電力化の利点としては、プロセス起動の高

速化、プロセス制御の改善、生産性の向上などがある（EPRI, 2009）。高品質（高エクセルギー）な電力は低品質

（低エクセルギー）の熱利用に使用すべきではないという従来の考え方は、電力システムの脱炭素化が達成されれ

ば46、将来的に覆る可能性がある。 
 
開発途上国の中小企業の多くは、ナッツ類、コーヒー、ココナッツ、イネなどからの皮、藁、及び殻の形で大量の

作物残渣を熱と電力を生産する目的で使用している。これらの残渣はコストが低く、その他の地方産業に熱を供給

するための燃料として、薪及び木炭と共に使用されることが多い。一部の食品及び繊維加工産業では、有機含量の

高い廃水もバイオガス生産に利用されているが、現状、それらの資源はあまり有効活用されていない。 
 
先進国では、廃棄物政策が、エネルギー目的でのバイオマス残渣の利用増加の重要な要因となっている。食品及び

繊維加工産業において、バイオエネルギーは最も一般的であり（林産物に関しては 8.3.3.4 節参照）、オンサイト

のバイオマス残渣が内部のエネルギー供給に広く利用され、または他の場所での利用のためにエネルギーが搬出さ

れており、これにより廃棄物処理の問題を解決することができる。たとえば、ブラジルの砂糖及びエタノール工場

は、バガス残渣から熱と電力を生産し、余剰の電力を送電系統に売っている（以下のケーススタディを参照）。廃

熱は、他の産業や地域暖房システムで利用出来る（8.2.2 節）。暖房温室や養魚業が低位熱の利用者となる可能性

もある。 
 
産業生態学及び産業共生は、エネルギー、水、副産物などの企業間での交換を指す比較的新しいコンセプトである

が、現象としては新しいものではない。スウェーデンの林業では、そのような企業間での交換が数例見られるが、

多くはグループ企業間でのものである（Wolf and Petersson, 2007）。そのような革新的な手法における再生可能エ

ネルギーの間接利用の増加の可能性を推定することは難しい。 
 
農産物とその他の生産物の脱水は、太陽エネルギーの重要な用途の 1 つである。多くの開発途上国で、野外での伝

統的な脱水法は、食品汚染、栄養劣化、大きな製品損失につながる可能性がある。そうした中で、製品の品質を改

善し、乾燥時間を短縮する太陽熱乾燥機技術が実証されている。例としては、トウガラシ用の太陽熱トンネル乾燥

機（Hossain and Bala, 2007）及びパイナップル用の熱貯蔵、バイオマス・バックアップ・ヒーター付きの太陽熱乾

燥機（Madhlopa and Ngwalo, 2007）などがある。 
 
重工業と軽工業両方において再生可能エネルギーの直接利用を増加させる可能性は、この部門の複雑性、多様性、

それぞれの場所の地理的及び気候条件が異なることから、一般的にあまり理解されていない。総合的な削減及び一

般的な再生可能エネルギー統合のコストも、同様の理由により想定が難しい。 
 
化石燃料の価格は比較的低く、産業部門に対するエネルギー税や炭素税が低いかまたは無いため、産業部門におけ

る再生可能エネルギーの直接的利用は、現在、化石燃料との競争に不利な状態にある。化石燃料の代替となるバイ

オマスベース産業におけるプロセス残渣の活用の改善は、特にバイオマス残渣廃棄コスト低減があれば、短期的な

機会となる。太陽熱技術は有望であるが、集熱器、熱貯蔵、需給調整システム、プロセスの適応と統合のさらなる

発展が必要である。地熱の直接利用は、産業熱需要が隣接する場所では、すでに活用されている。最終消費の場所

におけるクリーンかつ利便性の高い電力、天然ガスなどのエネルギーキャリアの利用を増加させることが、産業部

門における一般的な傾向である。そのため、再生可能エネルギー源から作られた電気を伴う電気技術による再生可

能エネルギーの間接的な統合は、短期的にも長期的にも大きな影響を与える可能性がある。様々な国における再生

                                                        
46 （訳注）それによる効用が大きい場合、プロセス全体の二酸化炭素排出量を削減できる場合もある。 
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可能エネルギー支援政策は、産業よりもエネルギー、輸送、及び民生部門を重視する傾向にある。その結果、産業

部門の再生可能エネルギーの利用可能性は比較的分かっていない部分が大きい。 
 
ケーススタディ 
 
製糖産業及び CHP：送電系統へのアクセスに制約があり、電力の独占買い取り者及び独立系発電事業者によって電

力価格が低く抑えられることで、産業側が CHP よる全体のエネルギー効率と電力熱比率を増加させるインセンテ

ィブが損なわれている。たとえば、砂糖及び砂糖/エタノール工場におけるプロセス電力消費は、一般的に生のサ

トウキビ 1 トン当たり 20～30kWh（72～108MJ）である。製糖所のほとんどは、効率の悪い低圧ボイラーの燃料と

して主にバガスを使用し、熱と電力をこれに対し、自給自足出来るよう設計されている。残渣回収率の増加及び高

圧ボイラーと濃縮復水蒸気タービンの導入により、100kWh/t（360MJ/t）以上の電力を外部利用のために生産する

ことが出来る。ブラジルの発電は、2005 年のサトウキビ 1t 当たり平均 9kWh（32MJ/t）から 2020 年には 1t 当たり

135kWh（486MJ/t）まで増加すると予想されている（Macedo et al., 2008）。しかし、砂糖/エタノール工場によって、

産業においてはるかに高いレベルのエネルギー用バイオマスを統合する機会がある。サトウキビの梢頭部と葉は、

通常、収穫前に燃やされるか収穫後その場に残される。これらを収集し工場に運べば、外部利用向け電力ポテンシ

ャルは 150kWh/t（540MJ/t）以上まで増える可能性がある。ガス化技術と複合サイクル電源または超臨界蒸気サイ

クルを用いることで、さらに 300kWh/t（1,080MJ/t）まで増える可能性もある（Larson et al., 2001）。砂糖/エタノー

ル工場における原料の物流とバイオマス残渣の活用を統合することで、残渣を別々に処理、及び変換する場合より

も大きいコストやその他の面でのメリットを得ることが出来る。 
 
産業部門向けの太陽熱産業プロセス熱：太陽熱エネルギーは、多くの産業プロセスに適している。2003 年のヨー

ロッパにおける正味の産業熱需要は 8.7EJ、電力需要は 4.4EJ と推定されている（Werner, 2006b）。低温、中温、

高温の熱需要について、2003 年の EU25 か国、加盟候補国 4 か国、及び欧州自由貿易連合加盟国 3 か国の一部の産

業に関する推定結果を図 8.23 に示す。産業プロセス熱は、この部門による一次エネルギー消費の約 28%を占めて

おり、この半分以上を占める 400℃未満の温度に対する熱需要は太陽熱エネルギーの利用に適していると考えられ

る（Vannoni et al., 2008）。 
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図 8.23: ヨーロッパ 32 か国における温度水準・製造部門ごとの産業向け熱需要（Werner, 2006b） 
 
注: データはドイツの産業部門の実績から作成され、IEA エネルギー・データベースにより対象の領域に適用されたもの 

 
集熱器から直接プロセス蒸気を作ることが出来る集光型太陽熱システムなどの太陽熱エネルギー技術は、産業熱の

供給に利用出来る。ドイツ、エナペータールで 2010 年にパイロットプラントが稼働開始された。この「P3 プロジ

ェクト」によって、小規模な面積 100m2 のパラボラ・トラフ集熱器からの直接生成される蒸気が産業用途に適して

いる可能性があることが実証された（Hennecke et al., 2008; Krüger et al., 2009）。2008 年に食品加工会社のフリトレ

ーが、プロセス蒸気を生産し、ガス消費及びそれに伴う二酸化炭素排出量の削減のためにカルフォルニア州、モデ

ストにあるプラントで行った約 5,000m2 の太陽熱集熱器の導入は、太陽熱利用の例の 1 つである（Krüger et al., 2008）。 
 

8.3.4 農林水産業（一次生産） 
 
8.3.4.1 部門の状況 
 
農林水産部門のエネルギー需要が最終エネルギー消費に占める割合は、OECD 諸国では約 5%、世界全体では 3%で

ある（図 8.2）。土地利用の変化を除けば、現在の農林水部門はメタンと亜酸化窒素を含む温室効果ガス総排出量

の約 15%を占めている（IPCC, 2007）。エネルギー供給者または利用者としての農林水産部門への再生可能エネル

ギーの統合は、中規模（バイオエネルギー・CHP プラント、ミニ水力発電など）及び小規模（バイオガス・プラン

ト、風力水ポンプなど）両方を含む多くの例にみられるように成功を収めてきた。 
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エネルギー投入と作物収穫量、持続可能な農法（耕作及び肥料の方法を含む）、水利用、土地利用変化、生物多様

性、景観と観光、及び土壌炭素収支の間には複雑な関係が存在している。気候、土壌、及び土地管理によって、大

きな地域差が発生する（IPCC, 2007）。 
 
低エネルギー投入型の零細農業及び漁業は、主に人力及び畜力に依存しており、伝統的バイオマスも乾燥及び加熱

用途に利用されている（2.4.2 節）。集約型の工業的農業、林業、漁業生産は、大きなエネルギー投入に依存して

おり、その一般的な供給源は化石燃料である。これらは、加熱、乾燥、ボート、トラクター、及び機械の動力供給

のために直接燃焼するか、肥料及び農薬の製造（8.3.3 節）、動物飼料の生産と購入する動物飼料の輸送、建物や

フェンスの建設、給水ポンプ、照明、冷却、及び固定設備の駆動用の発電に間接的に利用される。企業の種別によ

って異なるが、一般的に、農園での直接的利用では、間接エネルギー投入の 2 倍のエネルギーが使用される（Schnepf, 
2006）。エネルギー効率向上策は実施されており、綿密に農業へ応用する方法やエネルギー集約度が低い有機農業

システムも用いると、将来的には肥料や農薬の使用量が削減される可能性もある。 
 
エネルギー投入と出力の比は、製品やシステムによって異なる。たとえば、ジャガイモ栽培の総エネルギー投入は、

収穫される作物の食物エネルギー出力値を超える可能性がある（結果として比は負になる）（Haj Seyed Hadi, 2006）。
エネルギー比は、それぞれの農園管理システム、エネルギー分析における境界、その他の想定に依存する。そのた

め、ジャガイモに関して言えば、正のエネルギー比も報告されている（Mohammadi et al., 2008）。 
 
農林水産部門は、再生可能エネルギーのエネルギー利用者と供給者という二重の役割を果たす可能性がある（表

8.5）47。多くの場合、土地所有者は、風力、バイオマス、太陽放射、河川及び小川の位置及び運動エネルギーなど

の地域の再生可能エネルギー資源をすぐ利用出来る状態にある。食料、繊維、動物飼料、バイオ燃料用エネルギー

作物、レクリエーション、生物多様性、保安林など、土地利用にに対する競争は増えており、厳重な管理に置かれ

つつある（GMF, 2008; Fritsche et al., 2010）。 
 

                                                        
47 本節が取り上げているのは、農園の門までの収穫及び収穫後の作業を含む農園内及び森林内の生産及び加工活動のみ
である点に注意。食品及び繊維加工作業については、8.3.3 節で扱っている。 
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表 8.5: 工業規模企業による農林水産部門は、様々な水準のエネルギー使用度基準（生産単位当たりの入力（GJ）、または土地（ha）当たりの GJ）で直接エネルギー投入

を必要とする。このエネルギー投入は、農園外から購入して取り入れるか、利益が獲得できるような余剰再生可能エネルギー源をベースにするエネルギーキャリアを提示で

きるような農園内の再生可能エネルギーシステムの生産によって得られる。 
 
事業の種別 直接エネルギー投入 エネルギー使用度基準 潜在的再生可能エネルギーキャ

リア 
エネルギー移出可能性 

酪農業 搾乳施設、水及び糞尿のくみ上

げ、冷蔵用の電力 
トラクター用のディーゼル 
灌漑用のディーゼルまたは電力 

高 
中 
揚水灌漑は高 

バイオガス用の糞尿 
牛乳冷却からの熱 
温水用の太陽熱 
太陽光発電（PV）の電力 

CHP（コジェネレーション）用

のバイオガス 
ここで挙げた陸上の事業のほと

んどにおいて太陽熱または電力

が利用可能であるが、費用対効

果は高くない。 
牧畜 
（羊、牛、鹿、山羊、ラマなど） 

剪毛用の電力 
農園機械類用のディーゼル 

極めて低いが、土地が灌漑され

る場合には高くなる。 
低（または中（牧草地の一部が

保存される場合）） 

条件の良い丘の場合は風力 
小川からの水力 
建物設置の太陽熱システム 
バイオガス用の緑色作物 

風力 
水力 
CHP 用のバイオガス 

集約家畜生産 照明、冷房、給水ポンプ、清掃

用の電力 
トラクター用のディーゼル 

屋内に収容する場合は高 
主に屋外に放つ場合は低～中 
飼料の収穫は高 

バイオガス用の糞尿 
家禽敷料の燃焼 
建物設置の太陽熱システム 

CHP 用のバイオガス 
イギリス及びアメリカで稼働中

のいくつかの MW 級電源 
耕地（小麦、トウモオロコシ、

菜種、パームオイル、綿、サト

ウキビ、米など） 

トラクター用のディーゼル燃料 
貯蔵設備、コンベヤ・モーター、

灌漑用の電力 
乾燥用のガスまたは液化石油ガ

ス 

機械類は高 
天水の場合は中 
灌漑する場合は高 
低、季節により変動 

熱、電力（バイオ燃料の場合も

ある）用の作物残渣 
エネルギー作物 
条件により風力及び水力 

エネルギー利用目的の作物の場

合は高 
風力も可能であるが、作物は丘

の少ない土地での栽培に限る。 

野菜（大規模） 
（ジャガイモ、玉葱、人参など） 

トラクター用のディーゼル燃料 
等級付け、運搬、灌漑、冷却用

の電力 

機械類は高 
土地が灌漑されている場合及び

収穫後の冷蔵庫がある場合は高 

燃焼用の乾燥残渣 
バイオガス用の液状残渣 

主にオンサイト利用に限定され

る。 

市場向け菜園野菜（小規模） 
（広範囲の作物） 

機械類用のディーゼル 
洗浄、等級付け用の電力 

中 
収穫後は低 
冷蔵される場合は中 

バイオガス用の残渣や不適格品

（ただし、オンサイト利用にお

いても資源量が小さすぎ、季節

変動も大きすぎる） 

低 

苗床作付 機械類用のディーゼル 
保護された温室がある場合は高 

低 
中 

燃焼用の残渣及び不適格品 低 

温室作物生産 換気、照明用の電力 
暖房用のガス、石油、またはバ

イオマス 

暖房中は高 
暖房しない場合は中 

少量の燃焼用の残渣及び不適格

品 
低 

果樹園 
（ピップ・フルーツ、バナナ、

機械類用のディーゼル 
等級付け、細流灌漑、冷蔵など

中 
灌漑された場合及び収穫後貯蔵

熱用の剪定残渣の燃焼 
バイオガスまたはCHP用の傷物

低 
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事業の種別 直接エネルギー投入 エネルギー使用度基準 潜在的再生可能エネルギーキャ

リア 
エネルギー移出可能性 

パイナップル、オリーブなど） に使う電力 は中 の果物、房、及び残渣 
森林植林 
（ユーカリ、トウヒ、松、パー

ムオイルなど） 

植林、剪定、及び収穫用のディ

ーゼル 
低 森林残渣 

短期循環森林作物 
使用後のアブラヤシの房 

高―CHP（バイオ燃料の場合も

ある）用の大量のバイオマス 

漁業―大規模な沖合でのトロー

リング 
船舶用ディーゼル/燃料油 
冷蔵用の電力 

高 
中 

海に投棄される不適格品の魚 なし 

養魚場―沿岸または地上 ボート用のディーゼル 
冷蔵用の電力 

低。沖合の設備の場合は中 
中 

バイオガス及び油用の魚廃棄物 
海洋エネルギー 

低 
将来的に可能性のある海洋エネ

ルギーからの電力 
漁業―小規模な沿岸のボート ディーゼル/ガソリン 

氷または冷蔵用の電力 
低 
低 

バイオガス及び油用の魚廃棄物 低 
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小麦、米、トウモロコシなどの食品及びバイオ燃料用のエネルギー作物を栽培して輸出するために、国外の政府に

よる土地投資が行われている例がある（Von Braun and Meizen-Dick, 2009）。既存の地方コミュニティーの搾取の可

能性が問題となっているが（WWICS, 2010）、ガーナに投資している砂糖エタノール会社に見られるように、土地

利用と再生可能エネルギーの統合の利点が公平に共有されれば、便益も期待できる（Sims, 2008）。バイオマスの

持続可能な生産（2.5 節）と同様に、国家貿易政策に従い便益を共有し、自営農園単位での慣習権を尊重する倫理

規定の作成が検討されている（UN Energy, 2007）。 
 
8.3.4.2 状況及び戦略 
 
農林水産部門の土地利用との再生可能エネルギーの統合は確立されている。たとえば、牧草地及び耕作地に建設さ

れた風車によって、土地所有者は収益を増やすことが出来る。これは、連絡道路、風車の基礎、管理センターの建

物には、農業生産用地の土地面積からわずか 2～5%を充てるだけで足りるためである（7.6.3 節）。小規模水力発

電及びミニ水力発電にも、同様の機会が存在する。古い水力製粉工場の建設地の多くは、貯水池式小規模水力発電

に利用出来る可能性がある（5.3.1 節）。低落差タービンは、灌漑ポンプに動力を供給する緩勾配配水経路に用い

るために開発されてきた（EECA, 2008）。太陽光発電（PV）システムは給水ポンプと統合され、太陽熱システム

は給湯と作物乾燥に広く利用されている。空調、冷蔵、製氷、及び生鮮製品の収穫後冷蔵のための太陽熱吸収技術

は、まだ開発段階である（Fan et al., 2007）。地熱は、温室の暖房、果物及び野菜の乾燥、様々な厩舎の暖房、木材

の乾燥、及び魚とエビの養殖用の水の加熱など、様々な用途で利用されてきた（J. Lund, 2005）。 
 
森林及び農園で生産されるバイオマス資源は、一般的に地域の農業とへき地のコミュニティーの熱エネルギー需要

を満たしていたが、大規模なプロジェクトの開発が課題となりつつあり、一部の土地ではバイオマス中の栄養の潜

在的な損失が制約となる可能性がある（IEA, 2007a）。熱分解を通したバイオ炭の生産と同様、燃焼後の灰を栄養

の一部として土地に返すことも有効であり、適切に管理すればそれを土壌に取り込んで生産性を向上させ、大気中

の炭素濃度も削減出来る（8.3.4.4 節）。 
 
作物または森林残渣は、一次産品（穀物または木材）の収穫後に別の作業として収集・輸送するか、すべての産物

の収穫作業として統合される（Heikkillä et al., 2006）。一部の国における電力産業の民営化により、砂糖、米、及

び木材加工プラントの所有者は、より効率の良い CHP プラントに投資出来るようになった。その CHP プラントは、

外部利用向けに余剰電力を生産し（8.3.3 節）、バイオマスが乾燥していて効率的に燃焼され、石炭を代替する場

合、地方の大気汚染を削減することも出来る（Shanmukharadhya and Sudhakar, 2007）。 
 
動物糞尿、魚、食品、繊維加工廃棄物、及びモロコシ、トウモロコシなどの緑色作物の嫌気性消化は広く認知され

たバイオガス生産技術である（2.3.3 節）。ガス貯蔵は技術的には可能でもコストが高いため、供給と需要を一致

させる必要がある（8.2.3 節）。無臭消化固体残渣は、土壌改良や栄養補充に利用出来る。熱供給のためのバイオ

ガスの農園内直接燃焼は広く行われている。また、バイオガスはバイオメタンへの改質（8.2.3 節）後、圧縮天然

ガスと同様、コジェネレーション用の固定ガスエンジンまたは輸送にも利用出来る（8.3.1 節）。 
 
8.3.4.3 再生可能エネルギー統合及び適応の道筋 
 
食品及び繊維産品を生産する農地や林地の多くは、同時に再生可能エネルギーの供給にも利用することができ、そ

れは多くの場合、事業運営のために購入しているエネルギー投入を代替する熱・電力となる（表 8.5）。バイオ燃

料やバイオガスも農園内で生産し、オンサイトで直接利用されるか（8.2.3 節）、市場で販売される。地方の土地

と河川における再生可能エネルギー発電は、地方の電化、より安全なエネルギー供給、需要負荷が増加している地

域における高コストの送電系統増強の回避などを目的に促進することができる（8.2.1 節）。 
 
バイオマスを含む農林水産部門の一次生産品の需要の増加に対応するために、管理の改善と、より収穫量の多い品

種の選択によって、既存の耕作地、牧草地、植林森林地の生産性を向上させることは 1 つの選択肢となる（畜産物

の消費を抑えるように食事内容を変えることもまた 1 つの選択肢である）。世界の主要生産物の平均収穫量は、過

去数十年間にわたって増加し続けてきた（図 8.24）。この傾向は、今後数十年は続く可能性があり、遺伝子組み換

え作物がプラスの影響を与えていると考えられる。逆に、異常気象の発生頻度の上昇を含む気候変動の変化が、予

想される技術進歩による生産性向上を部分的に相殺する可能性がある（Lobell and Field, 2007）。 
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図 8.24: 基準年の 1961 年（100 で示す）の平均収穫量と比較した、過去数十年における世界の主要作物に関する

1 ヘクタール当たりの生産性の増加（FAO（2009）のデータに基づく） 
 
農林水産部門は、外部からのエネルギー依存度の低減、再生可能エネルギー源の本来の資源量にもとづくより良い

利用へ向け、徐々に移行してきている。農業とエネルギー目的の土地利用の統合は進んでいるが、地方における再

生可能エネルギー導入の拡大には、高い資本コスト、利用可能な資金の不足、エネルギー需要地からの遠さ（電力

及びガス導管網へのアクセス含む）、土地利用における競合、輸送の制約、限定的な水供給、土地所有者及び管理

者の技術や知識の不足などが障壁である。 
 
8.3.4.4 農業における再生可能エネルギーの将来的動向 
 
小規模再生可能エネルギー技術に基づく分散型エネルギーシステム（IEA, 2009b）は、へき地において高いポテン

シャルを有する。この考え方は、電力サービスがまだ利用できない開発途上国のへき地コミュニティーにおけるミ

ニ送電系統（8.2.1 節）の構築に応用される場合もある。 
 
農業部門における将来の機会に、「バイオ炭」という土壌中の炭素隔離の考え方がある（Lehmann, 2007; Woolf et al., 
2010）。持続可能な生産によるバイオマスを、制御された酸素燃焼を用いてガス化または熱分解すると炭化物がで

き、耕地土壌への混入によって将来の植物成長を促進し大気中の二酸化炭素が減少するとされている（Verheijen et 
al., 2010）。バイオ炭の特性はバイオマスによって異なり、様々な作物や土壌のタイプによって生産性が異なる可

能性がある。そして、様々な種類のバイオ炭に対し、その正味のエネルギーと栄養の収支バランスに取り組むため

には、更なる研究開発が必要である。 
 
ケーススタディ: へき地コミュニティーにおける分散型再生可能エネルギー発電 
 
ニュージーランド トタラ・バレー（Totara Valley）の小コミュニティーは、地元の再生可能エネルギー資源を地

域の熱と電力の需要へ活用し、収益及び社会的便益を生むことを示す好例である。ここでは近隣の水力発電ポテン

シャル、風速、及び日射を観測することで、季節や日による変化を示し、電力需要と一致させるための手法を開発

した（Murray, 2005）（図 8.25）。電力会社や配電会社は、そのような計画に強い商業的関心を持ち、共同事業者

となり余剰電力を売買するだけでなく、土地所有者への再生可能エネルギー設備の販売、借り上げ、または貸し出

しを行った（Jayamaha, 2003）。 
 
トタラ・バレーの小規模実証プロジェクトは、一部の住宅に設置した太陽光発電（PV）、太陽熱パネル、ヒート

ポンプ、バイオディーゼル発電装置、1kW ペルトン水力タービン、及び 2.2kW 風車（平均風速及び負荷への近さ

から選択された丘に設置）で構成されている。丘とコミュニティーの建築物を連系する 1.5km の銅ケーブルの設置

には 13,000US ドルのコストがかかると推定されているため、代わりに風車を用いて隣接する電解槽に動力供給を

行っている（Sudol, 2009）。生産された水素は、農舎に設置されている燃料電池につながる地下アルカテン・パイ

プに運ばれる。パイプ内での貯蔵及び輸送損失は、水素生産全体の約 1%に過ぎない（Gardiner et al., 2008）。水素

システムの全体効率は低いが、コミュニティー・システムのエネルギー貯蔵としても機能するため、効率の低さの

一部は相殺される。実証では、農業コミュニティーにおける既存の熱電供給システムと再生可能エネルギー技術の

組み合わせの統合は実行可能あることと同時に、場所ごとに異なるオプションの経済的評価を行うべきことも示さ

れた。 
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図 8.25: （a）トタラ・バレーコミュニティーの季節別及び日内の平均電力需要（30 分間当たりの kWh 消費）と

（b）夜間及び冬季のピーク需要と風力電力供給の一致度を示す年間及び日内の風データ（Murray, 2005）
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